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1.1.1-1 

1. レベル１ＰＲＡ 

1.1 内部事象ＰＲＡ 

1.1.1 運転時ＰＲＡ 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡは，社団法人日本原子力学会が発行した「原

子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基準

（レベル１ ＰＳＡ編）：2008」（以下「レベル１ＰＳＡ学会標準」という。）を

参考に評価を実施し，各実施項目については「ＰＲＡの説明における参照事項」

（平成 25年９月 原子力規制庁）の記載事項への適合性を確認した。評価フロ

ーを第 1.1.1－1 図に示す。 

1.1.1.a 対象プラント 

① 対象とするプラントの説明 

(1) プラント情報の収集・分析 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡ実施に当たり必要とされる設計，運転・

保守管理に関する情報を把握するため，以下の本プラントの設計，運転・

保守管理の情報をＰＲＡの目的に応じて調査・収集した。 

・ＰＲＡ実施に当たり必要とされる基本的な情報（設計情報，運転・保

守管理情報等） 

・定量化に当たり必要とされる情報（機器故障，起因事象発生に関する

運転経験等） 

本プラントについて入手した主な情報源を，第 1.1.1.a－1表に示す。 

「ａ．主要な設備の構成・特性」に安全系，サポート系及び電源系等の

主要な設備の構成・特性について示し，「ｂ．原子炉格納容器の構成・特性」

に原子炉格納容器の構成・特性について示す。以下に本プラントの基本仕

様を示す。 

・出力     － 熱出力   2,436MW 

－ 電気出力 約 820MW 

・プラント型式 － 沸騰水型ＢＷＲ－５ 

・格納容器型式 － 圧力抑制形（Ｍａｒｋ－Ⅰ改良型） 

ａ．主要な設備の構成・特性 

今回のＰＲＡで考慮する主な設備を第 1.1.1.a－2表に示す。本プラン

トのＰＲＡに係る基本設計は，次に説明する主要な安全系統により構成

される。第 1.1.1.a－1図に本プラントの主要な安全系統概要を示す。ま

た，第 1.1.1.a－3表に系統設備概要を示す。 

(a) 原子炉停止に関する系統 

通常運転時は，再循環流量制御系，制御棒及び制御棒駆動系からな

る反応度制御系により，原子炉の出力の調整を行う。原子炉起動時及

び停止時にも，反応度制御系を利用する。 

異常時にあっては，以下の系統により原子炉を停止する。 
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1) 制御棒及び制御棒駆動系（第 1.1.1.a－2図） 

原子炉水位低（レベル３）等の安全保護系の信号により異常を検

知して，急速かつ自動的に制御棒を炉心に挿入し，原子炉を停止さ

せる。 

(b) 原子炉冷却に関する系統 

通常運転時は，復水・給水系より原子炉へ冷却材を給水し，炉心で

発生する蒸気を原子炉から主蒸気系を通して取り出し，タービン発電

機を駆動する。タービンを出た低圧の蒸気は復水器にて凝縮され，再

び復水・給水系へ冷却材を供給する。原子炉停止時には，残留熱除去

系により原子炉の残留熱を除去する。 

復水器が使えない異常時にあっては，以下の系統により原子炉を冷

却する。 

1) 高圧炉心スプレイ系（第 1.1.1.a－3図） 

高圧炉心スプレイ系は，原子炉水位低（レベル１Ｈ）又は格納容器

圧力高の信号で自動起動し，復水貯蔵タンク水（第１水源）あるい

はサプレッション・チェンバのプール水（第２水源）を炉心上部に

設けられたノズルから燃料集合体にスプレイして炉心を冷却する。 

2) 低圧炉心スプレイ系（第 1.1.1.a－4図） 

低圧炉心スプレイ系は，原子炉水位低（レベル１）又は格納容器

圧力高の信号で自動起動し，サプレッション・チェンバのプール水

を炉心上部に設けられたノズルから燃料集合体にスプレイして炉心

を冷却する。 

3) 低圧注水系（第 1.1.1.a－5図） 

低圧注水系は，残留熱除去系が原子炉水位低（レベル１）又は格

納容器圧力高の信号で自動起動し，サプレッション・チェンバのプ

ール水を原子炉へ注水して炉心を冷却する運転モードである。本原

子炉施設では，低圧注水系を３系統設けている。 

4) 自動減圧系 

自動減圧系は，主蒸気系のＳＲＶ12 個のうち６個からなり，低圧

注水系又は低圧炉心スプレイ系と連携して炉心を冷却する機能を持

つ。本系統は，原子炉水位低（レベル１）及び格納容器圧力高の両

信号を受けて作動し，原子炉圧力を低下させる。 

5) 原子炉隔離時冷却系（第 1.1.1.a－6図） 

原子炉隔離時冷却系は，原子炉停止後，復水・給水系が何らかの

原因で停止した場合に，原子炉水位低（レベル２）により自動起動

し，原子炉の水位を維持する。本系統は，注水ポンプの動力源とし

て，原子炉で生じる蒸気を使った蒸気タービンを用い，制御用電源

は直流電源を用いており，発電所内のすべての交流電源が喪失して

も原子炉の冷却を達成できる。 
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(c) 崩壊熱除去に関する系統 

原子炉停止時は，残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードにより冷

却される。 

異常時にあっては，残留熱除去系のサプレッション・プール水冷却

モード及び格納容器冷却モードにより冷却される。 

1) 残留熱除去系（第 1.1.1.a－5図） 

残留熱除去系は，ポンプ３台，熱交換器２基からなり，原子炉停

止後の崩壊熱を原子炉から除去する。また，本系統は，弁の切替え

により，原子炉への注水及び原子炉格納容器の冷却としても使用で

きる。 

(d) 安全機能のサポート機能に関する系統 

通常運転時及び原子炉停止時の補機冷却については，中間ループ，

海水系からなる原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系により原子炉

建物内の補機を冷却する。また，電源は，通常運転時は発電機から所

内変圧器を通して供給し，原子炉停止時は 220kV 送電線から起動変圧

器を通して受電する。なお，220kV 送電線停電時には，66kV 送電線か

ら予備変圧器を通して受電する。 

異常時にあっては，以下の系統により補機を冷却し，電源を供給す

る。 

1) 原子炉補機冷却系（第 1.1.1.a－7図～第 1.1.1.a－8図） 

低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系及び非常用ディーゼル発電機

は，原子炉補機冷却系で冷却され，原子炉補機冷却系は原子炉補機

海水系で冷却される。また，高圧炉心スプレイ系及び高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電機は，高圧炉心スプレイ系補機冷却系で冷却

され，高圧炉心スプレイ系補機冷却系は高圧炉心スプレイ系補機海

水系で冷却される。 

2) 電源系（第 1.1.1.a－9図～第 1.1.1.a－10図） 

発電機トリップ等により所内常用電源が失われると，常用母線へ

の給電は自動的に所内変圧器経由から起動変圧器経由の給電に切り

替わる。さらに，常用母線から非常用母線への給電がない場合には，

非常用母線の電圧低下を検知して２台の非常用ディーゼル発電機と

１台の高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機が自動起動し，非常用

機器に給電する。 

直流電源設備は，非常用の直流 115Vの蓄電池２組及び高圧炉心ス

プレイ系の直流 115Vの蓄電池１組が設けられている。直流電源設備

は，電源の制御として遮断器の開閉のほか，非常用ディーゼル発電

機の起動等にも用いられる。また，原子炉隔離時冷却系の電源とし

て 230Vの蓄電池１組が設けられている。 
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(e) その他の系統 

1) 復水・給水系による除熱（第 1.1.1.a－11図） 

復水・給水系は，復水器で凝縮した復水を復水ポンプ，復水昇圧

ポンプ及び給水ポンプにより炉心へ注水する系統である。復水器に

よる除熱は，復水器で蒸気を凝縮することにより，炉心から崩壊熱

を除去する系統である。復水・給水系及び復水器による除熱のサポ

ート系としては，循環水系，タービン・グランド蒸気系，抽出空気

系及び気体廃棄物処理系がある。 

ｂ．原子炉格納容器の構成・特性 

(a) 原子炉格納容器の構成・特性（第 1.1.1.a－12図） 

本プラントの原子炉格納容器は，圧力抑制形の鋼製格納容器（Ｍａ

ｒｋ－Ⅰ改良型）である。原子炉格納容器は上下部半球胴部円筒形を

したドライウェルと円環形のサプレッション・チェンバに区分されて

いる。ドライウェルとサプレッション・チェンバの液相部は，８本の

ベント管により連絡されており，原子炉冷却材喪失時に原子炉から放

出される蒸気はこのベント管を通ってサプレッション・プール水に導

かれて凝縮される。 

原子炉格納容器内雰囲気は，通常運転時においては窒素置換されて

おり，大量の水素ガスが発生したとしても可燃限界に至らない。 

(b) 残留熱除去系（第 1.1.1.a－5図） 

本系統は，サプレッション・チェンバのプール水をドライウェル及

びサプレッション・チェンバ内にスプレイすることによって，事故時

に原子炉格納容器内に浮遊しているよう素を除去するとともに，原子

炉格納容器内の温度，圧力を低減し，原子炉格納容器内の放射性物質

が漏えいするのを抑制する。 

 

1.1.1.b 起因事象 

起因事象とは，通常の運転状態を妨げる事象であって，炉心損傷へ至る可能

性のある事象のことである。 

① 評価対象とした起因事象のリスト，説明及び発生頻度 

(1) 起因事象の選定 

本プラントに適用する起因事象について，以下の方法により検討し，選

定を行った。 

ａ．国内外の評価事例の分析（既往のＰＲＡ，安全評価審査指針，ＥＰＲ

Ｉ ＮＰ－2230） 

既往のＰＲＡ，安全評価審査指針及びＥＰＲＩ ＮＰ－2230 について

分析を行い，当該プラントにおける起因事象の選定を行った。既往のＰ

ＲＡ（第 1.1.1.b－1表）で選定されている起因事象を参考に当該プラン

トにおける起因事象の候補を選定した。また，選定された起因事象と安
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全評価審査指針及びＥＰＲＩ ＮＰ－2230 で評価されている事象との比

較により起因事象を選定した。分析結果については第 1.1.1.b－2表に示

す。 

ｂ．原子力施設運転管理年報等による，本プラント及び他の国内原子炉の

トラブル事例のレビュー 

本プラント及び他の国内原子炉のトラブル事象について調査を行い，

選定したいずれかの起因事象に含まれることを確認している。なお，島

根原子力発電所２号炉における過去のトラブル事象は下表のとおり。 

 

プラント停止に至った過去のトラブル事象（発生時期） 起因事象 

・原子炉出力上昇中主蒸気隔離弁閉による原子炉自動停止  

(1990.12.04） 

・スクラム排出水容器水位異常高信号による原子炉自動停止 

(1995.01.30) 

過渡事象 

・原子炉再循環ポンプ速度低下に伴う原子炉手動停止  

(1989.04.10) 

・原子炉再循環ポンプ電動機軸受潤滑油位低下に伴う原子炉手

動停止 (1990.11.19) 

・原子炉再循環ポンプメカニカルシールの不具合に伴う原子炉

手動停止 (1993.01.18) 

・ドライウェル冷却機凝縮水量及び床ドレン量の増加に伴う原

子炉手動停止 (2004.03.17) 

・原子炉再循環ポンプ点検に伴う点検停止 (2005.03.25) 

・原子炉再循環ポンプ点検に伴う点検停止 (2005.06.18) 

手動停止／ 

サポート系喪失 

 

(2) 対象外とする起因事象 

以下に示す起因事象については，発生する可能性や影響を考慮し，評価

対象外と判断している。なお，レベル１ＰＳＡ学会標準において，以下の

条件を満たす場合に起因事象を評価対象から除外してもよいとされている。 

 

【レベル１ＰＳＡ学会標準より抜粋】 

5.1.3 同定した起因事象の除外 発生の可能性が極めて低いか，又は発

生を仮定してもその影響が限定される場合，又はＰＳＡの使用目的からは

必要がないと考えられる場合には，5.1.1 或いは 5.1.2 で同定した起因事

象を評価対象から除外してもよい 

 

・原子炉冷却材流量の部分喪失（原子炉再循環ポンプ１台トリップ） 

・燃料プールでの放射性物質の放出 

・燃料集合体の落下 

・制御棒落下 

・放射性気体廃棄物処理施設の破損 
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・計装用空気系故障 

・主蒸気管破断 

・原子炉圧力容器破損 

(3) 起因事象のグループ化 

起因事象については，単独で炉心損傷頻度の評価を実施することも可能 

であるが，事象の類似した起因事象をグループ化して評価を実施すること

も可能である。起因事象をグループ化する際には，事故シナリオの展開が

類似しており，同一の緩和機能が必要とされるグループに分類し，さらに，

必要とされる緩和設備等が類似しており，同一のイベントツリー及びフォ

ールトツリーを用いることのできる範囲まで以下のとおり起因事象をグル

ープ化している。グループ化した結果を第 1.1.1.b－3表に示す。 

ａ．過渡事象 

事象発生によりプラントパラメータが変動し，原子炉スクラム信号が

発生して原子炉スクラムに至る事象であり，原子炉冷却材圧力バウンダ

リの健全性は損なわれていないものの，機器の故障及び人的過誤により

プラントが停止する事象を過渡事象としてグループ化する。なお，事象

の進展が異なる一部の事象については独立した起因事象として取り扱う。 

・過渡事象 

・外部電源喪失（非常用電源の成否がサポート系の信頼性に影響を及

ぼす） 

ｂ．原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 

原子炉冷却材の流出によりプラントパラメータが変動し，格納容器圧

力高信号等が発生して原子炉スクラムに至る事象であり，起因事象とし

ては原子炉冷却材圧力バウンダリ配管破損が該当する。また，ＬＯＣＡ

に含まれる事象について破断規模に応じて期待されるＥＣＣＳ等の相違

から，以下のとおり細分化を行った。 

・大破断ＬＯＣＡ 

・中破断ＬＯＣＡ 

・小破断ＬＯＣＡ 

なお，漏えい等の極めて少量の冷却材の流出は，小破断ＬＯＣＡより

も事象の進展が緩やかであるため，手動停止に含めて考える。 

ｃ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

原子炉冷却材圧力バウンダリと，それに直結した原子炉格納容器外の

残留熱除去系，低圧注水系又は低圧炉心スプレイ系との隔離に失敗した

場合に，原子炉の圧力が残留熱除去系，低圧注水系又は低圧炉心スプレ

イ系に付加されるために発生する事象であり，独立した起因事象として

取り扱う。 

ｄ．手動停止／サポート系喪失 

定期事業者検査のための通常停止及び通常運転中に軽微なトラブルが
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生じた際等の計画外停止における手動停止操作を想定しており，原子炉

スクラムを伴う事象ではないが，独立した起因事象として取り扱う。 

また，サポート系の故障に起因する事象も，独立した起因事象として

取り扱い，以下のとおり細分化を行った。 

・交流電源故障 

・直流電源故障 

・原子炉補機冷却系故障 

・タービン・サポート系故障 

以上の検討結果より，本プラントの評価対象とする起因事象として５事

象を選定した。選定した起因事象は第 1.1.1.b－4表に示す。 

(4) 起因事象の発生頻度評価 

選定された起因事象に基づき，レベル１ＰＲＡで使用する起因事象の発

生頻度を評価した結果を第 1.1.1.b－5表に示す。各起因事象の発生頻度の

評価の考え方を以下に示す。 

ａ．過渡事象の発生頻度 

過渡事象の発生頻度は，国内ＢＷＲの運転実績に基づいて算定した。

運転実績には利用可能なデータである平成 23 年度（平成 24 年３月）ま

でのデータを用い，発生した事象を各起因事象に分類し，その件数を運

転炉年で除して発生頻度を求める。 

なお，国内では発生経験のないＳＲＶ誤開放の発生頻度に関しては，

保守的に 0.5 件の発生を仮定して評価した。 

○ 非隔離事象の発生頻度 

＝ 83 ／ 526.2 ＝ 1.6×10－１／炉年 

83     ：非隔離事象の発生実績（件） 

526.2  ：国内ＢＷＲの発電期間（年） 

○ 隔離事象の発生頻度 

＝ 13 ／ 526.2 ＝ 2.5×10－２／炉年 

13     ：隔離事象の発生実績（件） 

526.2  ：国内ＢＷＲの発電期間（年） 

○ 全給水喪失の発生頻度 

＝ ５ ／ 526.2 ＝ 9.5×10－３／炉年 

５     ：全給水喪失の発生実績（件） 

526.2  ：国内ＢＷＲの発電期間（年） 

○ 水位低下事象の発生頻度 

＝ 13 ／ 526.2 ＝ 2.5×10－２／炉年 

13     ：水位低下事象の発生実績（件） 

526.2  ：国内ＢＷＲの発電期間（年） 

○ 原子炉保護系誤動作等の発生頻度 

＝ 39 ／ 526.2 ＝ 7.4×10－２／炉年 
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39     ：原子炉保護系誤動作等の発生実績（件） 

526.2  ：国内ＢＷＲの発電期間（年） 

○ 外部電源喪失の発生頻度 

＝ ３ ／ 792.7 ＝ 3.8×10－３／炉年 

３     ：外部電源喪失の発生実績（件） 

792.7  ：国内ＢＷＲプラント運転期間（年）※ 

※ 外部電源喪失は運転中のみならず，運転停止中においても発生

し得る事象であるため，発電期間ではなく運転停止中の期間も含

めた運転期間を運転実績として使用する。（運転期間＝発電期間

＋運転停止期間） 

○ ＳＲＶ誤開放の発生頻度 

＝ 0.5 ／ 526.2 ＝ 9.5×10－４／炉年 

526.2  ：国内ＢＷＲの発電期間（年） 

ｂ．原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）の発生頻度 

ＬＯＣＡの発生頻度は，ＮＵＲＥＧ－1829 及びＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

5750のデータに基づき算出した。 

○ 大破断ＬＯＣＡ 

＝ 2.0×10－５／炉年 

○ 中破断ＬＣＯＡ 

＝ 2.0×10－４／炉年 

○ 小破断ＬＯＣＡ 

＝ 3.0×10－４／炉年 

ｃ．手動停止／サポート系喪失の発生頻度 

手動停止の発生頻度は，過渡事象の発生頻度と同様に平成 23年度（平

成 24年３月）までの国内ＢＷＲの運転経験に基づき算出した。 

また，サポート系喪失の発生頻度については，国内ＢＷＲの運転経験

を基に算出した。国内実績としては安全機能にかかわるサポート系の機

能喪失事例は発生していないため，発生頻度は保守的に 0.5 件の発生を

仮定し，これを対象系統の延べ運転年数で除して求める。 

○ 手動停止の発生頻度 

＝ 869 ／ 526.2 ＝ 1.7 

869    ：国内ＢＷＲの手動停止実績（件） 

526.2  ：国内ＢＷＲの発電期間（年） 

○ 原子炉補機冷却系故障（非常用１系統）の発生頻度 

＝ 0.5 ／ 757.9 ＝ 6.6×10－４／炉年 

757.9  ：国内ＢＷＲ原子炉補機冷却系の延べ運転期間（年） 

○ 交流電源故障（非常用１系統）の発生頻度 

＝ 0.5 ／ 3652.9 ＝ 1.4×10－４／炉年 

3,652.9  ：国内ＢＷＲ交流電源の延べ運転期間（年） 
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○ 直流電源故障（非常用１系統）の発生頻度 

＝ 0.5 ／ 1915.7 ＝ 2.6×10－４／炉年 

1,915.7  ：国内ＢＷＲ直流電源の延べ運転期間（年） 

○ タービン・サポート系故障の発生頻度 

＝ 0.5 ／ 757.9 ＝ 6.6×10－４／炉年 

757.9  ：国内ＢＷＲタービン・サポート系の延べ運転期間（年） 

ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度 

インターフェイスシステムＬＯＣＡは，原子炉圧力容器接続配管の高

圧設計部と低圧設計部のインターフェイスにおいて隔離機能が喪失する

ことにより，低圧設計部に設計圧以上の圧力がかかり機器破損を引き起

こして，原子炉冷却材が原子炉格納容器外に流出する事象である。 

(a) 評価対象配管 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価対象配管として，既往の

ＰＲＡやＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124 の検討例より次のものが考えられる。 

・低圧注水系注入配管 

・低圧炉心スプレイ系注入配管 

・残留熱除去系停止時冷却戻り配管 

・残留熱除去系停止時冷却吸込み配管 

なお，これらの配管は，すべて２個以上の通常時閉の隔離弁を有し

ており，インターロック等も備えているため，低圧設計部への異常な

加圧はほとんど発生することはない。 

(b) 評価方法 

評価対象配管のうち，隔離弁が２個のものについて，インターフェ

イスシステムＬＯＣＡの発生頻度を評価する。インターフェイスシス

テムＬＯＣＡの発生頻度は，低圧配管への異常な加圧の発生頻度とこ

の時の配管の破損確率に加え，運転員による隔離操作を考慮して次式

で評価する。 

ＦＩＳ＝ＦＰＢ・Ｂ・Ｈ 

ここで， 

ＦＩＳ ：インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度 

ＦＰＢ ：評価対象配管への異常な加圧の発生頻度 

Ｂ ：異常な加圧による配管の破損確率 

Ｈ ：運転員による隔離失敗確率 

また，評価対象配管への異常な加圧の発生頻度は，隔離弁２個の故

障等の重畳に加え，弁の故障検出を考慮して次式で評価する。 

ＦＰＢ＝（λ１・Ｐ２・λ２・Ｔ２＋λ２・Ｐ１・λ１・Ｔ１）・Ｔ 

ここで， 

λ１，λ２ ：弁の故障率等 

Ｐ１，Ｐ２ ：弁の故障検出失敗確率 
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Ｔ１，Ｔ２ ：故障が放置される平均時間 

Ｔ  ：評価期間（１年） 

弁の故障率等には，破損／リークや誤開に加えて運転中に開閉試験

を実施する弁については，試験に伴う開操作，試験終了時の閉め忘れ

と閉失敗を考慮する。 

 

1.1.1.c 成功基準 

成功基準とは，原子炉設備が異常な状態となった際に，原子炉施設を安全に

停止するために必要な安全機能，あるいは安全機能の組合せをいう。原子炉施

設の安全停止に関わる安全機能は下記の３機能である。 

・原子炉停止 

・炉心冷却（炉水位の維持） 

・原子炉格納容器からの除熱 

本ＰＲＡでは，本プラントの構成・特徴や，既往のＰＲＡ，あるいは安全解

析等に基づき，それぞれの安全機能に対し，最低限必要な系統構成・作動機器

台数を成功基準として設定した。なお，これらの決定に当たっては，必要に応

じて許認可コード等を用いた解析を実施した。 

① 成功基準の一覧表 

(1) 炉心損傷判定条件 

ａ．一般的な炉心損傷判定条件 

レベル１ＰＳＡ学会標準における定義と同様に，炉心の一部の燃料被

覆管表面温度が 1,200℃を超えると炉心損傷と判定する。 

ｂ．起因事象ごとの成功基準の一覧表 

上記を踏まえ，起因事象ごとに整備した成功基準の一覧を第 1.1.1.c

－1表に示す。 

(2) 対処設備作動までの余裕時間及び使命時間 

ａ．余裕時間 

自動起動・動作するものを除く事象発生後の緩和操作を対象として，

それらを遂行するまでの余裕時間及びその設定根拠について，以下に示

す。 

(a) 炉心冷却 

対象操作：過渡事象発生時の手動減圧 

過渡事象発生時，炉心の冷却に対する余裕時間としては，炉心損傷

防止の観点及び運転員による操作にかかる時間から とする。 

ｂ．使命時間 

事故シナリオの特性及び緩和設備の能力に基づき，安定したプラント

状態をもたらす，又は必要な安全機能を果たすことができる時間である

使命時間（求められる継続運転時間）は，レベル１ＰＳＡ学会標準の考

え方を参考に，喪失した設備の復旧や追加の運転員操作に期待できると
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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考えられる時間として，24 時間を使命時間として設定した。実際の使命

時間が 24 時間より短いものもあるが，保守的に一律 24 時間として機器

の故障率を評価している。なお，故障した機器の使命時間中の復旧には

期待していない。 

(3) 熱水力解析等の解析結果及び解析コードの検証性

熱水力解析等の解析結果及び解析コードの検証性については次表のとお

りである。 

成功基準解析 確認内容 

ＬＯＣＡ時におけるＥＣＣＳの炉心冷却

機能に関する熱水力解析 

ＥＣＣＳの１つの系統において，炉心冷却

が達成されることを確認した。 

過渡事象時における原子炉減圧後の低圧

ＥＣＣＳ（低圧炉心スプレイ系，低圧注水

系）の炉心冷却機能に関する熱水力解析 

原子炉を手動で減圧して，低圧ＥＣＣＳの

１つの系統において，炉心冷却が達成され

ることを確認した。 

使用コード コード検証

ＳＡＦＥＲ 
原子炉施設の許認可審査で十分な実績を

有しており，検証が行われている。 

1.1.1.d 事故シーケンス 

事故シーケンスとは，炉心損傷等に至るまでの，起因事象の発生及び各種安

全機能喪失の組合せのことである。 

① イベントツリー

イベントツリーは，各起因事象が発生した時に，原子炉の安全を確保する

ため必要な安全機能の成功又は失敗の組合せによって事象の進展を表わす際

に使用される手法である。 

イベントツリーの構造には，小イベントツリー／大フォールトツリーの手

法を用いた。系統従属性や機器間従属性を適切に考慮して，島根原子力発電

所２号炉の構成・特性に対応したヘディングの設定とツリーを構築し，事故

シーケンスへの展開を行った。また，展開した事故シーケンスの最終状態を

炉心損傷状態又は成功状態のいずれかに分類した。 

各起因事象のイベントツリーを第 1.1.1.d－1～5 図に示す。なお，事故シ

ーケンスグループ分類については，「1.1.1.h 炉心損傷頻度」に示す。 

イベントツリーの作成上の主要な仮定を以下に示す。

(1) 過渡事象のイベントツリー

過渡事象のイベントツリーは，「原子炉停止」，「圧力バウンダリ健全性」，

「炉心冷却」（「高圧炉心冷却」，「原子炉減圧」，「低圧炉心冷却」）及び「崩

壊熱除去」のヘディングで構成され，分岐の上は成功，分岐の下は失敗を
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示す。 

過渡事象後に原子炉停止に失敗すると「原子炉停止機能喪失」に分類す

る。原子炉停止に成功すると炉心冷却を行う。炉心冷却及び崩壊熱除去の

作動条件は，原子炉冷却材圧力バウンダリの状態で異なるため，原子炉冷

却材圧力バウンダリの健全性を確認する。 

炉心冷却は，原子炉が高圧状態で注水できる高圧炉心冷却（原子炉隔離

時冷却系及び高圧炉心スプレイ系）と原子炉が低圧状態で注水できる低圧

炉心冷却（低圧炉心スプレイ系及び低圧注水系）がある。低圧炉心冷却は，

原子炉減圧と連携して注水する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが健全な場合の高圧炉心冷却は，原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系が使用可能となる。高圧炉心冷却に失

敗し原子炉減圧に失敗した場合は「高圧注水・減圧機能喪失」に分類し，

高圧炉心冷却に失敗し低圧炉心冷却に失敗した場合は「高圧・低圧注水機

能喪失」に分類する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが健全でない場合は，原子炉圧力が低圧炉

心冷却の作動圧力まで減圧するため，原子炉隔離時冷却系による炉心冷却

が不能となると共に原子炉減圧は不要となる。高圧炉心冷却に失敗し低圧

炉心冷却に失敗した場合は「高圧・低圧注水機能喪失」に分類する。 

炉心冷却に成功した場合に崩壊熱除去に成功すると「炉心損傷なし」に

分類し，失敗すると「崩壊熱除去機能喪失」に分類する。 

(2) 外部電源喪失のイベントツリー

外部電源喪失のイベントツリーは，電源設備（「直流電源」，「交流電源」），

「圧力バウンダリ健全性」及び「高圧炉心冷却」のヘディングで構成され， 

分岐の上は成功，分岐の下は失敗を示す。 

外部電源喪失が発生すると動力電源が喪失するため，交流電源（非常用

ディーゼル発電機の起動）による早急な非常用電源確保が必要となる。非

常用ディーゼル発電機の起動には直流電源設備からの給電が必要となる。

直流電源の確保に成功すると交流電源が起動でき，交流電源が確保できた

場合には過渡事象のイベントツリーへ移行する。 

炉心冷却の作動条件は，原子炉冷却材圧力バウンダリの状態で異なるた

め，原子炉冷却材圧力バウンダリ健全性を確認する。炉心冷却は，交流電

源の確保に失敗した場合でも原子炉が高圧状態で注水できる高圧炉心冷却

として，タービン駆動の原子炉隔離時冷却系及び独立した専用非常用ディ

ーゼル発電機のある高圧炉心スプレイ系がある。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが健全な場合の高圧炉心冷却は，原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系が使用可能となる。原子炉隔離時冷却

系で炉心冷却に成功している場合は蓄電池が枯渇する「全交流動力電源喪

失」に分類し，高圧炉心スプレイ系で炉心冷却に成功している場合は「崩

壊熱除去機能喪失」に分類する。高圧炉心冷却（原子炉隔離時冷却系及び
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高圧炉心スプレイ系）に失敗した場合は，「全交流動力電源喪失」に分類す

る。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが健全でない場合の高圧炉心冷却は，高圧

炉心スプレイ系が使用可能となる。高圧炉心スプレイ系で炉心冷却に成功

している場合は「崩壊熱除去機能喪失」に分類し，失敗した場合は「全交

流動力電源喪失」に分類する。 

直流電源が喪失した場合は，高圧炉心冷却として，独立した専用直流電

源のある高圧炉心スプレイ系が使用可能となる。高圧炉心スプレイ系で炉

心冷却に成功している場合は「崩壊熱除去機能喪失」に分類し，失敗した

場合は「全交流動力電源喪失」に分類する。 

(3) 手動停止／サポート系喪失のイベントツリー 

手動停止／サポート系喪失のイベントツリーは，「圧力バウンダリ健全

性」，炉心冷却（「高圧炉心冷却」，「原子炉減圧」，「低圧炉心冷却」）及び「崩

壊熱除去」のヘディングで構成され，「原子炉停止」を除き過渡事象と同様

となる。 

手動停止／サポート系喪失は，プラント停止手順が同一であるため，イ

ベントツリーの構造は同じものとなる。 

手動停止／サポート系喪失は，原子炉の出力を制御しながら時間をかけ

て原子炉を停止するものであり，制御棒による通常停止操作で原子炉を停

止する。原子炉停止操作中に原子炉自動スクラムが生じる事象については

過渡事象で評価されるため，ここでは除外する。 

なお，本評価では，手動停止において通常の停止操作により原子炉を停

止することから，炉心冷却及び崩壊熱除去において復水・給水系を考慮す

る。 

(4) 原子炉冷却材喪失のイベントツリー 

原子炉冷却材喪失のイベントツリーは，「原子炉停止」，炉心冷却（「高圧

炉心冷却」，「原子炉減圧」，「低圧炉心冷却」）及び「崩壊熱除去」のヘディ

ングで構成され，分岐の上は成功，分岐の下は失敗を示す。 

原子炉冷却材喪失後に原子炉停止に失敗すると「原子炉停止機能喪失」

に分類する。原子炉停止に成功すると炉心冷却をする。 

炉心冷却は，原子炉が高圧状態で注水できる高圧炉心冷却（原子炉隔離

時冷却系及び高圧炉心スプレイ系）と原子炉が低圧状態で注水できる低圧

炉心冷却（低圧炉心スプレイ系及び低圧注水系）がある。低圧炉心冷却は，

原子炉減圧と連携して注水する。 

高圧炉心冷却に失敗し原子炉減圧に失敗した場合と，高圧炉心冷却に失

敗し低圧炉心冷却に失敗した場合は「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」に分類す

る。 

炉心冷却に成功した場合に崩壊熱除去（残留熱除去系）に成功すると「炉

心損傷なし」に分類し，失敗すると「崩壊熱除去機能喪失」に分類する。 
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なお，原子炉冷却材喪失のイベントツリーは，冷却材流出の状態に応じ

て事故シーケンスは異なる。大破断ＬＯＣＡ時には，破断の直後に原子炉

が瞬時に減圧するため，低圧炉心冷却作動のための原子炉減圧は不要とな

る。中破断ＬＯＣＡ時には，高圧炉心冷却として原子炉隔離時冷却系では

容量不足のため，高圧炉心スプレイ系のみが使用可能であり，低圧炉心冷

却作動には原子炉減圧が必要となる。小破断ＬＯＣＡ時には，高圧炉心冷

却として高圧炉心スプレイ系以外に原子炉隔離時冷却系が使用でき，低圧

炉心冷却作動には原子炉減圧が必要となる。 

(5) インターフェイスシステムＬＯＣＡのイベントツリー 

インターフェイスシステムＬＯＣＡのイベントツリーは，起因事象と隔

離操作を考慮している。インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生し，隔

離操作に失敗した場合「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡ）」に分類する。 

 

1.1.1.e システム信頼性 

事故シーケンスの頻度を推定するには，展開したイベントツリーの各分岐に

対して成功・失敗確率を決める必要がある。この各分岐点におけるプラント緩

和システムの成功・失敗確率を決めるために，システム信頼性評価にはフォー

ルトツリー法を用いる。本項目では，前項で抽出されたイベントツリーのヘデ

ィングに対応するフロントライン系と，それを適切に運転するために必要とな

るサポート系について，フォールトツリーを構築し定量化を実施した。 

① 評価対象としたシステムとその説明 

評価対象としたシステムについて一覧表を作成し，それぞれのシステムご

とに概要，機能，系統図，必要とするサポート系，試験及びシステム信頼性

評価上の主要な仮定を整理した。評価対象システムの一覧を以下に示す。ま

た，フロントライン系とサポート系の依存性を第 1.1.1.e－1表に，サポート

系同士の依存性を第 1.1.1.e－2表に示す。 

 

【フロントライン系】 

＜原子炉停止系＞ 

＜ＥＣＣＳ＞ 

・低圧炉心スプレイ系 

・低圧注水系 

・高圧炉心スプレイ系 

・自動減圧系 

＜原子炉隔離時冷却系＞ 

＜残留熱除去系＞ 

＜常用系設備＞ 

・常用系設備（復水・給水系及び復水器による除熱） 
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【サポート系】 

＜補機冷却系＞ 

・原子炉補機冷却系／海水系 

・高圧炉心スプレイ系補機冷却系／海水系 

・タービン補機冷却系／海水系 

＜電源＞ 

・交流電源 

・直流電源 

＜空調＞ 

・ポンプ室空調 

・非常用ＤＧ室換気系 

 

② システム信頼性評価手法 

システム信頼性評価では，イベントツリーのヘディングに対応するフロン

トライン系とそのサポート系について，フォールトツリーを作成し信頼性評

価を行った。 

フォールトツリーの作成に当たっては，対象範囲を示す概略系統図を作成

するとともに，その範囲内にある機器で評価すべき故障モードを整理した。

また，これらの情報に基づき「① 評価対象としたシステムとその説明」に

示すシステムについてフォールトツリーを作成し，定量化を実施した。シス

テム信頼性の評価例を第 1.1.1.e－1 図に示す。フォールトツリーの中で考慮

すべき機器故障の対象機器及びその故障モードの一覧を第 1.1.1.e－3表に示

す。 

なお，内部事象レベル１ＰＲＡでは起因事象の重畳は発生する確率が非常

に小さいと考えられることから考慮していないが，起因事象（過渡事象等）

とサポート系（電源，補機冷却等）機能喪失が重畳した場合の影響は，個別

の事故シーケンスの評価結果の一部として考慮している。 

 

③ システム信頼性評価の結果 

システム信頼性評価の結果について，各システムの代表的なフォールトツ

リーの非信頼度を第 1.1.1.e－4表に示す。起因事象ごとに結果が異なるもの

については起因事象ごとに評価し，主要なミニマルカットセットの評価も実

施した。 

 

④ システム信頼性評価を実施せずに設定した非信頼度とその根拠 

(1) ＳＲＶ開放及び再閉 

ＳＲＶの開放及び再閉によって原子炉圧力容器の圧力が維持されること

を想定している。ＳＲＶは全部で 12 個あり，それぞれが逃がし弁機能と安
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全弁機能を有している。島根原子力発電所２号炉においては，ＳＲＶが

開放すれば原子炉圧力容器の破損に至らない。 開放

せずに原子炉圧力容器の破損に繋がる発生確率は と考えられ

るため，ＳＲＶ開放の分岐確率は 考えている。 

ＳＲＶ開放後の再閉については，

した値を用いている。ＳＲＶの閉失敗確率（5.6×10－８

／h）と試験間隔（8,760 時間）を用いて１個あたりの閉失敗確率を求め，

全弁の閉失敗確率 としている。 

(2) 制御棒４本挿入失敗確率 

原子炉停止系の故障は，運転時に原子炉を停止する際，制御棒の多重故

障により未臨界を確保できない事象として，隣接４本の制御棒の挿入失敗

を想定した。評価においては，故障原因が少ないため，フォールトツリー

は作成せず，制御棒１本当たりの挿入失敗確率 1.1×10－６／要求時から，

隣接４本制御棒挿入失敗確率は，2.5×10－11／要求時としている。 

 

1.1.1.f 信頼性パラメータ 

システム信頼性評価や事故シーケンスの定量化のために必要となる機器故障

率，共通原因故障パラメータ，試験又は保守作業による待機除外確率等を評価

するために必要となるパラメータを整備した。 

① 非信頼度を構成する要素と評価式 

非信頼度を構成する要素としては，機器故障率データ，共通原因故障パラ

メータ，試験による待機除外データ，保守による待機除外データ等があり，

それぞれの評価式に基づき非信頼度を評価した。 

 

② 機器故障率パラメータの一覧 

システム信頼性解析や事故シーケンスの定量化で使用する機器故障率デー

タは，原則として，原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）が管理している原子

力施設情報公開ライブラリーＮＵＣＩＡ（http://www.nucia.jp/）で公開さ

れている国内プラントの故障実績（1982 年度～2002年度 21 ヵ年 49基データ

（21ヵ年データ））を基にした「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器

故障率の推定」に記載されているデータ（以下「国内故障率データ」という。）

を使用する。使用した国内故障率データの例を第 1.1.1.f－1表に示す。また，

ＮＵＣＩＡで公開されている国内プラントの故障実績は，「原子力発電所に関

する確率論的安全評価用の機器故障率の算出(1982年度～1997年度 16ヵ年 49

基データ改訂版)，電中研報告 P00001，(財)電力中央研究所」で定義した機器

バウンダリに従っている。 

なお，評価対象機器のうち，ＮＵＣＩＡでグループ登録されていないもの

については，類似性を考慮した工学的判断に基づいてＮＵＣＩＡの機器グル

ープに分類した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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③ 機器復帰の取扱い方法及び機器復帰失敗確率 

本評価では，ＡＭ策等を考慮しない評価を実施しており，故障した機器の

使命時間中の復旧は考慮していない。 

 

④ 待機除外確率 

(1) 試験による待機除外データ 

試験による待機除外について検討し，試験時でも作動要求があった場合，

自動的に待機除外が解除されるような設備の場合はオーバーライドが期待

できること及び試験時間が短時間なことから，評価への影響が軽微である

ため考慮しないこととした。 

(2) 保守作業による待機除外データ 

保守作業による系統の待機除外確率（qmu）は，下記の式を用いて，評価

した。 

qmu ＝ Σ（λmui・Ｔmui） 

λmui：試験等によって異常の発見が可能な機器 i の異常発生率 

Ｔmui：機器 iの平均修復時間 

本評価では，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－2815 を参考に，機器の異常発生率につ

いては，機器の故障率の 10倍を用いる。この理由としては，機器の故障（機

能喪失）だけでなく軽微な異常（例えば，弁の小リークや油漏れ）でも保

守を受けることが考えられ，保守頻度は機器故障率に比較して高いと考え

られるためである。 

 

⑤ 共通原因故障の評価方法と共通原因故障パラメータ 

(1) 共通原因故障の同定 

多重性を持たせた機器については，共通原因故障を考慮する必要がある。

共通原因故障を考慮する機器と故障モードの同定フローを第 1.1.1.f－1図

に示す。 

ただし，多重性を持たせた機器についても，複数機器の故障発生の可能

性が低いと判断できる機器の故障については，レベル１ＰＳＡ学会標準に

従い評価対象機器から除外している。 

その結果，次の機器に対し，共通原因故障を考慮した。 

・同一系統内の冗長機器 

同一系統内の冗長機器については共通原因故障を適用した。具体的に

は，原子炉補機冷却系等の弁，ポンプを選定した。 

・独立した系統間の冗長機器 

独立した系統間の冗長機器については，機能喪失した場合に影響する

範囲が極めて広いため，共通原因故障を考慮した。具体的には，安全保

護系，非常用電源設備及びＥＣＣＳ（補機冷却系，関連する空調設備を

i 
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含む。）の主要機器を選定した。 

(2) 想定される故障モード 

共通原因故障で考慮する故障モードは，機器の機能喪失に対して想定す

るが，動的機器又は静的機器の故障モードのいずれかによって，故障モー

ドの選定は異なると考えられる。したがって，これらを区別して故障モー

ドの適用性を検討した。 

具体的には，ポンプの起動失敗，ポンプの継続運転失敗，電動弁の作動

失敗のような「動的機器の故障モード」，配管の閉塞のような「静的機器の

故障モード」に分類される。これらのうち，動的機器の故障は共通原因故

障が発生する可能性が比較的高いと考えられることから共通原因故障の適

用対象とする。 

共通原因故障を考慮した機器と故障モードを第 1.1.1.f－2表に示す。 

(3) 共通原因故障パラメータ 

本評価では，ＭＧＬ法を用いて，共通原因故障を考慮した。 

共通原因故障パラメータとしては，米国で公開され，あるいはＰＲＡで

の使用実績がある文献等から，妥当と考えられるβ，γファクタを使用し

た。ＭＧＬ法は冗長度が高い系の解析に対応しており，原子力プラントに

おいて広く使用実績のある共通原因故障パラメータである。本評価で使用

した共通原因故障パラメータの例を第 1.1.1.f－3表に示す。 

 

1.1.1.g 人的過誤 

人間信頼性解析とは，炉心損傷頻度に有意な影響を及ぼし得る人間行動（タ

スク）に対して，起こり得る人的過誤を同定してそのタスクの成功又は失敗の

確率を評価することである。 

本評価では，起因事象発生前の作業及び起因事象発生後の緩和操作を対象と

して，それらを遂行する過程で起こり得る人的過誤を同定し，その発生確率を

算出した。求めた人的過誤確率はシステム信頼性解析に引き継がれる。 

① 評価対象とした人的過誤及び評価結果 

(1) 人的過誤の算出に用いた方法 

人間信頼性解析は，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ

－1278）のＴＨＥＲＰ手法（Technique for Human Error Rate Prediction）

を用いて，当該プラントの関連操作手順書に基づき，それぞれの人的過誤

のＨＲＡイベントツリーを作成し人的過誤確率を評価している。第 1.1.1.g

－1 表に人的過誤確率の評価において使用した主要なデータを示す。なお，

本評価では，過誤回復として，複数の運転員によるバックアップを評価し

ている。 

(2) 人的過誤の分類，人的操作に対する許容時間，過誤回復の取り扱い 

本作業では，起因事象発生前の作業及び発生後の緩和操作を対象として，

それらを遂行する過程で起こり得る人的過誤を同定し，その発生確率を算
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出した。 

ａ．起因事象発生前人的過誤 

起因事象発生前の人的過誤として，試験，保守時において，作業終了

後，その系統あるいは機器の復旧エラーを考慮した。具体的には，手動

弁の開閉忘れ及び計測器の誤校正が挙げられる。 

手動弁の開閉忘れは，手動弁の機械的故障と同様に，フォールトツリ

ーで機器故障の１つのモードとして取り扱われる。ただし，運転員及び

保修員による過誤回復の効果が大きく，通常無視できる程度となる。 

計測器の誤校正は，同一プロセス量の計測器に対して共通な故障モー

ドの１つとして，共通原因故障に含めて評価する。 

ｂ．起因事象発生後人的過誤 

起因事象発生後の人的過誤として，プラントで事故が発生した場合，

運転員は事故時の運転手順書に記載されている手順に従って，原子炉を

安全に停止させるために必要な操作を行う。手順に記載されている操作

としては，原子炉へ注水を行うためのＥＣＣＳ等の操作や，自動減圧系

による手動減圧，残留熱除去系の手動起動による原子炉格納容器除熱等

がある。ＰＲＡにおいては，これらの運転員が行う操作を人的過誤の評

価対象とする。 

それぞれの事象発生後の人的過誤に対して，「診断失敗」と「操作失敗」

を考慮し評価している。 

(a) 診断失敗 

起因事象の発生や操作の必要性に対する診断を，診断失敗として取

り扱う。診断行為は複数の計器指示，警報等からプラントで発生した

事象を特定することから，時間的な余裕を考慮する。 

診断失敗確率はＴＨＥＲＰの時間信頼性曲線を用いており，対象と

する人的過誤の特徴を考慮したストレスレベル等の補正係数を乗じて

算出している。時間信頼性曲線を用いる際に必要な余裕時間について

は，「1.1.1.c 成功基準」で設定した余裕時間を用いる。 

なお，今回のＰＲＡで用いた余裕時間はすべて 1,500 分以内に設定

している。これは，ＴＨＥＲＰに記載されている時間信頼曲線の範囲

（１分－1,500分）である。また，診断失敗が発生した場合，運転員は

当該手順書の操作すべてに失敗するものとして取り扱う。 

(b) 操作失敗 

上記「ｂ．起因事象発生後人的過誤」に記載するように，事故シナ

リオに対し炉心損傷を防止するために事故時の運転手順書に記載され

た操作の中で必要となる操作を同定し，操作失敗として扱う。 

ＴＨＥＲＰ手法に基づき，運転員のストレスレベルや操作の複雑性

を考慮して算出する。また，担当の運転員以外にも指導的な立場等の

他の運転員による過誤回復に期待できるものとしている。 



1.1.1-20 

ｃ．人的過誤評価結果 

事故対応の人的過誤としては，手動起動等の失敗があり，系統の機械

系故障と同レベルで取り扱われる。具体的には，自動減圧系の手動減圧

失敗や残留熱除去系の手動起動及びモード切替え等を考慮している。 

第 1.1.1.g－1図に人的過誤評価の例として，自動減圧系の手動起動の

ＨＲＡイベントツリーを示す。 

人的過誤評価結果を第 1.1.1.g－2表に示す。 

 

1.1.1.h 炉心損傷頻度 

① 炉心損傷頻度の算出に用いた方法 

前記の種々の作業は，事故シーケンスの発生頻度を求める定量化作業に集

約される。本評価では，ＷｉｎＮＵＰＲＡを使用し，フォールトツリー結合

法による定量化を行った。また，炉心損傷状態については，以下のとおり事

故シーケンスを機能喪失の要因の観点から区別するために事故シーケンスグ

ループに分類する。 

(1) 事故シーケンスグループの選定 

運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故等の事象が発生した場合に，

原子炉を安全な状態に移行させるための基本的な安全機能として「原子炉

停止機能」，「原子炉冷却機能」，「原子炉格納容器閉じ込め機能」（いわゆる，

「止める」「冷やす」「閉じ込める」）がある。これらの安全機能に着目し，

炉心損傷に至る事故シーケンスのグループ化を行う。 

ａ．原子炉停止機能 

原子炉を臨界状態から未臨界状態にし，原子炉を安全な状態に移行す

る。この機能が喪失した場合，原子炉を未臨界状態にできず炉心損傷に

至る可能性があることから事故シーケンスグループとして分類する（原

子炉停止機能喪失）。 

ｂ．原子炉冷却機能 

原子炉の停止に成功した場合でも，炉心を冷却しなければ炉心損傷に

至る。冷却手段として，高圧注水機能（原子炉隔離時冷却系及び高圧炉

心スプレイ系による高圧炉心冷却）と低圧注水機能（低圧炉心スプレイ

系及び低圧注水系による低圧炉心冷却）があり，これらの注水機能の状

況に応じて事故シーケンスグループを選定する。 

事象発生後，高圧注水機能や低圧注水機能が喪失した場合，炉心の冷

却が十分に行われずに炉心損傷に至る可能性があり，事故シーケンスグ

ループとして分類する（高圧・低圧注水機能喪失）。 

高圧注水機能が喪失し，原子炉の減圧に失敗した場合には，低圧注水

機能が使用できないため，炉心への注水ができずに炉心損傷に至る可能

性があり，事故シーケンスグループとして分類する（高圧注水・減圧機

能喪失）。 
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ＬＯＣＡ発生後，高圧注水機能及び低圧注水機能が喪失した場合，炉

心の冷却が十分に行われず炉心損傷に至る可能性があり，事故シーケン

スグループとして分類する（ＬＯＣＡ時注水機能喪失）。 

また，原子炉冷却材が原子炉格納容器外に漏えいする格納容器バイパ

ス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）については，漏えい箇所を隔

離したうえで炉心の冷却が必要であるが，この隔離機能が喪失し，漏え

いの継続により炉心損傷に至る可能性があることから事故シーケンスグ

ループとして分類する（格納容器バイパス（インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ））。 

ｃ．除熱機能 

原子炉の注水に成功した場合においても，原子炉格納容器からの除熱

機能が必要である。この機能が喪失した場合，原子炉格納容器が破損し，

炉心損傷に至る（いわゆる格納容器先行破損が発生する）可能性がある

ことから，事故シーケンスグループとして分類する（崩壊熱除去機能喪

失）。 

ｄ．安全機能のサポート機能 

上記，原子炉冷却機能及び除熱機能といった安全機能を果たすために

は，電源系や原子炉補機冷却系といったサポート系が必要である。これ

らの機能が喪失した場合，原子炉冷却機能及び除熱機能が喪失し，炉心

損傷に至る可能性があることから，それぞれ事故シーケンスグループと

して分類する（全交流動力電源喪失）。 

 

以上から，次の事故シーケンスグループに分類される。 

・高圧・低圧注水機能喪失 

・高圧注水・減圧機能喪失 

・全交流動力電源喪失 

・崩壊熱除去機能喪失 

・原子炉停止機能喪失 

・ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

・格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

 

② 炉心損傷頻度 

事故シーケンスの定量化を行った結果，全炉心損傷頻度は 6.2×10－６／炉

年となった。起因事象別の炉心損傷頻度の内訳を第 1.1.1.h－1表に示す。ま

た，事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度の内訳を第 1.1.1.h－2表に示

す。さらに，炉心損傷シーケンスの分析結果を第 1.1.1.h－3表に示す。 

起因事象別の結果では，過渡事象を起因とする炉心損傷頻度が大部分を占

めている。次いで，手動停止／サポート系喪失，外部電源喪失が支配的とな

っている。一方，原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）事象の寄与割合は小さくな
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っている。また，事故シーケンスグループ別で分析すると，崩壊熱除去機能

喪失が支配的であり，次いで全交流動力電源喪失が支配的となっている。 

(1) 評価結果の分析 

起因事象別炉心損傷頻度寄与割合及び事故シーケンスグループ別炉心損

傷頻度寄与割合を第 1.1.1.h－1 図及び第 1.1.1.h－2 図に示す。事故シー

ケンスグループごとの寄与割合としては「崩壊熱除去機能喪失」が支配的

となる。 

ａ．崩壊熱除去機能喪失（炉心損傷頻度：6.2×10－６／炉年，寄与割合：約

100％） 

ＡＭ策等を考慮しない今回の評価条件においては，手動停止時を除い

て，原子炉格納容器からの除熱機能として期待できるのは残留熱除去系

のみであることから，崩壊熱除去機能喪失の炉心損傷頻度が大きくなる。 

なお，起因事象発生頻度については，手動停止／サポート系喪失が大

きくなるが，手動停止時に常用系の緩和機能を期待できること等から，

炉心損傷頻度への寄与割合は，過渡事象の方が大きくなる。 

 

③ 重要度解析，不確実さ解析及び感度解析 

炉心損傷に至る支配的な要因を確認する観点で，重要度解析を実施した。

また，ＰＲＡ結果の活用目的である事故シーケンスグループ等の選定に係る

炉心損傷頻度の相対的な割合の確認に際しての参考として，不確実さ解析を

行った。 

また，炉心損傷頻度を解析する評価上の仮定について，結果への影響を把

握するため，感度解析を実施した。 

(1) 重要度解析 

炉心損傷頻度に対するＦＶ重要度及び Risk Achievement Worth（以下「Ｒ

ＡＷ」という。）を評価し，炉心損傷頻度への寄与の大きい要因を分析した。

重要度は，起因事象及び緩和系に対して評価した。 

ａ．ＦＶ重要度 

特定の機器の故障や人的過誤の発生確率を０とした時にリスクがどれ

だけ低減されるかを示す指標。 

 

ＦＶ＝ 

 

Ｆ（ＣＤ｜Ａ＝０）：対象とする事象Ａの生起確率が０の場合の炉心損

傷頻度 

Ｆ（ＣＤ）    ：炉心損傷頻度 

 

 

 

Ｆ（ＣＤ）－Ｆ（ＣＤ｜Ａ＝０） 

Ｆ（ＣＤ） 
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ｂ．ＲＡＷ 

対象とする事象が必ず発生すると仮定した場合に，リスクがどれだけ

増加するかを示す指標。 

 

ＲＡＷ＝ 

 

Ｆ（ＣＤ｜Ａ＝１）：対象とする事象Ａの生起確率が１の場合の炉心損

傷頻度 

 

起因事象別のＦＶ重要度の評価結果は第 1.1.1.h－4 表のとおりであり，

炉心損傷頻度の支配的要因である過渡事象が高くなった。起因事象別のＲ

ＡＷの評価結果は，第 1.1.1.h－5表のとおりであり，起因事象に対して有

効な緩和手段の少ないインターフェイスシステムＬＯＣＡが最も高くなっ

た。ＦＶ重要度とＲＡＷの相関を第 1.1.1.h－3図に示す。 

基事象別のＦＶ重要度の評価結果は第 1.1.1.h－6表のとおりであり，Ａ

Ｍ策等を考慮しない今回の評価条件においては，残留熱除去系が高く，続

いてそのサポート系である原子炉補機冷却系，原子炉補機海水系及び非常

用交流電源機能が高くなった。崩壊熱除去機能喪失に対しては，有効性評

価の事故シーケンスとして残留熱除去系が故障した場合に該当する事故シ

ーケンス及び取水機能が喪失した場合に該当する事故シーケンスの２つの

事故シーケンスを選定しており，それぞれに対して格納容器フィルタベン

ト系，原子炉補機代替冷却系等を整備することが重大事故等対策として有

効となる。 

また，基事象別ＲＡＷの評価結果は第 1.1.1.h－7表のとおりであり，Ａ

Ｍ策等を考慮しない今回の評価条件においては，原子炉補機冷却系，原子

炉補機海水系，非常用交流電源等のサポート系及び残留熱除去系の機能喪

失が高くなった。ＥＣＣＳ等フロントライン系の安全機能がサポート系の

機能に依存していることによりサポート系の喪失がリスク増加に寄与して

いる。これらのサポート系の機能喪失を含む事故シーケンスに対しては，

原子炉補機代替冷却系や常設代替交流電源設備といった重大事故等対策を

整備することが有効である。フロントライン系として上位にある残留熱除

去系の機能喪失は，崩壊熱除去機能が残留熱除去系のみになっていること

が原因と考えられる。これに対しては格納容器フィルタベント系を整備す

ることが重大事故等対策として有効となる。ＦＶ重要度とＲＡＷの相関を

第 1.1.1.h－4図に示す。 

原子炉停止に関する機器は，ＦＶ重要度の観点からは高くならなかった

がＲＡＷでは高くなっている。これは，原子炉停止に関する機器の非信頼

度が小さいため，原子炉停止に関する機器の機能喪失により炉心損傷が起

こると仮定した場合，炉心損傷頻度が増加することによる。原子炉停止に

Ｆ（ＣＤ｜Ａ＝１） 

Ｆ（ＣＤ） 
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係る対策としては，ほう酸水注入系及び代替原子炉再循環ポンプトリップ

機能並びに代替制御棒挿入機能による原子炉停止機能を持つシステムを整

備することが重大事故等対策として有効となる。 

(2) 不確実さ解析 

起因事象，機器故障率，人的過誤及び共通原因故障等の統計的な不確か

さを考慮し，モンテカルロ法を用いて不確実さ解析を行った。不確実さ解

析の結果を第 1.1.1.h－8表及び第 1.1.1.h－5図に示す。 

全炉心損傷頻度は 6.2×10－６／炉年（平均値），エラーファクタ（以下「Ｅ

Ｆ」という。）は 3.0となった。これは，各パラメータの不確実さの影響に

より，上限と下限の間に約９倍の不確実さ幅があることを意味する。 

 

ＥＦ＝ 

 

また，事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度のＥＦは，低いもので一

桁，高いもので約 22となった。 

(3) 感度解析 

ａ．外部電源復旧及びＥＣＣＳ手動起動操作の影響 

平成４年の計画以前から整備しているＡＭ策である「外部電源復旧」

と「ＥＣＣＳの手動起動」をＰＲＡで考慮した場合の事故シーケンスの

抽出及び評価全体への影響を分析するため，感度解析を実施した。感度

解析の結果を第1.1.1.h－9表及び第1.1.1.h－6図に示す。 

感度解析の結果，外部電源の復旧及びＥＣＣＳ手動起動の操作を考慮

した炉心損傷頻度は5.8×10－６／炉年となり，ベースケースの6.2×10－６

／炉年から若干低下した。主に「全交流動力電源喪失」及び「高圧・低

圧注水機能喪失」の炉心損傷頻度が低下している。「全交流動力電源喪失」

については，全交流動力電源喪失状態時に電源復旧する可能性が考慮さ

れるため，炉心損傷頻度が低減している。また，「高圧・低圧注水機能喪

失」については，ＥＣＣＳ自動起動失敗時のバックアップ操作を考慮す

るため，炉心損傷頻度が低減している。 

ｂ．プラント固有データの反映 

プラント固有の運転実績に基づき評価した場合の影響を確認するため，

起因事象発生頻度及び機器故障率データについて，頻度論統計とベイズ

統計の２通りについて感度解析を実施した。 

(a) 起因事象発生頻度 

起因事象発生頻度について，第 1.1.1.h－10 表に示す。対象とする

起因事象は島根原子力発電所２号炉で発生経験のある事象を選定して

いる。 

隔離事象は，島根原子力発電所２号炉の運転経験データより１件の

発生件数があるため，ベースケースの 2.5×10－２／炉年から頻度論統

95％上限値 

５％下限値 
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計では約 2.2 倍の 5.4×10－２／炉年，ベイズ統計では約 1.5 倍の 3.8

×10－２／炉年となった。 

原子炉保護系誤動作等については，島根原子力発電所２号炉の運転

経験データより１件の発生件数がカウントされているが，国内故障率

データの発生件数も 39件と多いため，頻度論統計及びベイズ統計では

発生頻度は同等となった。 

手動停止(通常停止)についても，島根原子力発電所２号炉の運転経

験データは 24件カウントされているが，国内故障率データの発生件数

も 869件と多いため，発生頻度は同程度の 1.7／炉年から頻度論統計は

1.3／炉年，ベイズ統計は 1.4／炉年と低減した。 

(b) 機器故障率データ 

第 1.1.1.h－11 表に機器故障率の結果について示す。島根原子力発

電所２号炉の故障件数，運転延べ時間，事前データを基に機器故障率

の算出を行った結果，国内故障率データと同程度となった。 

(c) 炉心損傷頻度 

炉心損傷頻度に対する感度解析の結果を第 1.1.1.h－12 表及び第

1.1.1.h－7図に示す。 

感度解析の結果，全炉心損傷頻度は，頻度論統計は 6.5×10－６／炉

年となり，ベイズ統計は 5.7×10－６／炉年となった。ベースケースの

解析結果 6.2×10－６／炉年から若干低下したが，ベースケースの炉心

損傷頻度のＥＦの幅の中に含まれていることから，固有プラントデー

タを適用した評価は一般パラメータを適用した評価と比較して大きな

差はないと考えられる。 
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ＰＲＡの作業 収集すべき情報 主な情報源 

１ 
プラントの構成・ 
特性の調査 

ＰＲＡ実施
に当たり必
要とされる
基本的な情
報 

(1)設計情報 

・原子炉設置変更許可申請書 
・工事計画認可申請書 
・配管計装線図 
・単線結線図 
・展開接続図 
・プラント機器配置図 
・系統設計仕様書 
・機器設計仕様書 
・インターロックブロック線図 

(2)運転管理 
情報 

・保安規定 
・運転要領書 
・定期試験要領書 
・巡視点検要領書 

２ 

定

量

化 

(1)起因事象の 
選定と発生 
頻度の評価 

過渡事象，外部電源喪失
等に関する事例 

・上記１の情報源 
・原子力施設運転管理年報 
・既往のＰＲＡに関する情報 
・原子力発電所運転管理年報 
・原子力安全推進協会により運営 

されているＮＵＣＩＡ 
・電気事業者によるプレスリリース 
・ＥＰＲＩ ＮＰ-2230 
・ＮＵＲＥＧ等の報告書 

(2)成功基準の 

設定 
・安全系等のシステム 

使用条件 
・システムの現実的な応 
 答 
・運転員による緩和操作 

・上記１の情報源 
・既往のＰＲＡに関する情報 

(3)事故シーケ 
ンスの分析 

(4)システム 
信頼性解析 

対象プラントに即した
機器故障モード，運転形
態 

(5)人間信頼性 
解析 

・運転員による緩和操作
等 

・各種操作，作業等に係
る体制 

・上記１の情報源 
・人間信頼性解析に関する報告書 
（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278） 

(6)パラメータ 
の作成 

対象プラントに即した
データ 

・上記１の情報源 
・プラント運転記録 
・国内故障率データ 
・原子力施設運転管理年報 
・ＮＵＲＥＧ等の報告書 

第 1.1.1.a－1 表 レベル１ＰＲＡ実施のために収集した情報及びその主な

情報源 
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機能及び設備名 機器の説明 

原子炉停止機能 
 

 
設計基準対象施設 

 

原子炉停止系 

 

原子炉水位低等の異常を検知した際に急速かつ自動的に

制御棒を炉心に挿入し，原子炉を停止させる。制御棒及

び制御棒駆動系並びにほう酸水注入系から構成される。 

ほう酸水注入系は設計基準対応としての設備でもある

が，運転時の異常な過渡変化時におけるほう酸水注入系

については，緊急停止失敗時の重大事故等対策としても

位置付けていることから，考慮していない。 

炉心冷却機能 
 

 

設計基準対象施設 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉水位低又は格納容器圧力高を検知した際に自動起

動し，電動駆動のポンプにより高圧～低圧状態の炉心に注

水する。 

 
原子炉隔離時冷却系 

原子炉水位低を検知した際に自動起動し，タービン駆動の

ポンプにより高圧状態の炉心に注水する。 

 
低圧注水系 

原子炉水位低又は格納容器圧力高を検知した際に自動起

動し，電動駆動のポンプにより低圧状態の炉心に注水す

る。 

 
低圧炉心スプレイ系 

原子炉水位低又は格納容器圧力高を検知した際に自動起

動し，電動駆動のポンプにより低圧状態の炉心に注水す

る。 

 
自動減圧系 

原子炉水位低及び格納容器圧力高を検知した際に自動減

圧機能を有するＳＲＶを開放して原子炉圧力を低下させ

る。 

 ＡＭ策 
原子炉手動減圧＋低圧注水

操作 

原子炉手動減圧については，設計基準（残留熱を除去する

系統）としての機能もあることから考慮する。低圧注水操

作については，手動操作は考慮せず，自動起動のみ考慮し

ている。 

格納容器熱除去機能 
 

 
設計基準対象施設 残留熱除去系 

ドライウェル及びサプレッション・チェンバ内にスプレイ

し，原子炉格納容器の温度，圧力を低下させる。 

 ＡＭ策 残留熱除去系の手動起動 
設計基準（ＬＯＣＡ時の格納容器冷却機能）としても位置

付けられることから考慮している。 

安全機能のサポート機能 
 

 

設計基準対象施設 

原子炉補機冷却系 
残留熱除去ポンプ，非常用ディーゼル発電機等を冷却す

る。 

 
非常用ディーゼル発電機 

外部電源の喪失等を受けて自動起動し，非常用機器に給電

する。 

 
直流電源設備 

原子炉隔離時冷却系の起動やＳＲＶの電磁弁の開閉等，非

常用機器の制御に用いる。 

第 1.1.1.a－2表 ＰＲＡで考慮する主な設備 
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項目 概要 

原子炉停止系 制御棒 137本 

原子炉保護系 １ out of ２×２ 

原子炉隔離時冷却系 
タービン駆動ポンプ台数 １ 

容量：約 100m3/h，全揚程 約 120m～約 900m 

高圧炉心スプレイ系 
電動ポンプ台数 １ 

容量：約 320m3/h～約 1,050m3/h，全揚程 約 890m～約 260m 

低圧炉心スプレイ系 
電動ポンプ台数 １ 

容量：約 1,050m3/h，全揚程 約 190m 

残留熱除去系 

（低圧注水モード） 

電動ポンプ台数 ３ 

容量：約 1,200m3/h，全揚程 約 95m 

自動減圧系 弁個数 ６（ＳＲＶと共用） 

残留熱除去系 

（格納容器冷却モード） 

電動ポンプ台数 ２ 

容量：約 1,200m3/h，全揚程 約 95m 

原子炉補機冷却系 
電動ポンプ台数 ４（うち２台は予備） 

容量：約 1,700m3/h 

原子炉補機海水系 
電動ポンプ台数 ４（うち２台は予備） 

容量：約 2,000m3/h 

高圧炉心スプレイ系補機冷却系 
電動ポンプ台数 １ 

容量：約 240m3/h 

高圧炉心スプレイ系補機海水系 
電動ポンプ台数 １ 

容量：約 340m3/h 

非常用ディーゼル発電設備 

非常用ディーゼル発電機台数 ２ 

容量：約 7,300kVA 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機台数 １ 

容量：約 4,000kVA 

直流電源設備 

所内蓄電池 

電圧 115V ２組 容量：約 1,200Ah 

電圧 230V １組 容量：約 3,500Ah 

高圧炉心スプレイ系蓄電池 

電圧 115V １組 容量：約 500Ah 

第 1.1.1.a－3 表 系統設備概要 
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項
目
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制
御

系
の
故

障
（
流

量
増
加

，
出
力

運
転
時
）
 

給
水
制
御

系
の
故

障
（

流
量
増

加
，
起
動
・
停

止
時
）
 

非
隔

離
事

象
 

原
子

炉
圧

力
制

御
系

の
故

障
 

圧
力
制
御

装
置
の

故
障
（

蒸
気
流

量
増
加

）
 

タ
ー
ビ
ン

・
バ
イ

パ
ス
弁

誤
開
放

隔
離

事
象

 

給
水

流
量

の
全

喪
失

 

全
給
水
流

量
喪
失

 
全

給
水

喪
失

 

給
水

又
は

復
水
ポ

ン
プ
１

台
ト
リ

ッ
プ

 

給
水
制
御

系
の
故

障
（
流

量
減
少

，
出
力

運
転
時
）
 

給
水
制
御

系
の
故

障
（

流
量
減

少
，
起
動
・
停

止
時
）
 

水
位

低
下

事
象
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1
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.
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表
 

過
渡
事
象

等
の
起

因
事

象
の
分
析

（
１

／
２

）
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



1.1.1-31 

項
目

 

（
島
根

原
子
力
発

電
所

２
号

炉
申
請
書

添
付
書

類
十

）
 

過
渡

・
事

故
事

象
 

（
島

根
原

子
力

発
電

所
２

号

炉
申

請
書

添
付

書
類

十
）

 

Ｅ
Ｐ

Ｒ
Ｉ

 
Ｎ
Ｐ

－
2
23

0

に
よ
る
過

渡
事
象

 

起
因
事
象

の
状
況

 
緩

和
設

備
の

状
況

 

起
因

事
象

 
原
子
炉
冷

却
材

圧
力

バ
ウ
ン
ダ

リ
の
状

態
 

外
部
電
源

の
状
態

 

主
蒸
気
管

 

隔
離

 
初
期
の

復
水
・
給

水
系

の
使

用
 

主
な

原
子

炉
ス

ク
ラ

ム
信

号
 

過
渡

 

事
象

 
－
 

－
 

Ｈ
Ｐ

Ｃ
Ｉ

／
Ｈ

Ｐ
Ｃ

Ｓ

の
誤

起
動

 
非

隔
離

事
象

 

過
渡

事
象

 

Ｓ
Ｒ

Ｖ
誤

開
放

／
開

固

着
 

Ｓ
Ｒ

Ｖ
誤

開
放

 

原
子

炉
保

護
系

故
障

に

よ
る

原
子

炉
ス
ク

ラ
ム

 

プ
ラ

ン
ト

異
常

に
よ

る

原
子

炉
ス

ク
ラ
ム

 

原
子

炉
保

護
系

計
装

の

故
障

に
よ

る
原

子
炉

ス

ク
ラ

ム

原
子

炉
保

護
系

 

誤
動

作
等

 

事
故

 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

又
は

炉
心

冷
却

状
態

の
著
し
い

変
化

 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

 
－
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

 
原

子
炉
冷

却
材

喪
失

 

（
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
）

 

原
子

炉
冷

却
材

流
量

の
喪

失
 

全
原

子
炉

再
循

環
ポ

ン

プ
ト

リ
ッ

プ
 

非
隔

離
事

象
 

過
渡

事
象

 
原

子
炉

冷
却

材
ポ

ン
プ

の
軸

固
着

 

原
子

炉
再

循
環

ポ
ン

プ

軸
固

着
 

非
隔

離
事

象
 

反
応

度
の

異
常

な
投

入
又

は
原

子
炉

出
力

の
急
激
な

変
化

 

制
御

棒
落

下
 

－
 

起
因

事
象

対
象

外
 

環
境

へ
の

放
射

性
物

質
の
異
常

な
放
出

 

放
射

性
気

体
廃

棄
物

処
理

施

設
の

破
損

 
－
 

起
因

事
象

対
象

外
 

主
蒸

気
管

破
断

 
－
 

起
因

事
象

対
象

外
（

主
蒸

気
隔

離
弁

閉
成

功
時

は
隔

離
事

象
、

主
蒸

気
隔

離
弁

閉
失

敗
は

格
納

容
器

バ
イ

パ
ス

）
 

燃
料

集
合

体
の

落
下

 
－
 

起
因

事
象

対
象

外
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

 
－
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

 
原

子
炉
冷

却
材

喪
失

 

（
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
）

 

制
御

棒
落

下
 

－
 

起
因

事
象

対
象

外
 

原
子

炉
格

納
容

器
内

圧
力
，
雰
囲
気

等
の

異

常
な
変
化

 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

 
－
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

 
原

子
炉
冷

却
材

喪
失

 

（
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
）

 
可

燃
性

ガ
ス

の
発

生
 

－
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象
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因
事

象
の
分
析

（
２

／
２

）
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

1.1.1-32 

 

  

炉心損傷に至る可能性のある事象 起因事象 

 発電機負荷遮断 

 タービントリップ 

 圧力制御装置の故障（蒸気流量減少） 

 バイパス弁又は主蒸気加減弁の誤閉鎖 

 全原子炉再循環ポンプトリップ 

 原子炉再循環ポンプ軸固着 

 給水制御系の故障（流量増加，出力運転時） 

 給水制御系の故障（流量増加，起動・停止時） 

 高圧注入系／高圧炉心スプレイ系の誤起動 

主蒸気隔離弁の 1弁閉鎖 

 再循環流量制御系の誤動作（再循環流量増加） 

 再循環停止ループ誤起動 

 給水加熱喪失 

非隔離事象 

過渡事象 

 主蒸気隔離弁の閉鎖 

 主蒸気隔離弁の部分閉鎖 

 圧力抑制装置の故障（蒸気流量増加） 

 タービン・バイパス弁誤開放 

 発電機負荷遮断バイパス弁不作動 

 タービントリップバイパス弁不作動 

 復水器真空度喪失 

隔離事象 

 全給水流量喪失 全給水喪失 

 給水又は復水ポンプ 1台トリップ 

 給水制御系の故障（流量減少，出力運転時） 

 給水制御系の故障（流量減少，起動・停止時） 

水位低下 

事象 

 出力運転中の制御棒引き抜き 

 起動時における制御棒引き抜き 

 原子炉保護系故障による原子炉スクラム 

 プラント異常による原子炉スクラム 

 原子炉保護系計装の故障による原子炉スクラム 

原子炉保護系誤動作

等 

 ＳＲＶ誤開放／開固着 ＳＲＶ誤開放 

 外部電源喪失 

 補助電源喪失 

外部電源 

喪失 

外部電源 

喪失 

計画されているプラント停止の他，比較的軽微な故障

による計画されない停止を含む原子炉手動停止 
手動停止 

手動停止／ 

サポート系 

喪失 

交流電源故障 

サポート系 

喪失 

直流電源故障 

原子炉補機冷却系故障 

タービン・サポート系故障 

原子炉冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ，中破断ＬＯＣＡ，

小破断ＬＯＣＡ） 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ） 

原子炉冷却材喪失

（ＬＯＣＡ） 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ 
インターフェイス 

システムＬＯＣＡ 

インターフェイス

システムＬＯＣＡ 

第 1.1.1.b－3 表 類似した起因事象のグループ化 

 



 

1.1.1-33 

 

  

起因事象 説明 

過渡事象 
タービントリップ，主蒸気隔離弁閉等，原子炉スク

ラムを生じさせるおそれのある過渡事象を対象と

する。 

外部電源喪失 

送電系統の故障等により所内電源の一部又は全部

が喪失し，運転状態が乱される事象であり，緩和機

能として，原子炉スクラム，非常用交流電源に期待

している。 

手動停止／ 
サポート系喪失 

過渡事象と異なり，原子炉スクラム信号は発生せず

自動で原子炉停止には至らず，安全上問題にならな

い可能性があるトラブルだが，手動停止を行うこと

で炉心損傷への波及的影響の観点から評価するも

の。定期事業者検査等前もって計画されているプラ

ント停止のほか，機器からの漏えい等の比較的軽微

な故障による計画されないプラント停止を含めて

いる。極小破断ＬＯＣＡも対象とする。 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ) 

原子炉冷却材圧力バウンダリ配管破断を想定事象

とする，そこから生じるプラント応答を評価の対象

とする。 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 

原子炉圧力容器接続配管の高圧設計部と低圧設計

部の取り合い部分（インターフェイス）において隔

離機能が喪失することにより，低圧設計部に設計以

上の圧力がかかり機器破損を引き起こして，原子炉

冷却材が原子炉格納容器外に流出する事象である。 

第 1.1.1.b－4 表 選定した起因事象一覧表 

 



 

1.1.1-34 

 

起因事象 
発生 

件数 

発生頻度 

（／炉年） 

発生頻度 

（／炉年） 
ＥＦ 備考 

過渡事象 

非隔離事象 83 1.6E-01 

2.9E-01 

３ 

国内ＢＷＲ実績データ 

（平成 24 年３月末時

点） 

隔離事象 13 2.5E-02 ３ 

全給水喪失 ５ 9.5E-03 ３ 

水位低下事象 13 2.5E-02 ３ 

原子炉保護系 

誤動作等 
39 7.4E-02 ３ 

ＳＲＶ誤開放 ０ 9.5E-04 ３ 

発生実績はないため，

発生件数 0.5 件とし

て，運転炉年より算出 

外部電源喪失 ３ 3.8E-03 3.8E-03 ３ 

国内ＢＷＲ実績デ

ータ（平成 24 年３

月末時点） 

手動停止／

サポート系

喪失 

手動停止（通常停

止を含む） 
869 1.7 

1.7 

３ 
発生件数と運転炉年よ

り算出 

サポート系喪失

（交流電源故障） 
０ 1.4E-04 ３ 

発生実績はないため，

発生件数 0.5 件とし

て，運転炉年より算出

（発生頻度は系統又は

母線あたり） 

サポート系喪失

（直流電源故障） 
０ 2.6E-04 ３ 

サポート系喪失

（原子炉補機冷

却系故障） 

０ 6.6E-04 ３ 

サポート系喪失

（タービン・サポ

ート系故障） 

０ 6.6E-04 ３ 

原子炉冷却

材喪失 

（ＬＯＣＡ） 

大破断ＬＯＣＡ ０ 2.0E-05 

5.2E-04 

20 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

1829 及びＮＵＲＥＧ

／ＣＲ－5750 

中破断ＬＯＣＡ ０ 2.0E-04 20 

小破断ＬＯＣＡ ０ 3.0E-04 10 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
０ 8.1E-08 8.1E-08 10 

隔離弁等の故障率等

により低圧設計配管

が破損する頻度を算

出 

第 1.1.1.b－5 表 起因事象発生頻度（平成 24 年３月まで） 

 



 

  

1.1.1-35 

 

起
因
事
象
 

原
子
炉
未
臨
界
 

炉
心
冷
却
 

格
納
容
器
熱
除
去
 

過
渡
事
象
 

手
動
停
止
／
 

サ
ポ
ー
ト
系
喪
失
 

 

Ｓ
Ｒ
Ｖ
 

正
常
作
動
時
 

・
原
子
炉
保
護
系
＋
 

ス
ク

ラ
ム

排
出

水

容
器
 

・
給
水
系

※
１
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
自
動
減
圧
系
（
手
動
）
＋
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
自
動
減
圧
系
（
手
動
）
＋
１
／
３
低
圧
注
水
系
 

・
自
動
減
圧
系
（
手
動
）
＋
復

水
系

※
１
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

・
１
／
２
残
留
熱
除
去
系
 

・
復
水
器
に
よ
る
除
熱

※
１
 

Ｓ
Ｒ
Ｖ
 

１
個
以
上
開
固
着
時
 

・
原
子
炉
保
護
系
＋
 

ス
ク

ラ
ム

排
出

水

容
器
 

・
給
水
系

※
１
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
１
／
３

低
圧
注
水
系
 

・
復
水
系

※
１
 

・
１
／
２
残
留
熱
除
去
系
 

原
子

炉
冷
却

材
喪

失

（
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
）
 

大
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

・
原
子
炉
保
護
系
＋
 

ス
ク

ラ
ム

排
出

水

容
器
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
１
／
３

低
圧
注
水
系
 

・
１
／
２
残
留
熱
除
去
系
 

中
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

・
原
子
炉
保
護
系
＋
 

ス
ク

ラ
ム

排
出

水

容
器
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
自
動
減
圧
系
＋
低
圧
炉
心
ス

プ
レ
イ
系
 

・
自
動
減
圧
系
＋
１
／
３
低
圧
注
水
系
 

・
１
／
２
残
留
熱
除
去
系
 

小
破
断
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

・
原
子
炉
保
護
系
＋
 

ス
ク

ラ
ム

排
出

水

容
器
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

・
自
動
減
圧
系
＋
低
圧
炉
心
ス

プ
レ
イ
系
 

・
自
動
減
圧
系
＋
１
／
３
低
圧
注
水
系
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

・
１
／
２
残
留
熱
除
去
系
 

過
渡
事
象
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
失
敗
時
 

期
待
で
き
な
い

※
２
 

※
１

 
手

動
停
止

時
の

み
成

功
基

準
と

し
て

期
待

し
て
い

る
。
 

※
２

 
ほ

う
酸
水

注
入

系
を

考
慮

し
な

い
評

価
条

件
で
あ

る
た
め

，
原
子

炉
ス
ク

ラ
ム
失

敗
時
の

原
子
炉

未
臨
界

に
係

る
成

功
基

準
は

な
い

。
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1.1.1-36 

  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系

 
 
 
 
 
 
 

  
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 

(影
響
を
受
け
る
側

) 

 サ
ポ

ー
ト
系
 

(影
響

を
与

え
る
側
) 

原
子

炉
 

停
止
 

圧
力

バ

ウ
ン

ダ

リ
健

全

性
 

高
圧

炉
心
冷

却
 

原
子

炉
 

減
圧
 

低
圧
炉
心
冷
却
 

崩
壊
熱
除
去
 

原
子

炉
 

停
止

系
 

Ｓ
Ｒ

Ｖ
 

給
水

系
※
３
 

原
子

炉
 

隔
離

時
 

冷
却

系
 

高
圧

炉

心
ス

プ

レ
イ

系
 

Ｓ
Ｒ

Ｖ
 

低
圧

炉

心
ス

プ

レ
イ

系
 

低
圧
注

水
系
 

(Ａ
系
) 

低
圧
注

水
系
 

(Ｂ
系

) 

低
圧
注

水
系
 

(Ｃ
系

) 

復
水
系

※
３
 

復
水
器
 

に
よ
る
 

除
熱

※
３
 

残
留
熱
 

除
去
系
 

(Ａ
系

)
※
５
 

残
留
熱
 

除
去
系
 

(Ｂ
系
)
※
５
 

交
流

電
源
 

常
用
交
流
電
源
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

－
 

非
常
用
交
流
電
源

※
１
(区

分
Ⅰ
) 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

非
常
用
交
流
電
源

※
１
(区

分
Ⅱ
) 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

－
 

－
 

○
 

非
常
用
交
流
電
源

※
１
 

(高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
) 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

直
流

電
源
 

直
流
電
源

※
２
(区

分
Ⅰ
) 

－
 

－
 

○
※
４

 
－
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。
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を
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。
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第 1.1.1.e－3 表 機器タイプ及び故障モード(１／３) 

機器タイプ 故障モード 

非常用ディーゼル発電機 
起動失敗 

継続運転失敗 

電動ポンプ（非常用待機，純水） 起動失敗 

電動ポンプ（常用運転，純水） 継続運転失敗 

電動ポンプ（非常用待機，海水） 起動失敗 

電動ポンプ（常用運転，海水） 継続運転失敗 

電動ポンプ（常用待機，海水） 起動失敗 

タービン駆動ポンプ 
起動失敗 

継続運転失敗 

電動弁（純水） 

作動失敗 

誤開又は誤閉 

内部リーク 

閉塞 

電動弁（海水） 

作動失敗 

誤開又は誤閉 

内部リーク 

閉塞 

空気作動弁 

作動失敗 

誤開又は誤閉 

閉塞 

油圧作動弁 作動失敗 

逆止弁 開失敗 

手動弁 

作動失敗 

閉塞 

内部リーク 

安全弁 

開失敗 

誤開 

内部リーク 

逃がし安全弁（ＢＷＲ） 閉失敗 



 

1.1.1-39 

第 1.1.1.e－3 表 機器タイプ及び故障モード(２／３) 

機器タイプ 故障モード 

ファン／ブロア 
起動失敗 

継続運転失敗 

ダンパ 
作動失敗 

閉塞 

熱交換器 
伝熱管破損 

伝熱管閉塞 

タンク 閉塞 

オリフィス 閉塞 

ストレーナ／フィルタ（純水等） 閉塞 

ストレーナ／フィルタ（海水等） 閉塞 

制御棒駆動装置（ＢＷＲ） 挿入失敗 

遮断器 
作動失敗 

誤開 

変圧器 機能喪失 

蓄電池 機能喪失 

充電器 機能喪失 

母線 機能喪失 

配管 ３インチ未満 閉塞 

配管 ３インチ以上 閉塞 

リレー 不動作 

遅延リレー 不動作 



 

1.1.1-40 

第 1.1.1.e－3 表 機器タイプ及び故障モード(３／３) 

機器タイプ 故障モード 

警報設定器 
不動作 

誤動作 

圧力トランスミッタ 
不動作 

高出力／低出力 

水位トランスミッタ 
不動作 

高出力／低出力 

温度検出器 高出力／低出力 

放射線検出器 
不動作 

高出力／低出力 

圧力スイッチ 不動作 

水位スイッチ 
不動作 

誤動作 

リミットスイッチ 不動作 

手動スイッチ 不動作 

配線／電線 

短絡 

地絡 

断線 

アナンシエータ 機能喪失 

  



 

1.1.1-41 

第 1.1.1.e－4 表 システム信頼性評価結果 

起因事象 システム 非信頼度（点推定値） 

過渡事象 

手動停止 

高圧炉心スプレイ系 3.1E-04 

原子炉隔離時冷却系 2.2E-03 

手動減圧 4.0E-03 

低圧炉心スプレイ系 6.6E-04 

低圧注水系 6.9E-04 

残留熱除去系 2.8E-03 

復水・給水系※ 2.8E-05 

復水器による除熱※ 8.8E-04 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ） 

高圧炉心スプレイ系 3.9E-04 

原子炉隔離時冷却系 4.8E-03 

手動減圧及び自動減圧 1.7E-07 

低圧炉心スプレイ系 2.9E-04 

低圧注水系 3.2E-04 

残留熱除去系 2.8E-03 

― 

スクラム電気系 2.9E-09 

スクラム機械系 2.5E-11 

非常用電源 1.1E-05 

※ 手動停止のみ成功基準として期待している。 

  



 

1.1.1-42 

第 1.1.1.f－1 表 国内故障率データベースの例 

※ 今回のＰＲＡでは，「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の推

定」に記載されている多数の機器のデータを使用しており，ここではその一

部を例示している。 

  

機 器※ 故障モード 平均値（／h） ＥＦ 

電動ポンプ 

（非常用／純水） 

起動失敗 

継続運転失敗 

1.3E-07 

1.1E-06 

17 

12 

タービン駆動 

ポンプ 

起動失敗 

継続運転失敗 

4.1E-06 

2.9E-06 

47 

４ 

電動弁（純水） 

作動失敗 

誤開／誤閉 

閉塞 

4.8E-08 

2.5E-09 

9.7E-09 

60 

９ 

16 

空気作動弁 

作動失敗 

誤開／誤閉 

閉塞 

1.1E-07 

2.7E-08 

1.0E-08 

６ 

37 

22 

油圧作動弁 

作動失敗 

誤開／誤閉 

閉塞 

4.5E-07 

1.1E-07 

2.2E-08 

17 

18 

10 

逆 止 弁 
開失敗 

内部リーク 

7.1E-09 

7.1E-09 

17 

17 

非常用ディーゼル 

発電機 

起動失敗 

運転継続失敗 

4.3E-06 

9.5E-05 

７ 

２ 
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第 1.1.1.f－2 表 共通原因故障を考慮した機器と故障モード（１／２） 

機器 故障モード 

ＲＣＷポンプ 起動失敗 

ＲＣＷポンプ 継続運転失敗 

ＲＳＷポンプ 起動失敗 

ＲＳＷポンプ 継続運転失敗 

ＲＣＷポンプ出口逆止弁 開失敗 

ＲＳＷポンプ出口逆止弁 開失敗 

ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁 作動失敗 

ＲＣＷ ＤＧ冷却水出口弁 開失敗 

非常用ＤＧ 起動失敗 

非常用ＤＧ 継続運転失敗 

蓄電池 機能喪失 

原子炉水位トリップユニット 作動失敗 

格納容器圧力トリップユニット 作動失敗 

原子炉水位トランスミッタ 作動失敗 

格納容器圧力トランスミッタ 作動失敗 

ＨＰＣＳ専用原子炉水位トリップユニット 作動失敗 

ＨＰＣＳ専用格納容器圧力トリップユニット 作動失敗 

ＨＰＣＳ専用原子炉水位トランスミッタ 作動失敗 

ＨＰＣＳ専用格納容器圧力トランスミッタ 作動失敗 

非常用ＤＧ燃料油ポンプ 起動失敗 

非常用ＤＧ燃料油ポンプ 継続運転失敗 

非常用ＤＧ燃料油タンク内逆止弁  開失敗 

非常用ＤＧ燃料油ポンプ出口逆止弁 開失敗 

ＲＨＲポンプ 起動失敗 

ＲＨＲポンプ 継続運転失敗 

ＲＨＲポンプ出口逆止弁  開失敗 

ＲＨＲミニマムフローライン逆止弁 開失敗 

ＲＨＲ注入ライン試験可能逆止弁  開失敗 

ＲＨＲ炉水戻り試験可能逆止弁  開失敗 

ＲＨＲ Ｓ／Ｐ側ポンプ入口弁  閉失敗 

ＲＨＲ熱交換器バイパス弁 閉失敗 

ＲＨＲ Ｄ／Ｗ第１スプレイ弁  開失敗 

ＲＨＲ Ｄ／Ｗ第２スプレイ弁  開失敗 

  



 

1.1.1-44 

第 1.1.1.f－2 表 共通原因故障を考慮した機器と故障モード（２／２） 

機器 故障モード 

ＲＨＲ注入弁  作動失敗 

ＲＨＲ ＳＤＣポンプ炉水入口弁 開失敗 

ＲＨＲポンプ炉水戻り弁 開失敗 

ＲＨＲテスト弁  開失敗 

ＲＨＲミニマムフロー弁 作動失敗 

ＲＣＩＣ水位トリップユニット 作動失敗 

ＲＰＳトリップユニット(放射線検出器)  作動失敗 

ＳＤＶトリップユニット(警報) 作動失敗 

ＲＰＳ水位トリップユニット 作動失敗 

ＲＰＳ圧力トリップユニット 作動失敗 

ＳＤＶトリップユニット(スクラム)  作動失敗 

ＲＰＳ放射線検出器   作動失敗 

ＲＰＳスクラムコンタクタ  作動失敗 

ＳＤＶレベルスイッチ  作動失敗 

ＳＤＶ水位トランスミッタ(警報) 作動失敗 

ＲＰＳ水位トランスミッタ 作動失敗 

ＳＤＶ水位トランスミッタ(スクラム) 作動失敗 

ＲＰＳ圧力トランスミッタ  作動失敗 

非常用ＤＧ室送風機 起動失敗 

非常用ＤＧ室送風機 継続運転失敗 

非常用電気品室送風機 継続運転失敗 

非常用電気品室排風機 継続運転失敗 

ＲＨＲポンプ室送風機 起動失敗 

ＲＨＲポンプ室送風機 継続運転失敗 

非常用ＤＧ室送風機出口ダンパ 作動失敗 

ＡＤＳ水位トリップユニット 作動失敗 

ＡＤＳ圧力トリップユニット 作動失敗 

ＡＤＳ水位トランスミッタ 作動失敗 
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第 1.1.1.f－3 表 共通原因故障パラメータ 

※ γファクタは，共通原因故障によって多重故障（２重以上）が発生した時，

それが３重以上の故障である条件付確率。 

  

機器タイプ βファクタ γファクタ 出典 

ポンプ 3.9E-02 5.2E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1205 Rev.１ 

弁 1.3E-01 5.7E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1363 Rev.１ 

非常用 

ディーゼル 

発電機 

2.1E-02 － ＮＵＲＥＧ－1150 

計装・制御 

機器 
8.2E-02 6.7E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－2771 

リレー 5.0E-02 1.0E-01 ＳＥＣＹ－83－293 

蓄電池 8.0E-03 － 
ＮＵＲＥＧ－1150 

（ＮＵＲＥＧ－0666 に基づき評価） 
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第 1.1.1.g－1 表 人的過誤確率に関するデータの例 

エラーモード 

人的過誤確率 

中央値 ＥＦ 

１．時間信頼性曲線から得られる人的過

誤確率の値 

 (a) 事象に応答しない（20分） 

 (b) 事象に応答しない（30分） 

 

２．個別操作に対する人的過誤確率の値 

 (a) ラベルで区別される操作盤のス

イッチ操作 

 (b) 機能的に分離された操作盤のス

イッチ操作 

 

３．ストレスファクタ 

  （作業負荷がやや高い） 

 

 

 

 

1.0E-02 

1.0E-03 

 

 

3.0E-03 

 

1.0E-03 

 

 

２ 

 

 

10 

10 

 

 

３ 

 

３ 

 

 

－ 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278に基づく） 
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第 1.1.1.g－2 表 人的過誤評価結果 

人的過誤 
余裕時間 

（分） 

人的過誤確率 

（平均値） 
ＥＦ 

起因事象 

発生前 

手動弁開／閉忘れ － 2.7E-05 10 

スクラム排出水容器警報認知失敗 － 2.7E-04 10 

起因事象 

発生後 

原子炉隔離時冷却系作動後の原子炉隔離

時冷却系水源切替操作失敗（初期水源確

保時） 

10 5.3E-01 10 

原子炉注水成功後の原子炉隔離時冷却系

水源切替操作失敗（長期水源確保時） 
－ 2.5E-03 ３ 

高圧炉心スプレイ系作動後の高圧炉心ス

プレイ系サプレッション・プール側水源

切替操作失敗 

10 5.3E-01 10 

原子炉注水成功後の残留熱除去系（サプ

レッション・プール水冷却モード）手動

操作失敗 

－ 2.5E-03 ３ 

原子炉注水成功後の残留熱除去系（格納

容器冷却モード）手動操作失敗 
－ 2.5E-03 ３ 

原子炉注水成功後の残留熱除去系（停止

時冷却モード）手動操作失敗 
－ 5.2E-03 ５ 

復水・給水系による除熱操作失敗 － 5.2E-04 ５ 

復水・給水系による注水操作失敗 － 5.2E-03 ５ 

抽出空気系手動操作失敗 － 2.0E-01 10 

タービン・グランド蒸気系手動操作失敗 － 2.0E-01 10 

復水系／復水ポンプ再起動操作失敗 － 2.0E-01 10 

手動減圧操作失敗 30 4.0E-03 10 

  



 

1.1.1-48 

第 1.1.1.h－1 表 炉心損傷頻度（起因事象別） 

起因事象 発生頻度 
（／炉年） 

炉心損傷頻度 
（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

過渡事象 2.9E-01 4.5E-06 72 

手動停止／ 
サポート系喪失 1.7 1.2E-06 19 

外部電源喪失 3.8E-03 5.2E-07 ８ 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ） 5.2E-04 9.3E-09 0.2 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 8.1E-08 3.3E-09 <0.1 

合計 6.2E-06 100 
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第 1.1.1.h－2 表 炉心損傷頻度（事故シーケンスグループ別） 

事故シーケンスグループ 
炉心損傷頻度 
（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 約 100 

全交流動力電源喪失 2.7E-09 <0.1 

 長期ＴＢ 2.7E-09 <0.1 

 ＴＢＵ 1.2E-11 <0.1 

 ＴＢＰ 8.2E-12 <0.1 

 ＴＢＤ 3.8E-12 <0.1 

高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 <0.1 

原子炉停止機能喪失 6.4E-10 <0.1 

高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 <0.1 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 <0.1 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 <0.1 

合計 6.2E-06 100 



 

1.1.1-50 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（１／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

高
圧
・
低
圧
注
水
機
能
喪
失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 

3.0E-09 

①非隔離事象＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬＸ２

９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
2.1E-10 7.0 

②非隔離事象＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬＸ２

９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメン

テナンス 

1.9E-10 6.3 

③非隔離事象＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬＸ２

９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰＣＳメン

テナンス 

1.2E-10 4.0 

過渡事象 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 

3.4E-11 

①逃がし安全弁誤開放＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッ

タＬＸ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ

起動失敗 

1.2E-12 3.5 

②逃がし安全弁誤開放＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッ

タＬＸ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰ

ＳＷメンテナンス 

1.1E-12 3.2 

③逃がし安全弁誤開放＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッ

タＬＸ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＳメンテ

ナンス 

6.9E-13 2.0 

手動停止 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 

4.7E-13 

①手動停止(通常停止)＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッ

タＬＸ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ

起動失敗＋２起動変圧器機能喪失 

1.4E-14 3.0 

②手動停止(通常停止)＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッ

タＬＸ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ

起動失敗＋動力変圧器２Ｃ機能喪失 

1.4E-14 3.0 

③手動停止(通常停止)＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッ

タＬＸ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰ

ＳＷメンテナンス＋２起動変圧器機能喪失 

1.3E-14 2.8 

④手動停止(通常停止)＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッ

タＬＸ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰ

ＳＷメンテナンス＋動力変圧器２Ｃ機能喪失 

1.3E-14 2.8 

手動停止 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 

1.5E-13 

①手動停止(通常停止)＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因

継続運転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋外部電

源喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 

1.3E-14 8.7 

②手動停止(通常停止)＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因

継続運転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ起動失敗＋外部電源喪

失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 

8.9E-15 5.9 

③手動停止(通常停止)＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因

起動失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋外部電源喪

失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗 

8.9E-15 5.9 

サポート系喪失 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 

2.3E-10 

①直流母線Ａ喪失＋Ｓ２水位トランスミッタＬＸ２９

８－１Ｄ機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
4.1E-12 1.8 

②直流母線Ａ喪失＋Ｓ２水位トランスミッタＬＸ２９

８－１Ｂ機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
4.1E-12 1.8 

③直流母線Ｂ喪失＋Ｓ１水位トランスミッタＬＸ２９

８－１Ａ機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
4.1E-12 1.8 

④直流母線Ｂ喪失＋Ｓ１水位トランスミッタＬＸ２９

８－１Ｃ機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
4.1E-12 1.8 

サポート系喪失 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 
4.0E-12 

①補機冷却系Ａ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋Ｓ２水位トランスミッタＬＸ２

９８－１Ｄ機能喪失 

3.1E-14 0.8 

②補機冷却系Ａ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋Ｓ２水位トランスミッタＬＸ２

９８－１Ｂ機能喪失 

3.1E-14 0.8 

③補機冷却系Ｂ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋Ｓ１水位トランスミッタＬＸ２

９８－１Ｃ機能喪失 

3.1E-14 0.8 

④補機冷却系Ｂ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋Ｓ１水位トランスミッタＬＸ２

９８－１Ａ機能喪失 

3.1E-14 0.8 

  



 

1.1.1-51 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（２／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

高
圧
注
水
・
減
圧
機
能
喪
失 

過渡事象 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋原子炉減圧失敗 

4.0E-09 

①非隔離事象＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開操作失敗

＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉塞＋手動

減圧操作失敗 

1.4E-10 3.5 

②非隔離事象＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗＋ＨＰＳＷポ

ンプ起動失敗＋手動減圧操作失敗 
9.6E-11 2.4 

③非隔離事象＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス＋Ｒ

ＣＩＣポンプ起動失敗＋手動減圧操作失敗 
8.8E-11 2.2 

手動停止 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋原子炉減圧失敗 

5.7E-13 

①手動停止(通常停止)＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開

操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉

塞＋動力変圧器２Ｃ機能喪失＋手動減圧操作失敗 

9.1E-15 1.6 

②手動停止(通常停止)＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開

操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉

塞＋２起動変圧器機能喪失＋手動減圧操作失敗 

9.1E-15 1.6 

③手動停止(通常停止)＋ＲＣＩＣポンプ起動失敗＋Ｈ

ＰＳＷポンプ起動失敗＋２起動変圧器機能喪失＋手動

減圧操作失敗 

6.3E-15 1.1 

サポート系喪失 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋原子炉減圧失敗 
1.1E-09 

①直流母線Ｂ喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋手動減

圧操作失敗 
1.1E-10 10 

②直流母線Ｂ喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス

＋手動減圧操作失敗 
9.8E-11 8.9 

③直流母線Ｂ喪失＋ＨＰＣＳメンテナンス＋手動減圧

操作失敗 
5.9E-11 5.4 

 

  



 

1.1.1-52 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（３／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失 

外部電源喪失 

＋交流電源（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）失敗＋高圧

炉心冷却（ＨＰＣＳ）

失敗 

2.7E-09 

①外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運

転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗 
4.1E-10 15 

②外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運

転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ起動失敗 
2.8E-10 10 

③外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因起動失

敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗 
2.8E-10 10 

外部電源喪失 

＋交流電源（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）失敗 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 

8.2E-12 

①外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運

転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋逃がし安全弁

再閉鎖失敗 

1.2E-12 15 

②外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運

転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ起動失敗＋逃がし安全弁再閉

鎖失敗 

8.4E-13 10 

③外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因起動失

敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋逃がし安全弁再閉

鎖失敗 

8.4E-13 10 

外部電源喪失 

＋交流電源（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 1.2E-11 

①外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運

転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋ＲＣＩＣポン

プ起動失敗 

6.0E-13 5.0 

②外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運

転失敗＋非常用ＤＧ－Ｈ起動失敗＋ＲＣＩＣポンプ起

動失敗 

4.1E-13 3.4 

③外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因起動失

敗＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋ＲＣＩＣポンプ起

動失敗 

4.1E-13 3.4 

外部電源喪失 

＋直流電源（区分１，

２）失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 

3.8E-12 

①外部電源喪失＋蓄電池（Ａ，Ｂ）共通原因機能喪失

＋非常用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗 
1.4E-12 37 

②外部電源喪失＋蓄電池（Ａ，Ｂ）共通原因機能喪失

＋非常用ＤＧ－Ｈ起動失敗 
9.7E-13 26 

③外部電源喪失＋蓄電池（Ａ，Ｂ）共通原因機能喪失

＋非常用ＤＧ－Ｈメンテナンス 
5.4E-13 14 

  



 

1.1.1-53 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（４／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失 

過渡事象 

＋崩壊熱除去失敗 

4.5E-06 

①非隔離事象＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２

１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

②非隔離事象＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２

－２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

③非隔離事象＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－

１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

過渡事象 

＋高圧炉心冷却失敗

＋崩壊熱除去失敗 

1.7E-11 

①非隔離事象＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２

１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗＋ＲＣＩＣトーラス

水入口弁開操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗

＋ＣＳＴ閉塞 

7.8E-14 0.5 

②非隔離事象＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２

－２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗＋ＲＣＩＣトーラス水入

口弁開操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋Ｃ

ＳＴ閉塞 

7.8E-14 0.5 

③非隔離事象＋ＲＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，Ｂ共

通原因作動失敗＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開操作失

敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉塞 

7.8E-14 0.5 

④非隔離事象＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－

１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗＋ＲＣＩＣトーラス水入

口弁開操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋Ｃ

ＳＴ閉塞 

7.8E-14 0.5 

過渡事象 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋崩壊熱除去失敗 
3.3E-08 

①逃がし安全弁誤開放＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ

２２２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
2.1E-09 6.4 

②逃がし安全弁誤開放＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口

弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
2.1E-09 6.4 

③逃がし安全弁誤開放＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁Ｍ

Ｖ２２２－２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
2.1E-09 6.4 

④逃がし安全弁誤開放＋ＲＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５

Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
2.1E-09 6.4 

過渡事象 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗＋崩壊

熱除去失敗 
3.6E-11 

①逃がし安全弁誤開放＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋Ｒ

ＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通原

因作動失敗 

2.2E-13 0.6 

②逃がし安全弁誤開放＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋Ｒ

ＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共

通原因作動失敗 

2.2E-13 0.6 

③逃がし安全弁誤開放＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋Ｒ

ＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通原

因作動失敗 

2.2E-13 0.6 

④逃がし安全弁誤開放＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋Ｒ

ＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
2.2E-13 0.6 

外部電源喪失 

＋交流電源（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）喪失 
4.4E-07 

①外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運

転失敗 
1.8E-07 41 

②外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因起動失

敗 
1.2E-07 27 

③外部電源喪失＋非常用ＤＧ－Ａ継続運転失敗＋非常

用ＤＧ－Ｂ継続運転失敗 
2.0E-08 4.5 

外部電源喪失 

＋交流電源（ＤＧ－

Ａ，Ｂ）喪失 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

1.3E-09 

①外部電源喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋非常用Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 
5.4E-10 42 

②外部電源喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋非常用Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ共通原因起動失敗 
3.7E-10 28 

③外部電源喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋非常用Ｄ

Ｇ－Ａ継続運転失敗＋非常用ＤＧ－Ｂ継続運転失敗 
5.9E-11 4.5 

外部電源喪失 

＋直流電源（区分１，

２）失敗 

6.3E-10 

①外部電源喪失＋蓄電池（Ａ，Ｂ）共通原因機能喪失 6.3E-10 約 100 

②外部電源喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋蓄電池

（Ａ，Ｂ）共通原因機能喪失 
1.9E-12 0.3 

  



 

1.1.1-54 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（５／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失 

手動停止 

＋崩壊熱除去失敗 

1.2E-08 

①手動停止(通常停止)＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因

継続運転失敗＋外部電源喪失 
1.9E-09 16 

②手動停止(通常停止)＋非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因

起動失敗＋外部電源喪失 
1.3E-09 11 

③手動停止(通常停止)＋ＲＣＷ／ＲＳＷ－Ｂメンテナ

ンス＋動力変圧器２Ｃ機能喪失 
7.5E-10 6.3 

手動停止 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋崩壊熱除去失敗 

1.1E-14 

①手動停止(通常停止)＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開

操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉

塞＋動力変圧器２Ｃ機能喪失＋ＲＨＲ－Ｂメンテナン

ス 

1.4E-16 1.3 

②手動停止(通常停止)＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開

操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉

塞＋動力変圧器２Ｃ機能喪失＋ＲＨＲ－Ｂポンプ起動

失敗 

1.1E-16 1.0 

③手動停止(通常停止)＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開

操作失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉

塞＋動力変圧器２Ｃ機能喪失＋ＲＨＲ－Ｂポンプ室冷

却機送風機起動失敗 

1.0E-16 0.9 

手動停止 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋崩壊熱除去失敗 
3.1E-11 

①手動停止(通常停止)＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋非

常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗＋外部電源喪

失 

5.7E-12 18 

②手動停止(通常停止)＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋非

常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因起動失敗＋外部電源喪失 
3.9E-12 13 

③手動停止(通常停止)＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋Ｒ

ＣＷ／ＲＳＷ－Ｂメンテナンス＋動力変圧器２Ｃ機能

喪失 

2.3E-12 7.4 

手動停止 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 

＋崩壊熱除去失敗 

1.7E-14 

①手動停止(通常停止)＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋逃

がし安全弁再閉鎖失敗＋動力変圧器２Ｃ機能喪失＋Ｒ

ＨＲ－Ｂメンテナンス 

2.0E-16 1.2 

②手動停止(通常停止)＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナ

ンス＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋動力変圧器２Ｃ機能

喪失＋ＲＨＲ－Ｂメンテナンス 

1.9E-16 1.1 

③手動停止(通常停止)＋２起動変圧器機能喪失＋非常

用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋

ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ

共通原因作動失敗 

1.6E-16 0.9 

④手動停止(通常停止)＋２起動変圧器機能喪失＋非常

用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋

ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通

原因作動失敗 

1.6E-16 0.9 

⑤手動停止(通常停止)＋２起動変圧器機能喪失＋非常

用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋

ＲＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 

1.6E-16 0.9 

⑥手動停止(通常停止)＋２起動変圧器機能喪失＋非常

用ＤＧ－Ｈ継続運転失敗＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋

ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通

原因作動失敗 

1.6E-16 0.9 

  



 

1.1.1-55 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（６／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失 

サポート系喪失 

＋崩壊熱除去失敗 
1.2E-06 

①補機冷却系Ａ喪失＋ＲＣＷ／ＲＳＷ－Ｂメンテナン

ス 
4.8E-08 4.0 

②補機冷却系Ａ喪失＋ＲＨＲ－Ｂメンテナンス 4.1E-08 3.4 

③補機冷却系Ｂ喪失＋ＲＨＲ－Ａメンテナンス 4.1E-08 3.4 

サポート系喪失 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋崩壊熱除去失敗 
1.4E-10 

①直流母線Ｂ喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

－Ａメンテナンス 
1.7E-12 1.2 

②直流母線Ｂ喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

－Ａポンプ起動失敗 
1.3E-12 0.9 

③直流母線Ｂ喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

－Ａポンプ室冷却機送風機起動失敗 
1.2E-12 0.9 

サポート系喪失 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋崩壊熱除去失敗 

3.8E-09 

①補機冷却系Ａ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＣ

Ｗ／ＲＳＷ－Ｂメンテナンス 
1.4E-10 3.7 

②補機冷却系Ａ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨ

Ｒ－Ｂメンテナンス 
1.2E-10 3.2 

③補機冷却系Ｂ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＲＨ

Ｒ－Ａメンテナンス 
1.2E-10 3.2 

サポート系喪失 

＋圧力バウンダリ健

全性（ＳＲＶ再閉）

失敗 

＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 

＋崩壊熱除去失敗 

3.7E-12 

①補機冷却系Ｂ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ－Ａメンテナンス 
1.3E-14 0.4 

②補機冷却系Ａ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ－Ｂメンテナンス 
1.3E-14 0.4 

③補機冷却系Ｂ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ－Ａポンプ起動失敗 
9.8E-15 0.3 

④補機冷却系Ａ喪失＋逃がし安全弁再閉鎖失敗＋ＨＰ

ＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ－Ｂポンプ起動失敗 
9.8E-15 0.3 

  



 

1.1.1-56 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（７／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失 

冷却材喪失 

（小破断ＬＯＣＡ） 

＋崩壊熱除去失敗 

5.4E-09 

①小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁Ｍ

Ｖ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
6.8E-10 13 

②小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２

２２－２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
6.8E-10 13 

③小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，

Ｂ共通原因作動失敗 
6.8E-10 13 

④小破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２

２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
6.8E-10 13 

冷却材喪失 

（小破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋崩壊熱除去失敗 

3.1E-14 

①小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＩＣ水源切替失敗＋ＨＰＳＷ

ポンプ起動失敗＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２

２－２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 

1.7E-16 0.5 

②小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＩＣ水源切替失敗＋ＨＰＳＷ

ポンプ起動失敗＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ

２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 

1.7E-16 0.5 

③小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＩＣ水源切替失敗＋ＨＰＳＷ

ポンプ起動失敗＋ＲＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，Ｂ

共通原因作動失敗 

1.7E-16 0.5 

④小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＩＣ水源切替失敗＋ＨＰＳＷ

ポンプ起動失敗＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２

－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 

1.7E-16 0.5 

冷却材喪失 

（中破断ＬＯＣＡ） 

＋崩壊熱除去失敗 

3.6E-09 

①中破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁Ｍ

Ｖ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-10 13 

②中破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，

Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-10 13 

③中破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２

２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-10 13 

④中破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２

２２－２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-10 13 

冷却材喪失 

（中破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋崩壊熱除去失敗 

3.8E-12 

①中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

ミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通原因作

動失敗 

4.6E-14 1.2 

②中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＣＷ 

ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因

作動失敗 

4.6E-14 1.2 

③中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.6E-14 1.2 

④中破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通原因作

動失敗 

4.6E-14 1.2 

冷却材喪失 

（大破断ＬＯＣＡ） 

＋崩壊熱除去失敗 

3.6E-10 

①大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２

２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-11 13 

②大破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁Ｍ

Ｖ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-11 13 

③大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２

２２－２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-11 13 

④大破断ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，

Ｂ共通原因作動失敗 
4.5E-11 13 

冷却材喪失 

（大破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋崩壊熱除去失敗 

3.7E-13 

①大破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

ミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通原因作

動失敗 

4.6E-15 1.2 

②大破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＣＷ 

ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因

作動失敗 

4.6E-15 1.2 

③大破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通原因作

動失敗 

4.6E-15 1.2 

④大破断ＬＯＣＡ＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗＋ＲＨＲ

注入弁ＭＶ２２２－５Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
4.6E-15 1.2 

 

  



 

1.1.1-57 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（８／1O） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

原
子
炉
停
止
機
能
喪
失 

過渡事象 

＋原子炉停止失敗 

6.4E-10 

①非隔離事象＋ＲＰＳスクラムコンタクタ共通原因故

障 
4.4E-10 69 

②隔離事象＋ＲＰＳスクラムコンタクタ共通原因故障 6.9E-11 11 

③水位低下事象＋ＲＰＳスクラムコンタクタ共通原因

故障 
6.9E-11 11 

冷却材喪失 

（小破断ＬＯＣＡ） 

＋原子炉停止失敗 

8.7E-13 

①小破断ＬＯＣＡ＋ＲＰＳスクラムコンタクタ共通原

因故障 8.2E-13 94 

冷却材喪失 

（中破断ＬＯＣＡ） 

＋原子炉停止失敗 

5.8E-13 

①中破断ＬＯＣＡ＋ＲＰＳスクラムコンタクタ共通原

因故障 5.5E-13 95 

冷却材喪失 

（大破断ＬＯＣＡ） 

＋原子炉停止失敗 

5.8E-14 

①大破断ＬＯＣＡ＋ＲＰＳスクラムコンタクタ共通原

因故障 5.5E-14 95 

  



 

1.1.1-58 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（９／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

冷
却
材
喪
失
（
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
） 

冷却材喪失 

（小破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 
2.8E-15 

①小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＩＣ水源切替失敗＋ＨＰＳＷ

ポンプ起動失敗＋ＲＣＷポンプ共通原因継続運転失敗 
4.0E-17 1.4 

②小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＩＣ水源切替失敗＋ＨＰＣＷ

／ＨＰＳＷメンテナンス＋ＲＣＷポンプ共通原因継続

運転失敗 

3.7E-17 1.3 

③小破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＩＣトーラス水入口弁開操作

失敗＋ＨＰＣＳ水源切替手動操作失敗＋ＣＳＴ閉塞＋

ＲＣＷポンプ共通原因継続運転失敗 

3.4E-17 1.2 

冷却材喪失 

（小破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋原子炉減圧失敗 

5.7E-15 

①小破断ＬＯＣＡ＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬ

Ｘ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動

失敗＋手動減圧操作失敗 

1.6E-15 28 

②小破断ＬＯＣＡ＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬ

Ｘ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷ

メンテナンス＋手動減圧操作失敗 

1.4E-15 25 

③小破断ＬＯＣＡ＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬ

Ｘ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＣＳメンテナン

ス＋手動減圧操作失敗 

8.7E-16 15 

冷却材喪失 

（中破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 
3.5E-13 

①中破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＷポンプ共通原因継続運転失

敗＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
1.1E-14 3.1 

②中破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＷポンプ共通原因継続運転失

敗＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス 
9.8E-15 2.8 

③中破断ＬＯＣＡ＋ＲＳＷポンプ共通原因継続運転失

敗＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
7.7E-15 2.2 

冷却材喪失 

（中破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋原子炉減圧失敗 

3.9E-14 

①中破断ＬＯＣＡ＋Ｓ１，Ｓ２圧力トランスミッタＰ

Ｘ２１７－７共通原因機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動

失敗＋手動減圧操作失敗 

1.1E-15 2.8 

②中破断ＬＯＣＡ＋Ｓ１，Ｓ２圧力トランスミッタＰ

Ｘ２１７－７共通原因機能喪失＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷ

メンテナンス＋手動減圧操作失敗 

1.0E-15 2.6 

③中破断ＬＯＣＡ＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬ

Ｘ２９８－１共通原因機能喪失＋ＨＰＳＷポンプ起動

失敗＋手動減圧操作失敗 

1.0E-15 2.6 

④中破断ＬＯＣＡ＋Ｓ１，Ｓ２水位トランスミッタＬ

Ｘ２９８－２（レベル３）共通原因機能喪失＋ＨＰＳ

Ｗポンプ起動失敗＋手動減圧操作失敗 

1.0E-15 2.6 

冷却材喪失 

（大破断ＬＯＣＡ） 

＋高圧炉心冷却失敗 

＋低圧炉心冷却失敗 
3.4E-14 

①大破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＷポンプ共通原因継続運転失

敗＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
1.1E-15 3.2 

②大破断ＬＯＣＡ＋ＲＣＷポンプ共通原因継続運転失

敗＋ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス 
9.8E-16 2.9 

③大破断ＬＯＣＡ＋ＲＳＷポンプ共通原因継続運転失

敗＋ＨＰＳＷポンプ起動失敗 
7.7E-16 2.3 

 

 

第 1.1.1.h－3 表 炉心損傷シーケンスの分析結果（10／10） 

事故シーケンス 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合

（％） 

格納容器バイパス（インター

フェイスシステムＬＯＣＡ） 
3.3E-09 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 
3.3E-09 100 



 

1.1.1-59 

第 1.1.1.h－4 表 重要度解析結果（起因事象別ＦＶ重要度） 

起因事象 ＦＶ重要度 

過渡事象 7.2E-01 

手動停止／サポート系喪失 1.9E-01 

外部電源喪失 8.3E-02 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ） 
1.5E-03 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
5.3E-04 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.1.1.h－5 表 重要度解析結果（起因事象別ＲＡＷ） 

起因事象 ＲＡＷ 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
1.6E+05 

手動停止／サポート系喪失 1.1E+02 

外部電源喪失 2.3E+01 

過渡事象 3.9E+00 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ） 
3.9E+00 



 

1.1.1-60 

第 1.1.1.h－6 表 重要度解析結果（基事象別ＦＶ重要度） 

基事象 ＦＶ重要度 

ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 1.1E-01 

ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通原因閉失敗 1.1E-01 

ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 1.1E-01 

ＲＨＲポンプＡ，Ｂ共通原因起動失敗 9.1E-02 

ＲＨＲポンプ室送風機Ａ，Ｂ共通原因起動失敗 8.6E-02 

ＲＨＲポンプＡ，Ｂ共通原因継続運転失敗 4.8E-02 

ＲＨＲポンプ室送風機３区分共通原因起動失敗 4.5E-02 

非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 3.0E-02 

ＲＨＲポンプ室送風機Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 2.7E-02 

ＲＣＷポンプ区分間共通原因継続運転失敗 2.5E-02 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.1.1.h－7 表 重要度解析結果（基事象別ＲＡＷ） 

基事象 ＲＡＷ 

ＲＣＷポンプ区分間共通原因継続運転失敗 4.8E+04 

ＲＳＷポンプ区分間共通原因継続運転失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプ室送風機Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプ出口逆止弁Ｖ２２２－１Ａ，Ｂ共通原因開失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプ室送風機３区分共通原因継続運転失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプＡ，Ｂ共通原因継続運転失敗 4.8E+04 

ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 4.8E+04 

ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通原因閉失敗 4.8E+04 

ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプ室送風機３区分共通原因起動失敗 4.8E+04 

  



 

1.1.1-61 

第 1.1.1.h－8 表 不確実さ解析結果（事故シーケンスグループ別） 

事故シーケンス 

グループ 
平均値 95％確率値 中央値 ５％確率値 ＥＦ 

崩壊熱除去 

機能喪失 
6.2E-06 1.5E-05 3.9E-06 1.7E-06 3.0 

全交流動力 

電源喪失 
2.7E-09 7.9E-09 1.8E-09 4.3E-10 4.3 

 長期ＴＢ 2.7E-09 7.8E-09 1.7E-09 4.1E-10 4.3 

ＴＢＵ 1.2E-11 3.6E-11 4.8E-12 8.4E-13 6.6 

ＴＢＰ 8.2E-12 2.9E-11 1.3E-12 5.8E-14 22 

ＴＢＤ 3.9E-12 1.5E-11 1.0E-12 7.4E-14 14 

高圧注水・減圧 

機能喪失 
5.0E-09 1.4E-08 2.5E-9 8.1E-10 4.1 

高圧・低圧注水 

機能喪失 
3.3E-09 1.1E-08 7.6E-10 1.0E-10 11 

原子炉停止 

機能喪失 
6.1E-10 1.9E-09 6.2E-11 4.0E-12 22 

インターフェイス 

システムＬＯＣＡ 
3.3E-09 9.5E-09 2.1E-09 5.7E-10 4.1 

ＬＯＣＡ時注水 

機能喪失 
4.3E-13 1.3E-12 5.5E-14 3.6E-15 19 

合計 6.2E-06 1.5E-05 4.0E-06 1.7E-06 3.0 

 

  



 

1.1.1-62 

第 1.1.1.h－9 表 感度解析結果（外部電源復旧及びＥＣＣＳ手動起動操作

の影響） 

事故シーケンスグループ 
ベースケース 

（／炉年） 

感度解析結果 

（／炉年） 

崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 5.8E-06 

全交流動力電源喪失 2.7E-09 6.2E-11 

 

長期ＴＢ 2.7E-09 5.6E-11 

ＴＢＵ 1.2E-11 1.3E-12 

ＴＢＰ 8.2E-12 9.0E-13 

ＴＢＤ 3.8E-12 3.8E-12 

高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 4.9E-09 

高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 1.7E-09 

原子炉停止機能喪失 6.4E-10 6.4E-10 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 3.3E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 4.3E-13 

合計 6.2E-06 5.8E-06 

  



 

1.1.1-63 

第 1.1.1.h－10 表 感度解析結果（起因事象発生頻度） 

起因事象 

ベース 

ケース 

(／炉年) 

感度解析① 

（頻度論統計） 

(／炉年) 

感度解析② 

（ベイズ統計） 

(／炉年) 

過渡事象 

隔離事象 2.5E-02 5.4E-02 3.8E-02 

原子炉保護系

誤動作等 
7.4E-02 5.4E-02 7.1E-02 

手動停止／ 

サポート系喪失 
通常停止 1.7 1.3 1.4 

 

 

第 1.1.1.h－11 表 感度解析結果（機器故障率） 

故障モード 
ベースケース 

(／h) 

感度解析① 

（頻度論統計） 

(／h) 

感度解析② 

（ベイズ統計） 

(／h) 

非常用ディーゼル発電機 

起動失敗 
4.3E-06 3.1E-06 3.0E-06 

タービン駆動ポンプ  

起動失敗 
4.1E-06 9.2E-06 5.3E-06 

電動弁（純水等）作動失敗 4.8E-08 5.1E-08 3.4E-08 

放射線検出器  

高出力／低出力 
7.3E-08 1.0E-06 3.1E-07 

  



 

1.1.1-64 

第 1.1.1.h－12 表 感度解析結果（プラント固有データの反映） 

事故シーケンスグループ 
ベースケース 

（／炉年） 

感度解析① 

（頻度論統計） 

（／炉年） 

感度解析② 

（ベイズ統計） 

（／炉年） 

崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 6.5E-06 5.7E-06 

全交流動力電源喪失 2.7E-09 2.2E-09 2.2E-09 

 

長期ＴＢ 2.7E-09 2.2E-09 2.2E-09 

ＴＢＵ 1.2E-11 1.4E-11 1.0E-11 

ＴＢＰ 8.2E-12 6.7E-12 6.6E-12 

ＴＢＤ 3.8E-12 3.6E-12 3.5E-12 

高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 7.7E-09 5.8E-09 

高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 3.4E-09 3.4E-09 

原子炉停止機能喪失 6.4E-10 7.2E-10 6.8E-10 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 3.3E-09 3.3E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 4.3E-13 4.2E-13 

合計 6.2E-06 6.5E-06 5.7E-06 
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共通原因故障の除外 

機器の型式で分類 

共通原因故障を考慮しない 

機器の機能で分類 

試験・保守で同一の手順書に記載 

冗長性がない 

明確な理由で除外 
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第 1.1.1.f－1 図 共通原因故障同定フロー 



1.1.1-85 

自動減圧系手動起動診断 

第 1.1.1.g－1 図 自動減圧系の手動起動のＨＲＡイベントツリー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.1.1-9図 ＡＤＳ手動起動のＨＲＡイベントツリー 

 

第 1.1.1.h－1 図 炉心損傷頻度寄与割合（起因事象別） 

第 1.1.1.h－2 図 炉心損傷頻度寄与割合（事故シーケンスグループ別） 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ <0.1％ 

全交流動力電源喪失 <0.1％ 

原子炉停止機能喪失 <0.1％ 

高圧注水・減圧機能喪失 <0.1％ 

高圧・低圧注水機能喪失 <0.1％ 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 <0.1％ 

崩壊熱除去機能喪失 

約 100％ 

外部電源喪失８％ 
インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ <0.1％ 

原子炉冷却材喪失 

（ＬＯＣＡ） 0.2％ 

過渡事象 

72％ 

手動停止／ 

サポート系喪失 19％ 
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1.1.2 停止時ＰＲＡ 

停止時レベル１ＰＲＡは，一般社団法人日本原子力学会が発行した「原子力

発電所の停止状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基準（レベル１

ＰＳＡ編）：2010（以下「停止時ＰＳＡ学会標準」という。）」を参考に評価を実

施し，各実施項目については「ＰＲＡの説明における参照事項」（平成25年９月 

原子力規制庁）の記載事項への適合性を確認した。評価フローを第1.1.2－1図

に示す。 

1.1.2.a 対象プラント 

① 対象とするプラントの説明 

(1) プラント情報の収集・分析 

本プラントの基本仕様は，以下のとおりである。 

・出力     － 熱出力   2,436MW 

      － 電気出力 約820MW 

・プラント型式 － 沸騰水型ＢＷＲ－５ 

・格納容器型式 － 圧力抑制形（Ｍａｒｋ－Ⅰ改良型） 

以下に，停止時レベル１ＰＲＡに係る安全系，サポート系及び電源等の

系統設備構成について示す。 

ａ．主要な設備の構成・特性 

本評価で考慮する主な設備を第1.1.2.a－1表に示す。停止時レベル１

ＰＲＡに係る本プラントの基本設計は，次に説明する主要な安全系統に

より構成される。第1.1.2.a－1図に主要な系統設備の概要を示す。また，

第1.1.2.a－2表に系統設備概要を示す。 

(a) 原子炉停止に関する系統 

今回のＰＲＡでは，プラント運転中と停止・起動過程を除いた復水

器真空破壊から制御棒引抜開始までを評価対象期間としている。また，

反応度投入事象を起因事象から除外したことから，原子炉停止に関す

る系統は考慮していない。 

(b) 炉心冷却及び崩壊熱除去に関する系統 

炉心の冷却及び崩壊熱の除去に関する設備のうち，崩壊熱除去及び

注水の観点から以下の緩和機能を考慮する。 

崩壊熱除去系統としては，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

を考慮する。また，注水系統としては，復水輸送系及び燃料プール補

給水系を考慮する。 

プラントの停止状態の特徴として，後述のとおり点検等のため運転

中又は待機状態にある設備及び冷却材の保有水量が変化するとともに，

時間の経過により燃料の崩壊熱が減少する。ＥＣＣＳは，手動起動の

み期待でき，自動起動信号は定期事業者検査により期待できない場合

がある。また，本ＰＲＡでは崩壊熱の観点でより厳しいＭＯＸ燃料を

考慮した評価を実施している。燃料プール冷却系については，１系列
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運転となった場合に緩和設備として成功基準を満たさない。原子炉浄

化系については，緩和設備として成功基準を満たすことができる期間

が短い。以上を踏まえ，これらについては緩和設備として期待しない。 

1) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）（第1.1.2.a－2図） 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，ポンプ２台，熱交

換器２基からなり，原子炉停止後の崩壊熱を原子炉から除去する。 

原子炉停止時冷却モードは，原子炉再循環ポンプ吸込配管から炉

水をポンプにより吸引し，熱交換器で冷却した後，原子炉再循環ポ

ンプ吐出配管を経由して再び原子炉へ戻す。 

2) 復水輸送系（第1.1.2.a－3図） 

復水輸送系は，復水貯蔵タンク，補助復水貯蔵タンク，復水輸送

ポンプ等で構成される。 

本系統は，通常運転時及び運転停止中に復水器補給水，ろ過脱塩

器の逆洗水及び洗浄水，原子炉ウェル水張り等復水を必要とする機

器に復水貯蔵タンク水を給水する。また，プラントの余剰水及び液

体廃棄物処理系の処理済水を復水貯蔵タンクに回収し再使用する。 

3) 燃料プール補給水系（第1.1.2.a－4図） 

燃料プール補給水系は，燃料プールの冷却水保有量の一部が喪失

し，かつ，復水輸送系による燃料プール水の補給機能が喪失した時

に，冷却水を燃料プールに補給する。 

(c) 安全機能のサポート機能に関する系統 

通常運転時及び運転停止中の補機冷却は，中間ループ，海水系から

なる原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系により原子炉建物内の補

機を冷却する。また，電源は，通常運転時は発電機から所内変圧器を

通して供給し，運転停止中は主回線から起動変圧器を通して受電する。

なお，主回線停電時には，66kＶ送電線から予備変圧器を通して受電す

る。 

1) 補機冷却系（第1.1.1.a－7図） 

残留熱除去系，原子炉浄化系，燃料プール冷却系及び非常用ディ

ーゼル発電機は，原子炉補機冷却系で冷却され，原子炉補機冷却系

は原子炉補機海水系で冷却される。 

2) 電源系（第1.1.1.a－9図～第1.1.1.a－10図） 

発電機を解列すると，常用母線への給電は自動的に所内変圧器経

由から起動変圧器経由の給電に切り替わる。また，起動変圧器経由

で受電できない場合は，予備変圧器から受電する。さらに，常用母

線から非常用母線への給電がない場合には，非常用母線の電圧低下

を検知して非常用ディーゼル発電機が自動起動し，非常用機器に給

電する。 

直流電源設備は，非常用の直流115Ｖの蓄電池２組が設けられてい
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る。直流電源設備は，電源の制御として遮断器の開閉のほか，非常

用ディーゼル発電機の起動等にも用いられる。 

 

② 停止時のプラント状態の推移 

(1) 評価対象期間の設定 

原子炉の安全性の観点から見ると，復水器真空破壊を実施する以前と制

御棒引抜開始以降は，安全系の待機状態は出力運転中とほぼ同一であり，

仮に何らかの異常事象が発生した場合でも，安全系の自動起動によって，

事象は終結される。したがって，復水器真空破壊を実施する以前と制御棒

引抜開始以降は出力運転中の評価に包含されることから，既往の停止時レ

ベル１ＰＲＡ及び停止時ＰＳＡ学会標準においても復水器真空破壊の実施

から，制御棒引抜開始までが評価対象とされている。 

以上より，停止中審査ガイドに定められる運転停止中の期間は，「原子炉

運転停止の過程における主発電機の解列から、原子炉起動の過程における

主発電機の併列まで」とされているが，起因事象及び緩和設備の状態が大

きく変化することを考慮し，停止時レベル１ＰＲＡにおける評価対象期間

は，停止時ＰＳＡ学会標準を参考に下図に示すように原子炉停止過程にお

ける「復水器真空破壊」の時点から，原子炉起動過程における「制御棒引

抜開始」の時点までの期間とした。 

 

 
 

(2) 停止時プラント状態の推移 

プラント状態の変化に伴って崩壊熱除去などに対する成功基準，余裕時

間及び使用可能な設備の組合せが変化することを考慮し，定期事業者検査

工程を以下のプラント状態に分類した。 

・原子炉低温停止への移行状態（Ｓ） 

・原子炉格納容器／原子炉圧力容器開放への移行状態（Ａ） 

・原子炉ウェル満水状態（Ｂ） 

・原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖への移行状態（Ｃ） 

・起動準備状態（Ｄ） 

これらのプラント状態を，状態ごとのプラントの主要パラメータととも

原
子
炉
熱
出
力 

出力降下開始 全制御棒 

全挿入 

復水器真空破壊 制御棒引抜開始 定格出力到達 

経過時間 

運転時レベル１ＰＲＡ 運転時レベル１ＰＲＡ 停止時レベル１

ＰＲＡ 
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に第1.1.2.a－5図に示す。 

(3) 評価対象とする定期事業者検査工程 

定期事業者検査時の安全性を定量的に評価するうえで，定期事業者検査

中のプラント状態並びに機器等の点検状態を把握することが重要である。

プラント状態は定期事業者検査ごとに変化するが，プラント安全確保の観

点からの安全処置及び運用管理の考え方は同一と考えられる。 

また，評価対象とする定期事業者検査工程としては，過去の運転実績を

代表するものとするため，以下の観点から定期検査工程を整理し，評価対

象工程を選定した。 

・過去の当該プラントの定期検査工程について，特別な工事を行ってい

ないかどうかを確認する。 

・定期検査に要した日数を比較し，平均的な定期検査工程を選定する。 

島根原子力発電所２号炉の至近の定期検査における定期検査日数の比較

結果を，第1.1.2.a－3表に示す。この結果，特別な工事がなく，平均的な

日数で実施された，島根原子力発電所２号炉第14回定期検査（平成19年５

月～平成19年７月）を選定した。 

 

③ プラント状態分類 

(1) プラント状態分類の考え方 

プラントの停止状態では，以下のように状態が変化する。 

・運転中の設備や待機状態にある設備が定期事業者検査工程とともに変

化する 

・原子炉内の保有水量が定期事業者検査工程とともに変化する 

・燃料の崩壊熱が時間の経過とともに減少する 

このため，プラント状態について，原子炉冷却材の保有水量，温度，圧

力などのプラントパラメータの類似性，保守点検状況などに応じた緩和設

備の使用可能性，起因事象，成功基準，余裕時間に関する類似性の観点か

ら，分類を行った。 

(2) プラント状態分類の分類結果 

(1)の考え方に従い，②で設定した評価対象期間を複数のプラント状態

（以下「ＰＯＳ」という。）に分類した。分類したＰＯＳごとの継続時間を

第1.1.2.a－4表，ＰＯＳの分類及び使用可能な緩和設備を第1.1.2.a－5表

及び第1.1.2.a－6図に示す。 

各ＰＯＳの概要を以下に示す。 

ａ．原子炉低温停止への移行状態（ＰＯＳ－Ｓ） 

通常のプラント停止では，残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードで

除熱可能な圧力に減圧するまでは，主蒸気系を介して，復水器によって

原子炉は除熱される。残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードの運転に

よる除熱を開始した後，復水器を真空破壊し，復水器による除熱を停止
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する。プラント停止直後は，原子炉停止時冷却モード運転中の残留熱除

去系１系統のほかに，残りの残留熱除去系１系統が待機状態にある。復

水器真空破壊から原子炉圧力容器開放工程へ移行するまでの期間を，原

子炉低温停止への移行状態（ＰＯＳ－Ｓ）として分類する。 

ｂ．原子炉格納容器／原子炉圧力容器開放への移行状態（ＰＯＳ－Ａ） 

原子炉格納容器／原子炉圧力容器の開放開始から原子炉ウェルの水張

り完了までの期間は，崩壊熱がまだ比較的大きく，原子炉内の保有水量

も運転中とほぼ変わらない。この期間は，原子炉停止時冷却モード運転

中の残留熱除去系１系統のほかに，残りの残留熱除去系１系統が待機状

態にある。この期間を，原子炉格納容器／原子炉圧力容器の開放状態（Ｐ

ＯＳ－Ａ）として分類する。 

ｃ．原子炉ウェル満水状態（ＰＯＳ－Ｂ） 

原子炉圧力容器開放完了から原子炉圧力容器閉鎖開始までの期間は，

原子炉ウェルが満水の状態にある。この期間は，原子炉内の保有水量が

多く，残留熱除去系による除熱が喪失しても原子炉冷却材の温度が短時

間に上昇することはない。この期間を原子炉ウェル満水状態（ＰＯＳ－

Ｂ）として分類する。さらに，ＰＯＳ－Ｂの期間において，保守点検に

伴い使用可能な設備の組合せ等が変化するため，ＰＯＳ－Ｂ－１，Ｂ－

２，Ｂ－３及びＢ－４の４つの期間に分類する。 

ｄ．原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖への移行状態（ＰＯＳ－Ｃ） 

原子炉ウェル水抜き開始から起動準備に入るまでの期間は，設備の保

守点検は継続中であるが，原子炉内の保有水量は運転中とほぼ同じであ

る。しかし，炉心の崩壊熱は，停止直後の約１／10に低下している。原

子炉圧力容器閉鎖開始から起動準備に入るまでの期間を，原子炉格納容

器／原子炉圧力容器の閉鎖への移行状態（ＰＯＳ－Ｃ）として分類する。 

ｅ．起動準備状態（ＰＯＳ－Ｄ） 

原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖が終了後，プラントの再起動ま

でに設備の機能確認などの起動準備が実施される。この期間中は，設備

の保守点検が終了しており，タービン駆動の注水機能を除き，緩和設備

の多くが待機状態となっている。原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖

終了から制御棒引抜開始までの期間を，起動準備状態（ＰＯＳ－Ｄ）と

して分類する。 

 

上記を踏まえ，停止時レベル１ＰＲＡの評価を実施するため，定期事業

者検査期間中の主要工程と，系統の除熱及び注水能力を整理し，評価対象

とするＰＯＳを以下のとおり設定した。 

・ＰＯＳ－Ｓ  ：原子炉低温停止への移行状態 

・ＰＯＳ－Ａ  ：原子炉格納容器／原子炉圧力容器開放への移行状態 

・ＰＯＳ－Ｂ－１：原子炉ウェル満水１の期間 
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・ＰＯＳ－Ｂ－２：原子炉ウェル満水２の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－３：原子炉ウェル満水３の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－４：原子炉ウェル満水４の期間 

・ＰＯＳ－Ｃ  ：原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖への移行状態 

・ＰＯＳ－Ｄ  ：起動準備状態 

 

1.1.2.b 起因事象 

起因事象とは，通常の運転状態を妨げる事象であって，燃料損傷へ波及する

可能性のある事象のことである。 

① 評価対象とした起因事象のリスト，説明及び発生頻度 

(1) 起因事象の選定 

本プラントに適用する起因事象について，以下の方法により検討し，選

定を行った。 

ａ．国内外の既往のＰＲＡによる知見の活用 

既往のＰＲＡ研究で選定された起因事象について調査を実施し，起因

事象を選定した。調査結果について第1.1.2.b－1表に示す。 

ｂ．マスターロジックダイヤグラムに基づく分析 

マスターロジックダイヤグラムを用いて起因事象の分析を行い，起因

事象を選定した。分析結果について第1.1.2.b－1図に示す。 

炉心の過大な損傷要因としては，燃料集合体や器物の落下に伴う「燃

料の機械的損傷」及び「燃料の熱的損傷」が考えられる。このうち「燃

料の機械的損傷」に至る要因として，「燃料集合体の落下事象」が考えら

れる。一方，「燃料の熱的損傷」に至る要因としては，「燃料の過出力」

又は「燃料の冷却不良」が考えられる。 

「燃料の過出力」に至る要因として，「反応度の誤投入」が考えられる。

一方，「燃料の冷却不良」に至る要因としては，「原子炉冷却材の流出」

及び「崩壊熱除去失敗」が考えられる。 

「原子炉冷却材の流出」に至る要因として，「配管破断ＬＯＣＡ」，「イ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡ」及び保守点検における人的過誤に起

因するＬＯＣＡ事象「停止時特有のＬＯＣＡ」が考えられる。一方，「崩

壊熱除去失敗」に至る要因として，残留熱除去ポンプ等の機械的な故障

による「残留熱除去系機能喪失[フロントライン]」と原子炉補機冷却系

等の機械的な故障による「補機冷却系機能喪失」とが考えられる。また，

送電系統のトラブルによる「外部電源喪失」に起因するものも考えられ

る。 

停止時特有のＬＯＣＡの要因は様々考えられるが，定期事業者検査工

程の作業時において人的過誤が要因となってＬＯＣＡが発生する確率が，

機械的な故障が発生する確率よりも高いと考えられることから，人的過

誤により発生し得るＬＯＣＡを評価対象とする。定期事業者検査工程中
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に人的過誤が要因となりＬＯＣＡが発生すると考えられる作業としては，

原子炉冷却材圧力バウンダリを直接点検している「制御棒駆動機構点検

作業」，「局部出力領域モニタ交換作業」が挙げられるほか，定期事業

者検査時の「残留熱除去系切替作業」，「原子炉浄化系ブロー作業」が

挙げられる。 

ｃ．原子力施設運転管理年報等による，本プラント及び他の国内原子炉の

トラブル事例のレビュー 

本プラント及び国内他プラントのトラブル事象について調査を行い，

選定したいずれかの起因事象に含まれることを確認している。なお，今

回の起因事象に島根原子力発電所２号炉における過去のトラブル事例は

ない。 

(2) 対象外とする起因事象 

以下に示す起因事象については，発生する可能性や影響を考慮し，本評

価の対象外としている。 

ａ．配管破断ＬＯＣＡ 

運転停止中においては，通常運転時と異なり，原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの内部にある原子炉冷却材の圧力が，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ漏えい試験時を除いて低いことから，通常運転時の圧力で設計されて

いる原子炉冷却材圧力バウンダリの配管が破断することによるＬＯＣＡ

の発生率は十分小さいと考えられる。また，原子炉冷却材圧力バウンダ

リの配管は，供用期間中検査が行われており，減肉などによる破損も考

え難い。したがって，本事象は除外する。 

ｂ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

この事象は，原子炉圧力容器に接続する配管の高圧設計部分と低圧設

計部分のインターフェイスにおいて，隔離機能が喪失することによって，

低圧設計部分に設計圧を超える圧力がかかり機器破損を起こすことによ

り，原子炉冷却材が原子炉格納容器外に流出する事象である。停止時レ

ベル１ＰＲＡの評価対象期間においては，長時間にわたり原子炉圧力容

器が開放されている。また，原子炉圧力容器が開放されていない期間に

おいても，原子炉冷却材圧力バウンダリ漏えい試験時を除いて，原子炉

圧力が高圧になることはなく，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発

生する確率は通常運転時に比べて非常に小さい。漏えい試験時には，原

子炉圧力を通常運転圧力以上に上昇させてこれを保持するが，検査の性

格上，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する隔離弁を閉鎖し加圧する

こと，また，その場合，現場での監視がなされていることから，隔離弁

の多重故障を伴わないと発生しないインターフェイスシステムＬＯＣＡ

が発生する確率は非常に小さい。さらに，検査時において原子炉が高圧

に保持される期間は数時間程度と短い期間である。したがって，本事象

は除外する。 
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ｃ．燃料集合体の落下 

原子炉格納容器及び原子炉圧力容器の開放後に，原子炉ウェルに水張

りした状態で，燃料取出作業を行う。燃料取替機に装着した燃料把握機

を原子炉圧力容器の炉心内燃料集合体位置に降下させ，燃料把握機によ

って燃料集合体を吊り上げ，これを使用済燃料貯蔵ラックに移送して，

ラック内に挿入する。燃料取扱設備は，燃料集合体の重量を十分上回る

重量に耐えることのできる強度に設計されており，燃料把握機のワイヤ

の二重化を行っている。燃料把握機は，圧縮空気が喪失した場合，燃料

集合体が外れないフェイル・セイフ設計となっており，また燃料つかみ

具が燃料集合体を確実につかんでいない場合には，吊り上げができない

ようなインターロックを設けている。こうした設計上の配慮から，燃料

取替え中に，燃料集合体が脱落，落下する可能性は非常に小さいと考え

られる。したがって，本事象は除外する。 

ｄ．反応度の誤投入 

運転停止中には原則として全制御棒が挿入されており，制御棒駆動機

構の試験を行う場合でも，厳格な管理等により１体ごとにしか行えない。

また，万一，制御棒が誤って引き抜かれた場合でも，その影響は引き抜

かれた制御棒等の周辺のみに限られるため，局所的な事象で収束し，過

大な炉心の損傷には至らない。 

また，過去にＢＷＲプラントにおいて，運転停止中に制御棒が誤って

引き抜かれた事象が発生している。本プラントでは，従前からＨＣＵ隔

離時には制御棒駆動系はリターン運転とする手順としていたが，本事象

に対する対策として，制御棒駆動水差圧高の検知の明確化を図るととも

に，差圧が更に高くなった場合には制御棒駆動水ポンプをトリップさせ

るインターロックを設置する等の再発防止対策をとり，同様の事象発生

を防止している。また，仮に同様の事象が発生したとしても，中性子束

異常高による原子炉スクラムにより制御棒の引き抜きが停止することか

ら燃料は健全性を失うことはない。したがって，本事象は除外する。 

なお，制御棒の誤引き抜きが発生する確率を評価すると，発生確率は，

と十分小さく，頻度の観点からも起因事

象から除外しても問題ない。 

ｅ．残留熱除去系運転中の冷却材流出 

本事象は，残留熱除去系原子炉停止時冷却モードで運転中の残留熱除

去系から，主に弁の損傷を起因として原子炉冷却材が流出する事象であ

る。一方，残留熱除去系切替時の冷却材流出は，残留熱除去系切替え時

に主に人的過誤を起因として原子炉冷却材が流出する事象であるが，残

留熱除去系運転中のＬＯＣＡは，事象発生後の事故シーケンスの展開と

しては残留熱除去系切替時の冷却材流出とほぼ同様となる。 

また，残留熱除去系運転中のＬＯＣＡの発生頻度は，残留熱除去系切
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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替時の冷却材流出の 2.9×10－４／定期事業者検査より

である。また，流出経路となる系統の最高使

用圧力に対し，評価期間中の残留熱除去系原子炉停止時冷却モードにお

ける残留熱除去系の系統圧力は十分に低く，弁の破損が発生する可能性

は十分に低いと考えられる。 

以上より，残留熱除去系運転中のＬＯＣＡは，人的過誤が起因となる

残留熱除去系切替時の冷却材流出で代表できるとし，本事象は除外する。 

ｆ．燃料プール冷却系及び原子炉浄化系の機能喪失 

定期事業者検査中もクラッドの処理等で燃料プール冷却系及び原子炉

浄化系は運転しているが，燃料プール冷却系及び原子炉浄化系には100％

炉心を冷却する能力は無く，主として残留熱除去系で冷却する設計とな

っている。このため，残留熱除去系が機能喪失すると燃料損傷に至る可

能性があるが，燃料プール冷却系及び原子炉浄化系が機能喪失しても，

冷却は残留熱除去系で行っており，燃料損傷に至る可能性はない。した

がって，本事象は除外する。 

(3) 起因事象のグループ化

起因事象のグループ化においては，事象シナリオの展開が類似しており，

同一の緩和機能が必要とされるグループに分類し，さらに，同一のイベン

トツリー及びフォールトツリーを用いることのできる範囲まで，以下のと

おりグループ化した。各起因事象グループについて，ＰＯＳとの対応を第

1.1.2.b－2表に示す。 

ａ．崩壊熱除去機能喪失 

崩壊熱除去機能に関わる弁，ポンプ等の故障により崩壊熱除去機能が

喪失する事象。 

ｂ．外部電源喪失 

外部電源が喪失する事象。発生した場合には，非常用交流電源（非常

用ディーゼル発電機）が起動して交流電源を供給するが，さらに，非常

用ディーゼル発電機の起動に失敗した場合には，全交流動力電源喪失が

発生し，崩壊熱除去機能が喪失する可能性がある。 

ｃ．原子炉冷却材の流出 

運転員の弁の誤操作等により原子炉冷却材が系外へ流出する事象。 

(4) 起因事象の発生頻度評価

選定された起因事象に基づき，停止時レベル１ＰＲＡで使用する起因事

象の発生頻度の評価結果を第1.1.2.b－3表に示す。各起因事象の発生頻度

評価の考え方を以下に示す。 

ａ．崩壊熱除去機能喪失 

各ＰＯＳで使用する，残留熱除去機能喪失の発生頻度について以下に

示す。 

(a) 発生件数
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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残留熱除去系機能喪失[フロントライン]事象と補機冷却系機能喪失

事象とに分けて評価する。 

崩壊熱除去機能喪失の発生頻度は，国内ＢＷＲの運転実績に基づい

て算定した。運転実績には利用可能なデータである平成23年度（平成

24年３月）までのデータを用い，発生した事象を各起因事象に分類し，

その件数を定期事業者検査日数で除して発生頻度を求める。 

平成23年度（平成24年３月）までのデータによると，残留熱除去系

機能喪失[フロントライン]の発生は４件と報告されている。 

また，国内では発生経験のない原子炉補機冷却系の機能喪失の発生

頻度に関しては，保守的に0.5件の発生を仮定して評価した。 

(b) 定期事業者検査１日当たりの発生頻度 

平成23年度（平成24年３月）までのデータから，残留熱除去系が継

続運転していた総日数を求める。残留熱除去系が継続運転している日

数は，定期事業者検査時の解列から並列までの日数とし，中間停止，

その他点検等による停止日数は考慮しないこととした。 

残留熱除去系の総運転日数は83,830日であり，１日当たりの崩壊熱

除去機能喪失の残留熱除去系機能喪失[フロントライン]及び補機冷却

系機能喪失の発生頻度を以下のように算出する。 

〇 残留熱除去系機能喪失[フロントライン]の発生頻度 

＝ ４ ／ 83830 ＝ 4.8×10－５／日 

４：残留熱除去系機能喪失[フロントライン]の発生実績（件） 

83,830：総定期事業者検査日数（日） 

〇 補機冷却系機能喪失の発生頻度 

＝ 0.5 ／ 83830 ＝ 6.0×10－６／日 

  0.5：原子炉補機冷却系機能喪失の発生実績（件） 

83,830：総定期事業者検査日数（日）※ 

※ 原子炉補機冷却系の運転日数は残留熱除去系の運転日数

に等しいものとする。 

(c) ＰＯＳごとの発生頻度 

停止時レベル１ＰＲＡではＰＯＳごとにイベントツリー評価を実施

するため，ＰＯＳごとに崩壊熱除去機能喪失の発生頻度を算出する必

要がある。そのため，前項で算出した定期事業者検査１日当たりの崩

壊熱除去機能喪失の発生頻度にＰＯＳごとの日数を乗じて，ＰＯＳに

おける崩壊熱除去機能喪失の発生頻度を算出する。 

定期事業者検査１日当たりの崩壊熱除去機能喪失の発生頻度から，

下記の式によりＰＯＳごとの発生頻度を算出している。 

〇 残留熱除去系機能喪失[フロントライン]の発生頻度 

＝ 残留熱除去系機能喪失[フロントライン]の発生頻度（／日）×

ＰＯＳ（Ｓ～Ｄ）の定期事業者検査日数（日／定期事業者検査） 
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〇 補機冷却系機能喪失の発生頻度 

＝ 補機冷却系機能喪失の発生頻度（／日）×ＰＯＳ（Ｓ～Ｄ）の

定期事業者検査日数（日／定期事業者検査） 

ｂ．外部電源喪失 

(a) 発生件数 

外部電源喪失の発生頻度は，崩壊熱除去機能喪失と同様に平成23年

度（平成24年３月）までの国内ＢＷＲの運転経験に基づき算出した。

外部電源喪失は，運転中と停止中のどちらも発生することから，どち

らの発生件数も起因事象として考慮している。ただし，定期事業者検

査などによる特有の状態（外部電源２系列非待機状態）で起きた発生

件数は，運転中では起こらない事象であるため，運転停止中のみで発

生件数を考慮する。 

発生頻度の算出は，出力運転中で考慮している３件に対しては運転

炉年（暦年）で除して算出し，停止時特有として考慮した１件に対し

ては停止日数で除して算出する。 

(b) 定期事業者検査１日当たりの発生頻度 

平成23年度までの国内ＢＷＲプラントの運転炉年は，792.7炉年とな

り，１日当たりの外部電源喪失発生頻度は以下のように算出する。 

〇 外部電源喪失の発生頻度（出力運転時） 

＝ ３ ／ 792.7 ／ 365.25 ＝ 1.0×10－５／日 

  ３：外部電源喪失の発生実績（件）（出力運転時） 

792.7：国内ＢＷＲプラント運転期間（年）※ 

365.25：１年の平均日数 

※ 外部電源喪失は出力運転中のみならず，運転停止中にお

いても発生し得る事象であるため，発電時間ではなく運転

停止中の期間も含めた運転期間を運転実績として使用する。

（運転期間＝発電時間＋運転停止期間） 

〇 外部電源喪失の発生頻度（運転停止中） 

＝ １ ／ 83830 ＝ 1.2×10－５／日 

  １：外部電源喪失の発生実績（件）（運転停止中） 

83,830：総定期事業者検査日数（日） 

〇 外部電源喪失の発生頻度 

＝ 外部電源喪失の発生頻度（出力運転時） 

＋外部電源喪失の発生頻度（運転停止中） 

＝ 2.2×10－５／日 

(c) ＰＯＳごとの発生頻度 

停止時レベル１ＰＲＡではＰＯＳごとにイベントツリー評価を実施

するため，ＰＯＳごと（事象区分ごと）に外部電源喪失の発生頻度を

算出する必要がある。そのため，前項で算出した定期事業者検査１日
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当たりの外部電源喪失の発生頻度にＰＯＳごとの日数を乗じて，各Ｐ

ＯＳにおける外部電源喪失の発生頻度を算出する。 

定期事業者検査１日当たりの外部電源喪失の発生頻度から，下記の

式により事象区分ごとの発生頻度を算出する。 

〇 外部電源喪失の発生頻度×各ＰＯＳ（Ｓ～Ｄ）の定期事業者検査

日数（日／定期事業者検査） 

ｃ．原子炉冷却材の流出 

(a) 制御棒駆動機構点検時の冷却材流出の発生頻度 

制御棒駆動機構点検本数及び機器点検手順から，原子炉冷却材の流

出が発生する可能性がある以下の事象に対して，操作失敗の人的過誤

確率，機器故障率を考慮したイベントツリーを作成して評価した結果，

発生頻度は6.5×10－７／定期事業者検査となった。 

・カップリングシール確保 

・制御棒駆動機構フランジ取付け 

・燃料取替階側での操作 

(b) 局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出の発生頻度 

局部出力領域計装交換本数及び機器点検手順から，原子炉冷却材の

流出が発生する可能性がある以下の事象に対して，操作失敗の人的過

誤確率，機器故障確率を考慮したイベントツリーを作成して評価した

結果，発生頻度は3.7×10－７／定期事業者検査となった。 

・局部出力領域計装シール確保 

・フラッシング装置取付け 

・燃料取替階側での操作 

(c) 残留熱除去系運転切替時の冷却材流出の発生頻度 

ミニマムフロー弁の閉め忘れを対象として，ＨＲＡイベントツリー

を作成し，人的過誤確率を求めることにより評価した結果，発生頻度

は2.9×10－４／定期事業者検査となった。 

(d) 原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出の発生頻度 

原子炉浄化系ブロー時の弁の閉め忘れを対象として，ＨＲＡイベン

トツリーを作成し，人的過誤確率を求めることにより評価した結果，

発生頻度は1.3×10－４／定期事業者検査となった。 

 

1.1.2.c 成功基準 

既往のＰＲＡや熱水力解析結果を反映し，燃料損傷を防止するために必要な

緩和設備又は緩和操作の組合せや，緩和設備や緩和操作がその機能を達成する

ために必要な条件を定めた。 

① 成功基準の一覧表 

(1) 燃料損傷判定条件 

ａ．一般的な燃料損傷判定条件 
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停止時ＰＳＡ学会標準における定義と同様，燃料棒有効長頂部が露出

した状態とする。 

ｂ．起因事象ごとの成功基準 

運転停止中の発電用原子炉施設に発生した異常事象を安全に収束させ

るために必要な安全機能を摘出し，各安全機能の成功基準を設定した。

設定した成功基準を第1.1.2.c－1表に示す。 

成功基準の設定に当たっては，May-Wittの式及びＯＲＩＧＥＮ２コー

ドを用いた崩壊熱評価により，第1.1.2.c－1図に示す崩壊熱曲線を作成

した。また，各ＰＯＳの代表時間における崩壊熱量を第1.1.2.c－2表の

とおり算出した。これらの結果を用いて，緩和設備に要求される除熱能

力又は注水能力について検討し，ＰＯＳを考慮したうえで，炉心冷却を

達成するための崩壊熱除去機能，注水機能として必要な系統及び機器の

作動台数等を決定した。 

(2) 対処設備作動までの余裕時間及び使命時間 

ａ．余裕時間 

原子炉冷却材の流出の有無により，余裕時間が異なることを考慮し，

以下のとおり対処設備作動までの余裕時間を評価した。評価結果を第

1.1.2.c－3表に示す。 

(a) 崩壊熱除去機能喪失又は外部電源喪失 

崩壊熱除去機能喪失又は外部電源喪失の発生時の崩壊熱除去・炉心

冷却に使用可能な緩和設備の動作までの余裕時間を，崩壊熱の評価結

果及び以下の評価式を用いて評価した。なお，燃料プール内の燃料体

数によって余裕時間は異なるため，通常水位（ＰＯＳ－Ｓ，ＰＯＳ－

Ａ，ＰＯＳ－Ｃ及びＰＯＳ－Ｄ）では原子炉内に100％の燃料が入って

いる状態における崩壊熱を考慮し，また，原子炉ウェル水位（ＰＯＳ

－Ｂ－１～Ｂ－４）ではＰＯＳ－Ｂ－１，ＰＯＳ－Ｂ－４は原子炉内

に100％の燃料が入っている状態における崩壊熱，ＰＯＳ－Ｂ－２，Ｐ

ＯＳ－Ｂ－３は燃料プール内に630％（100％燃料＋使用済燃料530％）

の燃料が入っている状態における崩壊熱を考慮して，限界温度（通常

水位では100℃，原子炉ウェル満水では66℃）になるまでの時間を評価

した。 

 

・原子炉冷却材温度上昇までの余裕時間 

 

ｔＭ１＝ 

 

ｔＭ１    ：原子炉冷却材温度上昇時の余裕時間 

ΔＴ      ：差温（限界温度－初期温度） 

Ｍ１       ：保有水量 

ΔＴ×Ｍ１×Ｃ 

ＱＤ 
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Ｃ      ：比熱 

ＱＤ    ：崩壊熱量 

・原子炉冷却材の水位低下までの余裕時間 

 

ｔＭ２＝ｔＭ１＋ 

 

ｔＭ２    ：原子炉冷却材蒸発時の余裕時間 

Ｍ２   ：蒸発水量 

Ｈｖ   ：蒸発潜熱 

ＱＤ     ：崩壊熱量 

 

(b) 原子炉冷却材の流出 

制御棒駆動機構点検時，局部出力領域モニタ交換時，残留熱除去系

切替時及び原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出において，燃料露出ま

での余裕時間は１時間以上あることから，緩和設備作動までの余裕時

間を１時間としている。 

ｂ．使命時間 

本評価では，事故後24時間までの安定冷却が可能であれば，それ以降

の時間で仮に不具合が発生したとしてもある程度崩壊熱は除去されてお

り，また，機能喪失した設備の復旧や追加の運転員操作に期待できると

考えられることから，24時間を使命時間として設定した。 

(3) 熱水力解析等の解析結果及び解析コードの検証性 

本評価において，解析コードを使用した熱水力解析は実施していない。

燃焼コードであるＯＲＩＧＥＮ２コードについては，燃料プール等の許認

可で使用実績があり，ＰＮＬ（Pacific Northwest National Laboratory）

及びＥＰＲＩ（Electric Power Research Institute）の文献等により大型

実験／ベンチマーク試験による検証が実施されている。 

 

1.1.2.d 事故シーケンス 

事故シーケンスとは，燃料損傷等に至るまでの，起因事象の発生及び各種安

全機能喪失の組合せのことである。 

① イベントツリー 

各起因事象に対して，燃料損傷を防止するために必要な緩和設備又は緩和

操作を検討し，燃料損傷に至る事故シーケンスを展開した。また，展開した

事故シーケンスの最終状態を，燃料損傷又は燃料損傷なしのいずれかに分類

した。 

各起因事象のイベントツリー及び各シーケンスに対して分類された事故シ

ーケンスグループを第1.1.2.d－1図～第1.1.2.d－3図に示す。なお，事故シ

ーケンスグループについては，「1.1.2.h 燃料損傷頻度」に示す。 

Ｍ２×Ｈｖ 

ＱＤ 
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イベントツリーの作成上の主要な仮定を以下に示す。 

(1) 崩壊熱除去機能喪失のイベントツリー 

崩壊熱除去機能喪失のイベントツリーは，起因事象を除き，「崩壊熱除

去・炉心冷却」のヘディングで構成され，分岐の上は成功，分岐の下は失

敗を示す。 

崩壊熱除去機能喪失後に崩壊熱除去・炉心冷却に失敗すると「崩壊熱除

去機能喪失」に分類する。運転している残留熱除去系による崩壊熱除去機

能が喪失しても，待機中の残留熱除去系，原子炉浄化系又は燃料プール冷

却系の起動若しくは蒸発に伴う水位低下を補う注水のいずれかに成功すれ

ば，燃料損傷に至らない。 

(2) 外部電源喪失のイベントツリー 

外部電源喪失のイベントツリーは，電源設備（「直流電源」，「交流電源」）

及び「崩壊熱除去・炉心冷却」のヘディングで構成され，分岐の上は成功，

分岐の下は失敗を示す。 

外部電源喪失が発生すると動力電源が喪失するため，交流電源（非常用

ディーゼル発電機の起動）による早急な非常用電源確保が必要となる。非

常用ディーゼル発電機の起動には直流電源（蓄電池）からの給電が必要と

なる。直流電源に成功すると交流電源が起動でき，交流電源が確保できた

場合には崩壊熱除去・炉心冷却設備が起動できる。 

外部電源喪失後，崩壊熱除去・炉心冷却に失敗すると「崩壊熱除去機能

喪失」に分類する。外部電源喪失後，非常用ディーゼル発電機が起動し，

外部電源喪失により停止した崩壊熱除去設備の再起動又は蒸発に伴う水位

低下を補う注水のいずれかに成功すれば，燃料損傷に至らない。 

また，外部電源喪失後，直流電源に失敗又は交流電源に失敗すると「全

交流動力電源喪失」に分類する。 

(3) 原子炉冷却材の流出のイベントツリー 

原子炉冷却材の流出のイベントツリーは，起因事象を除き，「流出隔離・

炉心冷却」のヘディングで構成され，分岐の上は成功，分岐の下は失敗を

示す。 

原子炉冷却材の流出後に崩壊熱除去・炉心冷却に失敗すると「原子炉冷

却材の流出」に分類する。原子炉冷却材が流出しても，流出に伴う水位低

下を補う注水に成功すれば，燃料損傷に至らない。 

 

1.1.2.e システム信頼性 

事故シーケンスの頻度を推定するには，展開したイベントツリーの各分岐に

対して成功確率及び失敗確率を決める必要がある。この各分岐点におけるプラ

ント緩和系の成功・失敗確率を決めるために，システム信頼性評価にはフォー

ルトツリー法を用いる。本項目では，前項で抽出されたイベントツリーのヘデ

ィングに対応するフロントライン系と，それを適切に運転するために必要とな
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るサポート系について，フォールトツリーを構築し定量化を実施した。 

① 評価対象としたシステムとその説明 

評価対象としたシステムについて一覧表を作成し，それぞれのシステムご

とに概要，機能，系統図，必要とするサポート系，試験及びシステム信頼性

評価上の主要な仮定を整理した。評価対象システムの一覧を以下に示す。ま

た，フロントライン系とサポート系の依存性を第1.1.2.e－1表に，サポート

系同士の依存性を第1.1.2.e－2表に示す。 

【フロントライン系】 

・残留熱除去系 

・燃料プール補給水系 

・復水輸送系 

【サポート系】 

・交流電源 

・直流電源 

・原子炉補機冷却系／海水系 

 

② システム信頼性評価手法 

システム信頼性評価ではイベントツリーのヘディングに対応するフロント

ライン系とそのサポート系について，フォールトツリーを作成し信頼性評価

を行った。 

フォールトツリーの作成に当たっては，対象範囲を示す概略系統図を作成

するとともに，その範囲内にある機器で考慮すべき故障モードを整理した。

また，従属故障，人的過誤によるアンアベイラビリティ等の構成要素を考慮

し，これらの情報に基づき①に示すシステムについてフォールトツリーを作

成し，定量化を実施した。システム信頼性評価の例を第1.1.2.e－1図に示す。 

なお，停止時レベル１ＰＲＡにおけるシステム信頼性評価では，原子炉が

停止状態にあること，余裕時間があり作業員や運転員による現場対応が可能

であることなどの停止時特有の特徴を考慮し，以下を仮定している。 

・信号 

機器の自動起動は，点検などにより期待しない。手動起動は，通常運転

停止中に運転する系統において，運転員による中央制御室での手動操作を

考慮する。なお，待機中の非常用ディーゼル発電機については，定期事業

者検査中においても自動起動できる状態で待機しているため，運転時と同

様に自動起動信号を考慮する。 

・残留熱除去ポンプ室空調機 

運転停止中は，原子炉冷却材の温度が出力運転時と比べて十分に低いこ

とより，ポンプを運転することに伴うポンプ室温度の上昇は，ポンプに影

響を及ぼすほどまでは上昇しないと考えられるため，ポンプ室の空調機は

考慮しない。 
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・非常用ディーゼル発電機室空調機 

運転停止中の場合は，出力運転時と比べて余裕時間があり，作業員や運

転員による現場対応が可能であると考えられるため，非常用ディーゼル発

電機室の空調機は考慮しない。 

・現場操作 

電動弁の電源が機能喪失している場合等，当該電動弁を現場にて手動で

開又は閉にすることにより，注水のためのラインナップが可能となる。運

転中と異なり運転停止中の場合には余裕時間があるため，本評価において

は，弁の現場操作を期待しているが，系統の人的過誤に含め，現場操作は

考慮しない。 

・メンテナンス 

停止時レベル１ＰＲＡにおいては，機器の待機除外確率はＰＯＳ分類の

中で直接考慮している。ただし，非常用ディーゼル発電機は，自動起動で

きる状態で待機しており，サーベランス試験も実施することからメンテナ

ンスによる待機除外確率を考慮する。 

 

③ システム信頼性評価の結果 

フォールトツリー解析では，系統や機器の運転状態や待機状態を考慮して

各ＰＯＳにおけるシステムの非信頼度及び主要なミニマルカットセットの評

価を実施した。各システムの代表的なフォールトツリーの非信頼度を第

1.1.2.e－3表に示す。 

 

④ システム信頼性評価を実施せずに設定した非信頼度とその根拠 

システム信頼性評価を実施せずに設定した非信頼度はない。 

 

1.1.2.f 信頼性パラメータ 

本作業は，システム信頼性評価や事故シーケンスの定量化のために必要とな

る機器故障率，共通原因故障パラメータ及び試験又は保守作業による待機除外

確率等を評価するために必要となるパラメータを整備するものである。 

① 非信頼度を構成する要素と評価式 

非信頼度を構成する要素としては，機器故障率データ，共通原因故障パラ

メータ，試験による待機除外データ，保守による待機除外データ等があり，

それぞれの評価式に基づき非信頼度を評価した。これらの評価式は，内部事

象運転時レベル１ＰＲＡと同じである。 

 

② 機器故障率パラメータの一覧 

システム信頼性評価や事故シーケンスの定量化で使用する機器故障率デー

タは，内部事象運転時レベル１ＰＲＡと同様，原則として，原子力安全推進

協会（ＪＡＮＳＩ）が管理している原子力施設情報公開ライブラリー（ＮＵ
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ＣＩＡ）（http://www.nucia.jp/）で公開されている国内プラントの故障実績

（1982年度～2002年度21ヵ年49基データ（21ヵ年データ））を基にした「故障

件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定（平成21年５月公表）」

に記載されているデータ（国内故障率データ）を使用する。使用した国内故

障率データは内部事象運転時レベル１ＰＲＡと同様である。また，ＮＵＣＩ

Ａで公開されている国内プラントの故障実績は，「原子力発電所に関する確率

論的安全評価用の機器故障率の算出(1982年度～1997年度16ヵ年49基データ

改訂版)(平成13年２月)，電中研報告P00001，(財)電力中央研究所」で定義し

た機器バウンダリに従って収集されている。 

なお，評価対象機器のうち，ＮＵＣＩＡでグループ登録されていないもの

については，類似性を考慮した工学的判断に基づいてＮＵＣＩＡの機器グル

ープに分類した。 

 

③ 機器復旧の取扱い方法及び機器復旧失敗確率 

本評価では，故障した機器の使命時間中の復旧は考慮していない。 

 

④ 待機除外確率 

停止時レベル１ＰＲＡにおいては，機器の待機除外状態は，ＰＯＳ分類の

中で直接考慮している。 

 

⑤ 共通原因故障の評価方法と共通原因故障パラメータ 

システムにおいて多重性を持たせた機器については，共通原因故障を考慮

する必要がある。共通原因故障を考慮する機器と故障モードの同定は，内部

事象運転時レベル１ＰＲＡと同様に，同一系統内の冗長機器等について，共

通原因故障が発生する可能性が比較的高いと考えられる動的機器の故障を対

象とした。また，評価方法についても，内部事象運転時レベル１ＰＲＡと同

様に，ＭＧＬ法を用い，共通原因故障パラメータは，米国で公開され，ある

いはＰＲＡで使用実績のある文献から，妥当と考えられるβ，γファクタを

使用した。ＭＧＬ法は冗長度が高い系の解析に対応しており，原子力プラン

トにおいて広く実績のある共通原因故障パラメータである。 

 

1.1.2.g 人的過誤 

人間信頼性解析とは，燃料損傷頻度に有意な影響を及ぼし得る人間行動（タ

スク）に対して，起こり得る人的過誤を同定してそのタスクの成功又は失敗の

確率を評価することである。本評価では，起因事象発生前の作業及び発生後の

緩和操作を対象として，それらを遂行する過程で起こり得る人的過誤を同定し，

その発生確率を算出した。 

① 評価対象とした人的過誤及び評価結果 

人間信頼性解析は，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－
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1278）のＴＨＥＲＰ（Technique for Human Error Rate Prediction）手法を

使用して評価した。 

(1) 起因事象発生前人的過誤 

起因事象発生前の人的過誤として，試験，保守時において作業終了後，

その系統あるいは機器を正しい状態に復旧させる際の復旧失敗を考慮した。 

(2) 起因事象発生後人的過誤 

プラントで事故が発生した場合，運転員は所定の手順に従って，原子炉

を安全な状態にするために必要な措置をとる。本評価においては，運転員

等が行う「診断失敗」と「操作失敗」を人的過誤の評価対象とする。 

ａ．診断失敗 

崩壊熱除去機能喪失及び外部電源喪失発生後，緩和設備の起動の必要

性の診断に対する人的過誤を診断失敗として取り扱う。また，診断行為

は複数の計器指示，警報等からプラントで発生した事象を特定すること

から，時間的な余裕を考慮する。 

診断失敗確率は，ＴＨＥＲＰの標準診断曲線を用いて評価した。曲線

を用いる際に必要な余裕時間は，第1.1.2.c－3表の余裕時間を用いた。

なお，燃料の崩壊熱及び原子炉水位がＰＯＳにより異なるため，ＰＯＳ

ごとに診断失敗の確率は異なる。診断に成功した場合に，緩和系に期待

できるものとした。 

ｂ．操作失敗 

手順書に記載された操作の中で，燃料損傷を対象とする事故シーケン

スに対して必要となる操作について同定し，操作失敗確率を評価した。 

(3) 人的過誤評価結果 

人的過誤の評価結果を第1.1.2.g－1表に示す。 

 

1.1.2.h 燃料損傷頻度 

① 燃料損傷頻度の算出に用いた方法 

前記の種々の作業は，事故シーケンスの発生頻度を求める定量化作業に集

約される。本評価では，ＷｉｎＮＵＰＲＡを使用し，フォールトツリー結合

法による定量化を行った。また，燃料損傷状態については，以下のとおり事

故シーケンスを機能喪失の要因の観点から区別するために「事故シーケンス

グループ」に分類する。 

(1) 事故シーケンスグループの選定 

運転停止中に起因事象が発生し，原子炉を安全な状態に移行させるため

の緩和機能として，「原子炉停止機能」，「炉心冷却及び崩壊熱除去に関する

機能」及び「安全機能のサポート機能」がある。これらの安全機能に着目

し，燃料損傷に至る事故シーケンスのグループ化を行う。 

ａ．原子炉停止機能 

運転停止中は，原子炉に全制御棒が全挿入されているが，制御棒が引
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き抜ける等，反応度の誤投入により燃料が損傷に至る可能性があること

から事故シーケンスグループとして反応度の誤投入に分類する。しかし，

本評価では，プラント運転中と停止・起動過程を除いた復水器真空破壊

から制御棒引抜開始までを評価対象期間としている。また，反応度投入

事象を起因事象から除外したことから，本事故シーケンスグループを今

回のＰＲＡでは考慮しない。 

ｂ．炉心冷却及び崩壊熱除去に関する機能 

ＬＯＣＡ以外の起因事象発生時に，炉心冷却機能及び崩壊熱除去機能

が喪失した場合，燃料損傷に至る可能性があることから事故シーケンス

グループとして崩壊熱除去機能喪失に分類する。（崩壊熱除去機能喪失） 

また，ＬＯＣＡ時において，炉心冷却及び崩壊熱除去機能が喪失した

場合，燃料損傷に至る可能性があることから事故シーケンスグループと

して原子炉冷却材の流出に分類する。（原子炉冷却材の流出） 

ｃ．安全機能のサポート機能 

上記，炉心冷却及び崩壊熱除去機能といった安全機能を果たすために

は，電源系や補機冷却系といったサポート機能が必要である。外部電源

喪失時には，非常用電源などの確保に失敗した場合，安全機能が喪失し

燃料の冷却が十分に行われず燃料損傷に至る可能性があることから，事

故シーケンスグループとして全交流動力電源喪失に分類する。（全交流動

力電源喪失） 

 

以上から，次の事故シーケンスグループに分類される。 

・崩壊熱除去機能喪失 

・原子炉冷却材の流出 

・全交流動力電源喪失 

 

② 燃料損傷頻度 

事故シーケンスの定量化を行った結果，全燃料損傷頻度は6.0×10－６／定期

事業者検査となった。評価工程中の１日当たりの燃料損傷頻度を第1.1.2.h－

1図に示すとともに，ＰＯＳ別・起因事象別の燃料損傷頻度の内訳を第1.1.2.h

－1表に，事故シーケンスグループ別の燃料損傷頻度の内訳を第1.1.2.h－2表

に示す。また，事故シーケンスに対する分析結果を第1.1.2.h－3表に示す。 

ＰＯＳ別の結果では，緩和設備が他のＰＯＳに比べて少ないＰＯＳ－Ｂに

おいて燃料損傷頻度が高くなっており，起因事象別の結果では，外部電源喪

失の寄与が支配的となる。また，事故シーケンスグループ別の結果では，全

交流動力電源喪失が支配的となる。 

(1) 評価結果の分析 

ＰＯＳ別及び起因事象別の燃料損傷頻度寄与割合を第1.1.2.h－2図及び

第1.1.2.h－3図に示す。また，事故シーケンスグループ別の燃料損傷頻度
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寄与割合を第1.1.2.h－4図に示す。 

事故シーケンスグループ別の寄与割合としては，「全交流動力電源喪失」

が支配的となる。 

ａ．全交流動力電源喪失（燃料損傷頻度：6.0×10－６／定期事業者検査，寄

与割合：約 100％） 

ＡＭ策等を考慮しない今回の評価条件においては，運転停止中に外部

電源喪失が発生した場合，考慮できる非常用交流電源が少ない場合があ

ることから，全交流動力電源喪失の燃料損傷頻度が大きくなる。 

 

③ 重要度解析，不確実さ解析及び感度解析 

燃料損傷に至る支配的な要因を確認する観点で，重要度解析を実施した。

また，ＰＲＡ結果の活用目的である事故シーケンスグループ等の選定に係る

燃料損傷頻度の相対的な割合の確認に際しての参考として，不確実さ解析を

実施した。 

また，燃料損傷頻度を解析する評価上の仮定について，結果への影響を把

握するため，感度解析を実施した。 

(1) 重要度解析 

燃料損傷頻度に対するＦＶ重要度及びＲＡＷを評価し，燃料損傷頻度へ

の寄与の大きい要因を分析した。重要度は，起因事象及び緩和系に対して

評価した。 

起因事象別のＦＶ重要度の評価結果は第1.1.2.h－4表のとおりであり，

他のＰＯＳに比べて緩和設備の少ないＰＯＳ－Ｂにおける外部電源喪失が

上位となった。また，ＲＡＷの評価結果は第1.1.2.h－5表のとおりであり，

ＦＶ重要度同様にＰＯＳ－Ｂにおける外部電源喪失が上位となった。ＦＶ

重要度とＲＡＷの相関を第1.1.2.h－5図に示す。 

基事象別のＦＶ重要度の評価結果は第1.1.2.h－6表のとおりであり，非

常用交流電源が大きく，続いて，そのサポート機能である原子炉補機冷却

系，原子炉補機海水系及び直流電源が上位となった。また，ＲＡＷの評価

結果は第1.1.2.h－7表のとおりであり，ＦＶ重要度同様に非常用交流電源

が上位となった。ＦＶ重要度とＲＡＷの相関を第1.1.2.h－6図に示す。 

ＡＭ策等を考慮しない今回の評価条件においては，非常用交流電源の機

能喪失に伴う全交流動力電源喪失が支配的となることから，電源機能に係

る対策が重要となる。 

(2) 不確実さ解析 

起因事象，機器故障率，人的過誤，共通原因故障等の統計的な不確かさ

を考慮し，モンテカルロ法を用いて不確実さ解析を行った。不確実さ解析

の結果を第1.1.2.h－8，9表及び第1.1.2.h－7，8図に示す。 

全燃料損傷頻度は6.0×10－６／定期事業者検査（平均値），ＥＦは2.3とな

った。また，ＰＯＳ別燃料損傷頻度のＥＦも，一桁程度となった。各パラ
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メータの不確実さ影響による上限値と下限値の間には大きな幅はないこと

が分かった。 

(3) 感度解析 

ａ．外部電源復旧及びＥＣＣＳ手動起動操作の影響 

平成４年の計画以前から整備しているＡＭ策である「外部電源復旧」

と「ＥＣＣＳの手動起動」を考慮した場合の事故シーケンス抽出及び評

価全体への影響を分析するため，感度解析を実施した。感度解析の結果

を第1.1.2.h－10，11表及び第1.1.2.h－9図に示す。 

感度解析の結果，外部電源の復旧及びＥＣＣＳ手動起動の操作を考慮

した燃料損傷頻度は7.9×10－９／定期事業者検査となり，ベースケース

6.0×10－６／定期事業者検査から約１／1,000に低減した。外部電源の復

旧及びＥＣＣＳ手動起動の操作を考慮することにより燃料損傷頻度が上

記の程度まで低減するが，事故シーケンス選定への影響はない。 

 

 



1.1.2-23 

第 1.1.2.a－1表 ＰＲＡで考慮する主な設備 

機能及び設備名 機器の説明 

原子炉停止機能 運転停止中の評価であるため，考慮しない。 

崩壊熱除去機能 
 

 
残留熱除去系 原子炉停止時冷却モードにて，崩壊熱を除去する。 

 原子炉浄化系 
成功基準を満たす期間が短いことから，保守的に緩

和機能として期待しない。 

 燃料プール冷却系 
１系列では成功基準を満足しないことから，緩和機

能として期待しない。 

炉心冷却機能 
 

 
復水輸送系 

復水を必要とする機器に復水貯蔵タンク水を給水す

る。 

 燃料プール補給水系 

燃料プールの冷却水保有量の一部が喪失し，かつ，

復水輸送系による燃料プール水の補給機能が喪失し

た時に，冷却水を燃料プールに補給する。 

安全機能のサポート機能 
 

 
原子炉補機冷却系 

残留熱除去ポンプ，非常用ディーゼル発電機等を冷

却する。 

 原子炉補機海水系 原子炉補機冷却系を冷却する。 

 
非常用ディーゼル発電機 

外部電源の喪失等を受けて自動起動し，非常用機器

に給電する。 

 
直流電源 

非常用ディーゼル発電機の起動など機器の制御に用

いる。 
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第 1.1.2.a－2表 系統設備概要 

項目 概要 

残留熱除去系 
（原子炉停止時冷却モード） 

電動ポンプ台数 ２ 
容量：約 1,200m3/h/台 

熱交換器 ２ 
伝熱容量：約 3.3E+07kJ/h/基 

燃料プール冷却系 

電動ポンプ台数 ２ 
容量：約 200m3/h/台 

熱交換器 ２ 
伝熱容量：約 6.8E+06kJ/h/基 

原子炉浄化系 

電動ポンプ台数 ２ 
容量：約 110m3/h/台 

電動ポンプ台数 １ 
容量：約 220m3/h 

再生熱交換器 １ 
伝熱容量：約 1.7E+08kJ/h 

非再生熱交換器 １ 
伝熱容量：約 5.9E+07kJ/h 

補助熱交換器 １ 
伝熱容量：約 7.9E+07kJ/h 

復水輸送系 
電動ポンプ台数 ３ 
容量：約 85m3/h/台 

燃料プール補給水系 
電動ポンプ台数 １ 
容量：約 30m3/h 

原子炉補機冷却系 

電動ポンプ台数 ４（うち２台は予備） 
容量：約 1,700m3/h/台 

熱交換器 ２（うち１基は予備） 
伝熱容量：約 1.1E+08kJ/h/基 

原子炉補機海水系 
電動ポンプ台数 ４（うち２台は予備） 
容量：約 2,000m3/h/台 

非常用ディーゼル発電機 
非常用ディーゼル発電機台数 ２ 
容量：約 7,300kVA/台 

直流電源設備 
所内蓄電池 電圧115Ｖ ２組 
容量：約1,200AH/組 
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第 1.1.2.a－3 表 島根原子力発電所２号炉定期検査の工程日数の比較 

定期検査

回数 

解列日 

～並列日 

停止 

日数 
主要工事等 

第１回 
H2.2.5 

～4.18 
73 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，原子炉再

循環ポンプ振動記録計設置工事，原子炉再循環流量制御系多重化工事 

第２回 
H3.5.7 

～7.15 
70 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，原子炉再循環ポンプ用電動機軸受

油面計多重化工事 

第３回 
H4.9.7 

～11.18 
73 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，局部出力

領域計装用電線管遮へい材敷設工事 

第４回 
H6.1.12 

～3.23 
71 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，選択制御

棒挿入機能改造工事，出力領域計測装置の警報動作範囲変更工事 

第５回 
H7.4.27 

～7.10 
75 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，ジェット

ポンプビーム取替工事 

第６回 
H8.9.6 

～11.8 
64 燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事 

第７回 
H10.1.5 

～2.22 
49 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，アクシデ

ントマネジメント策工事 

第８回 
H11.5.11 

～7.9 
60 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，復水器内

給水加熱器防熱板取替工事，アクシデントマネジメント策工事 

第９回 
H12.9.17 

～10.29 
43 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，制御棒取

替工事，逃がし安全弁取替工事 

第10回 
H14.1.8 

～2.21 
45 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，制御棒取

替工事，逃がし安全弁取替工事，アクシデントマネジメント対策工事 

第11回 
H15.4.15 

～8.1 
109 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，逃がし安

全弁取替工事，タービン建物配管床ドレンサンプルタンク取替工事，制御棒

取替工事，発電機回転子点検工事，Ｂ・Ｃ低圧タービン動翼修理工事，炉心

シュラウド溶接線点検，原子炉再循環系配管等の溶接継手部点検 

第12回 

H16.9.7 

～ 

H17.2.6 

153 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，制御棒取

替工事，９×９(B)燃料採用，燃料取替階モニタ及び原子炉棟排気高レンジ

モニタ改造工事，計装用無停電交流電源装置改造工事，炉心シュラウド修理

工事，炉心シュラウド予防保全工事，圧力抑制室内部塗装工事，原子炉再循

環系配管修理工事 

第13回 
H18.2.28 

～6.3 
96 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，逃がし安

全弁取替工事，制御棒取替工事，炉心シュラウド予防保全工事，原子炉浄化

系配管他点検，蒸気タービン設備他配管点検 

第14回 
H19.5.8 

～7.22 
76 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，逃がし安

全弁取替工事，制御棒取替工事，非常用炉心冷却系ポンプ入口ストレーナ取

替工事，高圧炉心スプレイ系スパージャノズル修理工事，耐震裕度向上工事 

第15回 

H20.9.7 

～

H21.3.24 

199 
燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，逃がし安

全弁取替工事，制御棒取替工事，水没弁点検工事，耐震裕度向上工事，残留

熱除去系ヘッドスプレイ配管改造工事 

第16回 
H22.3.18 

～12.6 
264 

燃料取替工事，制御棒駆動機構取替工事，出力領域計装取替工事，逃がし安

全弁取替工事，制御棒取替工事，耐震裕度向上工事，原子炉再循環系配管他

修理工事 

平均 約95 － 
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第 1.1.2.a－4表 各プラント状態の継続時間 

ＰＯＳ ＰＯＳの継続時間（日） 

Ｓ １ 

Ａ ５ 

Ｂ－１ ６ 

Ｂ－２ 28 

Ｂ－３ 10 

Ｂ－４ ８ 

Ｃ ９ 

Ｄ ６ 
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第
1.
1.
2.
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5
表
 
緩
和
設
備
の
使
用
可
能
性

 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
 

 
 

緩
和
設

備
 

Ｓ
 

Ａ
 

Ｂ
－
１

 
Ｂ

－
２

 
Ｂ

－
３

 
Ｂ

－
４

 
Ｃ

 
Ｄ
 

残
留

熱
除

去
系

 
Ａ

 
○
 

○
 

○
 

○
 

×
 

×
 

△
 

△
 

Ｂ
 

△
 

△
 

×
 

×
 

○
 

○
 

○
 

○
 

燃
料
プ

ー
ル

冷
却

系
 

―
 

―
 

―
 

×
※
１
 

×
※
１
 

×
※
１
 

×
※
１
 

―
 

―
 

原
子

炉
浄

化
系

 
―

 
×
 

×
 

×
 

×
 

×
 

×
※
２
 

×
※
２
 

×
※
２
 

燃
料
プ
ー

ル
補

給
水

系
 

―
 

―
 

―
 

△
 

△
 

△
 

△
 

―
 

―
 

復
水
輸

送
系

ポ
ン

プ
 

Ａ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

Ｂ
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

Ｃ
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

△
 

非
常
用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
 

Ａ
 

△
 

△
 

△
 

△
 

×
 

×
 

△
 

△
 

Ｂ
 

△
 

△
 

×
 

×
 

△
 

△
 

△
 

△
 

非
常

用
交

流
電

源
 

区
分

Ⅰ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

区
分

Ⅱ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

直
流

電
源

 
区

分
Ⅰ

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

区
分

Ⅱ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

原
子
炉

補
機

冷
却

系
 

Ａ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

×
 

△
 

△
 

△
 

Ｂ
 

△
 

△
 

×
 

×
 

○
 

○
 

○
 

○
 

原
子
炉

補
機

海
水

系
 

Ａ
 

○
 

○
 

○
 

○
 

×
 

△
 

△
 

△
 

Ｂ
 

△
 

△
 

×
 

×
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
：
使
用
可
能
（
運
転
中
）
 
△
：
使
用
可
能
（
待
機
中
）
 
×
：
使
用
不
可
 
－
：
検
討
対
象
外
 

 
 
※
１

 
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
は
，
１
系
統
運
転
の
場
合
に
は
成
功
基
準
を
満
足
し
な
い
こ
と
か
ら
緩
和
機
能
と
し
て
期
待
し
な
い
。
 

 
 

※
２

 
原
子
炉
浄
化
系
は
，
成
功
基
準
を
満
足
す
る
期
間
が
短
い
こ
と
か
ら
保
守
的
に
緩
和
機
能
と
し
て
期
待
し
な
い
。
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第 1.1.2.b－1 表 既往の停止時レベル１ＰＲＡで選定している起因事象 

起因事象 

ＮＵＲＥＧ／ 

ＣＲ－6143 

(Grand Gulf) 

ＪＮＥＳ検討※１ 本評価 

残留熱除去系機能喪失 

[フロントライン] 
○ ○ ○ 

補機冷却系機能喪失 ○ ○ ○ 

外部電源喪失 ○ ○ ○ 

配管破断ＬＯＣＡ ○ ○ ― 

残留熱除去系 

運転中のＬＯＣＡ 
○ ○ ― 

残留熱除去系 

切替時の冷却材流出 
○ ○ ○ 

局部出力領域モニタ 

交換時の冷却材流出 
― ― ○ 

制御棒駆動機構 

点検時の冷却材流出 
― ― ○ 

原子炉浄化系 

ブロー時の冷却材流出 
― ― ○ 

※１ “ＰＳＡ手法の標準化に係る整備＝停止時内的事象レベル１ＰＳＡ／地震ＰＳＡ＝（別

冊１）停止時内的事象レベル１ＰＳＡ実施手順書”，平成23年１月 独立行政法人 原

子力安全基盤機構 
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第
1.
1.
2.
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2
表
 
プ
ラ
ン
ト
状
態
と
起
因
事
象
の
対
応

 

起
因
事
象

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｐ
Ｏ
Ｓ
 

Ｓ
 

Ａ
 

Ｂ
－
１
 

Ｂ
－
２
 

Ｂ
－
３
 

Ｂ
－
４
 

Ｃ
 

Ｄ
 

崩
壊
熱
除
去
 

機
能
喪
失
 

残
留
熱
除
去
系
機
能
喪
失
 

[フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン

] 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

補
機
冷
却
系
機
能
喪
失
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

外
部
電
源
喪
失
 

外
部
電
源
喪
失
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

原
子
炉
冷
却
材
 

の
流
出
 

制
御
棒
駆
動
機
構
点
検
時
 

の
冷
却
材
流
出
 

―
 

―
 

―
 

○
 

―
 

―
 

―
 

―
 

局
部
出
力
領
域
モ
ニ
タ
交

換
時

 

の
冷
却
材
流
出
 

―
 

―
 

―
 

○
 

―
 

―
 

―
 

―
 

残
留
熱
除
去
系
切
替
時
 

の
冷
却
材
流
出
 

―
 

―
 

―
 

―
 

○
 

―
 

―
 

―
 

原
子
炉
浄
化
系
ブ
ロ
ー
時
 

の
冷
却
材
流
出
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

―
 

○
 

―
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第
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3
表
 
起
因
事
象
発
生
頻
度
（
平
成

24
年
３
月
ま
で
）
 

起
因
事
象
 

Ｐ
Ｏ
Ｓ
 

発
生
頻
度

 
備
考
 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失

 
１
）
崩
壊

熱
除
去
機
能
喪
失
に
お
け
る

残
留
熱
除
去
系
機
能
喪
失

[フ
ロ

ン
ト
ラ
イ
ン
]
は
，
実
績
デ
ー
タ
に
基
づ
き
算
出
。
ま

た
，
補
機
冷
却
系
機
能
喪
失

は
，
発
生
経
験
が
な
い
た
め

0.
5

件
を

仮
定
 

 ２
）
外
部

電
源
喪
失
は
，

実
績
デ
ー
タ
に
基
づ
き
算
出
 

 ３
）
崩
壊

熱
除
去
機
能
喪
失
及
び
外
部
電
源
喪
失
の
単
位
は
（
／

日
）
，
原
子
炉
冷
却
材

の
流
出
の
単
位
は
（
／
定
期
事
業
者
検

査
）

 

・
残
留
熱
除
去
系

機
能
喪
失
 

[フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン

] 
全
Ｐ
Ｏ
Ｓ
 

4.
8E

-0
5 

・
補
機
冷
却
系

機
能
喪
失
 

全
Ｐ
Ｏ
Ｓ
 

6.
0E

-0
6 

外
部
電
源
喪
失

 
全
Ｐ
Ｏ
Ｓ
 

2.
2E

-0
5 

原
子
炉
冷
却
材

の
流
出
 

・
残
留
熱
除
去
系
切
替
時

の
冷
却
材
流
出

 
Ｂ
－
３
 

2.
9E

-0
4 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
点
検
時

の
冷
却
材
流
出

 
Ｂ
－
２
 

6.
5E

-0
7 

・
局
部
出
力
領
域
モ
ニ
タ
交
換
時

の
冷
却
材
流
出

 
Ｂ
－
２
 

3.
7E

-0
7 

・
原
子
炉
浄
化
系
ブ
ロ
ー
時

の
冷
却
材
流
出

 
Ｃ
 

1.
3E

-0
4 
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1
表
 

成
功
基
準
の
一
覧
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
 

起
因
事
象

 
Ｓ
 

Ａ
 

Ｂ
－
１

 
Ｂ

－
２

 
Ｂ

－
３

 
Ｂ

－
４

 
Ｃ
 

Ｄ
 

崩
壊
熱
除

去
 

機
能
喪
失

 

残
留

熱
除

去
系

機
能

喪
失

 
[
フ

ロ
ン

ト
ラ

イ
ン

] 
Ｂ

－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｂ

－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ａ

－
Ｒ

Ｈ
Ｒ

Ｃ
Ｗ

Ｔ
 

Ａ
－

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 

補
機

冷
却

系
機

能
喪

失
 

Ｂ
－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｂ

－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 
Ａ

－
Ｒ

Ｈ
Ｒ

Ｃ
Ｗ

Ｔ
 

Ａ
－

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 

外
部
電
源

喪
失

 
外

部
電

源
喪

失
 

Ａ
－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｂ

－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 

Ａ
－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｂ

－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 

Ａ
－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 

Ａ
－
Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 

Ｂ
－

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 

Ｂ
－

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｃ

Ｗ
Ｔ

 
Ｆ

Ｍ
Ｗ

 

Ａ
－

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｂ

－
Ｒ

Ｈ
Ｒ

Ｃ
Ｗ

Ｔ
 

Ａ
－

Ｒ
Ｈ

Ｒ
Ｂ

－
Ｒ

Ｈ
Ｒ

Ｃ
Ｗ

Ｔ
 

原
子
炉
冷

却
材

の
流
出

 

制
御

棒
駆

動
機

構
 

点
検

時
の

冷
却

材
流

出
 

－
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｗ
Ｔ

 
－

 
－
 

－
 

－
 

局
部

出
力

領
域

モ
ニ

タ
交

換
時

の
冷

却
材

流
出

 
－
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｗ
Ｔ

 
－

 
－
 

－
 

－
 

残
留

熱
除

去
系

 
切

替
時

の
冷

却
材

流
出

 
－
 

－
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｗ

Ｔ
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
浄

化
系

 
ブ

ロ
ー

時
の

冷
却

材
流

出
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｃ
Ｗ

Ｔ
 

－
 

－
は
該
当
起
因
事
象
発
生
無
し

 

 
 

 
 

Ｒ
Ｈ

Ｒ
 

：
 

残
留
熱
除
去
系
（
１
／
２
）
 

Ｆ
Ｍ

Ｗ
 

：
 

燃
料
プ

ー
ル
補

給
水
系

（
１
／

１
）

 

Ｃ
Ｗ

Ｔ
 

：
 

復
水
輸
送
系
（
１
／
３
）
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第 1.1.2.c－2表 プラント状態ごとの崩壊熱 

ＰＯＳ 
各ＰＯＳの代表時間 

(解列からの日数） 

崩壊熱量 

（MW） 

Ｓ 
0.25日後 

(６時間後) 
23 

Ａ １日後 16 

Ｂ－１ ６日後 9.3 

Ｂ－２ 12日後 7.5 

Ｂ－３ 40日後 5.1 

Ｂ－４ 50日後 4.8 

Ｃ 58日後 3.2 

Ｄ 67日後 3.0 
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第
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3
表
 
対
象
設
備
動
作
ま
で
の
余
裕
時
間

 

起
因
事
象
 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
 

Ｐ
Ｏ
Ｓ
別
の
 

代
表
時
間
 

(解
列
か
ら

の
日
数
）
 

対
象
設
備
 

除
熱
機
能
 

注
水
機
能
 

残
留
熱
除
去
系
 

（
Ａ
系
／
Ｂ
系
）
 

原
子
炉
浄
化
系
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

復
水
輸
送
系
 

燃
料
プ
ー
ル
 

補
給
水
系
 

余
裕
時
間
(時

間
) 

(Ｔ
Ａ
Ｆ
ま
で
) 

余
裕
時
間
(時

間
) 

(Ｔ
Ａ
Ｆ
ま
で
) 

余
裕
時
間
（
時
間
）
 

（
ウ
ェ
ル
満
水
時
6
6
℃
）
 余

裕
時
間
（
時
間
） 

（
Ｔ
Ａ
Ｆ
ま
で
）
 余

裕
時
間
（
時
間
） 

（
Ｔ
Ａ
Ｆ
ま
で
）
 

残
留
熱
除
去
系
機
能
喪
失
 

[フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン

] 
 補
機
冷
却
系
機
能
喪
失
 

 外
部
電
源
喪
失
 

Ｓ
 

0.
25
日
後
 

(６
時
間
後
) 

3.
7 

－
 

－
 

3
.
7 

－
 

Ａ
 

１
日
後
 

5.
3 

－
 

－
 

5
.
3 

－
 

Ｂ
－

１
 

６
日
後
 

80
 

－
 

－
 

8
0 

8
0 

Ｂ
－

２
 

12
日
後
 

11
0 

－
 

－
 

1
1
0 

1
1
0 

Ｂ
－

３
 

40
日
後
 

16
0 

－
 

－
 

1
6
0 

1
6
0 

Ｂ
－

４
 

50
日
後
 

19
0 

－
 

－
 

1
9
0 

1
9
0 

Ｃ
 

58
日
後
 

26
 

－
 

－
 

2
6 

－
 

Ｄ
 

67
日
後
 

27
 

－
 

－
 

2
7 

－
 

制
御
棒
駆
動
機
構
点
検
時

の
冷
却
材
流
出
 

Ｂ
－

２
 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
.
0 

－
 

局
部

出
力

領
域

モ
ニ

タ
交

換
時

の
冷

却
材

流
出
 

Ｂ
－

２
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

残
留
熱
除
去
系
切
替
時
の
冷
却
材
流
出
 

Ｂ
－

３
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子
炉
浄
化
系
ブ
ロ
ー
時

の
冷
却
材
流
出
 

Ｃ
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
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1
表
 
フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
と
サ
ポ
ー
ト
系
の
依
存
性

 

 
 
 
 
 
 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
 

(
影
響
を
受
け
る
側
) 

  

サ
ポ
ー
ト
系

 

(
影
響
を
与
え
る

側
) 

除
熱
機
能
 

注
水
機
能
 

残
留
熱
除
去
系

 

(
Ａ
系
) 

残
留
熱
除
去
系
 

(
Ｂ
系
) 

燃
料
プ
ー
ル
 

冷
却
系
 

原
子
炉
浄
化
系
 

燃
料

プ
ー
ル
 

補
給
水
系
 

復
水
輸
送
系

 

(
Ａ
ポ
ン
プ

) 

復
水
輸
送
系
 

(
Ｂ
ポ
ン
プ
) 

復
水
輸
送
系

 

(
Ｃ
ポ
ン
プ

) 

交
流
電
源

 

非
常
用
交
流
電
源

※
１
 

(
区
分
Ⅰ
) 

○
 

－
 

－
 

－
 

○
※

３
 

○
 

－
 

○
※

３
 

非
常
用
交
流
電
源

※
1  

(
区
分
Ⅱ
) 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
※

３
 

－
 

○
 

○
※

３
 

直
流
電
源

 

直
流
電
源

※
2  

(
区
分
Ⅰ
) 

○
 

－
 

－
 

－
 

○
※

３
 

○
 

－
 

○
※

３
 

直
流
電
源

※
2  

(
区
分
Ⅱ
) 

－
 

○
 

－
 

－
 

○
※

３
 

－
 

○
 

○
※

３
 

補
機
冷
却
系

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

(
Ａ
系
) 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

(
Ｂ
系
) 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

※
１

 
非
常
用
交
流
電
源
は
，
外
部
電
源
又
は
非
常
用

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
か
ら
の
給
電
が
可
能
 

※
２

 
直
流
電
源
は
，
蓄
電
池
又
は
充
電
器
か
ら
の
給
電
が
可
能
 

※
３

 
非
常
用
交
流
電
源
(区

分
Ⅰ
)及

び
直
流
電
源

(区
分
Ⅰ
)，

又
は
非
常
用
交
流
電
源
(
区
分
Ⅱ
)及

び
直
流
電
源
(区

分
Ⅱ
)い

ず
れ

か
一
方
の
電
源
供
給
で
作
動
可
能
 



 

 

 

1.1.2-35 

第
1.
1.
2.
e－

2
表
 
サ
ポ
ー
ト
系
同
士
の
依
存
性

 

 
 
 
 
 
 
 
 サ

ポ
ー
ト
系
 

 
 
 
 
 
 
 
 (
影
響
を
受
け
る
側
) 

 サ
ポ
ー
ト
系
 

(影
響
を
与
え
る
側

) 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
 

補
機
冷
却
系
 

補
機
海
水
系
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
(Ａ

系
) 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
(Ｂ

系
) 

原
子
炉
補
機
 

冷
却
系
 

(Ａ
系
) 

原
子
炉
補
機
 

冷
却
系
 

(Ｂ
系
) 

原
子
炉
補
機
 

海
水
系
 

(
Ａ
系
) 

原
子
炉
補
機
 

海
水
系
 

(
Ｂ
系
) 

交
流
電
源
 

非
常
用
交
流
電
源
 

(区
分
Ⅰ
) 

 
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

非
常
用
交
流
電
源
 

(区
分
Ⅱ
) 

－
 

 
 

－
 

○
 

－
 

○
 

直
流
電
源
 

直
流
電
源
 

(区
分
Ⅰ
) 

○
※

１
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

直
流
電
源
 

(区
分
Ⅱ
) 

－
 

○
※

１
 

－
 

○
 

－
 

○
 

補
機
冷
却
系
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

(Ａ
系

) 
○
 

－
 

 
 

－
 

－
 

－
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

(Ｂ
系

) 
－
 

○
 

－
 

 
 

－
 

－
 

補
機
海
水
系
 

原
子
炉
補
機
海
水
系
 

(Ａ
系

) 
○
 

－
 

○
 

－
 

 
 

－
 

原
子
炉
補
機
海
水
系
 

(Ｂ
系

) 
－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

 
 

※
１

 
起
動
時
は
蓄
電
池
か
ら
の
電
源
供
給
が
必

須
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3
表
 
シ
ス
テ
ム
信
頼
性
評
価
結
果

 

機
 
 
能
 

シ
ス
テ
ム
 

非
信
頼
度
（
点
推
定
値
）

 
備
考
 

崩
壊
熱
除
去

機
能
 

残
留
熱
除
去
系
（

Ａ
系
）
 

2.
2E
-0
3 

 

残
留
熱
除
去
系
（

Ｂ
系
）
 

2.
2E
-0
3 

 

原
子
炉
浄
化
系
（
Ｃ
Ｕ
Ｗ
）

 
－
 

 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
（
Ｆ
Ｐ
Ｃ
）

 
－
 

 

炉
心
冷
却

機
能
 

復
水
輸
送
系
（

Ａ
ポ
ン
プ
）
 

1.
6E
-0
4 

 

復
水
輸
送
系
（

Ｂ
ポ
ン
プ
）
 

1.
8E
-0
4 

 

復
水
輸
送
系
（

Ｃ
ポ
ン
プ
）
 

1.
8E
-0
4 

 

燃
料
プ
ー
ル
補
給
水
系
（
Ｆ
Ｍ
Ｗ
）

 
5.
6E
-0
4 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

時
に
期
待
し
な
い
 

安
全
機
能
の
 

サ
ポ
ー
ト

機
能
 

原
子
炉
補
機
冷
却
系

 

（
Ａ
－
Ｒ
Ｃ
Ｗ
／
Ｒ
Ｓ
Ｗ
）

 

1.
0E
-0
4 

残
留
熱
除
去
系

冷
却
時
 

6.
6E
-0
5 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
冷
却
時

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系

 

（
Ｂ
－
Ｒ
Ｃ
Ｗ
／
Ｒ
Ｓ
Ｗ
）

 

1.
0E
-0
4 

残
留
熱
除
去
系

冷
却
時
 

6.
6E
-0
5 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
冷
却
時
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第1.1.2.g－1表 人的過誤評価結果 

人的過誤 
余裕時間 

（時間） 

人的過誤確率 

（平均値） 
ＥＦ 

ＰＯＳ－Ｓ   短時間診断失敗 0.6 1.5E-03 10 

ＰＯＳ－Ａ   短時間診断失敗 0.8 5.6E-04 10 

ＰＯＳ－Ｂ－１ 短時間診断失敗 2.2 4.8E-04 30 

ＰＯＳ－Ｂ－２ 短時間診断失敗 3.7 3.3E-04 30 

ＰＯＳ－Ｂ－３ 短時間診断失敗 5.4 2.5E-04 30 

ＰＯＳ－Ｂ－４ 短時間診断失敗 5.1 2.6E-04 30 

ＰＯＳ－Ｃ   短時間診断失敗 4.0 3.1E-04 30 

ＰＯＳ－Ｄ   短時間診断失敗 4.3 3.0E-04 30 

原子炉浄化系ブロー時の水位低下の認知失敗 1.0 7.2E-07 10 

制御棒駆動機構点検，局部出力領域モニタ交

換及び残留熱除去系切替時の水位低下の認知

失敗 

－ ≒０ － 

制御棒駆動機構点検及び局部出力領域モニタ

交換時の冷却材流出の隔離失敗 
－ 5.3E-02 10 

残留熱除去系切替及び原子炉浄化系ブロー時

の冷却材流出の隔離失敗 
－ 5.3E-03 10 

停止時系統起動操作失敗 － 5.3E-05 10 
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1
表
 
燃
料
損
傷
頻
度
（
プ
ラ
ン
ト
状
態
別
・
起
因
事
象
別
）

 

 
 

起
因

事
象

 

Ｐ
Ｏ
Ｓ

 

崩
壊
熱
除

去
 

機
能
喪
失

 

外
部
電
源

 

喪
失

 

原
子
炉

冷
却

材
の

流
出

 
合

計
 

（
／

定
期

事
業

者
 

検
査

）
 

制
御
棒
駆

動
 

機
構

点
検

時
 

の
冷
却
材

流
出

 

局
部
出
力

領
域

 

モ
ニ
タ

交
換

時
 

の
冷
却
材

流
出

 

残
留

熱
除

去
系

 

切
替

時
 

の
冷

却
材

流
出

 

原
子

炉
浄

化
系

 

ブ
ロ

ー
時

 

の
冷

却
材

流
出

 

Ｓ
 

原
子
炉

冷
態

停
止

へ
の

移
行

状
態

 
6
.
9
E-
1
2 

2
.
5
E-
0
9 

－
 

－
 

－
 

－
 

2
.
5
E-

0
9 

Ａ
 

原
子
炉

格
納

容
器

／
圧

力
容

器
開

放
へ
の

移
行

状
態

 
3
.
5
E-
1
1 

1
.
3
E-
0
8 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
.
3
E-

0
8 

Ｂ
－
１

 
原

子
炉

ウ
ェ

ル
満

水
１

 
1
.
1
E-
1
1 

6
.
9
E-
0
7 

－
 

－
 

－
 

－
 

6
.
9
E-

0
7 

Ｂ
－
２

 
原

子
炉

ウ
ェ

ル
満

水
２

 
5
.
0
E-
1
1 

3
.
2
E-
0
6 

1
.
9
E-

1
2 

1
.
1
E-

1
2 

－
 

－
 

3
.
2
E-

0
6 

Ｂ
－
３

 
原

子
炉

ウ
ェ

ル
満

水
３

 
1
.
8
E-
1
1 

1
.
1
E-
0
6 

－
 

－
 

8
.
4
E-

1
1 

－
 

1
.
1
E-

0
6 

Ｂ
－
４

 
原

子
炉

ウ
ェ

ル
満

水
４

 
1
.
4
E-
1
1 

9
.
2
E-
0
7 

－
 

－
 

－
 

－
 

9
.
2
E-

0
7 

Ｃ
 

原
子
炉

格
納

容
器

／
圧

力
容

器
閉

鎖
へ
の

移
行

状
態

 
6
.
3
E-
1
1 

2
.
3
E-
0
8 

－
 

－
 

－
 

2
.
7
E-

1
0 

2
.
3
E-

0
8 

Ｄ
 

起
動
準

備
状

態
 

4
.
2
E-
1
1 

1
.
5
E-
0
8 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
.
5
E-

0
8 

合
計
（
／

定
期

事
業

者
検

査
）

 
2
.
4
E-
1
0 

6
.
0
E-
0
6 

3
.
5
E-
1
0 

6
.
0
E-

0
6 
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第 1.1.2.h－2表 燃料損傷頻度（事故シーケンスグループ別） 

運転停止中 

事故シーケンスグループ 

燃料損傷頻度 

（／定期事業者検査） 

寄与割合

（％） 

崩壊熱除去機能喪失 2.7E-10 <0.1 

全交流動力電源喪失 6.0E-06 100 

原子炉冷却材の流出 3.5E-10 <0.1 

合計 6.0E-06 100 
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第1.1.2.h－3表 事故シーケンスの分析結果（１／３） 

事故シーケンス 

全燃料損傷頻度 

（／定期事業者 

検査） 

主要なカットセット ＰＯＳ 

燃料損傷頻度 

（／定期事業者 

検査） 

寄与割合

（％） 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ 

原子炉冷却材

の流出 

＋流出隔離・炉

心冷却失敗 

3.5E-10 

①ＣＵＷブロー＋水位低下

認知失敗（ＣＵＷブロー） 
Ｃ 1.9E-10 54.0 

②ＲＨＲ切替＋流出の隔離

失敗＋ＣＷＴ起動操作失敗  
Ｂ－３ 8.3E-11 23.4 

③ＣＵＷブロー＋流出の隔

離失敗＋ＣＷＴ起動操作失

敗  

Ｃ 7.6E-11 21.3 

④ＣＲＤ点検＋流出の隔離

失敗＋ＣＷＴ起動操作失敗  
Ｂ－２ 1.9E-12 0.5 

⑤ＬＰＲＭ交換＋流出の隔

離失敗＋ＣＷＴ起動操作失

敗 

Ｂ－２ 1.1E-12 0.3 

 

第 1.1.2.h－3表 事故シーケンスの分析結果（２／３） 

事故シーケンス 

全燃料損傷頻度 

（／定期事業者 

検査） 

主要なカットセット ＰＯＳ 

燃料損傷頻度 

（／定期事業者 

検査） 

寄与割合

（％） 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失 

崩壊熱除去機

能喪失 

＋崩壊熱除

去・炉心冷却

失敗 

2.4E-10 

①フロントライン系機能喪

失＋ＦＭＷポンプ出口弁Ｍ

Ｖ２１６－２開失敗＋ＣＷ

Ｔ起動操作失敗 

Ｂ－２ 1.5E-11 6.3 

②フロントライン系機能喪

失＋ＦＭＷポンプ出口弁Ｍ

Ｖ２１６－２開制御故障＋

ＣＷＴ起動操作失敗 

Ｂ－２ 1.5E-11 6.2 

③フロントライン系機能喪

失＋ＦＭＷポンプ出口弁Ｍ

Ｖ２１６－２開失敗＋ＣＷ

Ｔ起動操作失敗 

Ｂ－３ 5.4E-12 2.3 

④フロントライン系機能喪

失＋ＦＭＷポンプ出口弁Ｍ

Ｖ２１６－２開制御故障＋

ＣＷＴ起動操作失敗 

Ｂ－３ 5.3E-12 2.2 

⑤フロントライン系機能喪

失＋ＲＨＲポンプ炉水戻り

弁ＭＶ２２２－１１Ａ作動

失敗＋ＣＷＴ起動操作失敗 

Ｃ 4.8E-12 2.0 

外部電源喪失 

＋崩壊熱除

去・炉心冷却

失敗 

3.1E-11 

①外部電源喪失＋ＲＨＲ炉

水入口止め弁Ｖ２２２－５

閉塞＋ＣＷＴ起動操作失敗 

Ｃ 4.0E-13 1.3 

②外部電源喪失＋ＲＨＲポ

ンプ炉水戻り弁ＭＶ２２２

－１１Ａ，Ｂ共通原因開失敗

＋ＣＷＴ起動操作失敗 

Ｃ 2.9E-13 0.9 

②外部電源喪失＋ＲＨＲポ

ンプ炉水入口弁ＭＶ２２２

－８Ａ，Ｂ共通原因作動失敗

＋ＣＷＴ起動操作失敗 

Ｃ 2.9E-13 0.9 

④外部電源喪失＋ＲＨＲ炉

水入口止め弁Ｖ２２２－５

閉塞＋ＣＷＴ起動操作失敗 

Ｄ 2.7E-13 0.9 

⑤外部電源喪失＋ＲＨＲ炉

水入口止め弁Ｖ２２２－５

閉塞＋ＣＷＴ起動操作失敗 

Ａ 2.2E-13 0.7 
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第 1.1.2.h－3表 事故シーケンスの分析結果（３／３） 

事故シーケンス 

全燃料損傷頻度 

（／定期事業者 

検査） 

主要なカットセット ＰＯＳ 

燃料損傷頻度 

（／定期事業者 

検査） 

寄与割合

（％） 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失 

外部電源喪失 

＋交流電源喪失 
6.0E-06 

①外部電源喪失＋非常

用ディーゼル発電機Ａ

継続運転失敗 

Ｂ－２ 1.4E-06 23.7 

②外部電源喪失＋非常

用ディーゼル発電機Ａ

起動失敗 

Ｂ－２ 9.7E-07 16.3 

③外部電源喪失＋非常

用ディーゼル発電機Ａ

メンテナンス 

Ｂ－２ 5.4E-07 9.0 

④外部電源喪失＋非常

用ディーゼル発電機Ｂ

継続運転失敗 

Ｂ－３ 5.1E-07 8.5 

⑤外部電源喪失＋非常

用ディーゼル発電機Ｂ

継続運転失敗 

Ｂ－４ 4.1E-07 6.8 

外部電源喪失 

＋直流電源喪失 
4.3E-08 

①外部電源喪失＋蓄電

池Ａ機能喪失 
Ｂ－２ 1.3E-08 29.5 

②外部電源喪失＋蓄電

池Ａ遮断器誤開 
Ｂ－２ 1.1E-08 24.2 

③外部電源喪失＋蓄電

池Ｂ機能喪失 
Ｂ－３ 4.6E-09 10.6 

④外部電源喪失＋蓄電

池Ｂ遮断器誤開 
Ｂ－３ 3.8E-09 8.6 

⑤外部電源喪失＋蓄電

池Ｂ機能喪失 
Ｂ－４ 3.7E-09 8.4 
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第 1.1.2.h－4表 重要度解析結果（起因事象別ＦＶ重要度） 

起因事象 ＰＯＳ ＦＶ重要度 

外部電源喪失 Ｂ－２ 5.3E-01 

外部電源喪失 Ｂ－３ 1.9E-01 

外部電源喪失 Ｂ－４ 1.5E-01 

外部電源喪失 Ｂ－１ 1.1E-01 

外部電源喪失 Ｃ 3.8E-03 

外部電源喪失 Ｄ 2.5E-03 

外部電源喪失 Ａ 2.1E-03 

外部電源喪失 Ｓ 4.2E-04 

原子炉冷却材の流出 

（原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出） 
Ｃ 4.4E-05 

原子炉冷却材の流出 

（残留熱除去系切替時の冷却材流出） 
Ｂ－３ 1.4E-05 

 

第 1.1.2.h－5表 重要度解析結果（起因事象別ＲＡＷ） 

起因事象 ＰＯＳ ＲＡＷ 

外部電源喪失 Ｂ－１ 8.6E+02 

外部電源喪失 Ｂ－４ 8.6E+02 

外部電源喪失 Ｂ－３ 8.6E+02 

外部電源喪失 Ｂ－２ 8.6E+02 

外部電源喪失 Ｓ 2.0E+01 

外部電源喪失 Ａ 2.0E+01 

外部電源喪失 Ｃ 2.0E+01 

外部電源喪失 Ｄ 2.0E+01 

原子炉冷却材の流出 

（制御棒駆動機構点検時の冷却材流出） 
Ｂ－２ 1.5E+00 

原子炉冷却材の流出 

（局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出） 
Ｂ－２ 1.5E+00 

 

 



 

1.1.2-43 

第 1.1.2.h－6表 重要度解析結果（基事象別ＦＶ重要度） 

基事象 ＦＶ重要度 

非常用ディーゼル発電機Ａ継続運転失敗 2.9E-01 

非常用ディーゼル発電機Ａ起動失敗 2.0E-01 

非常用ディーゼル発電機Ｂ継続運転失敗 1.5E-01 

非常用ディーゼル発電機Ａメンテナンス 1.1E-01 

非常用ディーゼル発電機Ｂ起動失敗 1.0E-01 

非常用ディーゼル発電機Ｂメンテナンス 5.8E-02 

非常用ディーゼル発電機Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 1.3E-02 

非常用ディーゼル発電機Ａ，Ｂ共通原因起動失敗 8.8E-03 

非常用ディーゼル発電機Ａ遮断器作動信号故障 6.3E-03 

燃料移送ポンプＡ起動失敗 6.1E-03 

 

 

 

第 1.1.2.h－7表 重要度解析結果（基事象別ＲＡＷ） 

基事象 ＲＡＷ 

原子炉補機冷却海水ポンプＡ，Ｂ共通原因起動失敗 2.7E+02 

原子炉補機冷却ポンプＡ，Ｂ共通原因継続運転失敗 2.7E+02 

原子炉補機冷却ポンプＡ，Ｂ共通原因起動失敗 2.7E+02 

原子炉補機冷却海水ポンプＡ，Ｂ共通原因継続運転失敗 2.7E+02 

燃料移送ポンプＡ，Ｂ共通原因起動失敗 2.7E+02 

原子炉補機冷却系 非常用ディーゼル発電機冷却水出口弁 

ＭＶ２１４－１２Ａ，ＭＶ２１４－１３Ａ共通原因開失敗 
2.7E+02 

燃料移送ポンプＡ，Ｂ共通原因継続運転失敗 2.7E+02 

燃料移送タンク内逆止弁Ｖ２８０－９９Ａ，Ｂ共通原因開失敗 

 
2.7E+02 

燃料移送ポンプ出口逆止弁Ｖ２８０－１０２Ａ，Ｂ 
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第1.1.2.h－8表 不確実さ解析結果（プラント状態別） 

ＰＯＳ 
燃料損傷頻度（／定期事業者検査） 

平均値 95％確率値 中央値 ５％確率値 ＥＦ 

Ｓ 2.5E-09 6.8E-09 1.8E-09 5.1E-10 3.6 

Ａ 1.3E-08 3.4E-08 9.1E-09 2.6E-09 3.6 

Ｂ－１ 6.8E-07 1.8E-06 4.9E-07 1.4E-07 3.6 

Ｂ－２ 3.2E-06 8.6E-06 2.3E-06 6.7E-07 3.6 

Ｂ－３ 1.2E-06 3.1E-06 8.3E-07 2.4E-07 3.6 

Ｂ－４ 9.1E-07 2.4E-06 6.6E-07 1.9E-07 3.5 

Ｃ 2.3E-08 6.1E-08 1.7E-08 4.8E-09 3.6 

Ｄ 1.5E-08 4.1E-08 1.1E-08 3.1E-09 3.6 

合計 6.0E-06 1.3E-05 5.1E-06 2.4E-06 2.3 

 

 

第 1.1.2.h－9表 不確実さ解析結果（事故シーケンスグループ別） 

事故シーケンス 

グループ 
平均値 95％確率値 中央値 ５％確率値 ＥＦ 

崩壊熱除去機能喪失 2.8E-10 9.6E-10 7.9E-11 8.2E-12 11 

全交流動力電源喪失 6.0E-06 1.2E-05 5.1E-06 2.4E-06 2.3 

原子炉冷却材の流出 3.6E-10 1.3E-09 6.9E-11 4.7E-12 16 

合計 6.0E-06 1.3E-05 5.1E-06 2.4E-06 2.3 
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第 1.1.2.h－11表 感度解析結果 

（外部電源復旧及びＥＣＣＳ手動起動操作の影響（事故シーケンスグループ別）） 

事故シーケンスグループ 
燃料損傷頻度 

（／定期事業者検査） 

寄与割合

（％） 

崩壊熱除去機能喪失 
9.1E-11 

（2.7E-10） 
1.2 

全交流動力電源喪失 
7.5E-09 

（6.0E-06） 
95 

原子炉冷却材の流出 
2.8E-10 

（3.5E-10） 
3.5 

合計 
7.9E-09 

（6.0E-06） 
100 

（ ）はベースケース
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第 1.1.2.c－1図 運転停止中の崩壊熱
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第1.1.2.d－1図 崩壊熱除去機能喪失イベントツリー 
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第 1.1.2.h－2図 燃料損傷頻度寄与割合（プラント状態別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.1.2.h－3図 燃料損傷頻度寄与割合（起因事象別）
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第 1.1.2.h－4 図 燃料損傷頻度寄与割合（事故シーケンスグループ別） 
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崩壊熱除去機能喪失 <0.1％ 原子炉冷却材の流出 <0.1％ 
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第 1.1.2.h－7図 不確実さ解析結果（プラント状態別）  
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第 1.1.2.h－8図 不確実さ解析結果（事故シーケンスグループ別） 



  

 

1.1.2-65 

 

 

第
1.
1.
2.
h－

9
図
 
感
度
解
析
結
果
（
外
部
電
源
復
旧
及
び
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
手
動
起
動
操
作
の
影
響
）

 



1.2.1-1 

1.2 外部事象ＰＲＡ 

1.2.1 地震ＰＲＡ 

地震レベル１ＰＲＡは，一般社団法人日本原子力学会が発行した「原子力発

電所の地震を起因とした確率論的安全評価実施基準：2007」（以下「地震ＰＳＡ

学会標準」という。）を参考に評価を実施し，各実施項目については「ＰＲＡの

説明における参照事項」（平成25年９月 原子力規制庁）の記載事項への適合性

を確認した。評価フローを第1.2.1－1図に示す。なお，今回のＰＲＡでは，地

震単独の影響のみを評価しており，地震に伴う津波，溢水，火災等の重畳は対

象としていない。 

1.2.1.a 対象プラントと事故シナリオ 

① 対象とするプラントの説明 

(1) サイト・プラント情報の収集・分析 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡで収集したプラントの基本的な情報（設

計，運転・保守管理情報等）に加え，地震レベル１ＰＲＡを実施するため

に，プラントの耐震設計やプラント配置の特徴等の地震固有に考慮すべき

関連情報を追加で収集・分析した。収集した情報及び主な情報源を第

1.2.1.a－1表に示す。 

(2) ＰＲＡにおいて考慮する主な設備の概要 

地震レベル１ＰＲＡにおいて考慮する主な設備は「1.1.1 運転時ＰＲＡ」

での記載と同様である。 

(3) 地震に対する特徴 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡに対する地震レベル１ＰＲＡの特徴は以

下のとおり。 

・設計基準対象施設は，各施設の安全機能が喪失した場合の相対的な影

響の程度に応じて，耐震重要度をＳクラス，Ｂクラス及びＣクラスに

分類し，設計されている。地震レベル１ＰＲＡでは大規模な地震を考

慮するため，Ｂクラス及びＣクラスの施設については，緩和機能とし

て期待しない。 

・地震時には，機器及び電源の復旧は不可能とし，外部電源喪失時の外

部電源復旧に期待しない。 

・事故シーケンス評価における起因事象に関しては，複数の建物・構築

物，安全機能や緩和機能を有する機器が同時に損傷することによる

様々な起因事象を合理的に処理するために，成功基準の観点からグル

ープ化を行ったうえで，プラントへの影響が最も厳しい起因事象に代

表させる形で階層イベントツリーを作成している。 

(4) プラントウォークダウン 

ａ．プラントウォークダウンの実施手順 

机上検討では確認が難しいプラント情報の取得及び検討したシナリオ

の妥当性確認のため，以下の観点でプラントウォークダウン（以下   
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「ＰＷＤ」という。）実施要領及びチェックシートを作成し，ＰＷＤを

実施した。 

・耐震安全性の確認 

・波及的影響の確認 

ｂ．プラントウォークダウン対象の建物・構築物・機器の選定 

Ｓクラスの建物・構築物・機器をＰＷＤ対象として選定した。ＰＷＤ

対象施設選定フローを第1.2.1.a－1図に示す。 

ｃ．プラントウォークダウン実施結果 

ＰＷＤチェックシートを用いて，ＰＷＤ対象の建物・構築物・機器の

確認を実施した。その結果，Ｓクラスの建物・構築物・機器は，耐震安

全性や波及的影響に関して問題はなく，フラジリティ評価及びシステム

評価において新たに考慮する事項は確認されなかった。実施結果の例を

第1.2.1.a－2図に示す。 

(5) 地震レベル１ＰＲＡの実施に当たっての前提条件等について 

地震レベル１ＰＲＡの実施に当たっての前提条件等を以下に示す。 

ａ．評価の前提条件について 

・評価地震動の範囲は0.0Ｇ～3.0Ｇ（解放基盤表面上の加速度）とす

る。 

・外部電源系は他の耐震設計された設備と比較すると耐震性が小さく，

外部電源系が健全な場合は他の系統も健全と考えられるため，炉心

損傷に至ることはないとする。 

・津波が建物・構築物・機器及び緩和機能に及ぼす影響は考慮せず，

地震の影響のみ評価する。 

ｂ．地震の影響について 

・冗長機器及び設備は，地震の影響により同時に損傷する（完全相関）

と仮定する。 

・余震による炉心損傷への影響は考慮しない。 

 

② 地震により炉心損傷に至る事故シナリオの分析 

事故シナリオの分析を行い，地震レベル１ＰＲＡで対象とする起因事象を

選定した。また，対象とする建物・構築物及び機器を選定するとともに，そ

の影響（起因事象の発生，緩和設備への影響）を整理した。 

(1) 事故シナリオの概括的な分析・設定 

収集したプラント関連情報及びＰＷＤによって得られた情報を用いて，

事故シナリオを広範に分析した。事故シナリオの分析に当たっては，地震

起因により安全機能を有する建物・構築物及び機器が損傷して炉心損傷事

故に繋がる事故シナリオだけでなく，安全機能への間接的影響（地震起因

の火災，溢水，津波の影響を除いた周辺設備の損傷による間接的な影響

（例：斜面崩壊，クレーン落下など））による事故シナリオも広範囲に抽
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出した。 

選定した事故シナリオのうち，安全機能への間接的影響，余震による地

震動の安全機能への影響，経年劣化を考慮した場合の影響を考慮した事故

シナリオについてはスクリーニングを行い，安全機能を有する建物・構築

物・機器の損傷が炉心損傷に直結する事故シナリオと合わせて事故シナリ

オの明確化を行った。スクリーニング結果を第1.2.1.a－2表に示す。事故

シナリオのスクリーニングについては，これまでに決定論的に評価されて

いる情報，又は運用面での対策・対応に関する情報に基づき判断している。 

(2) 起因事象の選定 

第1.2.1.a－3図に示すフローを用いて，以下を地震によって発生する起

因事象として選定した。 

・外部電源喪失 

・原子炉建物損傷 

・原子炉格納容器損傷 

・原子炉圧力容器損傷 

・格納容器バイパス 

・Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 

・制御室建物損傷 

・廃棄物処理建物損傷 

・計装・制御系喪失 

・直流電源喪失 

・交流電源・補機冷却系喪失 

(3) 建物・構築物・機器リストの作成 

選定した起因事象の要因となる建物・構築物・機器及び地震時に使用可

能な緩和設備に係る建物・構築物・機器を抽出し，建物・構築物・機器リ

ストを作成した。建物・構築物・機器リストを第1.2.1.a－3表に示す。 

 

1.2.1.b 確率論的地震ハザード 

① 確率論的地震ハザード評価の方法 

基準地震動の超過確率の算出に用いた確率論的地震ハザード評価を行うに

当たっては，地震ＰＳＡ学会標準を踏まえて実施した。 

 

② 確率論的地震ハザード評価に当たっての主要な仮定 

(1) 震源モデルの設定 

震源モデルは，以下に示す特定震源モデルと領域震源モデルを設定した。 

ａ．特定震源モデル 

敷地から100km以内に位置する敷地周辺の地質調査結果に基づいて評

価した活断層，地震調査研究推進本部（2016）（１）に掲載されている活断

層及び「[新編]日本の活断層」（２）に掲載されている確実度Ⅰ及びⅡの活
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断層をモデル化し，検討用地震の宍道断層による地震及びＦ－Ⅲ断層＋

Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震については，決定論による「敷地ご

とに震源を特定して策定する地震動」の評価において基本震源モデル及

び認識論的不確かさとして考慮した評価ケースに基づいてモデル化した。

敷地周辺の活断層分布及び活断層諸元を第1.2.1.b－1図，第1.2.1.b－1

表，第1.2.1.b－2表，第1.2.1.b－3表及び第1.2.1.b－4表に示す。また，

地質調査結果等に基づき設定した宍道断層による地震の発生頻度を第

1.2.1.b－5表に示す。 

ｂ．領域震源モデル 

萩原(1991)（３）及び垣見ほか（2003）（４）の領域区分に基づき，敷地か

ら半径100km以内の領域を対象にモデル化した。対象領域の最大マグニチ

ュード（以下「Ｍ」という。）については，各領域で過去に発生した活

断層と関連づけることが困難な地震の最大Ｍに基づいて設定し，また最

大Ｍに幅がある場合には，その中央値，上限値，下限値に基づいて設定

した。領域震源モデルの対象領域を第1.2.1.b－2図に，対象領域の最大

Ｍの設定値を第1.2.1.b－6表に示す。 

(2) 地震動伝播モデルの設定 

特定震源モデルのうち，宍道断層による地震は敷地の極近傍に位置し，

またＦ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震はNoda et al. 

(2002)（５）の方法（以下「耐専式」という。）が適用範囲外となる評価ケー

スがあり，敷地の比較的近くに位置することから，これらの震源モデルに

は断層モデルを用いた手法と距離減衰式の両者を用いた。それ以外の震源

モデルについては距離減衰式のみを用いた。距離減衰式としては，基本的

に内陸補正の有無を考慮した耐専式を用い，耐専式の適用範囲外となる宍

道断層による地震についてはAbrahamson et al.(2014)（６）を用いた。 

(3) ロジックツリーの作成 

ロジックツリーは，震源モデル及び地震動伝播モデルにおいて，地震ハ

ザード評価に大きな影響を及ぼす認識論的不確実さを選定して作成した。

作成したロジックツリーを第1.2.1.b－3図，第1.2.1.b－4図，第1.2.1.b－

5図及び第1.2.1.b－6図に，ロジックツリーの分岐及び重み付けの考え方を

第1.2.1.b－7表に示す。 

 

③ 確率論的地震ハザード評価結果 

(1) 地震ハザード曲線 

ロジックツリーに基づき評価した平均地震ハザード曲線を第1.2.1.b－7

図に，フラクタイル地震ハザード曲線を第1.2.1.b－8図に示す。また，震

源別の平均地震ハザード曲線を第1.2.1.b－9図に示す。 

(2) 一様ハザードスペクトル 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の応答スペクトルと年



1.2.1-5 

超過確率ごとの一様ハザードスペクトルの比較を第1.2.1.b－10図に示す。

基準地震動Ｓｓ－Ｄの年超過確率は,周期0.2秒より短周期側では10－４～10
－５ 程度，それより長周期側では10－５～10－６程度であり，また基準地震動

Ｓｓ－Ｆ１及びＳｓ－Ｆ２の年超過確率は，周期0.5秒より短周期側では10
－４～10－５程度，それより長周期側では10－３～10－４程度である。 

また,基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２の応答スペクトルと領域震

源モデルによる年超過確率ごとの一様ハザードスペクトルの比較を第

1.2.1.b－11図に示す。基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２の年超過確率

は10－４～10－６程度である。 

一様ハザードスペクトルの算出のもととなる周期ごとの平均地震ハザー

ド曲線を第1.2.1.b－12図に示す。 

(3) フラジリティ評価用地震動 

「現実的耐力と現実的応答による方法（応答解析に基づく方法）」を用

いる建物のフラジリティ評価に適用する評価用地震動は年超過確率10－４～

10－６の一様ハザードスペクトルを考慮して設定した形状に適合する模擬波

とした。模擬波の経時特性は基準地震動の策定と同様にNoda et al. 

(2002)（５）に基づき，地震規模Ｍ7.7，等価震源距離Ｘｅｑ＝17.3kmとして設

定した。建物のフラジリティ評価用地震動を第1.2.1.b－13図に示す。 

なお，屋外重要土木構造物及び機器のフラジリティ評価に適用する評価

用地震動は耐震バックチェック評価用地震動Ｓｓ－１（以下「Ｓｓ－１」

という。）とした。Ｓｓ－１を第1.2.1.b－14図に示す。 

 

1.2.1.c 建物・機器フラジリティ 

1.2.1.c－1 建物のフラジリティ 

① 評価対象と損傷モードの設定 

(1) 評価対象物 

建物のフラジリティ評価の対象は，第1.2.1.a－3表の建物・構築物・機

器リストに記載されたものとし，原子炉建物，制御室建物，タービン建物

及び廃棄物処理建物とした。各建物の概要をそれぞれ第1.2.1.c－1－1図，

第1.2.1.c－1－2図，第1.2.1.c－1－3図及び第1.2.1.c－1－4図に示す。 

(2) 損傷モード及び部位の設定 

建物の要求機能喪失に繋がる支配的な構造的損傷モード及び部位として，

建物の崩壊シーケンスを踏まえ，層崩壊を伴う耐震壁のせん断破壊を選定

した。 

 

② フラジリティの評価方法の選択 

フラジリティ評価方法として「現実的耐力と現実的応答による方法（応答

解析に基づく方法）」を選択した。評価手法は地震ＰＳＡ学会標準に準拠し

た手法とする。 
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③ フラジリティ評価上の主要な仮定 

(1) 考慮する不確実さ要因 

現実的耐力及び現実的応答の偶然的不確実さ（以下「βｒ」という。）

と認識論的不確実さ（以下「βｕ」という。）については，地震ＰＳＡ学

会標準に基づき評価した。考慮する不確実さ要因の例を第1.2.1.c－1－1表

に示す。 

(2) 損傷評価の指標 

損傷評価の指標については，耐震壁のせん断破壊の程度を表すことがで

きる指標として，せん断ひずみを選定した。 

 

④ フラジリティ評価における耐力情報 

現実的耐力である損傷限界時のせん断ひずみの平均値と変動係数は地震Ｐ

ＳＡ学会標準に示された実験結果に基づく値を用いることとし，対数正規分

布を仮定した。損傷限界点の現実的な値を第1.2.1.c－1－2表に示す。 

 

⑤ フラジリティ評価における応答情報 

現実的応答については，現実的な物性値に基づく地震応答解析を入力レベ

ルごとに実施することにより評価を行った。現実的な物性値は地震ＰＳＡ学

会標準に基づき算出し，対数正規分布を仮定した。損傷評価の指標である耐

震壁のせん断破壊に対しては水平動が支配的であることから，水平動による

評価を行うこととした。 

(1) 入力地震動 

入力地震動は第1.2.1.b－13図に示す模擬波を入力レベルごとに係数倍

したものとした。（最大3,000gal） 

(2) 現実的な物性値と応答解析モデル 

島根原子力発電所の地盤物性値を第1.2.1.c－1－3表に示す。原子炉建物，

制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物の物性値をそれぞれ第

1.2.1.c－1－4表，第1.2.1.c－1－5表，第1.2.1.c－1－6表及び第1.2.1.c

－1－7表に示す。応答解析に用いる現実的な物性値は，地震ＰＳＡ学会標

準に示された評価方法に基づき算出した。評価方法を第1.2.1.c－1－8表に

示す。 

原子炉建物の解析モデル及び解析モデル諸元を第1.2.1.c－1－5図，第

1.2.1.c－1－9表及び第1.2.1.c－1－10表に示す。制御室建物の解析モデル

及び解析モデル諸元を第1.2.1.c－1－6図及び第1.2.1.c－1－11表に示す。

タービン建物の解析モデル及び解析モデル諸元を第1.2.1.c－1－7図及び

第1.2.1.c－1－12表に示す。廃棄物処理建物の解析モデル及び解析モデル

諸元を第1.2.1.c－1－8図及び第1.2.1.c－1－13表に示す。 
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(3) 現実的応答 

現実的応答は，地震ＰＳＡ学会標準に準拠して，対数正規分布を仮定し，

その中央値は物性値に中央値を与えた応答解析結果より算出した。また，

対数標準偏差は，地震ＰＳＡ学会標準に基づき，最大応答せん断ひずみと

して0.2を与えた。 

 

⑥ 建物のフラジリティ評価結果 

現実的耐力と現実的応答よりフラジリティ曲線とＨＣＬＰＦを算出した。

フラジリティ曲線は，各建物を構成する評価対象部位のうち，ＨＣＬＰＦが

最小となる要素を対象として算出することとした。ここで，損傷確率は，現

実的応答が現実的耐力を上回る確率である。選定した要素の各入力レベルで

の損傷確率は，対数正規累積分布関数により近似し，信頼度ごとの連続的な

フラジリティ曲線を算出した。 

原子炉建物，制御室建物，タービン建物及び廃棄物処理建物のフラジリテ

ィ曲線を第1.2.1.c－1－9図，第1.2.1.c－1－10図，第1.2.1.c－1－11図及び

第1.2.1.c－1－12図に示す。また，ＨＣＬＰＦについて第1.2.1.a－3表の建

物・構築物・機器リストに示す。 

 

1.2.1.c－2 屋外重要土木構造物のフラジリティ 

① 評価対象と損傷モードの設定 

(1) 評価対象物 

屋外重要土木構造物のフラジリティ評価の対象は，第1.2.1.a－3表の建

物・構築物・機器リストに示す取水槽及び屋外配管ダクト（タービン建物

～排気筒）とする。取水槽の平面図を第1.2.1.c－2－1図，断面図を第

1.2.1.c－2－2図，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の平面図を第

1.2.1.c－2－3図，断面図を第1.2.1.c－2－4図に示す。 

(2) 損傷モード及び部位の設定 

Ｓｓ－１を用いた非線形時刻歴地震応答解析による耐震評価に基づき，

構造部材の曲げ及びせん断破壊のうち，Ｓｓ－１による耐震裕度が厳しい

せん断破壊を選定し，最も耐震性の低い部材を評価対象とした。 

 

② フラジリティの評価方法の選択 

フラジリティ評価方法として，「現実的耐力と現実的応答による方法（応答

解析に基づく方法）」，「現実的耐力と応答係数による方法（原研法）」，「耐力

係数と応答係数による方法（安全係数法）」の中から「耐力係数と応答係数に

よる方法（安全係数法）」を選択した。「安全係数法」は，後述のとおり，耐

力係数及び応答係数により評価する。 

耐力係数の評価で用いる現実的耐力は，材料強度の規格値等をもとに，地

震ＰＳＡ学会標準等のフラジリティ評価で実績のある既往知見に基づき中央
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値や不確実さを設定し，算定している。この現実的耐力の評価法は，「応答解

析に基づく方法」，「原研法に基づく方法」及び「安全係数法」のいずれも本

質的に同じであり，同等の精度を有している。 

応答係数は，既工認等で実績のある決定論的評価である応答解析結果に基

づき，安全側に設定している。また，この応答解析に含まれる余裕や不確実

さは，地震ＰＳＡ学会標準等のフラジリティ評価で実績のある既往知見に基

づき設定している。 

以上より，米国での評価実績もあり，既往の応答評価結果をもとに安全側

に評価することができる「安全係数法」を用いることとする。評価手法は地

震ＰＳＡ学会標準に準拠した手法とする。 

 

③ フラジリティ評価上の主要な仮定 

(1) 耐力係数と応答係数による方法に基づくフラジリティ評価 

耐力係数と応答係数による方法に基づくフラジリティ評価では，耐力係

数と応答係数の積である安全係数に設計応答を評価する際に用いた地震動

の最大加速度Ａｉｎｐｕｔを乗じてフラジリティ曲線の中央値Ａを算出する。 

Ａ＝Ｆ・Ａｉｎｐｕｔ＝ＦＣ・ＦＲ・Ａｉｎｐｕｔ 

ここで， 

Ｆ ：安全係数 

ＦＣ ：耐力係数の中央値 

ＦＲ ：応答係数の中央値 

安全係数は，現実的耐力と現実的応答の割合で定義されるが，現実的耐

力に対する設計応答の割合（耐力係数）と設計応答に対する現実的応答の

割合（応答係数）に分離して評価する。 

 

 

 

耐力係数ＦＣ 応答係数ＦＲ 

ＦＣ＝ＦＳ×Ｆμ 

ＦＲ＝Ｆ１×Ｆ２×Ｆ３ 

ここで， 

ＦＳ ：強度係数 

Ｆμ ：塑性エネルギー吸収係数 

Ｆ１ ：解放基盤表面の地震動に関する係数 

Ｆ２ ：構造物への入力地震動に関する係数 

Ｆ３ ：構造物の地震応答に関する係数 

(2) 考慮する不確実さの要因 

βｒとβｕについては，地震ＰＳＡ学会標準等を参考に評価した。 
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④ フラジリティ評価における耐力情報 

現実的耐力は，「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マ

ニュアル（土木学会，2005）」のせん断破壊に対する照査（材料非線形解析を

用いる方法）による評価値を適用した。現実的耐力評価に含まれる不確実さ

要因は，地震ＰＳＡ学会標準を参考に，コンクリートの圧縮強度と鉄筋の降

伏強度を考慮した。 

現実的耐力の評価に当たっての材料物性値（中央値）について，コンクリ

ートの実強度の平均値は，設計基準強度の1.4倍とした（地震ＰＳＡ学会標準

による）。また，鉄筋の実降伏点の平均値は，規格降伏点の1.1倍とした（「鋼

材等及び溶接部の許容応力度並びに材料強度の基準強度を定める件，平成12

年（2000年）12月26日，建設省告示第2464号」による）。 

 

⑤ フラジリティ評価における応答情報 

設計応答は，Ｓｓ－１を用いた非線形時刻歴地震応答解析による構造部材

の発生応力を設定した。 

 

⑥ 屋外重要土木構造物のフラジリティ評価結果   

(1) 耐力係数ＦＣのうち強度係数ＦＳの評価 

強度係数は，現実的耐力及び設計応答に基づき，評価した。 

各構造物の強度係数ＦＳの中央値及び不確実さを以下に示す（中央値，不

確実さの詳細は，第1.2.1.c－2－1表，第1.2.1.c－2－2表のとおり）。 

ａ．取水槽 

ＦＳ＝5.00，βｒ＝0.10，βｕ＝0.15 

ｂ．屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

ＦＳ＝7.14，βｒ＝0.10，βｕ＝0.15 

(2) 耐力係数ＦＣのうち塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 

構造物の設計応答に，Ｓｓ－１を用いた非線形時刻歴地震応答解析を用

いていることから，塑性エネルギー吸収係数Ｆμは考慮しない。 

各構造物の塑性エネルギー吸収係数Ｆμの中央値及び不確実さを以下に

示す。 

ａ．取水槽，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

Ｆμ＝1.00，βｒ＝0.00，βｕ＝0.00 

(3) 応答係数ＦＲの評価（Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３の評価） 

応答係数のうちＦ１（解放基盤表面の地震動に関する係数）は，スペクト

ル形状係数として評価し，その中央値は第1.2.1.c－2－5図のとおり，構造

物の固有周期に対する一様ハザードスペクトルとＳｓ－１の加速度応答ス

ペクトルの比率として評価した。不確実さは，一様ハザードスペクトルを

評価に用いていることから，第1.2.1.c－2－3表のとおり評価した。 

Ｆ２（構造物への入力地震動に関する係数）及びＦ３（構造物の地震応答
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に関する係数）について，地盤と構造物を一体としてモデル化した非線形

時刻歴地震応答解析を用いていることから，Ｆ２とＦ３を併せて，地盤モデ

ルに係るサブ応答係数として評価した。中央値と対数標準偏差は，地震Ｐ

ＳＡ学会標準を参考に，第1.2.1.c－2－3表のとおり評価した。 

各構造物のＦ１，Ｆ２，Ｆ３の中央値及び不確実さを以下に示す。 

ａ．取水槽，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

Ｆ１＝0.87，βｒ＝0.00，βｕ＝0.00 

Ｆ２，Ｆ３＝1.00，βｒ＝0.10，βｕ＝0.15 

(4) フラジリティ評価結果のまとめ 

各係数の評価結果について，取水槽を第1.2.1.c－2－4表に，屋外配管ダ

クト（タービン建物～排気筒）を第1.2.1.c－2－5表に示す。 

フラジリティ曲線について，取水槽を第 1.2.1.c－2－6 図，屋外配管ダ

クト（タービン建物～排気筒）を第 1.2.1.c－2－7 図に示す。また，信頼

度 50％での 50％損傷確率及びＨＣＬＰＦについて，第 1.2.1.a－3 表に示

す。 

 

1.2.1.c－3 機器フラジリティ 

① 評価対象と損傷モードの設定 

機器のフラジリティ評価の対象を，第1.2.1.a－3表の建物・構築物・機器

リストに示す。損傷モードは，構造損傷と機能損傷に分類し，評価対象機器

の要求機能を踏まえて適切に設定する。タンク及び熱交換器のような静的機

器は，要求機能の喪失につながる延性破壊や疲労破壊等の構造損傷の観点か

ら評価し，電気盤類及びポンプのような動的機器については，システム評価

上の要求機能に対応して構造損傷・機能損傷（動的機能限界や電気的機能限

界）双方の観点から評価する。フラジリティは，ＪＥＡＧ4601に従って実施

した既往の地震応答解析結果を基に算出する。 

なお，構造強度に関する評価は，機器の本体・支持脚・基礎ボルト等の主

要部位について評価しており，部位間で裕度（例えば，設計許容値／発生応

力）が異なっている。また，裕度は，同一部位でも評価応力の種類（引張応

力・曲げ応力・組合せ応力等）によって異なる。構造損傷に関するフラジリ

ティ評価は，これらの各部位・各評価応力の中から，基本的には最も裕度が

低い部位・評価応力について実施した。 

 

② フラジリティの評価方法の選択 

フラジリティ評価方法として，「現実的耐力と現実的応答による方法（応答

解析に基づく方法）」，「現実的耐力と応答係数による方法（原研法）」，「耐力

係数と応答係数による方法（安全係数法）」の中から「耐力係数と応答係数に

よる方法（安全係数法）」を選択した。「安全係数法」は後述のとおり，耐力

係数及び応答係数により評価する。 
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耐力係数の評価で用いる現実的耐力は，構造損傷については材料強度の規

格値等をもとに，機能損傷については試験結果をもとに，地震ＰＳＡ学会標

準等のフラジリティ評価で実績のある既往知見に基づき中央値や不確実さを

設定し，算定している。この現実的耐力の評価法は，「応答解析に基づく方法」，

「原研法に基づく方法」及び「安全係数法」は本質的に同じであり，同等の

精度を有している。 

応答係数は，既工認等で実績のある機器の決定論的評価である応答解析結

果に基づき評価しているが，決定論的評価は保守性を有する線形範囲の評価

を行っている。また，この応答解析に含まれる余裕や不確実さを地震ＰＳＡ

学会標準等のフラジリティ評価で実績のある既往知見に基づき設定している。

したがって，「安全係数法」は線形範囲において「応答解析に基づく方法」と

比較して遜色のない精度で現実的な応答を求めることができる。 

以上より，米国での評価実績もあり，既往の応答評価結果をもとに評価す

ることができる「安全係数法」を用いることとする。評価手法は地震ＰＳＡ

学会標準に準拠した手法とする。 

 

③ フラジリティ評価上の主要な仮定（不確実さの設定，応答係数等） 

機器のフラジリティは評価対象機器が損傷に至る時点における地震動の最

大加速度Ａを評価尺度として示すものである。ここで，地震動の最大加速度

Ａをフラジリティ加速度と称して，確率量として扱い，以下の式で表す。 

Ａ＝Ａｍ・εｒ・εｕ 

ここで， 

Ａｍ ：50％損傷確率に対する最大加速度の中央値 

εｒ ：中央値に対する偶然的不確実さを示す確率密度分布。中央値を

１として対数標準偏差βｒである対数正規分布を仮定する。 

εｕ ：中央値に対する認識論的不確実さを示す確率密度分布。中央値

を１として対数標準偏差βｕである対数正規分布を仮定する。 

フラジリティ加速度Ａを対数正規累積分布関数で示したものが機器フラジ

リティ曲線である。 

なお，安全係数法によるフラジリティ評価は，直接Ａｍ，εｒ，εｕから

フラジリティ加速度を算出せず，安全係数の概念を用いて下式により算出す

る。 

Ａｍ＝Ｆ・Ａｄ （式 1.2.1－1） 

ここで， 

Ｆ ：安全係数（裕度） 

Ａｄ ：基準地震動の最大加速度 

安全係数（裕度）Ｆは，（式1.2.1－2）に示すように，基準とする地震動に

よる現実的な応答に対する機器の現実的な耐力の割合で定義されるが，（式

1.2.1－3）に示すように評価対象機器の現実的な応答に対する設計応答値の
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割合（応答係数）と設計応答値に対する現実的な耐力の割合（耐力係数）に

分離して評価する。 

ただし，入力地震動に対する機器の応答には，機器自身の応答に加えて建

物の応答が影響することから，応答に関する係数は機器の応答係数と建物の

応答係数に分割して評価する。 

 （式 1.2.1－2） 

 （式 1.2.1－3） 

 

よって， 

Ｆ＝ＦＣ・ＦＲＥ・ＦＲＳ 

ここで， 

ＦＣ ：耐力係数 

ＦＲＥ ：機器の応答係数 

ＦＲＳ ：建物の応答係数 

耐力係数ＦＣ，機器の応答係数ＦＲＥ及び建物の応答係数ＦＲＳは，それぞれ

以下に示す係数に分離して評価する。これらの係数は，フラジリティ評価上

に存在する各種の保守性及び不確実さ要因を評価したものであり，すべて対

数正規分布する確率量と仮定する。不確実さ要因の整理結果を第1.2.1.c－3

－1表に示す。また，耐力係数ＦＣの算定に用いる構造損傷限界及び機能損傷

限界の考え方を第1.2.1.c－3－2表に示す。 

 

ＦＣ＝ＦＳ・Ｆμ 

ここで， 

ＦＳ ：強度係数 

Ｆμ ：塑性エネルギー吸収係数 

 

ＦＲＥ＝ＦＳＡ・ＦＤ・ＦＭ・ＦＭＣ 

ここで， 

ＦＳＡ ：スペクトル形状係数 

ＦＤ ：減衰係数 

ＦＭ ：モデル化係数 

ＦＭＣ ：モード合成係数 

 

ＦＲＳ＝Ｆ１・Ｆ２・Ｆ３ 

ここで， 

Ｆ１ ：解放基盤表面の地震動に関する係数 

・建物のスペクトル形状係数 

応答係数 耐力係数 
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Ｆ２ ：建物への入力地震動に関する係数 

・地盤モデルに関するサブ応答係数 

・基礎による入力損失に関するサブ応答係数 

Ｆ３ ：建物の地震応答に関する係数 

・建物振動モデルに関するサブ応答係数 

・地盤－建物連成系モデルに関するサブ応答係数 

・非線形応答に関するサブ応答係数 

建物の応答係数は，第1.2.1.c－3－3表の値を使用する。 

 

④ フラジリティ評価における耐力情報 

耐力値は，ＪＳＭＥ発電用原子力設備規格設計・建設規格（2005年度版）

に示されている部材の許容値を適用した。確率分布の不確実さは，加振試験

結果や文献値，工学的判断等によって評価し，βｒ，βｕとして定量化した。 

 

⑤ フラジリティ評価における応答情報 

設計応答値は，建物・構築物の非線形地震応答解析及び機器の線形地震応

答解析による機器評価部位における発生応力等を設定した。地震動はＳｓ－1

（600gal）を基本とするが，建物・構築物の非線形応答を精度よく評価する

場合は，Ｓｓ－１の２倍の地震動（1,200gal）（以下「Ｓｓ－１×２」という。）

を用いる。この考え方を第1.2.1.c－3－1図に示す。確率分布の不確実さは，

加振試験結果や文献値，工学的判断等によって評価し，βｒ，βｕとして定

量化した。 

 

⑥ 機器のフラジリティ評価結果 

機器のフラジリティ評価は，その評価上の特徴を踏まえ，「建物内大型機器

及び炉内構造物」，「静的機器」，「動的機器」，「電気品」及び「配管」の５グ

ループに分類した。機器のフラジリティ評価結果を第1.2.1.a－3表に示す。 

また，グループごとに代表機器の評価の具体例を以下に示す。 

(1) 建物内大型機器及び炉内構造物（原子炉格納容器スタビライザ） 

フラジリティ曲線算出に用いた耐震性評価条件を以下に，原子炉格納容

器スタビライザの耐震性評価結果を下表に示す。 

・評価対象機器：原子炉格納容器スタビライザ 

・設置位置：原子炉格納容器内部 

・耐震クラス：Ｓ 

・固有振動数：20Hz以上（剛） 

・地震動：Ｓｓ－１×２ 

・評価温度：57℃ 
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表 原子炉格納容器スタビライザの耐震性評価結果 

評価部位 材料 評価指標 
発生値 

[MPa] 

フランジボルト ＳＮＢ24-1 引張応力 527 

  

ａ．耐力係数ＦＣの評価 

ＦＣは以下の式にて評価する。 

ＦＣ＝ＦＳ・Ｆμ 

(a) 強度係数ＦＳ 

本係数は，設計応力に対する限界強度の持つ保守性及び不確実さを

評価するものであり，次式により評価する。 

 

ここで， 

σＣ ：限界応力の中央値 

σＴ ：地震時発生応力 

σＮ ：通常運転時応力 

 

フランジボルトの材質はＳＮＢ24-1であることから，限界応力とし

てＪＳＭＥ発電用原子力設備規格設計・建設規格（2005年度版）第Ⅰ

編付録図表Part５の引張応力Ｓｕ＝1,105MPaを採用する。限界応力の

中央値σＣは，規格値に含まれる余裕としてＳｕ値を1.17倍し，さらに，

フランジボルトの応力評価を有効断面積での評価とするため，0.75倍

（有効断面積と呼び径断面積の比）した値とすると，以下で与えられ

る。 

σＣ＝1.17×0.75×Ｓｕ＝1.17×0.75×1,105＝970MPa 

強度係数ＦＳの中央値は，以下で与えられる。なお，フランジボルト

に作用する通常運転時応力σＮは，0MPaである。 

 

 

不確実さは，限界応力の中央値1.17×Ｓｕに対して，規格値Ｓｕが

99％信頼下限に相当すると考え，すべてβｕとして次式により評価す

る。 

 
強度係数ＦＳの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＳ＝1.84，βｒ＝0，βｕ＝0.07 
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(b) 塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 

本係数は，塑性変形によりエネルギー吸収することによる保守性及

び不確実さを評価するものである。 

フランジボルトは塑性変形によるエネルギー吸収効果が小さいと考

え，本係数は考慮しない。 

塑性エネルギー吸収係数Ｆμの中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆμ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

 

ｂ．機器の応答係数ＦＲＥの評価 

ＦＲＥは以下の式にて評価する。 

ＦＲＥ＝ＦＳＡ・ＦＤ・ＦＭ・ＦＭＣ 

機器の応答係数ＦＲＥは，評価対象機器及びそれを支持する機器の応答

に対して評価する。原子炉格納容器スタビライザは，原子炉格納容器と

ガンマ線遮蔽壁間に設置され，ガンマ線遮蔽壁の応答を支配的に受ける

と考えられる。したがって，機器の応答係数ＦＲＥはガンマ線遮蔽壁の応

答に対して評価する。 

(a) スペクトル形状係数ＦＳＡ 

ガンマ線遮蔽壁は床応答スペクトルを用いて評価しないため，本係

数は考慮しない。 

スペクトル形状係数ＦＳＡの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＳＡ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

(b) 減衰係数ＦＤ 

ガンマ線遮蔽壁（鉄筋コンクリート）の減衰係数ＦＤは，建物の地震

応答に関する係数Ｆ３で考慮するため，本係数は考慮しない。 

減衰係数ＦＤの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＤ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

(c) モデル化係数ＦＭ 

本係数は，機器のモデル化が持つ保守性及び不確実さを評価する。

原子炉格納容器ガンマ線遮蔽壁等の機器の解析モデル化は妥当であり，

中央値に相当すると考える。不確実さは，Kennedy（７）の評価結果を参

考に0.15としすべてβｕとする。 

モデル化係数ＦＭの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＭ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0.15 

(d) モード合成係数ＦＭＣ 

ガンマ線遮蔽壁はモード合成をしていないため，本係数は考慮しな

い。 

モード合成係数ＦＭＣの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＭＣ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 
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ｃ．建物の応答係数ＦＲＳの評価 

ＦＲＳは以下の式にて評価する。 

ＦＲＳ＝Ｆ１・Ｆ２・Ｆ３ 

建物応答に関する各係数は，第1.2.1.c－3－3表に示す建物の応答係数

を用いる。 

(a) 解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１ 

本係数は建物への入力として用いる解放基盤表面における設計用地

震動の目標周期特性（建物のスペクトル形状係数）の設定における保

守性及び不確実さを評価する。中央値は，最大加速度でアンカーした

基準地震動のターゲットスペクトルと一様ハザードスペクトルの比と

して以下により評価する。第1.2.1.c－3－2図にスペクトル形状係数の

概念図を示す。 

剛な機器：建物の１次固有周期におけるスペクトルの比 

柔な機器：機器の固有周期におけるスペクトルの比 

不確実さは地震ハザード評価に含まれるため考慮しない。 

本機器は，原子炉建物内に設置され，ガンマ線遮蔽壁の水平応答を

支配的に受けるため，ガンマ線遮蔽壁の１次固有周期に対応した値と

して本係数を適用する。 

解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１の中央値及び不確実さを以

下に示す。 

Ｆ１＝0.77，βｒ＝0，βｕ＝0 

(b) 建物への入力地震動に関する係数Ｆ２ 

本係数は地盤モデルに関するサブ応答係数及び基礎による入力損失

に関するサブ応答係数の積として評価する。 

・地盤モデルに関するサブ応答係数 

解放基盤表面位置と建物基礎底面位置が異なることに対する保守性

及び不確実さ，かつ表層地盤による建物応答への保守性及び不確実さ

を考慮する。 

・基礎による入力損失に関するサブ応答係数 

建物１次固有周期近傍における基礎の拘束効果による入力損失の保

守性及び不確実さを考慮する。 

 

中央値は以下の理由から1.00とする。 

・地盤物性値の設計値と中央値はほとんど相違がない。また，解放基

盤表面の最大加速度1,000gal以上では表層の剛性低下が顕著となり

建物及び支持岩盤を拘束する効果が期待できず入力低減効果が見込

めない。 

・基礎の拘束効果による入力損失の影響は小さい。 
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不確実さは，建物への入力地震動に関する係数Ｆ２及び建物の地震応

答に関する係数Ｆ３を併せてひとつの値として評価する。βｒは，地震

ＰＳＡ学会標準を参考に0.2とする。βｕは，解析モデル化誤差等によ

るものであり，国内文献(８)に基づき0.15とする。建物への入力地震動

に関する係数Ｆ２の中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆ２＝1.00，βｒ＝0.20，βｕ＝0.15（βｒ及びβｕはＦ３と共通） 

(c) 建物の地震応答に関する係数Ｆ３ 

本係数は，建物振動モデルに関するサブ応答係数，地盤－建物連成

系モデルに関するサブ応答係数及び非線形応答に関するサブ応答係数

の積として評価する。 

・建物振動モデルに関するサブ応答係数 

建物の減衰及び剛性の評価に際して，設計時の物性を用いた場合 

の応答に基づき現実的な物性を用いた場合の応答の保守性及び不確実

さを評価する。 

・地盤－建物連成系モデルに関するサブ応答係数 

地下逸散減衰及び地盤－建物の相互作用の評価に際して，設計時の

物性を用いた場合の応答に基づき，現実的な物性を用いた場合の応答

の保守性及び不確実さを評価する。 

・非線形応答に関するサブ応答係数 

建物の非線形応答が機器入力に与える保守性及び不確実さを評価す

る。 

 

中央値は以下の理由から1.00とする。 

・減衰定数の設計値に基づく応答スペクトルと中央値に基づく応答ス

ペクトルにはほとんど相違がない。 

・地盤物性値の設計値と中央値はほとんど相違がない。また，建物の

実剛性が応答に与える影響は小さい。 

・建物の非線形応答によって応答加速度が低減される可能性があるが，

保守的な値として1.00を適用する。 

 

不確実さは，建物への入力地震動に関する係数Ｆ２及び建物の地震応

答に関する係数Ｆ３を併せてひとつの値として評価する。βｒは，地震

ＰＳＡ学会標準を参考に0.2とする。βｕは，解析モデル化誤差等によ

るものであり，国内文献(８)に基づき0.15とする。建物の地震応答に関

する係数Ｆ３の中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆ３＝1.00，βｒ＝0.20，βｕ＝0.15 （βｒ及びβｕはＦ２と共通） 

 

ｄ．評価結果のまとめ 

各係数の評価結果を下表に示す。原子炉格納容器スタビライザのフラ
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ジリティ加速度の中央値Ａｍ，βｒ，βｕ及びＨＣＬＰＦを以下に示す。 

原子炉格納容器スタビライザのフラジリティ曲線を第1.2.1.c－3－3

図に示す。 

Ａｍ＝1.74（Ｇ） 

βｒ＝0.20，βｕ＝0.22 

ＨＣＬＰＦ＝Ａｍ×exp(－1.65×(βｒ＋βｕ)) 

＝1.74×exp(－1.65×(0.20＋0.22)) 

＝0.87（Ｇ） 

 

表 原子炉格納容器スタビライザ（フランジボルト）安全係数評価結果の一覧 

 
 

(2) 静的機器（原子炉補機冷却系サージタンク） 

フラジリティ曲線算出に用いた耐震性評価条件を以下に，原子炉補機冷

却系サージタンクの耐震性評価結果を下表に示す。裕度は基礎ボルトが最

小となるため，基礎ボルトを対象にフラジリティ曲線を算出した。 

・評価対象機器：原子炉補機冷却系サージタンク 

・設置位置：原子炉建物ＥＬ42.8ｍ 

・耐震クラス：Ｓ 

・固有振動数：20Hz以上（剛） 

・地震動：Ｓｓ－１ 

・評価温度：50℃ 

 

表 原子炉補機冷却系サージタンクの耐震性評価結果 

評価部位 材料 評価指標 
発生値 

[MPa] 

許容値 

[MPa] 
裕度 

基礎ボルト ＳＳ400 
引張応力 112 205 1.83 

せん断応力 53 159 3.00 

 

ａ．耐力係数ＦＣの評価 

ＦＣは以下の式にて評価する。 

ＦＣ＝ＦＳ・Ｆμ 

(a) 強度係数ＦＳ 

基礎ボルトには組合せ応力が作用するため，本係数は，次式により

評価する。 

ＦＳ Ｆμ ＦＳＡ ＦＤ ＦＭ ＦＭＣ Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３

β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ

β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ

1.84 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0.77 1.00 1.00 1.74
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20

0.07 0.00 0.00 0.00 0.15 0.00 0.00 0.22

Ａｍ
(G) HCLPF

(G)

0.870.20

0.15

ＦＣ ＦＲＥ ＦＲＳ
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ここで， 

λ ：基礎ボルトの応力比 

σ ：ボルトの引張応力 

τ ：ボルトのせん断応力 

σＣ ：せん断が作用しない場合の限界引張応力の中央値 

τＣ ：引張が作用しない場合の限界せん断応力の中央値 

Ｆτ ：せん断に対する裕度 

Ｆσ ：引張に対する裕度 

 

基礎ボルトの材質はＳＳ400であることから，限界応力としてＪＳＭ

Ｅ発電用原子力設備規格設計・建設規格（2005年度版）第Ⅰ編付録図

表Part５の引張応力Ｓｕ＝394MPaを採用する。せん断が作用しない場

合の限界引張応力の中央値σＣは，規格値に含まれる余裕としてＳｕ値

を1.17倍し，さらに，基礎ボルトの応力評価を有効断面積での評価と

するため，0.779倍（有効断面積と呼び径断面積の比）した値とすると，

以下で与えられる。 

σＣ＝1.17×0.779×Ｓｕ＝1.17×0.779×394＝359MPa 

引張が作用しない場合の限界せん断応力の中央値τＣは，規格値に含

まれる余裕としてＳｕ値を1.17倍し，さらにせん断の許容値に適用す

る  で除した値とすると，以下で与えられる。 

 

τＣ＝1.17×1／  ×Ｓｕ＝1.17×1／  ×394＝266MPa 
 

強度係数ＦＳは，次式により評価する。 

 

 

 

　3

　3 　3
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不確実さは，限界応力の中央値1.17×Ｓｕに対して，規格値Ｓｕが

99％信頼下限に相当すると考え，すべてβｕとして次式により評価す

る。 

 
強度係数ＦＳの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＳ＝2.70，βｒ＝0，βｕ＝0.07 

(b) 塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 

基礎ボルトは塑性変形によるエネルギー吸収効果が小さいと考え，

本係数は考慮しない。 

塑性エネルギー吸収係数Ｆμの中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆμ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

 

ｂ．機器の応答係数ＦＲＥの評価 

ＦＲＥは以下の式にて評価する。 

ＦＲＥ＝ＦＳＡ・ＦＤ・ＦＭ・ＦＭＣ 

本機器は剛な機器であるため，本係数は考慮しない。 

機器の応答係数ＦＲＥの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＲＥ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

 

ｃ．建物の応答係数ＦＲＳの評価 

ＦＲＳは以下の式にて評価する。 

ＦＲＳ＝Ｆ１・Ｆ２・Ｆ３ 

建物応答に関する各係数は，第1.2.1.c－3－3表に示す建物の応答係数

を用いる。 

(a) 解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１ 

本機器は，原子炉建物内に設置されるため，原子炉建物の１次固有

周期に対応した値として本係数を適用する。 

解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１の中央値及び不確実さを以

下に示す。 

Ｆ１＝1.22，βｒ＝0，βｕ＝0 

(b) 建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３ 

建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３の中央値及

び不確実さを以下に示す。 

Ｆ２，Ｆ３＝1.00，βｒ＝0.20，βｕ＝0.15  

 

ｄ．評価結果のまとめ 

各係数の評価結果を下表に示す。原子炉補機冷却系サージタンクのフ

ラジリティ加速度の中央値Ａｍ，βｒ，βｕ及びＨＣＬＰＦを以下に示
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す。 

原子炉補機冷却系サージタンクのフラジリティ曲線を第1.2.1.c－3－

4図に示す。 

Ａｍ＝2.01（Ｇ） 

βｒ＝0.20，βｕ＝0.17 

ＨＣＬＰＦ＝Ａｍ×exp(－1.65×(βｒ＋βｕ)) 

＝2.01×exp(－1.65×(0.20＋0.17)) 

＝1.09（Ｇ） 

 

表 原子炉補機冷却系サージタンク安全係数評価結果の一覧 

 
 

(3) 動的機器（原子炉補機海水ポンプ） 

フラジリティ曲線算出に用いた耐震性評価条件を以下に示す。裕度は電

動機の動的機能損傷（水平）が最小となるため，電動機の動的機能損傷（水

平）を対象にフラジリティ曲線を算出した。 

・評価対象機器：原子炉補機海水ポンプ用電動機 

・設置位置：取水槽ＥＬ 1.1m 

・耐震クラス：Ｓ 

・固有振動数：20Hz以上（剛） 

・地震動：Ｓｓ－１ 

 ・応答加速度： 

    水平方向 1.38（Ｇ） 

    鉛直方向 0.79（Ｇ） 

 ・機能確認済加速度： 

    水平方向 2.5（Ｇ） 

    鉛直方向 3.0（Ｇ） 

 

ａ．耐力係数ＦＣの評価 

ＦＣは以下の式にて評価する。 

ＦＣ＝ＦＳ・Ｆμ 

(a) 強度係数ＦＳ 

本係数は次式により評価する。 

 

ＦＳ＝ 

ＦＳ Ｆμ ＦＳＡ ＦＤ ＦＭ ＦＭＣ Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３

β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ

β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ

2.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.22 1.00 1.00 2.01
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.20

0.07 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.17

ＦＣ ＦＲＥ

1.090.20

0.15

ＦＲＳ Ａｍ
(G) HCLPF

(G)

損傷加速度中央値 

応答加速度 
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機能損傷モードに対する強度係数ＦＳは，加振試験等により機能維持

することが確認された加速度（機能維持確認済加速度）を用いて評価

する。フラジリティ評価のベースとする機能維持確認済加速度レベル

ではポンプ類及び電動機類に誤動作･損傷が見られないことから，以下

に示す方法（ここでは，β設定法と呼ぶ）により誤動作・損傷に対す

る加速度の中央値を推定する。 

 

[β設定法の概要] 

フラジリティ評価において，ＨＣＬＰＦは次式により評価される。 

ＨＣＬＰＦ＝Ａｍ×exp(－1.65×(βｒ＋βｕ)) 

上式より， 

Ａｍ＝ＨＣＬＰＦ×exp(1.65×(βｒ＋βｕ)) 

これと同様に，加振試験における損傷加速度の中央値とＨＣＬＰＦ

の関係は次式により表される。 

損傷加速度の中央値 

＝損傷加速度のＨＣＬＰＦ×exp(1.65×(βｒ＋βｕ)) 

したがって，“損傷加速度のＨＣＬＰＦ＝機能維持確認済加速度”と

し，βｒ及びβｕを与えることにより，損傷加速度の中央値を推定で

きる。 

 

ポンプ及び電動機類等の動的機器に関する誤動作等の不確実さデー

タの知見は現状得られていないが，電気品の誤動作に関する不確実さ

（βｃ＝0.17（９））よりも小さいと仮定し，βｒ＝βｕ＝0.10とする。 

電動機の損傷加速度の中央値は，β設定法に基づき次式により評価

する。 

損傷加速度の中央値＝機能維持確認済加速度 

×exp(1.65×(βｒ＋βｕ)) 

＝2.5×exp(1.65×(0.10＋0.10)) 

＝3.48（Ｇ） 

強度係数ＦＳの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＳ＝損傷加速度の中央値／応答加速度 

＝3.48／1.38＝2.52 

βｒ＝0.10，βｕ＝0.10 

 

(b) 塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 

損傷加速度のＨＣＬＰＦを機能維持確認済加速度としており本係数

は考慮しない。 

塑性エネルギー吸収係数Ｆμの中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆμ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 
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ｂ．機器の応答係数ＦＲＥの評価 

ＦＲＥは以下の式にて評価する。 

ＦＲＥ＝ＦＳＡ・ＦＤ・ＦＭ・ＦＭＣ 

本機器は剛な機器であるため，本係数は考慮しない。 

機器の応答係数ＦＲＥの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＲＥ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

 

ｃ．建物の応答係数ＦＲＳの評価 

ＦＲＳは以下の式にて評価する。 

ＦＲＳ＝Ｆ１・Ｆ２・Ｆ３ 

建物応答に関する各係数は，第1.2.1.c－3－3表に示す建物の応答係数

を用いる。 

(a) 解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１ 

本機器は，取水槽内に設置されるため，取水槽の１次固有周期に対

応した値として本係数を適用する。 

解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１の中央値及び不確実さを以

下に示す。 

Ｆ１＝0.92，βｒ＝0，βｕ＝0 

(b) 建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３ 

建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３の中央値及

び不確実さを以下に示す。 

Ｆ２，Ｆ３＝1.00，βｒ＝0.20，βｕ＝0.15  

 

ｄ．評価結果のまとめ 

各係数の評価結果を下表に示す。原子炉補機海水ポンプのフラジリテ

ィ加速度の中央値Ａｍ，βｒ，βｕ及びＨＣＬＰＦを以下に示す。 

原子炉補機海水ポンプのフラジリティ曲線を第1.2.1.c－3－5図に示

す。 

Ａｍ＝1.42（Ｇ） 

βｒ＝0.22，βｕ＝0.18 

ＨＣＬＰＦ＝Ａｍ×exp(－1.65×(βｒ＋βｕ)) 

＝1.42×exp(－1.65×(0.22＋0.18)) 

＝0.73（Ｇ） 
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表 原子炉補機海水ポンプ安全係数評価結果の一覧 

 

 

(4) 電気品（非常用母線メタクラ） 

フラジリティ曲線算出に用いた耐震性評価条件を以下に示す。裕度は動

的機能損傷（水平）が最小となるため，動的機能損傷（水平）を対象にフ

ラジリティ曲線を算出した。 

・評価対象機器：非常用母線メタクラ 

・設置位置：原子炉建物ＥＬ 23.8ｍ 

・耐震クラス：Ｓ 

・固有振動数：20Hz以上（剛） 

・地震動：Ｓｓ－1 

 ・応答加速度： 

    水平方向 0.92（Ｇ） 

    鉛直方向 0.82（Ｇ） 

 ・機能確認済加速度： 

    水平方向 2.87（Ｇ） 

    鉛直方向 2.50（Ｇ） 

 

ａ．耐力係数ＦＣの評価 

ＦＣは以下の式にて評価する。 

ＦＣ＝ＦＳ・Ｆμ 

(a) 強度係数ＦＳ 

本係数は次式により評価する。 

 

ＦＳ＝ 

 

機能損傷モードの強度係数はβ設定法に基づき評価した。不確実さ

は，電気品の既往試験結果（９）より，電気品の誤動作に関する不確実さ

βｃの最大0.17を採用し，βｒとβｕは文献（10）より１：２で配分し，

βｒ＝0.08，βｕ＝0.15とする。 

したがって，非常用母線メタクラの損傷加速度の中央値は，次式に

より評価する。 

 

 

ＦＳ Ｆμ ＦＳＡ ＦＤ ＦＭ ＦＭＣ Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３

β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ

β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ

2.52 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0.92 1.00 1.00 1.42
0.10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.22

0.10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.18

ＦＣ ＦＲＥ

0.730.20

0.15

ＦＲＳ Ａｍ
(G) HCLPF

(G)

損傷加速度中央値 

応答加速度 
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損傷加速度の中央値 

＝機能維持確認済加速度×exp(1.65×(βｒ＋βｕ)) 

＝2.87×exp(1.65×(0.08＋0.15)) 

＝4.19（Ｇ） 

強度係数ＦＳの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＳ＝損傷加速度の中央値／応答加速度 

＝4.19／0.92＝4.55 

βｒ＝0.08，βｕ＝0.15 

 

(b) 塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 

損傷加速度のＨＣＬＰＦを機能維持確認済加速度としており本係数

は考慮しない。 

塑性エネルギー吸収係数Ｆμの中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆμ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

 

ｂ．機器の応答係数ＦＲＥの評価 

ＦＲＥは以下の式にて評価する。 

ＦＲＥ＝ＦＳＡ・ＦＤ・ＦＭ・ＦＭＣ 

本機器は剛な機器であるため，本係数は考慮しない。 

機器の応答係数ＦＲＥの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＲＥ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

 

ｃ．建物の応答係数ＦＲＳの評価 

ＦＲＳは以下の式にて評価する。 

ＦＲＳ＝Ｆ１・Ｆ２・Ｆ３ 

建物応答に関する各係数は，第1.2.1.c－3－3表に示す建物の応答係数

を用いる。 

(a) 解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１ 

本機器は，原子炉建物内に設置されるため，原子炉建物の１次固有

周期に対応した値として本係数を適用する。解放基盤表面の地震動に

関する係数Ｆ１の中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆ１＝1.22，βｒ＝0，βｕ＝0 

(b) 建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３ 

建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３の中央値及

び不確実さを以下に示す。 

Ｆ２，Ｆ３＝1.00，βｒ＝0.20，βｕ＝0.15  

 

ｄ．評価結果のまとめ 

各係数の評価結果を下表に示す。非常用母線メタクラのフラジリティ
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加速度の中央値Ａｍ，βｒ，βｕ及びＨＣＬＰＦを以下に示す。非常用

母線メタクラのフラジリティ曲線を第1.2.1.c－3－6図に示す。 

Ａｍ＝3.40（Ｇ） 

βｒ＝0.22，βｕ＝0.21 

ＨＣＬＰＦ＝Ａｍ×exp(－1.65×(βｒ＋βｕ)) 

＝3.40×exp(－1.65×(0.22＋0.21)) 

＝1.67（Ｇ） 

表 非常用母線メタクラ安全係数評価結果の一覧 

(5) 配管（原子炉補機海水系配管）

フラジリティ曲線算出に用いた耐震性評価条件を以下に，原子炉補機海

水系配管の耐震性評価結果を下表に示す。 

・評価対象機器：原子炉補機海水系配管

・設置位置：取水槽ＥＬ 0.6m

・耐震クラス：Ｓ

・固有振動数：8.49Hz

・地震動：Ｓｓ－１

・評価温度：40℃

表 原子炉補機海水系配管の耐震性評価結果 

材 料 評価指標 
発生値 

[MPa] 

許容値 

[MPa] 
裕度 

ＳＭ41Ｃ 一次応力 264 360 1.36 

ａ．耐力係数ＦＣの評価 

ＦＣは以下の式にて評価する。 

ＦＣ＝ＦＳ・Ｆμ 

(a) 強度係数ＦＳ

本係数は，次式により評価する。

ここで， 

σＣ：限界応力の中央値 

ＦＳ Ｆμ ＦＳＡ ＦＤ ＦＭ ＦＭＣ Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３

β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ

β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ

4.55 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.22 1.00 1.00 3.40
0.08 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.22

0.15 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.21

ＦＣ ＦＲＥ

1.670.20

0.15

ＦＲＳ Ａｍ
(G) HCLPF

(G)
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σＴ：地震時発生応力 

σＮ：通常運転時応力 

 

配管の材質はＳＭ41Ｃであることから，限界応力としてＪＳＭＥ発

電用原子力設備規格設計・建設規格（2005年度版）第Ⅰ編付録図表Part

５の引張応力Ｓｕ＝400MPaを採用する。限界応力の中央値σＣは，規格

値に含まれる余裕としてＳｕ値を1.17倍した値とすると，以下で与え

られる。 

σＣ＝1.17×Ｓｕ＝1.17×400＝468MPa 

強度係数ＦＳは，以下で与えられる。なお，通常運転時応力σＮ＝27MPa

である。 

 

不確実さは，限界応力の中央値1.17×Ｓｕに対して，規格値Ｓｕが

99％信頼下限に相当すると考え，すべてβｕとして次式により評価す

る。 

 

強度係数ＦＳの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＳ＝1.86，βｒ＝0，βｕ＝0.07 

(b) 塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 

強度係数ＦＳの評価において，弾塑性範囲まで考慮したＳｕを用いて

いるため，本係数は考慮しない。 

塑性エネルギー吸収係数Ｆμの中央値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆμ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0 

 

ｂ．機器の応答係数ＦＲＥの評価 

ＦＲＥは以下の式にて評価する。 

ＦＲＥ＝ＦＳＡ・ＦＤ・ＦＭ・ＦＭＣ 

(a) スペクトル形状係数ＦＳＡ 

本係数は，設計で用いられる拡幅した床応答スペクトルが持つ保守

性及び不確実さを評価するものであり次式により評価する。第1.2.1.c

－3－7図にスペクトル形状係数ＦＳＡの概念図を示す。 

 

ＦＳＡ＝ 

 

拡幅後／拡幅前の床応答スペクトルによる応答加速度比は，サイ

ト・プラントによらず有意な差はないと考えられるため，代表プラン

トで評価した値を共通値として用いる。代表プラントでの応答加速度

拡幅後の床応答スペクトルによる応答加速度 

拡幅前の床応答スペクトルによる応答加速度 
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設計用減衰定数による応答値 

現実的減衰定数の中央値による応答値 

比は，機器の主要な固有周期帯である0.05～0.10秒において平均値が，

最小1.1，最大1.4であったことから，中央値は次式により算出する。 

 
不確実さは，応答比加速度比の最小値と最大値がそれぞれ中央値に

対し中央値－95％下限値と中央値＋95％上限値に相当するものとみな

し，中央値及び不確実さを計算する。不確実さは各機器に対して一般

値として適用するため，すべてβｕとする。 

 
スペクトル形状係数ＦＳＡの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＳＡ＝1.24，βｒ＝0，βｕ＝0.07 

(b) 減衰係数ＦＤ 

本係数は，現実的減衰定数の中央値に対して設計用減衰定数が持つ

保守性及び不確実さを評価するものであり，次式により評価する。第

1.2.1.c－3－8図に減衰係数ＦＤの概念図を示す。 

 

ＦＤ＝ 

 

設計用減衰定数による応答値と現実的減衰定数の中央値による応答

値は，以下のNewmark応答倍率式（11）を用いる。 

応答値＝3.21－0.68×ln(h) 

ここで， 

h：減衰定数（％） 

 

本配管は，ＪＥＡＧ4601の配管区分Ⅱに該当する保温材無の配管で

あることから設計用減衰定数は1.0％である。現実的減衰定数の中央値

は，過去の振動試験データを参考に4.1％とする。不確実さについては，

設計用減衰定数が振動試験による減衰データの下限値として用いられ

ているため，設計用減衰定数による応答値が現実的減衰定数の中央値

による応答値の＋2.33β(99％上限値)と仮定して算出する。βｒとβ

ｕは１：１で配分する。 

 

減衰係数ＦＤの中央値及び不確実さを以下に示す。 
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ＦＤ＝1.43，βｒ＝0.11，βｕ＝0.11 

(c) モデル化係数ＦＭ 

機器の解析モデル化は妥当であり，中央値に相当すると考える。不

確実さは，Kennedy（７）の評価結果を参考に0.15としすべてβｕとする。 

モデル化係数ＦＭの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＭ＝1.00，βｒ＝0，βｕ＝0.15 

(d) モード合成係数ＦＭＣ 

本係数は，機器の地震応答がモーダル解析のモード合成に含まれる

保守性及び不確実性さを評価する。モード合成係数ＦＭＣの中央値及び

不確実さは地震ＰＳＡ学会標準の値を参考に設定する。また，不確実

さは解析手法が本質的に持つものであるため，すべてβｒとする。 

モード合成係数ＦＭＣの中央値及び不確実さを以下に示す。 

ＦＭＣ＝1.03，βｒ＝0.13，βｕ＝0 

 

ｃ．建物の応答係数ＦＲＳの評価 

ＦＲＳは以下の式にて評価する。 

ＦＲＳ＝Ｆ１・Ｆ２・Ｆ３ 

建物応答に関する各係数は，第1.2.1.c－3－3表に示す建物の応答係数

を用いる。 

(a) 解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１ 

本配管は柔な機器であるため，配管の１次固有周期に対応した値と

しての係数を適用する。解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１の中央

値及び不確実さを以下に示す。 

Ｆ１＝0.77，βｒ＝0，βｕ＝0 

(b) 建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３ 

建物への入力地震動及び地震応答に関する係数Ｆ２，Ｆ３の中央値及

び不確実さを以下に示す。 

Ｆ２，Ｆ３＝1.00，βｒ＝0.20，βｕ＝0.15  

 

ｄ．評価結果のまとめ 

各係数の評価結果を下表に示す。原子炉補機海水系配管のフラジリテ

ィ加速度の中央値Ａｍ，βｒ，βｕ及びＨＣＬＰＦを以下に示す。原子

炉補機海水系配管のフラジリティ曲線を第1.2.1.c－3－9図に示す。 

Ａｍ＝1.60（Ｇ） 

βｒ＝0.26，βｕ＝0.26 

ＨＣＬＰＦ＝Ａｍ×exp(－1.65×(βｒ＋βｕ)) 

＝1.60×exp(－1.65×(0.26＋0.26)) 

＝0.68（Ｇ） 

 



1.2.1-30 

表 原子炉補機海水系配管の安全係数評価結果の一覧  

 
 

1.2.1.d 事故シーケンス 

① 起因事象 

(1) 評価対象とした起因事象とその説明 

事故シナリオの分析を踏まえ，地震レベル１ＰＲＡにおける起因事象は，

以下を評価対象とした。なお，起因事象の発生頻度を第1.2.1.d－1表に示

す。 

・外部電源喪失 

外部電源系が地震動により損傷し，所内電源の一部又は全部が喪失し，

運転状態が乱される事象である。他の過渡事象と比較して，広範囲な緩

和系の機能喪失に至るため，過渡事象を代表する起因事象として選定し

た。 

・原子炉建物損傷 

原子炉建物が損傷すると建物全体が崩壊する可能性があり，同時に建

物内の原子炉格納容器や原子炉圧力容器等の機器及び構造物が大規模な

損傷を受ける可能性がある。原子炉建物損傷が発生した場合に緩和系の

機能に期待できる可能性を厳密に考慮することは困難なため，保守的に

全損を仮定し，原子炉停止及び炉心冷却が不可能になるものとして直接

炉心損傷に至る起因事象として整理した。 

・原子炉格納容器損傷 

原子炉格納容器の損傷により，原子炉格納容器内の機器及び原子炉圧

力容器等の構造物が広範囲にわたり損傷する可能性がある。原子炉格納

容器損傷が発生した場合の損傷程度を厳密に評価することは困難である

ため，保守的に直接炉心損傷に至る起因事象として整理した。 

・原子炉圧力容器損傷 

原子炉圧力容器の支持機能喪失等により，原子炉圧力容器に接続され

ている原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷や，原子炉冷却材の流路閉塞

が発生する可能性がある。原子炉圧力容器損傷が発生した場合の損傷程

度を厳密に評価することは困難であるため，保守的に直接炉心損傷に至

る起因事象として整理した。 

・格納容器バイパス 

格納容器バイパス事象は，バイパス破断及びインターフェイスシステ

ムＬＯＣＡに細分化される。バイパス破断は，常時開の隔離弁に接続し

ＦＳ Ｆμ ＦＳＡ ＦＤ ＦＭ ＦＭＣ Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３

β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ β ｒ

β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ β ｕ

1.86 1.00 1.24 1.43 1.00 1.03 0.77 1.00 1.00 1.60
0.00 0.00 0.00 0.11 0.00 0.13 0.00 0.26

0.07 0.00 0.07 0.11 0.15 0.00 0.00 0.26

ＦＣ ＦＲＥ

0.680.20

0.15

ＦＲＳ Ａｍ
(G) HCLPF

(G)
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ている配管の原子炉格納容器外での破損と，隔離弁の閉失敗が同時に発

生する事象であり，原子炉冷却材が原子炉格納容器外へ流出する事象で

ある。 

格納容器バイパス発生時は，破損箇所の隔離に失敗し，高温・高圧の

蒸気や溢水が原子炉格納容器外（原子炉建物）に流出することにより，

原子炉建物内の他の機器（電気品，計装品等）へ悪影響を及ぼすことが

避けられないため，直接炉心損傷に至る起因事象として整理した。 

なお，インターフェイスシステムＬＯＣＡは，隔離弁の誤開若しくは

内部破損により高圧の冷却材が低圧設計側を損傷させ，冷却材が喪失す

る事象である。ただし，隔離弁の誤開は人的過誤が主な要因と考えられ，

地震によって多重の隔離弁が同時に誤開するような状況は稀有であり，

また，地震によって隔離弁の内部破損が発生するよりも，配管の構造損

傷が先行して発生することが予想される。したがって，地震レベル１Ｐ

ＲＡでは，インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生する頻度は極めて

低いとして，評価対象外とする。 

・Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 

地震動によって原子炉格納容器内にある一次系配管又はそのサポート

部が損傷することにより，原子炉冷却材喪失を引き起こす事象である。 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡでは，ＬＯＣＡを大，中，小破断ＬＯ

ＣＡに分類しているものの，地震レベル１ＰＲＡでは，同一の地震動に

よる複数の配管損傷の相関性を考慮すると，事故シナリオを詳細に分析

すること（緩和系にどの程度期待できるか判断すること）が困難なため

破断の規模による分類が厳密には難しいこと，相関を持つ配管を同定し，

損傷の相関係数をすべての配管に対して適切に算定することは現状の評

価技術では困難であることから，原子炉格納容器内の一次系配管の大規

模な破断によりＥＣＣＳ性能を上回る大規模なＬＯＣＡ（Ｅｘｃｅｓｓ

ｉｖｅ ＬＯＣＡ）が発生するものと想定し，直接炉心損傷に至る起因

事象として代表させた。 

・制御室建物損傷 

制御室建物の損傷により，建物内の中央制御盤等が損傷を受ける可能

性がある。制御室建物損傷が発生した場合に緩和系の制御機能が喪失す

る可能性があり，実際の影響範囲を厳密に考慮することは困難なため，

保守的に直接炉心損傷に至る起因事象として整理した。 

・廃棄物処理建物損傷 

廃棄物処理建物の損傷により，建物内の補助盤室やバッテリ室等に設

置された機器等が大規模な損傷を受ける可能性がある。廃棄物処理建物

損傷が発生した場合に緩和系の制御機能が喪失する可能性があり，実際

の影響範囲を厳密に考慮することは困難なため，保守的に直接炉心損傷

に至る起因事象として整理した。 
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・計装・制御系喪失 

計装・制御系が損傷した場合，プラントの監視及び制御が不能に陥る

可能性があること，プラント挙動に対する影響が現在の知見では明確で

はないことから，保守的に直接炉心損傷に至る起因事象として整理した。 

・直流電源喪失 

直流電源を供給する設備の損傷により，非常用交流電源の制御機能等

が喪失するため，全交流動力電源喪失となる。安全系に関係する直流電

源系は，同種系列間での地震による損傷は完全相関を仮定した。 

・交流電源・補機冷却系喪失 

交流電源・補機冷却系の損傷により，非常用交流電源及び炉心冷却等

に必要な各種機器の冷却機能が喪失する。さらに地震により外部電源喪

失が発生している場合には，全交流動力電源喪失に至る。事象の緩和に

必要な系統の機能が広範に喪失するため，起因事象として選定した。安

全系に関係する交流電源・補機冷却系は，同種系統間での地震による損

傷は完全相関を仮定した。 

(2) 階層イベントツリーとその説明 

事故シーケンスの定量化では，第1.2.1.d－1図の階層イベントツリーで，

地震により発生する起因事象の発生確率の和が1.0を超えないように取り

扱う。階層イベントツリーは，起因事象が発生したときの炉心損傷への影

響が大きい順に並べ，これらをヘディングとしており，それらの発生確率

は，それぞれ対象とする建物・構築物・機器などを設定し，そのフラジリ

ティを評価することで算出する。 

ただし，外部電源系は他の耐震設計された設備と比較すると耐震性が小

さく，外部電源系が健全な場合は他の系統も健全であると考えられること

から，炉心損傷に至ることはないと想定し，外部電源喪失を最初のヘディ

ングに設定した。 

 

② 成功基準 

(1) 成功基準の一覧 

直接炉心損傷に至る事象については，緩和手段がないため成功基準を設

定していない。本評価では，全交流動力電源喪失時についても，緩和手段

がないため成功基準を設定していない。これら以外の起因事象については，

起因事象の発生原因（内的要因か外的要因か）が成功基準の設定に直接関

係しないと考えられることから，内部事象運転時レベル１ＰＲＡをもとに

成功基準を設定した。 

使命時間については，内部事象運転時レベル１ＰＲＡと同様に24時間と

した。また，地震で損傷した機器の復旧は期待していない。 

 

 



1.2.1-33 

③ 事故シーケンス 

(1) イベントツリー 

起因事象の発生要因は地震と内部事象では異なるが，起因事象発生後の

緩和機能は内部事象運転時レベル１ＰＲＡと同様の機能に期待する。 

イベントツリーの展開方法には小イベントツリー／大フォールトツリー

法を用い，事故シーケンスの定量化手法にはフォールトツリー結合法を用

いた。これにより，サポート系とフロントライン系間などの従属関係がフ

ォールトツリー内で明示的に表現され，従属関係が適切に取り扱われる。 

外部電源喪失及び全交流動力電源喪失のイベントツリーを第1.2.1.d－2

図，第1.2.1.d－3図に示す。 

 

④ システム信頼性 

(1) 評価対象としたシステムとその説明 

評価対象システムの各系統の情報や依存性については内部事象運転時レ

ベル１ＰＲＡと同等であるが，それぞれについて地震における故障の分析

を行い，起因事象に係るフォールトツリー及び緩和系に係るフォールトツ

リーを作成した。フォールトツリーのモデル化に当たっては，内部事象運

転時レベル１ＰＲＡのフォールトツリーをもとに既に考慮されている機器

故障，人的過誤に加えて，地震による動的機器や電気機器の損傷を基事象

としてフォールトツリーに追加している。さらに地震時特有の建物・構築

物，大型機器の損傷も基事象としてフォールトツリーに追加している。評

価システムの一覧を第1.2.1.d－2表に示す。 

(2) 機器損傷に関する機器間の相関の取扱い 

相関性が考えられるすべての構造物，系統又は機器に対する本評価モデ

ルにおける相関性の取扱いは，同一系統での同種の機器間において損傷の

完全相関（完全従属）を仮定する方法を採用した。 

(3) システム信頼性評価を実施せずに設定した非信頼度とその根拠 

システム信頼性評価を実施せずに設定した非信頼度はない。 

 

⑤ 人的過誤 

(1) 評価対象とした人的過誤及び評価結果 

地震発生後の運転員操作に対する人間信頼性解析手法には，内部事象運

転時レベル１ＰＲＡで採用しているＴＨＥＲＰ手法（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

1278）を採用する。中央制御室での操作等に対する人間信頼性解析におけ

る仮定は以下のとおり。 

ａ．起因事象発生前人的過誤 

試験，保守作業後の復旧ミス等であり，事象発生の起因が地震であっ

ても変わることはないため，内部事象運転時レベル１ＰＲＡでの検討結

果を用いた。 
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ｂ．起因事象発生後人的過誤 

地震発生後は，運転員操作に係る心的負荷が大きいことを考慮し，人

的過誤のストレスファクタを設定している。 

具体的には，地震発生後に運転員による対応を必要とする操作に対し

て，ストレスファクタは10とする。 

今回のＰＲＡで評価対象とした人的過誤の項目及び評価結果を第

1.2.1.d－3表に示す。 

⑥ 炉心損傷頻度

(1) 炉心損傷頻度の算出に用いた方法

本評価では，ＷｉｎＮＵＰＲＡを使用し，フォールトツリー結合法によ

る定量化を行った。 

(2) 炉心損傷頻度の算出結果

事故シーケンスの定量化を行った結果，全炉心損傷頻度は7.9×10－６／炉

年となった。起因事象別の炉心損傷頻度の内訳を第1.2.1.d－4表，起因事

象別の炉心損傷頻度寄与割合を第1.2.1.d－4図に示す。 

起因事象別の結果では，「交流電源・補機冷却系喪失」による炉心損傷頻

度が全体の約５割を占めており，特に非常用ディーゼル発電機関連設備の

損傷により安全機能の喪失に至るシナリオが重要となっている。 

地震レベル１ＰＲＡでは大型静的機器，建物，制御盤等の損傷等による

事故シナリオを考慮しており，原子炉建物損傷，原子炉格納容器損傷，原

子炉圧力容器損傷，Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ，計装・制御系喪失等

を地震特有の事故シーケンスとして整理した。第1.2.1.d－5表に起因事象

別の炉心損傷頻度に対する主要な事故シーケンス及びカットセットを示す。 

事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度を第1.2.1.d－6表，事故シー

ケンスグループ別の炉心損傷頻度寄与割合を第1.2.1.d－5図に示す。全交

流動力電源喪失の寄与が最も大きく，次いで崩壊熱除去機能喪失，高圧・

低圧注水機能喪失が続いている。事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻

度に対する主要な事故シーケンス及びカットセットを第1.2.1.d－7表に示

す。 

また，地震加速度区分別の炉心損傷頻度を第1.2.1.d－8表及び第1.2.1.d

－6図に示す。0.4Ｇ以下の地震加速度が小さい領域では，地震の発生頻度

は大きいものの起因事象又は緩和機能に係る機器等が損傷しにくいため，

炉心損傷頻度への寄与は小さい。地震加速度が増加すると，炉心損傷頻度

への寄与は増加する。炉心損傷頻度は，地震加速度区分0.8Ｇ～1.0Ｇで最

も大きく，次いで地震加速度区分1.0Ｇ～1.2Ｇとなっており，これは非常

用ディーゼル発電機関連設備（燃料移送系等）といった全交流動力電源喪

失の要因となる機器の損傷による影響が大きい。さらに地震加速度が増加

すると，地震による機器の損傷確率は増加するものの，地震の発生頻度が
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減少するため，地震加速度区分の炉心損傷頻度は減少傾向となる。 

なお，原子炉建物損傷，計装・制御系喪失等の炉心損傷直結事象につい

ては，事象進展の特定，詳細な事故シーケンスの定量化が困難であるため，

保守的に炉心損傷直結事象として整理している等，地震に対するプラント

の現実的な耐性が地震レベル１ＰＲＡの結果に現れているものではない。 

 

(3) 重要度解析，不確実さ解析及び感度解析 

ａ．重要度解析 

重要度解析では，炉心損傷頻度に有意な寄与を持つ機器故障，人的過

誤等を対象に，各基事象の全地震加速度区分における炉心損傷頻度の積

分値に対するＦＶ重要度を算出した。基事象別のＦＶ重要度の評価結果

を第1.2.1.d－9表に示す。 

燃料移送系配管，続いて原子炉補機海水系配管，原子炉補機海水ポン

プが挙がっており，いずれも全交流動力電源喪失の要因となる機器が上

位を占める結果となった。 

ｂ．不確実さ解析 

不確実さ解析では，確率論的地震ハザード，建物・構築物・機器フラ

ジリティ及びランダム故障に含まれる不確かさの要因を対象として不確

実さの伝播解析を実施し，全炉心損傷頻度について平均値，中央値，95％

確率値，５％確率値及び不確かさの指標としてＥＦを評価した。不確実

さ解析の結果を第1.2.1.d－7図に示す。 

c．感度解析 

本評価における解析上の仮定が炉心損傷頻度に与える影響の感度を確

認するため，以下のとおり感度解析を実施した。 

(a) 感度解析ケース１（完全独立） 

ベースケースでは，同種の機器間に耐力，応答の完全相関を仮定し

ているが，損傷の完全独立を仮定した場合の感度解析を実施した。 

損傷の完全独立の仮定は，リスク上重要な建物・構築物・機器を対

象にするものとし，具体的には，ＦＶ重要度の値が0.01以上の機器を

対象として選定した。ただし，原子炉建物といった損傷の完全相関を

仮定していないものは対象から除外するとともに，原子炉格納容器内

配管については，以下の理由から対象から除外した。 

原子炉格納容器内配管の完全独立を仮定した場合，まず個々の配管

の地震による損傷の程度（両端破断，亀裂等）に応じた原子炉冷却材

の漏えい規模を同定若しくは仮定して，成功基準を設定する必要があ

る。さらに，同一の地震動によって複数の配管破損が重畳する組合せ

を考慮し，配管損傷の規模に応じて起因事象を適切に分類する必要が

ある。これらの工学的判断は，事象が複雑であり判断基準が不明瞭で

あるため，判断の正当性・妥当性を確認することは技術的に困難なこ
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とから，原子炉格納容器内配管については対象から除外することとし

た。第1.2.1.d－10表に感度解析の対象機器を示す。 

炉心損傷頻度は，ベースケースの7.9×10－６／炉年に対し，感度解析

ケース１では5.5×10－６／炉年となり，約３割低減する結果となった。

事故シーケンスグループ別の感度解析結果を第1.2.1.d－8図，地震加

速度区分別の感度解析結果を第1.2.1.d－9図に示す。 

第1.2.1.d－9図からは，感度解析ケース１ではベースケースに比べ，

「全交流動力電源喪失」，「崩壊熱除去機能喪失」及び「高圧・低圧注

水機能喪失」の炉心損傷頻度が低減していることが分かる。これは，

非常用ディーゼル発電機関連設備（燃料移送系配管等），原子炉補機冷

却系関連設備（原子炉補機海水系配管等），残留熱除去系関連設備（残

留熱除去系電動弁等）について同種系統間で損傷の完全独立を仮定し

たことにより，これらの系統の地震による損傷確率が低下したためで

ある。 

(b) 感度解析ケース２（使命時間72時間） 

ベースケースでは，ランダム故障確率の使命時間を24時間と設定し

て評価したが，使命時間を72時間とした場合の感度解析を実施した。

これは，地震レベル１ＰＲＡでは，設計基準地震動を超える大規模な

地震動によって耐震重要度の高い設備の機能喪失が生じる事故シーケ

ンスを対象とするため，機能喪失した設備の修復及びサイト内，サイ

ト外からの支援に時間を要することが想定されることから，これらの

修復や支援が可能となるまでの時間に対する感度を確認するために設

定したものである。 

炉心損傷頻度は，ベースケースの7.9×10－６／炉年に対し，感度解析

ケース２では7.9×10－６／炉年と同等の結果となった。事故シーケンス

グループ別の感度解析結果を第1.2.1.d－10図，地震加速度区分別の感

度解析結果を第1.2.1.d－11図に示す。 

第1.2.1.d－11図の結果からは，ランダム故障による寄与が比較的大

きい低加速度領域において，炉心損傷頻度増加の影響が確認できる。 
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ー
ズ
に

亀
裂
が

確
認
さ
れ

て
い

る
が

，
排
気

筒
は
健
全
で
あ
っ
た
こ
と
が

確
認

さ
れ
て

い
る
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ
ー

ニ
ン
グ
ア
ウ
ト

 

斜
面

崩
壊
に

よ
る
原
子
炉
建
物
又
は
周

辺
構

造
物
へ

の
影
響
 

原
子

炉
建

物
周

辺
の

斜
面

を
評

価
し

た
結

果
，

基
準

地
震

動
に

よ
る
地
震
力
に
対
し

て
十

分
な
安

全
性
を

有
し
て
い

る
こ

と
が

確
認
さ

れ
た
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ
ー

ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

送
電

網
の
鉄

塔
な
ど
の
損
傷
に
伴
う
外

部
電

源
喪
失

へ
の
影
響
 

外
部

電
源
系

の
フ

ラ
ジ

リ
テ

ィ
は

，
耐

力
の

小
さ

い
セ

ラ
ミ

ッ
ク
イ
ン
シ
ュ
レ
ー
タ

で
代

表
さ
せ

て
お
り

，
送
電
網

周
り

の
影

響
を
包

絡
し
て
い

る
と
判
断

。
 

地
震
レ
ベ
ル
１

Ｐ
Ｒ
Ａ
で
考
慮

 

安
全

上
重
要

な
設
備
の
冷
却
に
使
用
可

能
な

給
水
源

の
停
止
に
伴
う
冷
却
水
枯

渇
の

影
響
 

原
子

炉
注

水
か

ら
除

熱
を

含
め

た
長

期
冷

却
の

た
め

の
水

源
に

つ
い
て
は
，
サ
プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ

ェ
ン

バ
に

期
待

す
る

こ
と

で
炉

心
冷

却
に

成
功

す
る
モ
デ
ル
と
し
て

お
り
，

外
部

水
源
に

期
待
し
て

い
な

い
。
 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ
ー

ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 



 

 

1.2.1-42 

 

 

第
1.
2
.1
.a
－
2表

 
地
震
に
よ
る
事
故
シ
ナ
リ
オ
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（

３
／

４
）
 

  
 

事
故
シ
ナ
リ
オ
 

分
 

 
析
 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
結
果
 

地
震

に
よ
る

安
全
機
能
へ
の
間
接
的
影
響
 

③
 

運
転
員

操
作
の
阻
害
に
よ
る
波
及
的
影
響
 

施
設

の
計
画

，
設
計
，
材
料
選
定
，
製

作
，

組
立
，

完
成
検
査
ま
で
の
ミ
ス
 

施
設

の
計

画
，

設
計

，
材

料
選

定
，

製
作

，
組

立
，

完
成

検
査

ま
で
の
ミ
ス

が
プ
ラ

ン
ト

に
与

え
る
影

響
を

，
定

量
的

に
評

価
す

る
手

法
は

確
立

さ
れ
て
い
な
い
が
，

設

備
の

設
計

・
製

作
・

施
工

の
各

段
階

に
お

け
る

品
質

保
証

活
動
で
適
正
に
管
理
さ
れ

て
い

る
た
め

，
評
価

へ
の
影
響

は
小

さ
い

と
考
え

ら
れ
る
。

 

工
学
的
判
断
に
よ
り
ス
ク
リ
ー

ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

地
震

後
の
運

転
員
に
よ
る
操
作
に
お
い

て
，

地
震
に

よ
る
高
ス
ト
レ
ス
を
受
け

た
条

件
下
で

引
き
起
こ
さ
れ
る
操
作
失

敗
 

地
震

後
の

混
乱

に
伴

う
高

ス
ト

レ
ス

状
態

は
運

転
員

操
作

の
阻

害
要

因
と

な
り

え

る
。
 

地
震
レ
ベ
ル
１

Ｐ
Ｒ
Ａ
で
考
慮

 

変
圧

器
等
碍

子
類
の
損
傷
に
よ
る
サ
イ

ト
停

電
に
伴

う
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
操
作
の

支
障
 

地
震

要
因
に

よ
る
設

備
の
損
傷

状
態

は
様

々
で
あ

り
，
地
震

後
の
初
期
段
階
で
機
器

そ
の

も
の
の

復
旧
に

期
待
す
る

こ
と

は
現

実
的
で

は
な
い
と

考
え
ら
れ
る
。
 

ま
た

，
複

数
基

同
時

被
災

の
影

響
並

び
に

損
傷

の
相

関
性

を
考

慮
す
る
と
，
他
号
機

に
お

い
て
も

同
様
な

事
象
が
発

生
し

て
い

る
可
能

性
が
あ
る

。
 

損
傷

機
器

の
復

旧
や

他
号

機
か

ら
の

電
源

融
通

に
は

期
待

し
な

い
。
 

地
盤

液
状
化

，
よ
う
壁
損
傷
に
よ
る
構

内
通

行
支
障
 

地
震

発
生

後
，

原
子

力
発

電
所

構
内

の
道

路
に

陥
没

，
段

差
，

亀
裂
等
の
損
傷
が
発

生
し

，
構

内
通

行
に

支
障

が
出

る
可

能
性

が
あ

る
が

，
本

評
価

で
は
現
場
操
作
に
期

待
し

て
い
な

い
た
め

，
構
内
通

行
支

障
に

よ
る
影

響
は
な
い

。
 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ
ー

ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

二
次

部
材
損

傷
に
よ
る
運
転
員
等
従
業

員
へ

の
影
響
 

施
設

内
の

損
壊

物
や

地
震

動
に

よ
る

飛
来

物
が

運
転

員
等

を
傷

付
け
，
操
作
を
妨
げ

る
可

能
性

が
あ

る
が

，
中

央
制

御
室

付
近

に
お

い
て

，
運

転
員

操
作
を
著
し
く
妨
げ

る
よ

う
な
物

体
は
基

本
的
に
は

な
い

も
の

と
考
え

ら
れ
る
。

 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ
ー

ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
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第
1.
2
.1
.a
－
2表

 
地
震
に
よ
る
事
故
シ
ナ
リ
オ
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
（

４
／

４
）
 

事
故
シ
ナ
リ
オ
 

分
 

 
析
 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
結
果
 

余
震

に
よ
る
地
震
動
の
安
全
機
能
へ
の
影
響
 

余
震

に
よ
る
炉
心
損
傷
へ
の
影
響
評

価
 

地
震

Ｐ
Ｓ
Ａ

学
会
標

準
で
は
余

震
の

評
価

手
法
が

例
示
さ
れ

て
い
る
が
，
系
統
的
な
評

価
手

法
は
確

立
さ
れ

て
お
ら
ず

，
余

震
に

よ
る

影
響
は

今
後

の
課
題
と
考
え
る
が
，
以

下
の
と

お
り

評
価
へ

の
影
響
は

小
さ

い
と

考
え
ら

れ
る
。
 

・
本

震
を
上

回
る
よ

う
な
余
震

は
稀

有
で

あ
る
。
 

・
本
震

に
よ
る

地
震
力

を
下
回

る
余

震
に

よ
る
地

震
力
に
よ

る
施
設
の
損
傷
モ
ー
ド

と
し

て
は
，
疲
労

破
損
が

挙
げ

ら
れ

る
。
配
管

系
は
旧

独
立
行
政
法
人

原
子
力
安

全
基

盤
機
構

の
配
管

系
終
局
強

度
試

験
に

お
い
て

，
低

サ
イ
ク
ル
疲
労
強
度
は
設

計
疲

れ
線
図

を
上
回

る
強
度
で

あ
り

，
破
損

に
対
し

て
非
常
に
大
き
な
安
全
裕
度

を
有

し
て
い

る
。
 

・
動

的
機

器
の
機

能
維
持

を
確

認
す

る
試

験
は
，
試
験

体
に
対
し
て
段
階
的
に
加
振

レ
ベ

ル
を
上

げ
な
が

ら
繰
り
返

し
試

験
を

実
施
し

て
い
る
。
動
的
機
器
は
機
能
維

持
が

確
認
さ

れ
た
最

大
加
速
度

を
現

実
的

耐
力
と

し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
余
震
に

よ
る

影
響
を

含
め
た

フ
ラ
ジ
リ

テ
ィ

評
価

と
な
っ

て
い
る
。

 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 

（
今
後
の
課
題
）
 

経
年

劣
化
を
考
慮
し
た
場
合
の
影
響
 

経
年

劣
化
事
象
を
考
慮
し
た
場
合
の

炉
心

損
傷
へ
の
影
響
評
価
 

建
物

に
つ
い

て
は
経

年
変
化
に

よ
る

強
度

低
下
の

可
能
性
は

小
さ
い
と
考
え
ら
れ
，
定

期
的

な
点

検
と

保
全

を
計

画
的

に
実

施
し

て
い

る
こ

と
か

ら
経

年
劣

化
が

構
造

物
の

耐
震

性
に
与

え
る
影

響
は
小
さ

い
も

の
と

考
え
ら

れ
る
。

 

ま
た

，
機

器
に

つ
い

て
は

保
全

に
よ

り
，

耐
震

上
大

き
な

影
響

が
生

じ
な

い
よ

う
管

理
・

対
処
す

る
こ
と

と
し
て
い

る
。
 

工
学

的
判

断
に

よ
り

ス
ク

リ

ー
ニ
ン
グ
ア
ウ
ト
 



 

1.2.1-44 

第1.2.1.a－3表 地震レベル１ＰＲＡ評価対象建物・構築物・機器リスト（１／７） 

   

中央値(G)
βr
βu

0.50
0.32
0.29
3.23
0.36
0.15
2.47
0.22
0.24
1.74
0.20
0.22
2.55
0.22
0.24
2.38
0.22
0.24
5.10
0.20
0.22
2.25
0.22
0.24
4.95
0.27
0.26
8.71
0.27
0.26
5.26
0.27
0.26
6.88
0.27
0.26
2.10
0.27
0.26
1.68
0.25
0.24
6.48
0.61
0.15
4.37
0.16
0.15
4.11
0.14
0.25
3.40
0.22
0.21
3.95
0.22
0.25
2.26
0.26
0.26

起因事象／
影響緩和機能

設　　備 損傷モード 評価部位 HCLPF(G)

外部電源喪失
セラミック
インシュレータ

構造損傷 セラミック 0.18

原子炉建物損傷 原子炉建物 構造損傷 － 1.39

原子炉格納容器損傷 原子炉格納容器 構造損傷 シヤラグ 1.16

原子炉格納容器損傷
原子炉格納容器
スタビライザ

構造損傷 フランジボルト 0.87

原子炉格納容器損傷
原子炉圧力容器
ペデスタル

構造損傷 円筒部 1.19

原子炉圧力容器損傷 原子炉圧力容器 構造損傷 ボルト 1.11

原子炉圧力容器損傷 ガンマ線遮蔽壁 構造損傷 胴 2.55

原子炉圧力容器損傷
原子炉圧力容器
スタビライザ

構造損傷 ロッド 1.05

格納容器バイパス 主蒸気隔離弁 機能損傷
－

(水平方向評価)
2.06

格納容器バイパス
原子炉隔離時冷却系
隔離弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
3.63

格納容器バイパス 原子炉浄化系隔離弁 機能損傷
－

(水平方向評価)
2.19

格納容器バイパス 給水系逆止弁 機能損傷
－

(水平方向評価)
2.87

格納容器バイパス
原子炉隔離時冷却系
配管

構造損傷 サポート 0.88

Excessive
ＬＯＣＡ

原子炉格納容器内
配管（ＰＬＲ配管）

構造損傷 配管本体 0.75

制御室建物損傷 制御室建物 構造損傷 － 1.85

廃棄物処理建物損傷 廃棄物処理建物 構造損傷 － 2.62

計装・制御系喪失 制御盤 機能損傷
－

(鉛直方向評価)
2.16

計装・制御系喪失 計装ラック 機能損傷
－

(水平方向評価)
1.67

計装・制御系喪失
計装用無停電
交流電源設備

機能損傷
－

(水平方向評価)
1.82

計装・制御系喪失 ケーブル・トレイ 構造損傷 サポート 0.96



 

1.2.1-45 

第1.2.1.a－3表 地震レベル１ＰＲＡ評価対象建物・構築物・機器リスト（２／７） 

 

  

中央値(G)
βr
βu

5.15
0.22
0.25
8.97
0.20
0.17
3.95
0.22
0.25
2.33
0.27
0.26
3.80
0.20
0.17
2.10
0.27
0.26
3.40
0.22
0.21
2.72
0.22
0.21
1.52
0.25
0.25
1.53
0.14
0.18
3.57
0.22
0.21
3.77
0.20
0.17
3.37
0.20
0.17
1.39
0.20
0.17
5.40
0.20
0.17
3.80
0.14
0.21

起因事象／
影響緩和機能

設　　備 損傷モード 評価部位 HCLPF(G)

直流電源 直流母線盤 機能損傷
－

(水平方向評価)
2.37

直流電源 蓄電池 構造損傷 ボルト 4.87

直流電源 充電器盤 機能損傷
－

(水平方向評価)
1.82

交流電源 燃料移送系逆止弁 機能損傷
－

(水平方向評価)
0.97

交流電源
非常用ディーゼル発電設備非
常用ディーゼル室送風機

構造損傷 ボルト 2.06

交流電源
非常用ディーゼル発
電設備

構造損傷 サポート 0.88

交流電源 非常用母線メタクラ 機能損傷
－

(水平方向評価)
1.67

交流電源
非常用コントロール
センタ

機能損傷
－

(水平方向評価)
1.34

交流電源 燃料移送系配管 構造損傷 配管本体 0.67

交流電源
非常用ディーゼル発
電設備燃料移送ポン
プ

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
0.90

交流電源 非常用ロードセンタ 機能損傷
－

(水平方向評価)
1.76

交流電源
非常用ディーゼル発
電設備空気だめ

構造損傷 胴板 2.05

交流電源
非常用ディーゼル発電設
備ディーゼル燃料デイタ
ンク

構造損傷 ボルト 1.83

交流電源
非常用ディーゼル発電設
備燃料貯蔵タンク

構造損傷 ボルト 0.75

交流電源 非常用母線変圧器 構造損傷 ボルト 2.93

交流電源
屋外配管ダクト
（タービン建物～排
気筒）

構造損傷 － 2.13



 

1.2.1-46 

第1.2.1.a－3表 地震レベル１ＰＲＡ評価対象建物・構築物・機器リスト（３／７） 

  

中央値(G)
βr
βu

2.66
0.14
0.21
1.99
0.29
0.15
6.30
0.28
0.26
2.33
0.27
0.26
2.26
0.20
0.17
3.68
0.14
0.18
1.42
0.22
0.18
2.33
0.29
0.27
1.72
0.27
0.25
2.59
0.27
0.25
1.65
0.22
0.27
2.10
0.27
0.26
1.60
0.26
0.26
2.60
0.20
0.17
2.01
0.20
0.17
8.21
0.20
0.17
2.66
0.20
0.22
3.73
0.24
0.25
2.34
0.22
0.23

起因事象／
影響緩和機能

設　　備 損傷モード 評価部位 HCLPF(G)

補機冷却系 取水槽 構造損傷 － 1.49

補機冷却系 タービン建物 構造損傷 － 0.96

補機冷却系
原子炉補機冷却系
逆止弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
2.58

補機冷却系
原子炉補機海水系
逆止弁

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
0.97

補機冷却系
原子炉補機冷却系
熱交換器

構造損傷 ボルト 1.23

補機冷却系
原子炉補機冷却水
ポンプ

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
2.17

補機冷却系
原子炉補機海水
ポンプ

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.73

補機冷却系
原子炉補機冷却系
電動弁（ゲート）

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.92

補機冷却系
原子炉補機冷却系
電動弁（グローブ）

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.73

補機冷却系
原子炉補機冷却系
空気作動弁
（バタフライ）

機能損傷
－

(水平方向評価)
1.10

補機冷却系
原子炉補機海水系
電動弁
（バタフライ）

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
0.74

補機冷却系
原子炉補機冷却系
配管

構造損傷 サポート 0.88

補機冷却系
原子炉補機海水系
配管

構造損傷 配管本体 0.68

補機冷却系
原子炉補機海水
ストレーナ

構造損傷 ボルト 1.41

補機冷却系
原子炉補機冷却系
サージタンク

構造損傷 ボルト 1.09

補機冷却系
原子炉補機冷却水
ポンプ熱交換器室
冷却機

構造損傷 ボルト 4.46

スクラム系 炉心支持板 構造損傷 支持板 1.33

スクラム系 燃料集合体 機能損傷 燃料集合体 1.66

スクラム系 制御棒案内管 構造損傷 長手中央部 1.11
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第1.2.1.a－3表 地震レベル１ＰＲＡ評価対象建物・構築物・機器リスト（４／７） 

  

中央値(G)
βr
βu

4.40
0.25
0.25
3.22
0.24
0.34
2.77
0.27
0.26
2.51
0.22
0.23
2.11
0.23
0.28
3.10
0.20
0.22
6.15
0.20
0.22
9.01
0.27
0.26
2.39
0.27
0.26
2.02
0.27
0.26
1.72
0.27
0.25
2.10
0.27
0.26
2.92
0.14
0.18
2.92
0.14
0.18
1.68
0.22
0.24
5.66
0.22
0.25
7.68
0.20
0.17
4.33
0.22
0.25
4.78
0.22
0.21
12.16
0.20
0.17

起因事象／
影響緩和機能

設　　備 損傷モード 評価部位 HCLPF(G)

スクラム系 水圧制御ユニット 構造損傷 フレーム 1.93

スクラム系
制御棒駆動機構
ハウジング

構造損傷
制御棒駆動機構

ハウジング
1.24

スクラム系 制御棒駆動系配管 構造損傷 サポート 1.16

スクラム系 炉心シュラウド 構造損傷 下部胴 1.19

スクラム系 シュラウドサポート 構造損傷 サポートレグ 0.91

スクラム系 上部格子板 構造損傷 グリッドプレート 1.55

スクラム系
制御棒駆動機構ハウ
ジングレストレント
ビーム

構造損傷 一般部 3.08

逃がし安全弁開放／
再閉鎖

逃がし安全弁 機能損傷
－

(水平方向評価)
3.76

原子炉隔離時冷却系
原子炉隔離時冷却系
逆止弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
1.00

原子炉隔離時冷却系
原子炉隔離時冷却系
電動弁(ゲート)

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.84

原子炉隔離時冷却系
原子炉隔離時冷却系
電動弁（グローブ）

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.73

原子炉隔離時冷却系
原子炉隔離時冷却系
配管

構造損傷 サポート 0.88

原子炉隔離時冷却系
原子炉隔離時冷却
ポンプ

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
1.72

原子炉隔離時冷却系
原子炉隔離時冷却
ポンプ駆動用蒸気
タービン

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
1.72

原子炉隔離時冷却系
サプレッション・
チェンバ

構造損傷 ベースプレート 0.79

原子炉隔離時冷却系 230V直流母線盤 機能損傷
－

(水平方向評価)
2.61

原子炉隔離時冷却系 230V蓄電池 構造損傷 ボルト 4.17

原子炉隔離時冷却系 230V充電器盤 機能損傷
－

(水平方向評価)
1.99

原子炉隔離時冷却系
原子炉隔離時冷却系
直流コントロールセ
ンタ

機能損傷
－

(水平方向評価)
2.35

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
ポンプ室冷却機

構造損傷 ボルト 6.60
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第1.2.1.a－3表 地震レベル１ＰＲＡ評価対象建物・構築物・機器リスト（５／７） 

  

中央値(G)
βr
βu

2.33
0.27
0.26
2.92
0.14
0.18
2.22
0.27
0.26
1.41
0.25
0.24
1.68
0.22
0.24
8.04
0.20
0.17
2.10
0.27
0.26
3.77
0.20
0.17

6.32
0.20
0.17
1.39
0.20
0.17
1.52
0.25
0.25
2.33
0.27
0.26
1.53
0.14
0.18
5.13
0.22
0.21
13.51
0.20
0.17
5.49
0.22
0.21
3.80
0.14
0.21
2.66
0.14
0.21
1.99
0.29
0.15
2.33
0.27
0.26

起因事象／
影響緩和機能

設　　備 損傷モード 評価部位 HCLPF(G)

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
逆止弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.97

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
ポンプ

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
1.72

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
電動弁(ゲート)

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.93

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
配管

構造損傷 配管本体 0.63

高圧炉心スプレイ系
サプレッション・
チェンバ

構造損傷 ベースプレート 0.79

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備
非常用ディーゼル室送風機

構造損傷 ボルト 4.37

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
非常用ディーゼル
発電設備

構造損傷 サポート 0.88

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
非常用ディーゼル
発電設備空気だめ

構造損傷 胴板 2.05

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系

非常用ディーゼル発電設備
ディーゼル燃料デイタンク

構造損傷 ボルト 3.43

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
非常用ディーゼル発電設備燃

料貯蔵タンク
構造損傷 ボルト 0.75

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系

非常用ディーゼル発電設備燃
料移送系配管

構造損傷 配管本体 0.67

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
非常用ディーゼル発電設備燃

料移送系逆止弁
機能損傷

－
(水平方向評価)

0.97

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系

非常用ディーゼル発電設備燃
料移送ポンプ

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
0.9

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
非常用母線メタクラ

機能損傷
－

(水平方向評価)
2.52

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
非常用母線変圧器

構造損傷 ボルト 7.34

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
非常用コントロール
センタ

機能損傷
－

(水平方向評価)
2.70

高圧炉心スプレイ系
屋外配管ダクト
（タービン建物～排
気筒）

構造損傷 － 2.13

高圧炉心スプレイ系 取水槽 構造損傷 － 1.49

高圧炉心スプレイ系 タービン建物 構造損傷 － 0.96

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機冷却系逆止弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.97
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第1.2.1.a－3表 地震レベル１ＰＲＡ評価対象建物・構築物・機器リスト（６／７） 

  

中央値(G)
βr
βu

2.33
0.27
0.26
6.47
0.20
0.17
2.78
0.14
0.18
1.42
0.22
0.18
1.47
0.21
0.26
1.41
0.25
0.24
1.41
0.25
0.24
3.62
0.20
0.17
9.65
0.20
0.17
7.70
0.22
0.25
35.74
0.20
0.17
5.90
0.22
0.25
9.01
0.27
0.26
6.32
0.27
0.26
5.14
0.25
0.24

109.97
0.20
0.16
9.61
0.20
0.17
2.33
0.27
0.26
2.09
0.25
0.25
2.92
0.14
0.18

起因事象／
影響緩和機能

設　　備 損傷モード 評価部位 HCLPF(G)

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機海水系逆止弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.97

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機冷却系熱交換器

構造損傷 胴板 3.51

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機冷却水ポンプ

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
1.64

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機海水ポンプ

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.73

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機海水系電動弁
（バタフライ）

機能損傷
－

(鉛直方向評価)
0.68

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機冷却系配管

構造損傷 配管本体 0.63

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機海水系配管

構造損傷 配管本体 0.63

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機海水ストレーナ

構造損傷 ボルト 1.97

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ
補機冷却系サージ
タンク

構造損傷 ボルト 5.24

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
直流母線盤

機能損傷
－

(水平方向評価)
3.55

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
蓄電池

構造損傷 ボルト 19.41

高圧炉心スプレイ系
高圧炉心スプレイ系
充電器盤

機能損傷
－

(水平方向評価)
2.72

減圧 逃がし安全弁 機能損傷
－

(水平方向評価)
3.76

減圧
逃がし安全弁窒素ガ
ス供給系空気作動弁
（グローブ）

機能損傷
－

(水平方向評価)
2.64

減圧
逃がし安全弁窒素ガ
ス供給系配管

構造損傷 配管本体 2.29

減圧
逃がし安全弁アキュ
ムレータ

構造損傷 胴板 60.72

低圧注水系
残留熱除去ポンプ室
冷却機

構造損傷 ボルト 5.22

低圧注水系
残留熱除去系
逆止弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.97

低圧注水系
残留熱除去系熱
交換器

構造損傷 ボルト 0.92

残留熱除去ポンプ 機能損傷
－

(鉛直方向評価)
1.72低圧注水系
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第1.2.1.a－3表 地震レベル１ＰＲＡ評価対象建物・構築物・機器リスト（７／７） 

 

中央値(G)
βr
βu

2.02
0.27
0.26
2.10
0.27
0.26
1.68
0.22
0.24
9.61
0.20
0.17
2.33
0.27
0.26
2.09
0.25
0.25
2.92
0.14
0.18
2.02
0.27
0.26
2.10
0.27
0.26
1.88
0.28
0.26
1.68
0.22
0.24

起因事象／
影響緩和機能

設　　備 損傷モード 評価部位 HCLPF(G)

低圧注水系
残留熱除去系
電動弁(ゲート)

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.84

低圧注水系
残留熱除去系
配管

構造損傷 サポート 0.88

低圧注水系
サプレッション・
チェンバ

構造損傷 ベースプレート 0.79

残留熱除去系
残留熱除去ポンプ室
冷却機

構造損傷 ボルト 5.22

残留熱除去系
残留熱除去系
逆止弁

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.97

残留熱除去系
残留熱除去系
熱交換器

構造損傷 ボルト 0.92

残留熱除去系 残留熱除去ポンプ 機能損傷
－

(鉛直方向評価)
1.72

残留熱除去系
残留熱除去系
電動弁(ゲート)

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.84

残留熱除去系
配管

構造損傷 サポート 0.88

残留熱除去系
残留熱除去系
電動弁(グローブ)

機能損傷
－

(水平方向評価)
0.77

残留熱除去系

残留熱除去系
サプレッション・
チェンバ

構造損傷 ベースプレート 0.79
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※
１
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確
か
さ
を
考
慮
し
た
 

ケ
ー
ス
 

―
※
４
 

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
の
不
確
か
さ
を
考
慮
 

し
た
ケ
ー
ス
（
一
塊
：
横
長
）

 
―

※
３
 

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
の
不
確
か
さ
を
考
慮
 

し
た
ケ
ー
ス
（
一
塊
：
縦
長
）

 
―

※
３
 

中
越
沖
地
震
の
短
周
期
レ
ベ
ル
の
 

不
確
か
さ
を
考
慮
し
た
ケ
ー
ス

 
―

※
４
 

断
層
位
置
の
不
確
か
さ
を
考
慮
し
た
 

ケ
ー
ス
 

53
 

―
※
３
 

1
67
0
0年

(Ｂ
級
) 

8
87
0
0年

(Ｃ
級
) 

※
１

 基
本
震
源
モ
デ
ル
の
断
層
パ
ラ
メ
ー
タ
 

断
層
長
さ

（
48
km
），

断
層
傾
斜
角
（
70

°
），

破
壊
伝
播
速
度
（
0.
72
Vs
），

す
べ
り
角
（
18
0°

），
ア
ス

ペ
リ
テ
ィ
（
３
個
），

短
周
期
レ
ベ
ル
（
レ
シ
ピ
）
 

※
２

 Ｍ
と

Xe
q
の
関
係
よ
り
，
距
離
減
衰
式
と
し
て
用
い
る
耐
専
式
の
適
用
範
囲
外
に
な
る
武
村

(1
99
8)

（
13

）
に
よ
る
地
震
規
模
Ｍ
は
考
慮
し
な
い
。
 

※
３

 Ｍ
と

Xe
q
の
関
係
よ
り
，
距
離
減
衰
式
と
し
て
用
い
る
耐
専
式
の
適
用
範
囲
外
に
な
る
評
価
ケ
ー
ス
は
考
慮
し
な
い
。
 

※
４

 断
層
モ
デ
ル
を
用
い
た
手
法
に
お
い
て
設
定
す
る
微
視
的
パ
ラ
メ
ー
タ
の
不
確
か
さ
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
距

離
減
衰
式
の
評
価
ケ
ー
ス
と
し
て
は
考
慮
し
な
い
。
 

※
５

 松
田
(1
97

5)
（

14
）
に
よ
る
地
震
規
模
に
基
づ
く
平
均
活
動
間
隔
を
一
例
と
し
て
示
す
（
松
田

(1
97
5)

（
14

）
に
よ
る
地
震
規
模
と
す
べ
り
量
の
関
係
式
か
ら
求
ま
る
す
べ
り
量

と
，
奥
村

・
石
川
(1
99
8)

（
1
6）
に
記
載
の
平
均
変
位
速
度

よ
り
平
均
活
動
間
隔
を
算
定
）。
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第
1.
2.
1.
b
－
3表

 
敷
地
周
辺
の
活
断
層
諸
元

（
主
要
な
活
断
層
に
よ
る
地
震
）

 

No
 

断
層
名
 

断
層
長
さ

（
km
）
 

 
地
震
規
模
Ｍ
 

等
価
震
源
距
離
 

(
k
m
) 

平
均
活
動
間
隔

※
 

（
活
動
度
）
 

松
田
(1
97
5)

 （
14

）
 

武
村

(1
99
8)

 （
13

）
 

入
倉
・
三
宅
(
2
00
1
) 

（
1
2
）  

武
村
(
19
9
0
) 

（
15

）
 

３
 

大
社

衝
上
断
層
 

28
 

7.
2 

7.
4 

7
.
2 

2
4
.
8 

4
45
0
0年

(
Ｃ
級

) 

４
 

Ｆ
Ｋ
－
１
断
層
 

19
 

7.
0 

7.
1 

6
.
9 

3
1
.
5 

6
3
0
0年

(
Ｂ
級

) 

3
37
0
0年

(
Ｃ
級

) 

５
 

Ｋ
－

１
撓

曲
＋

Ｋ
－

２
撓

曲

＋
Ｆ

Ｋ
Ｏ
断
層
 

36
 

7.
4 

7.
5 

7
.
4 

5
2
.
8 

1
10
0
0年

(
Ｂ
級

) 

5
86
0
0年

(
Ｃ
級

) 

６
 

Ｋ
－

４
撓

曲
＋

Ｋ
－

６
撓

曲

＋
Ｋ

－
７
撓
曲
 

19
 

7.
0 

7.
1 

6
.
9 

1
8
.
1 

6
3
0
0年

(
Ｂ
級

) 

3
37
0
0年

(
Ｃ
級

) 

７
 

鳥
取

沖
西

部
断

層
＋

鳥
取

沖

東
部

断
層
 

98
 

8.
2 

8.
3 

8
.
1 

7
1
.
0 

3
33
0
0年

(
Ｂ
級

) 

1
7
70
0
0年

(Ｃ
級

) 

８
 

大
田

沖
断
層
 

53
 

7.
7 

7.
8 

7
.
7 

6
4
.
0 

1
67
0
0年

(
Ｂ
級

) 

8
87
0
0年

(
Ｃ
級

) 

９
 

Ｆ
５

７
断
層
 

10
8 

8.
2 

8.
3 

8
.
2 

9
0
.
0 

3
33
0
0年

(
Ｂ
級

) 

1
7
70
0
0年

(Ｃ
級

) 

※
 
松
田

(1
97
5)

（
14
）
に
よ
る
地
震
規
模
に
基
づ

く
平
均
活
動
間
隔
を
一
例
と
し
て
示
す
（
松
田
(1
97
5)

（
14

）
に
よ
る
地
震
規
模
と
す
べ
り
量
の
関
係
式
か

ら
求

ま
る

す
べ

り
量

と
，

奥
村
・
石
川
(1
99
8)

（
16
）
に
記
載
の
平
均
変
位
速
度

よ
り
平
均
活
動
間
隔
を
算
定
）。
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第1.2.1.b－4表 敷地周辺の活断層諸元（その他の活断層による地震） 

No 断層名 
断層長さ

（km） 

地震規模

Ｍ※1 

等価震源距離 

(km) 

 平均活動間隔 

（活動度） 

10 田の戸断層 ５ 6.9 16.0 29400年（Ｃ級）
※2
 

11 大船山東断層 ４ 6.9 16.1 29400年（Ｃ級）
※2
 

12 仏経山北断層 ５ 6.9 26.2 29400年（Ｃ級）
※2
 

13 東来待－新田畑断層 11 6.9 20.2 29400年（Ｃ級）
※2
 

14 柳井断層 ２ 6.9 18.3 29400年（Ｃ級）
※2
 

15 三刀屋北断層 ７ 6.9 32.1 29400年（Ｃ級）
※2
 

16 半場－石原断層 ５ 6.9 25.7 29400年（Ｃ級）
※2
 

17 布部断層 ８ 6.9 32.1 29400年（Ｃ級）
※2
 

18 東忌部断層 ３ 6.9 17.3 29400年（Ｃ級）
※2
 

19 山王寺断層 ３ 6.9 22.2 29400年（Ｃ級）
※2
 

20 大井断層 ５ 6.9 16.0 29400年（Ｃ級）
※2
 

21 Ｆｈ－１断層 ７ 6.9 34.3  29400年（Ｃ級）
※2
 

22 Ｆｈ－２断層 ５ 6.9 44.2  29400年（Ｃ級）
※2
 

23 Ｆｈ－３断層 5.5 6.9 43.2  29400年（Ｃ級）
※2
 

24 Ｆｈ－４断層 4.5 6.9 50.4  29400年（Ｃ級）
※2
 

25 鹿野－吉岡断層 26 7.2 105.8  6900年
※3
 

26 那岐山断層帯 32 7.3 100.3 38500年
※3
 

27 筒賀断層 58 7.8 123.1 12000年
※4
 

28 日南湖断層 13 6.9 48.5 20000年
※4
 

29 岩坪断層 10 6.9 101.0 20000年
※4
 

30 安田断層 ５ 6.9 90.5 20000年
※4
 

31 角ヶ山南断層 ６ 6.9 99.1 29400年（Ｃ級）
※2
 

32 債原断層 3.3 6.9 91.9 29400年（Ｃ級）
※2
 

33 尾田断層 2.5 6.9 72.4 29400年（Ｃ級）
※2
 

34 大立断層 １ 6.9 67.3 29400年（Ｃ級）
※2
 

35 庄原断層 10 6.9 75.5 29400年（Ｃ級）
※2
 

36 上布野・二反田断層 ７ 6.9 75.2 29400年（Ｃ級）
※2
 

37 山内断層 ８ 6.9 78.5 29400年（Ｃ級）
※2
 

38 畠敷南断層 ５ 6.9 82.0 29400年（Ｃ級）
※2
 

39 船佐断層 ６ 6.9 89.0 29400年（Ｃ級）
※2
 

※1 孤立した短い活断層（断層長さ18km未満）については，震源断層が地震発生層（深さ２～20km）

の上限から下限まで拡がっているものと仮定し，断層幅18km，断層長さ18kmでモデル化し，

松田(1975)（14）に基づきＭ6.9として設定。 

※2 松田(1975)（14）による地震規模とすべり量の関係式から求まるすべり量と，奥村・石川

(1998)（16）に記載の平均変位速度より平均活動間隔を算定。 

※3 地震調査研究推進本部(2016)（１）に記載の平均活動間隔の中央値。 

※4 地震調査研究推進本部(2016)（１）に記載の平均活動間隔。 
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第1.2.1.b－5表 宍道断層による地震の発生頻度 

(a) 地質調査結果 

 設定値 設定根拠 

最新活動 
時期 

 3000年前 

 7000年前 

11000年前 

･南講武におけるトレンチ調査結果より，宍道断層は約 25000 年前以

降に２回活動があり，最新活動時期は約 3000～11000年前の期間と

推定。3000～11000 年前を「イベント１」，11000～25000 年前を「イ

ベント２」とした。 

･最新活動時期はイベント１期間の(新)3000年前，(中間)7000年前，

(古)11000年前に設定。 

･平均活動間隔はイベント１と２のそれぞれの期間の(新),(中

間),(古)を対応させて，(新)3000～11000年前の8000年，(中間)7000

～18000年前の11000年，(古)11000～25000年前の14000年に設定。 

平均活動 
間隔 

 8000年 

11000年 

14000年 

イメージ図 

 

(b) 地震調査研究推進本部(2016)（１） 

 設定値 設定根拠 

最新活動 
時期 

1137年前 

3700年前 

4800年前 

5900年前 

･地震調査研究推進本部(2016)（１）によると，宍道(鹿島)断層の活動

時期は奈良時代～鎌倉時代，約3700～5900年前，約7300～11000年

前，最新活動時期は約3700～5900年前であった可能性もあり，平均

活動間隔は約3300～4900年とされている。渡辺ほか(2006)（17）では，

鹿島断層の奈良時代～鎌倉時代の最新活動は，880年出雲の地震に

対応する可能性が高いとされている。出雲の地震に対応する1137

年前を「イベント１」，3700～5900年前を「イベント２」とした。 

･最新活動時期はイベント１の1137年前と，イベント２期間の

(新)3700年前，(中間)4800年前，(古)5900年前に設定。 

･平均活動間隔は地震調査研究推進本部(2016)（１）に示される間隔の

(短)3300年，(中間)4100年，(長)4900年に設定。 

平均活動 
間隔 

3300年 

4100年 

4900年 

イメージ図 
 

 

(c)［新編］日本の活断層（２），今泉ほか(2018)（18） 

 設定値 設定根拠 

活動度 
Ｂ級 

Ｃ級 

･［新編］日本の活断層（２）によると，宍道断層に該当する法田，高

尾山，森山，宍道断層[北][南]，古浦東方の活動度はＣ級とされ，

今泉ほか(2018)（18）によると，宍道 （鹿島）断層帯の活動度はＢ～

Ｃ級とされていることから，活動度をＢ級，Ｃ級に設定。 

平均活動 
間隔 

12600年(Ｂ級) 

67300年(Ｃ級) 

･松田(1975)（14）による地震規模Ｍとすべり量Ｄ(m)の関係式［logＤ

=0.6Ｍ－4.0］から求まるすべり量と，奥村・石川(1998)（16）に記載

の平均変位速度Ｓ(mm/年)［Ｂ級：0.25，Ｃ級：0.047］より平均活

動間隔Ｔ(年)［Ｔ＝1,000Ｄ／Ｓ］を算定し，12600年(Ｂ級)，67300

年(Ｃ級)に設定。 

現在3700年前5900年前 (イベント１)
1137年前

(イベント２)

4800年前

現在11000年前25000年前 3000年前
(イベント２)

8000年

11000年

(イベント１)

14000年

7000年前18000年前
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第1.2.1.b－6表 対象領域の最大Ｍの設定値 

文献 対象領域 最大Ｍ 根拠となる歴史地震 

萩原(1991)（３） 

Ｌ２
※１ 7.3 2000年鳥取県西部地震 

Ｍ※２ 

6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震 

6.9 2007年能登半島地震 

垣見ほか(2003)（４） 

１０Ｃ４ 7.0 868年播磨・山城の地震 

１０Ｃ５ 7.3 2000年鳥取県西部地震 

１０Ｄ１ 6.6，6.8，7.0 1729年能登の地震 

１０Ｄ２ 6.6 1940年島根県沖の地震 

※1 萩原(1991)（３）のＬ２領域における最大Ｍは1872年浜田地震による7.1±0.2であるが，萩原

(1991)（３）以降に起こった2000年鳥取県西部地震のＭは7.3であり，1872年浜田地震のＭ以上

となることから，最大Ｍを7.3に設定。 

※2 萩原(1991)（３）のＭ領域における最大Ｍは1729年能登の地震による6.6～7.0であるが，萩原

(1991)（３）以降に起こった2007年能登半島地震のＭは6.9であり，1729年能登の地震のＭの中

央値より大きく，上限値より小さいことから，それぞれの地震を考慮して最大Ｍを設定。 
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第1.2.1.b－7表 ロジックツリーの分岐及び重み付けの考え方（１／３） 

 

(a) 宍道断層による地震 

項目 分岐 重み 考え方 

評価ケース 
 

基本震源モデル 1/2 

基本震源モデルと不確かさ

ケースの分岐の重みを１：

１とし，不確かさケースの

それぞれの分岐の重みは等

配分した。 

不確かさを考慮したケース 

（９ケース) 
1/18 

評価ケース 

 

基本震源モデル 1/2 

不確かさを考慮したケース 

（１ケース） 
1/2 

地震規模 

入倉・三宅(2001)（12） 1/2 
２つの算定式の分岐とし，

重みは等配分した。 
武村(1998)（13） 1/2 

発生頻度の 

モデル 

地質調査結果 1/3 

３つの知見の分岐とし，重

みは等配分した。 
地震調査研究推進本部(2016)（１） 1/3 

[新編]日本の活断層（２） 

今泉ほか(2018)（18） 
1/3 

最新活動時期 

地質調査 

結果 

3000年前 1/3 
調査結果に基づく３つの設

定値の分岐とし，重みは等

配分した。 

7000年前 1/3 

11000年前 1/3 

地震調査研

究推進本部

(2016)（１） 

1137年前 1/2 1137年前（880年出雲の地震

に対応）と他の設定値の分

岐の重みを１：１とし，他

の設定値のそれぞれの分岐

の重みは等配分した。 

3700年前 1/6 

4800年前 1/6 

5900年前 1/6 

平均活動間隔 

地震調査研

究推進本部

(2016)（１） 

3300年 1/3 
文献に基づく３つの設定値

の分岐とし，重みは等配分

した。 

4100年 1/3 

4900年 1/3 

活動度 

［新編］日本の

活断層（２），今

泉ほか(2018)
（18） 

Ｂ級 1/2 文献に基づきＢ級とＣ級の

分岐とし，重みは等配分し

た。 Ｃ級 1/2 

地震動評価 

手法 

断層モデル 4/5 
断層が敷地近傍にあるため

断層モデルを重視し，距離

減衰式との分岐の重みは

４：１とした。 
距離減衰式 1/5 

 

  

断層モデル 

距離減衰式 
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第1.2.1.b－7表 ロジックツリーの分岐及び重み付けの考え方（２／３） 

 

(b) Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層による地震 

項目 分岐 重み 考え方 

評価ケース 
 

基本震源モデル 1/2 

基本震源モデルと不確かさ

ケースの分岐の重みを１：

１とし，不確かさケースの

それぞれの分岐の重みは等

配分した。 

不確かさを考慮したケース 

（７ケース） 
1/14 

評価ケース 

 

基本震源モデル 1/2 

不確かさを考慮したケース 

（１ケース） 
1/2 

地震規模 

松田(1975)（14） 1/2 
２つの算定式の分岐とし，

重みは等配分した。 入倉・三宅(2001)（12） 

武村(1990)（15） 
1/2 

活動度 

Ｂ級 1/2 活動度が不明なためＢ級と

Ｃ級の分岐とし，重みは等

配分した。 Ｃ級 1/2 

地震動評価 

手法 

断層モデル 4/5 
断層が敷地近傍にあるため

断層モデルを重視し，距離

減衰式との分岐の重みは

４：１とした。 
距離減衰式 1/5 

距離 

減衰式 

耐専式 

（内陸補正有り） 
3/4 内陸地殻内地震の短周期レ

ベルに関する知見等に基づ

き，内陸補正有りと無しの

分岐の重みは３：１とした。 
耐専式 

（内陸補正無し） 
1/4 

 

  

断層モデル 

距離減衰式 
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主要な活断層 

主要な活断層 

主要な活断層 

その他の活断層 

第1.2.1.b－7表 ロジックツリーの分岐及び重み付けの考え方（３／３） 

 

(c) 主要な活断層（No.３～９），その他の活断層（No.10～39）による地震 

項目 分岐 重み 考え方 

地震規模 

松田(1975)（14） 1/3 

３つの算定式の分岐とし，

重みは等配分した。 
武村(1998)（13） 1/3 

入倉・三宅(2001)（12） 

武村(1990)（15） 
1/3 

活動度 

Ｂ級 1/2 

大社衝上断層以外の主要

な活断層は活動度が不明

なためＢ級とＣ級の分岐

とし，重みは等配分した。

なお，大社衝上断層は「［新

編］日本の活断層」（２）よ

りＣ級とした。 

Ｃ級 1/2 

地震動評価手法 

耐専式 

（内陸補正有り） 
3/4 内陸地殻内地震の短周期

レベルに関する知見等に

基づき，内陸補正有りと無

しの分岐の重みは３：１と

した。 
耐専式 

（内陸補正無し） 
1/4 

 

(d) 領域震源による地震 

項目 分岐 重み 考え方 

領域区分 

萩原(1991)（３） 1/2 
２つの領域区分の分岐と

し，重みは等配分した。 
垣見ほか(2003)（４） 1/2 

最大Ｍ 

最大Ｍの幅の中央値 1/2 文献に示される各領域の

歴史地震の最大値を当該

領域の最大規模とし，歴史

地震の規模の記載に幅が

ある場合，上限値と中央値

と下限値の分岐とし，重み

は１：２：１とした。 

最大Ｍの幅の上限値 1/4 

最大Ｍの幅の下限値 1/4 

地震動評価手法 

耐専式 

（内陸補正有り） 
3/4 内陸地殻内地震の短周期

レベルに関する知見等に

基づき，内陸補正有りと無

しの分岐の重みは３：１と

した。 
耐専式 

（内陸補正無し） 
1/4 
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第1.2.1.c－1－1表 考慮する不確実さ要因の例 

評価方法 偶然的不確実さ(βｒ) 認識論的不確実さ(βｕ) 

建 物 

現実的耐力 
・構造材料定数 

・損傷限界時ひずみ 

・施工精度 

・実験データの統計的精度 

・耐力評価式の誤差 

現実的応答 
・構造材料定数 

・地盤材料定数 

・モデル形態 

・剛性評価の仮定 

・復元力特性のモデル化 

・耐震要素の評価範囲 

 

第1.2.1.c－1－2表 損傷限界点の現実的な値（地震ＰＳＡ学会標準） 

損傷限界点の指標 平均値 変動係数 

せん断ひずみ 
ボックス壁 5.36×10－３ 0.24 

円筒壁 9.77×10－３ 0.33 

 

第1.2.1.c－1－3表 地盤物性値 

層区分 

地盤せん断

波速度 

ＶＳ（m/s） 

単位体積 

重量 

γ（kN/m3） 

ポアソン比 

ν 

せん断 

弾性係数 

Ｇ 

（×10５kN/m2） 

ヤング係数 

Ｅ 

（×10５kN/m2） 

岩盤① 250 20.6 0.446 1.31 3.80 

岩盤② 900 23.0 0.388 19.0 52.9 

岩盤③ 1600 24.5 0.377 64.0 176.5 

岩盤④ 1950 24.5 0.344 95.1 256.0 

岩盤⑤ 2000 26.0 0.339 105.9 283.4 

岩盤⑥ 2350 27.9 0.355 157.9 427.6 
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第1.2.1.c－1－4表 物性値（原子炉建物） 

部位 使用材料 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

上部躯体 

基礎スラブ 

コンクリート： 

ＦＣ＝23.5（N/mm2） 

鉄筋：SD35 

（SD345相当） 

2.25×10４ 0.938×10４ ５ 

 

第1.2.1.c－1－5表 物性値（制御室建物） 

部位 使用材料 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

上部躯体 

基礎スラブ 

コンクリート： 

ＦＣ＝22.1（N/mm2） 

鉄筋：SD35 

（SD345相当） 

2.20×10４ 0.918×10４ ５ 

 

第1.2.1.c－1－6表 物性値（タービン建物） 

部位 使用材料 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

上部躯体 

基礎スラブ 

コンクリート： 

ＦＣ＝23.5（N/mm2） 

鉄筋：SD35 

（SD345相当） 

2.25×10４ 0.938×10４ ５ 

 

第1.2.1.c－1－7表 物性値（廃棄物処理建物） 

部位 使用材料 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

せん断 

弾性係数 

Ｇ（N/mm2） 

減衰定数 

ｈ（％） 

上部躯体 

基礎スラブ 

コンクリート： 

ＦＣ＝23.5（N/mm2） 

鉄筋：SD35 

（SD345相当） 

2.25×10４ 0.938×10４ ５ 
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第1.2.1.c－1－8表 現実的な物性値の評価方法 

物性値 現実的な物性値の評価方法 

構造材料定数 

コンクリート強度Ｆｃ 
平均値 ：1.4×設計基準強度 

変動係数：0.13 

コンクリートの減衰定数ｈ 
平均値 ：５％ 

変動係数：0.25 

地盤材料定数 地盤のせん断波速度Ｖｓ 
平均値 ：設計値 

変動係数：0.10 
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第1.2.1.c－1－9表 建物のばね定数と減衰定数 

（原子炉建物 中央値 ＥＷ方向） 

部材 

番号 
位置 剛性（×10９kN・m/rad） 

減衰定数 

（％） 

Ｋθ１ 
5－11，11－19 

6－12，12－20 
回転剛性 2.450 4.85 

Ｋθ２ 14－27 回転剛性 150.6 4.85 

 

第1.2.1.c－1－10表(1) 地盤のばね定数と減衰係数 

（原子炉建物 中央値 ＮＳ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 1.529×10９ 2.217×10７ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 2.109×1012 4.599×10９ 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 

 

第1.2.1.c－1－10表(2) 地盤のばね定数と減衰係数 

（原子炉建物 中央値 ＥＷ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 1.495×10９ 2.115×10７ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 2.987×1012 9.513×10９ 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 
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第1.2.1.c－1－11表(1) 地盤のばね定数と減衰係数 

（制御室建物 中央値 ＮＳ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 5.032×10８ 2.827×10６ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 7.359×1010 2.325×10７ 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 

 

第1.2.1.c－1－11表(2) 地盤のばね定数と減衰係数 

（制御室建物 中央値 ＥＷ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 4.801×10８ 2.570×10６ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 1.548×1011 1.287×10８ 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 
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第1.2.1.c－1－12表(1) 地盤のばね定数と減衰係数 

（タービン建物 中央値 ＮＳ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 9.343×10８ 2.152×10７ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 1.363×1012 4.755×10９ 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 

 

第1.2.1.c－1－12表(2) 地盤のばね定数と減衰係数 

（タービン建物 中央値 ＥＷ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 8.750×10８ 1.865×10７ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 3.903×1012 3.489×1010 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 
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第 1.2.1.c－1－13表(1) 地盤のばね定数と減衰係数 

（廃棄物処理建物 中央値 ＮＳ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 9.446×10８ 9.383×10６ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 6.949×1011 8.151×10８ 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 

 

第1.2.1.c－1－13表(2) 地盤のばね定数と減衰係数 

（廃棄物処理建物 中央値 ＥＷ方向） 

地盤ばね ばね定数 減衰係数 

底面水平ばね（Ｋｇ，Ｃｇ） 9.436×10８ 9.374×10６ 

底面回転ばね（Ｋθ，Ｃθ） 7.055×1011 9.338×10８ 

※ ばね定数の単位は，kN/m（水平），kN・m/rad（回転） 
減衰係数の単位は，kN・s/m（水平），kN・s・m/rad（回転） 
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第1.2.1.c－2－1表 強度係数の中央値の算出結果 

 
損傷
部位 

せん断力 
(ｋＮ) 

せん断耐力 
(ｋＮ) 

せん断破壊
の照査値 

強度係数ＦＳ

の中央値 

取水槽 床版 1,350 6,748 0.20 5.00 

屋外配管ダクト (タ

ービン建物～排気筒) 
側壁   204 1,470 0.14 7.14 

 

 

第1.2.1.c－2－2表 強度係数ＦＳの不確実さに対する対数標準偏差の設定 

 対数標準偏差 
備考 

βｒ βｕ 

強度係数ＦＳ 0.07 0.15 
地震ＰＳＡ学会標準（解説 118）の解説
118表 2による値 

ＦＳ設定値 0.10 0.15  

 

 

第1.2.1.c－2－3表 解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１，構造物への入力地

震動に関する係数Ｆ２，構造物の地震応答に関する係数Ｆ３の中央値及び不確実さ

に対する対数標準偏差の設定 

 
中央値 

対数標準偏差 
備考 

βｒ βｕ 

解放基盤表面の地震動に関す

る係数Ｆ１ 
0.87 0.00 0.00 

不確実さは地震ハザー
ド評価に含まれるため
考慮しない。 

Ｆ１設定値 0.87 0.00 0.00  

構造物への入力地震動に関す

る係数Ｆ２， 

構造物の地震応答に関する係

数Ｆ３ 

1.00 0.10 0.15 
地震ＰＳＡ学会標準（解
説 118）の解説 118 表 2
による値 

Ｆ２, Ｆ３設定値 1.00 0.10 0.15  
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第 1.2.1.c－2－4表 取水槽 

 

中央値 
対数標準偏差 

βｒ βｕ 

強度係数ＦＳ 5.00 0.10 0.15 

塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 1.00 0.00 0.00 

耐力係数ＦＣ 5.00 0.10 0.15 

解放基盤表面の地震動に関する係

数Ｆ１ 
0.87 0.00 0.00 

構造物への入力地震動に関する係

数Ｆ２ 
1.00 0.10 0.15 

構造物の地震応答に関する 

係数Ｆ３ 

応答係数ＦＲ 0.87 0.10 0.15 

第 1.2.1.c－2－5表 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

 

中央値 
対数標準偏差 

βr βｕ 

強度係数ＦＳ 7.14 0.10 0.15 

塑性エネルギー吸収係数Ｆμ 1.00 0.00 0.00 

耐力係数ＦＣ 7.14 0.10 0.15 

解放基盤表面の地震動に関する 

係数Ｆ１ 
0.87 0.00 0.00 

構造物への入力地震動に関する 

係数Ｆ２ 
1.00 0.10 0.15 

構造物の地震応答に関する 

係数Ｆ３ 

応答係数ＦＲ 0.87 0.10 0.15 
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第1.2.1.c－3－1表 考慮する不確実さ要因の整理 

評価方法 偶然的不確実さ（βｒ） 認識論的不確実さ（βｕ） 

機器配管系 

現実的耐力 ・機能試験データの統計的精度 
・機能試験データの統計的精度 

・材料物性値 

現実的応答 
・モード合成法 

・減衰定数 

・減衰定数 

・床応答スペクトル 

・解析モデル化 

 

第1.2.1.c－3－2表 構造損傷限界及び機能損傷限界の考え方 

 

 要求機能 損傷限界 考え方 

構造損傷 

支持機能 

バウンダリ機能 

引張強さ 

（Ｓｕ） 

・塑性エネルギー吸収効果の小さい機器に用いる 

・Ｓｕの規格値に含まれる余裕を考慮する 

（ＳＵＳ材：1.13倍，ＳＵＳ材以外 1.17倍） 

塑性限界 

（弾性限界Ｓｙ

を許容塑性率μ

で補正） 

・塑性エネルギー吸収効果の大きい機器に用いる 

・Ｓｙの規格値に含まれる余裕を考慮する 

（ＳＵＳ材：1.13倍，ＳＵＳ材以外 1.17倍） 

・弾性限界以降の塑性限界までの塑性エネルギー

吸収効果を許容塑性率μで補正する。 

機能損傷 動的機能 

機能限界 

加速度 

（損傷加速度） 

・機能維持確認済加速度を機能限界加速度の    

ＨＣＬＰＦとする。 
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第1.2.1.d－1表 起因事象の発生頻度 

起因事象 発生頻度（／炉年） 

外部電源喪失 1.5E-04 

原子炉建物損傷 3.1E-08 

原子炉格納容器損傷 3.4E-07 

原子炉圧力容器損傷 1.7E-07 

格納容器バイパス 3.5E-09 

Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 4.2E-07 

制御室建物損傷 1.4E-08 

廃棄物処理建物損傷 1.8E-10 

計装・制御系喪失 1.5E-07 

直流電源喪失 5.8E-09 

交流電源・補機冷却系喪失 3.9E-06 
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第1.2.1.d－2表 評価対象システム一覧 

分類 評価対象システム 

起因事象 

外部電源 

原子炉建物 

原子炉格納容器 

原子炉圧力容器 

格納容器バイパス 

原子炉冷却材圧力バウンダリ 

制御室建物 

廃棄物処理建物 

計装・制御系 

直流電源 

交流電源・補機冷却系 

緩和系 

スクラム系 

ＳＲＶ開・ＳＲＶ再閉 

原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉減圧 

低圧注水系 

残留熱除去系 
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第1.2.1.d－3表 人的過誤評価結果 

人的過誤 
ストレス 

ファクタ 

余裕時間 

（分） 

過誤確率 

平均値 
ＥＦ 

起因事象 

発生前 

手動弁開／閉忘れ １ － 2.7E-05 10 

スクラム排出水容器水位高警報 １ － 2.7E-04 10 

起因事象 

発生後 

原子炉隔離時冷却系水源切替操

作失敗 
10 30 2.0E-02 10 

手動減圧操作失敗 10 30 2.0E-02 10 

 

 

第1.2.1.d－4表 炉心損傷頻度（起因事象別） 

起因事象 
炉心損傷頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

外部電源喪失 2.9E-06 37 

原子炉建物損傷 3.1E-08 0.4 

原子炉格納容器損傷 3.4E-07 4.3 

原子炉圧力容器損傷 1.7E-07 2.2 

格納容器バイパス 3.5E-09 <0.1 

Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 4.2E-07 5.2 

制御室建物損傷 1.4E-08 0.2 

廃棄物処理建物損傷 1.8E-10 <0.1 

計装・制御系喪失 1.5E-07 1.9 

直流電源喪失 5.8E-09 <0.1 

交流電源・補機冷却系喪失 3.9E-06 49 

合  計 7.9E-06 100 
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5表
 
起
因
事
象
別
の
炉
心
損
傷
頻
度
，
主
要
な
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
及
び
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

 

起
因
事

象
 

主
要
な
事

故
シ
ー

ケ
ン
ス

 

 
炉
心
損

傷
頻
度

（
／
炉

年
）

 

（
起
因
事

象
別
の

炉
心
損

傷
 

頻
度
（
／

炉
年

））
 

主
要

な
カ

ッ
ト

セ
ッ

ト
 

外
部
電
源

喪
失

 
外

部
電

源
喪
失
＋

崩
壊
熱

除
去
失

敗
 

1
.
1
E-
0
6 

（
2
.9

E
-0
6）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｈ
Ｒ

電
動

弁
（

グ
ロ

ー

ブ
弁

）
の

損
傷

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｈ
Ｒ

電
動

弁
（

ゲ
ー

ト

弁
）

の
損

傷
 

原
子
炉

建
物

損
傷

 
原

子
炉

建
物
損
傷

 
3
.
1
E-
0
8 

（
3
.1
E
-0
8）

 
・

原
子

炉
建

物
の

損
傷

 

原
子
炉
格

納
容

器
損

傷
 

原
子

炉
格

納
容
器

損
傷

 
3
.
4
E-
0
7 

（
3
.4
E
-0
7）

 
・

原
子

炉
格

納
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ
の

損
傷

 

原
子
炉
圧

力
容

器
損

傷
 

原
子

炉
圧

力
容
器

損
傷

 
1
.
7
E-
0
7 

（
1
.7
E
-0
7）

 
・

原
子

炉
圧

力
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ
の

損
傷

 

格
納
容
器

バ
イ

パ
ス

 
格

納
容

器
バ
イ
パ

ス
 

3
.
5
E-
0
9 

（
3
.5
E
-0
9）

 
・

主
蒸

気
隔

離
弁

の
損

傷
 

Ｅ
ｘ
ｃ
ｅ

ｓ
ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
 

Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ

ｓ
ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
 

4
.
2
E-
0
7 

（
4
.2
E
-0
7）

 
・

原
子

炉
格

納
容

器
内

配
管

の
損

傷
 

制
御
室

建
物

損
傷

 
制

御
室

建
物

損
傷
 

1
.
4
E-
0
8 

（
1
.4
E
-0
8）

 
・

制
御

室
建

物
の

損
傷

 

廃
棄
物
処

理
建

物
損

傷
 

廃
棄

物
処

理
建
物

損
傷
 

1
.
8
E-
1
0 

（
1
.8
E
-1
0）

 
・

廃
棄

物
処

理
建

物
の

損
傷

 

計
装
・
制

御
系

喪
失

 
計

装
・

制
御
系
喪

失
 

1
.
5
E-
0
7 

（
1
.5
E
-0
7）

 
・

ケ
ー

ブ
ル

・
ト

レ
イ

の
損

傷
 

直
流
電
源

喪
失

 
外

部
電

源
喪
失
＋

直
流
電

源
喪
失

 
5
.
8
E-
0
9 

（
5
.8
E
-0
9）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
1
15
V系

充
電

器
盤

の
損

傷
 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
1
15
V系

直
流

盤
の

損
傷

 

交
流
電
源

・
補
機

冷
却

系
喪

失
 

外
部

電
源

喪
失

＋
交

流
電

源
・

補
機

冷
却

系

喪
失

 

2
.
0
E-
0
6 

（
3
.9
E
-0
6）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
燃

料
移

送
配

管
の

損
傷

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｓ
Ｗ

ポ
ン

プ
の

損
傷

 

Ｒ
Ｈ
Ｒ
：
残
留
熱
除
去
系
，
Ｒ
Ｓ
Ｗ
：
原
子
炉
補

機
海
水
系
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第1.2.1.d－6表 炉心損傷頻度（事故シーケンスグループ別） 

事故シーケンスグループ 
炉心損傷頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

高圧・低圧注水機能喪失 9.3E-07 12 

高圧注水・減圧機能喪失 1.0E-07 1.3 

全交流動力電源喪失 3.4E-06 42 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-06 20 

原子炉停止機能喪失 8.5E-07 11 

原子炉建物損傷 3.1E-08 0.4 

原子炉格納容器損傷 3.4E-07 4.3 

原子炉圧力容器損傷 1.7E-07 2.2 

格納容器バイパス 3.5E-09 <0.1 

Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ 4.2E-07 5.2 

制御室建物損傷 1.4E-08 0.2 

廃棄物処理建物損傷 1.8E-10 <0.1 

計装・制御系喪失 1.5E-07 1.9 

合  計 7.9E-06 100 
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7表
 
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
別
の
炉
心
損
傷
頻
度
，
主
要
な
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
及
び
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト

（
１
／
２
）
 

事
故
シ
ー

ケ
ン

ス
グ

ル
ー

プ
 

主
要
な
事

故
シ
ー

ケ
ン
ス

 

 
炉
心
損

傷
頻
度

（
／
炉

年
）

 

（
事
故
シ

ー
ケ
ン

ス
グ
ル

ー
プ

別
 

の
炉
心
損

傷
頻
度

（
／
炉

年
）
）
 

主
要

な
カ

ッ
ト

セ
ッ

ト
 

高
圧
・
低

圧
注

水
機

能
喪

失
 

外
部

電
源

喪
失
＋

高
圧
炉

心
冷
却

失
敗

 

＋
低

圧
炉

心
冷
却

失
敗

 

9
.
2
E-
0
7 

（
9
.3
E
-0
7）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
チ

ェ

ン
バ

の
損

傷
 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
電

動
弁

（
グ

ロ

ー
ブ

弁
）

の
損

傷
＋

Ｈ
Ｐ

Ｃ
Ｓ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

の
損

傷
＋

Ｒ
Ｈ

Ｒ
電

動
弁

（
ゲ

ー
ト

弁
）

の
損

傷
 

高
圧
注
水

・
減

圧
機

能
喪

失
 

外
部

電
源

喪
失
＋

高
圧
炉

心
冷
却

失
敗

 

＋
原

子
炉

減
圧
失

敗
 

1
.
0
E-
0
7 

（
1
.0
E
-0
7）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
電

動
弁

（
グ

ロ

ー
ブ

弁
）

の
損

傷
＋

Ｈ
Ｐ

Ｃ
Ｓ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
燃

料
貯

蔵
タ

ン
ク

の
損

傷
＋

原
子

炉
減

圧
失

敗
（

ラ
ン

ダ
ム

故
障

）
 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｃ
Ｉ

Ｃ
電

動
弁

（
グ

ロ

ー
ブ

弁
）

の
損

傷
＋

Ｈ
Ｐ

Ｓ
Ｗ

配
管

の
損

傷
＋

原
子

炉
減

圧
失

敗
（

ラ
ン

ダ
ム

故
障

）
 

全
交
流
動

力
 

電
源
喪
失

 

長
期

Ｔ
Ｂ

 
外

部
電

源
喪

失
＋

交
流

電
源

・
補

機
冷

却
系

喪
失

 

2
.
0
E-
0
6 

（
2
.0
E
-0
6）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
燃

料
移

送
配

管
の

損
傷

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｓ
Ｗ

ポ
ン

プ
の

損
傷

 

Ｔ
Ｂ

Ｕ
 

外
部

電
源

喪
失

＋
交

流
電

源
・

補
機

冷
却

系

喪
失

＋
高

圧
炉
心

冷
却
失

敗
 

1
.
4
E-
0
6 

（
1
.4
E
-0
6）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
デ

ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

貯
蔵

タ

ン
ク

の
損

傷
＋

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

チ
ェ

ン
バ

の
損

傷
 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｓ
Ｗ

ポ
ン

プ
の

損
傷

＋

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

チ
ェ

ン
バ

の
損

傷
 

Ｔ
Ｂ

Ｄ
 

外
部

電
源

喪
失
＋

直
流
電

源
喪
失

 
5
.
8
E-
0
9 

（
5
.8
E
-0
9）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
1
15
V系

充
電

器
盤

の
損

傷
 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
1
15
V系

直
流

盤
の

損
傷

 

Ｔ
Ｂ

Ｐ
 

外
部

電
源

喪
失

＋
交

流
電

源
・

補
機

冷
却

系

喪
失

＋
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

健
全

性
（

Ｓ
Ｒ

Ｖ

再
閉

）
失

敗
 

1
.
5
E-
0
8 

（
1
.5
E
-0
8）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
燃

料
移

送
系

配
管

の
損

傷

＋
Ｓ

Ｒ
Ｖ

再
閉

鎖
失

敗
（

ラ
ン

ダ
ム

故
障

）
 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｓ
Ｗ

ポ
ン

プ
の

損
傷

＋

Ｓ
Ｒ

Ｖ
再

閉
鎖

失
敗

（
ラ

ン
ダ

ム
故

障
）
 

崩
壊
熱
除

去
機

能
喪

失
 

外
部

電
源

喪
失
＋

崩
壊
熱

除
去
失

敗
 

1
.
1
E-
0
6 

（
1
.6
E
-0
6）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｈ
Ｒ

電
動

弁
（

グ
ロ

ー

ブ
弁

）
の

損
傷

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｈ
Ｒ

電
動

弁
（

ゲ
ー

ト

弁
）

の
損

傷
 

原
子
炉
停

止
機

能
喪

失
 

外
部

電
源

喪
失

＋
交

流
電

源
・

補
機

冷
却

系

喪
失

＋
原

子
炉
停

止
失
敗

 

5
.
2
E-
0
7 

（
8
.5
E
-0
7）

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
デ

ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

貯
蔵

タ

ン
ク

の
損

傷
＋

シ
ュ

ラ
ウ

ド
サ

ポ
ー

ト
の

損
傷

 

・
外

部
電

源
受

電
設

備
の

損
傷

＋
Ｒ

Ｓ
Ｗ

ポ
ン

プ
の

損
傷

＋

シ
ュ

ラ
ウ

ド
サ

ポ
ー

ト
の

損
傷

 

Ｒ
Ｃ
Ｉ
Ｃ
：
原
子
炉

隔
離

時
冷

却
系

，
Ｈ

Ｐ
Ｃ

Ｓ
：
高

圧
炉
心
ス

プ
レ
イ

系
，
Ｒ
Ｈ

Ｒ
：
残
留
熱

除
去
系
：
Ｈ
Ｐ
Ｓ

Ｗ
：
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

補
機

海
水

系
，
Ｒ

Ｓ
Ｗ

：
原

子
炉

補
機

海
水

系
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7表
 
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
グ
ル
ー
プ
別
の
炉
心
損
傷
頻
度
，
主
要
な
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
及
び
カ
ッ
ト
セ
ッ
ト
（
２
／
２

）
 

事
故
シ
ー

ケ
ン

ス
グ

ル
ー

プ
 

主
要
な
事

故
シ
ー

ケ
ン
ス

 

 
炉
心
損

傷
頻
度

（
／
炉

年
）

 

（
事
故
シ

ー
ケ
ン

ス
グ
ル

ー
プ

別
 

の
炉
心
損

傷
頻
度

（
／
炉

年
）
）
 

主
要

な
カ

ッ
ト

セ
ッ

ト
 

原
子
炉

建
物

損
傷

 
原

子
炉

建
物
損
傷

 
3
.
1
E-
0
8 

（
3
.1
E
-0
8）

 
・

原
子

炉
建

物
の

損
傷

 

原
子
炉
格

納
容

器
損

傷
 

原
子

炉
格

納
容
器

損
傷

 
3
.
4
E-
0
7 

（
3
.4
E
-0
7）

 
・

原
子

炉
格

納
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ
の

損
傷

 

原
子
炉
圧

力
容

器
損

傷
 

原
子

炉
圧

力
容
器

損
傷

 
1
.
7
E-
0
7 

（
1
.7
E
-0
7）

 
・

原
子

炉
圧

力
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ
の

損
傷

 

格
納
容
器

バ
イ

パ
ス

 
格

納
容

器
バ
イ
パ

ス
 

3
.
5
E-
0
9 

（
3
.5
E
-0
9）

 
・

主
蒸

気
隔

離
弁

の
損

傷
 

Ｅ
ｘ
ｃ
ｅ

ｓ
ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
 

Ｅ
ｘ

ｃ
ｅ

ｓ
ｓ
ｉ

ｖ
ｅ

 
Ｌ
Ｏ
Ｃ

Ａ
 

4
.
2
E-
0
7 

（
4
.2
E
-0
7）

 
・

原
子

炉
格

納
容

器
内

配
管

の
損

傷
 

制
御
室

建
物

損
傷

 
制

御
室

建
物

損
傷
 

1
.
4
E-
0
8 

（
1
.4
E
-0
8）

 
・

制
御

室
建

物
の

損
傷

 

廃
棄
物
処

理
建

物
損

傷
 

廃
棄

物
処

理
建
物

損
傷
 

1
.
8
E-
1
0 

（
1
.8
E
-1
0）

 
・

廃
棄

物
処

理
建

物
の

損
傷

 

計
装
・
制

御
系

喪
失

 
計

装
・

制
御
系
喪

失
 

1
.
5
E-
0
7 

（
1
.5
E
-0
7）

 
・

ケ
ー

ブ
ル

・
ト

レ
イ

の
損

傷
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第1.2.1.d－8表 炉心損傷頻度（地震加速度区分別） 

  

地震加速度区分 
地震発生頻度 

（／年） 

炉心損傷頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

0.0G～0.2G 3.0E-02 8.1E-10 <0.1 

0.2G～0.4G 3.4E-04 1.6E-08 0.2 

0.4G～0.6G 1.7E-04 5.6E-07 7.1 

0.6G～0.8G 2.8E-05 1.6E-06 20 

0.8G～1.0G 4.5E-06 1.9E-06 24 

1.0G～1.2G 2.0E-06 1.8E-06 22 

1.2G～1.4G 9.6E-07 9.6E-07 12 

1.4G～1.6G 4.9E-07 4.9E-07 6.1 

1.6G～1.8G 2.7E-07 2.7E-07 3.4 

1.8G～2.0G 1.6E-07 1.6E-07 ２ 

2.0G～3.0G 2.1E-07 2.1E-07 2.7 

合  計 7.9E-06 100 
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第1.2.1.d－9表 重要度解析結果（ＦＶ重要度） 

機器名称 ＦＶ重要度 ＨＣＬＰＦ（Ｇ） 

燃料移送系配管 7.6E-02 0.67 

原子炉補機海水系配管 6.5E-02 0.68 

原子炉補機海水ポンプ 4.2E-02 0.73 

原子炉補機冷却系 

電動弁（グローブ弁） 
4.0E-02 0.73 

原子炉補機海水系 

電動弁（バタフライ弁） 
3.8E-02 0.74 

ディーゼル燃料 

貯蔵タンク 3.4E-02 0.75 

格納容器内配管 2.9E-02 0.75 

残留熱除去系 

電動弁（グローブ弁） 2.7E-02 0.77 

サプレッション・ 

チェンバ 2.6E-02 0.79 

残留熱除去系 

電動弁（ゲート弁） 
1.4E-02 0.84 
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第1.2.1.d－10表 完全独立の影響に係る感度解析の対象機器 

機器名称 ＦＶ重要度 

燃料移送系配管 7.6E-02 

原子炉補機海水系配管 6.5E-02 

原子炉補機海水ポンプ 4.2E-02 

原子炉補機冷却系 

電動弁（グローブ弁） 4.0E-02 

原子炉補機海水系 

電動弁（バタフライ弁） 3.8E-02 

ディーゼル燃料 

貯蔵タンク 
3.4E-02 

残留熱除去系 

電動弁（グローブ弁） 
2.7E-02 

残留熱除去系 

電動弁（ゲート弁） 
1.4E-02 

残留熱除去系配管 1.0E-02 

非常用ディーゼル発電機 1.0E-02 

原子炉補機冷却系配管 1.0E-02 
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第 1.2.1.a－1図 プラントウォークダウン対象施設選定フロー 
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・波及的影響の確認 

NO 

YES 
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第1.2.1.b－1図 敷地周辺の活断層分布 

  

14. 柳井断層

3. 大社衝上断層

6. Ｋ－４撓曲＋Ｋ－６撓曲＋Ｋ－７撓曲 1. 宍道断層

4. ＦＫ－１断層

9. Ｆ５７断層

8. 大田沖断層

7. 鳥取沖西部断層＋鳥取沖東部断層

38. 畠敷南断層

31. 角ヶ山南断層

32. 債原断層

33. 尾田断層

34. 大立断層

35. 庄原断層

36. 上布野・二反田断層

37. 山内断層
39. 船佐断層

25. 鹿野－吉岡断層

27. 筒賀断層

12. 仏経山北断層

29. 岩坪断層

28. 日南湖断層

30. 安田断層
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16. 半場－石原断層

17. 布部断層
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20. 大井断層
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26. 那岐山断層帯
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島根原子力発電所

100km

2. Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層

N

【検討用地震の対象活断層】 
宍道断層 
Ｆ－Ⅲ断層＋Ｆ－Ⅳ断層＋Ｆ－Ⅴ断層 

主要な活断層 
その他の活断層 

【検討用地震以外の対象活断層】 
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垣見ほか(2003)（４）に基づく対象領域 
 

第1.2.1.b－2図 領域震源モデルの対象領域

100km 

島根原子力発電所 

対象領域 

 対象領域：10C4,10C5,10D1,10D2 

： 

島根原子力発電所 
100km 

対象領域 

 対象領域：Ｍ，Ｌ２ 

： 

［萩原（1991）に一部加筆。］ 

［垣見ほか（2003）に一部加筆。］ 
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（a）時刻歴波形 
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第1.2.1.b－13図 フラジリティ評価用地震動 
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第1.2.1.b－14図(1) 耐震バックチェック評価用地震動Ｓｓ－１（水平方向） 
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（b）応答スペクトル 
 

 

第 1.2.1.b－14図(2) 耐震バックチェック評価用地震動Ｓｓ－１（鉛直方向）  
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第1.2.1.c－1－1図(1) 原子炉建物の概要（平面図）（EL 1.3m※）（単位：m） 
※ ｢ＥＬ｣は東京湾平均海面（Ｔ.Ｐ.）を基準としたレベルを示す。
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第1.2.1.c－1－1図(2) 原子炉建物の概要（断面図）（単位：m） 
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第1.2.1.c－1－2図(1) 制御室建物の概要（平面図）（EL 1.6m）（単位：m） 
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第1.2.1.c－1－2図(2) 制御室建物の概要（断面図）（単位：m） 
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第1.2.1.c－1－3図(2) タービン建物の概要（断面図）（単位：m） 
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第1.2.1.c－1－4図(1) 廃棄物処理建物の概要（平面図）（EL 8.8m）（単位：m） 
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第1.2.1.c－1－4図(2) 廃棄物処理建物の概要（断面図）（単位：m） 
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第1.2.1.c－1－8図(2) 廃棄物処理建物の地震応答解析モデル（ＥＷ方向） 
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第1.2.1.c－1－9図 原子炉建物のフラジリティ曲線 

 

 

 

 
第1.2.1.c－1－10図 制御室建物のフラジリティ曲線 
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1.2.1-118 

 

 
第1.2.1.c－1－11図 タービン建物のフラジリティ曲線 

 

 

 

 
第1.2.1.c－1－12図 廃棄物処理建物のフラジリティ曲線 
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（単位：m） 

第 1.2.1.c－2－1図 取水槽平面図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m） 

第 1.2.1.c－2－2図 取水槽断面図（Ａ－Ａ断面） 
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（単位：m） 

第 1.2.1.c－2－3図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）平面図 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：m） 

第1.2.1.c－2－4図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）断面図（Ａ－Ａ断面） 
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1
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Ｓｓ−１の応答加速度

一様ハザードスペクトルの応答加速度
=
1413.6

1630.7
= 0.87 

 

 
 

 
 

第 1.2.1.c－2－5図 解放基盤表面の地震動に関する係数Ｆ１（スペクトル 

形状係数）の評価 
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第1.2.1.c－2－6図 取水槽のフラジリティ曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1.2.1.c－2－7図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）のフラジリティ曲線 

 

 

  



 

1.2.1-123 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａｍ         ：50％損傷確率に対する最大加速度の中央値 
Ａｍ（Ｘ）  ：最大加速度Ｘgalの地震動による発生応力を用いて推定した 50％損傷確率に対する最大加速

度の中央値 
Ｆ      ：安全係数（裕度） 
Ａｄ     ：評価に用いた地震動の最大加速度 
Ｆ      ：耐力係数 
Ｆ      ：機器の応答係数 
Ｆ      ：建物の応答係数 

Ｆ      ：強度係数 

Ｆ      ：塑性エネルギー吸収係数 
σ      ：限界応力の中央値 

σ      ：地震動による発生応力 

σ （Ｘ）   ：最大加速度Ｘgalの地震動による発生応力 
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第1.2.1.c－3－1図 建物の非線形応答を考慮した機器の応力 
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第1.2.1.c－3－2図 建物のスペクトル形状係数の概念図 
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第1.2.1.c－3－3図 原子炉格納容器スタビライザのフラジリティ曲線 

 

 

 
 

第1.2.1.c－3－4図 原子炉補機冷却系サージタンクのフラジリティ曲線 
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第1.2.1.c－3－5図 原子炉補機海水ポンプのフラジリティ曲線 

第1.2.1.c－3－6図 非常用母線メタクラのフラジリティ曲線 
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第1.2.1.c－3－7図 スペクトル形状係数ＦＳＡの概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1.2.1.c－3－8図 減衰係数ＦＤの概念図 
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第1.2.1.c－3－9図 原子炉補機海水系配管のフラジリティ曲線 
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第1.2.1.d－4図 炉心損傷頻度寄与割合（起因事象別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1.2.1.d－5図 炉心損傷頻度寄与割合（事故シーケンスグループ別）  
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第1.2.1.d－6図 炉心損傷頻度評価結果（地震加速度区分別） 

 

 

 

 

 
 

第1.2.1.d－7図 不確実さ解析結果  
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第1.2.1.d－8図 感度解析結果（完全独立：事故シーケンスグループ別） 

 

 

 
第1.2.1.d－9図 感度解析結果（完全独立：地震加速度区分別）  
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第1.2.1.d－10図 感度解析結果（使命時間72時間：事故シーケンスグループ別） 

 

 

 
第1.2.1.d－11図 感度解析結果（使命時間72時間：地震加速度区分別） 
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1.2.2 津波ＰＲＡ 

津波レベル１ＰＲＡは，一般社団法人日本原子力学会が発行した「原子力発

電所に対する津波を起因とした確率論的リスク評価に関する実施基準：2011」

（以下「津波ＰＲＡ学会標準」という。）を参考に評価を実施し，各実施項目

については「ＰＲＡの説明における参照事項」（平成25年9月 原子力規制庁）

の記載事項への適合性を確認した。評価フローを第1.2.2－1図に示す。なお，

今回のＰＲＡでは，津波単独の影響のみを評価しており，地震に伴う津波（重

畳事象）等は対象としていない。 

1.2.2.a 対象プラントと事故シナリオ 

① 対象とするプラントの説明 

(1) プラント情報の収集・分析 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡで収集した設計，運転・保守管理の情報

に加え，津波レベル１ＰＲＡを実施するために，プラントの耐津波設計や

プラント配置の特徴等の津波固有に考慮すべき関連情報を追加で収集・分

析した。収集した情報及び主な情報源を第1.2.2.a－1表に示す。 

(2) 機器・系統の配置及び形状・設備容量 

主要な機器・系統の配置及び形状・設備容量は「1.1.1 運転時ＰＲＡ」

に示す。また，津波レベル１ＰＲＡの中で考慮する設備配置を第1.2.2.a－

1図に示す。 

(3) 津波に対する特徴 

ａ．津波防護施設及び浸水防止設備 

防波壁，防水壁，水密扉等の津波防護施設及び浸水防止設備を，第

1.2.2.a－2表及び第1.2.2.a－1図に示す。津波レベル１ＰＲＡでは，津

波防護施設及び浸水防止設備の機能に期待した場合の炉心損傷頻度を算

出しているが，事故シナリオの分析においては，津波特有の事故シナリ

オを広範に抽出するため，津波防護施設及び浸水防止設備の機能に期待

せず，浸水高さの上昇に伴い発生する可能性のある起因事象について検

討した。 

ｂ．津波の遡上 

施設護岸周辺には津波防護施設及び浸水防止設備として，高さＥＬ

15.0mの防波壁を設置するとともに，防波壁通路及び１号炉放水連絡通路

には防波扉を設置するが，以下の点を考慮して浸水解析を実施し，敷地

内浸水範囲及び浸水高を評価した。 

・ＥＬ8.5m盤にある取水槽や放水槽等の開口部からの浸水 

・防波壁を越える津波の遡上 

・津波に対する防波扉の耐力 

(4) プラントウォークダウン 

ａ．プラントウォークダウンの実施手順 

机上検討では確認が難しいプラント情報の取得及び検討したシナリオ
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の妥当性確認のために，主に以下の観点でＰＷＤ実施要領及びチェック

シートを作成し，ＰＷＤを実施した。 

・津波影響の確認 

・間接的な被害の可能性の確認 

ｂ．プラントウォークダウン対象の構築物・機器の選定 

後述する「② 津波により炉心損傷に至る事故シナリオの分析」で作

成した建物・機器リストより，建物内や屋外設備の被水・没水を防ぐ防

波壁，防水壁，水密扉等の津波防護施設及び浸水防止設備や，起因事象

の発生要因となり得る原子炉補機海水ポンプ等を，ＰＷＤ対象の構築

物・機器として選定した。ＰＷＤ対象の構築物・機器を選定するフロー

を第1.2.2.a－2図に示す。 

ｃ．プラントウォークダウン実施結果 

ＰＷＤチェックシートに従い，ＰＷＤ対象の構築物・機器の確認を行

った。例として取水槽海水ポンプエリア防水壁のチェックシート及び現

場の構築物・機器の写真を第1.2.2.a－3図及び第1.2.2.a－4図に示す。

ＰＷＤを実施した結果，第1.2.2.a－3表のとおり，津波レベル１ＰＲＡ

上問題となる箇所は確認されなかった。 

 

② 津波により炉心損傷に至る事故シナリオの分析 

津波レベル１ＰＲＡで対象とする起因事象を選定し，事故シナリオの選

定・分析を行った。また，対象とする構築物・機器を選定するとともに，そ

の影響（起因事象の発生，緩和設備への影響）を整理した。 

評価においては，以下を前提条件とした。 

・地震発生前は出力運転状態とする。 

・地震によって安全上重要な建物，系統（システム），機器の機能喪失に

つながる損傷はない，すなわち，地震によるプラントへの直接的影響は

ないものとする。 

・地震後に津波が襲来するものとする。 

・地震発生から津波襲来までは一定の時間があり，その間にプラントを停

止できることから，津波襲来時に原子炉は停止しているものとする。 

(1) 事故シナリオの概括的な分析・設定 

津波襲来時における事故シナリオの分析・選定を行った。津波ＰＲＡ学

会標準を参考に津波による影響を直接的な被災による事故シナリオと間接

的な被災による事故シナリオに区別し分析した。 

分析の結果を第 1.2.2.a－4表に示すが，津波による影響のうち，以下を

考慮すべきものとして抽出した。 

・浸水による設備の被水・没水 

・津波の波力，流体力，浮力 

・漂流物の衝突 
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・洗掘 

また，考慮対象とした津波の影響に対して津波による損傷・機能喪失要

因について分類し，それぞれの要因に対して損傷・機能喪失の評価対象と

なる構築物・機器を整理した。その結果を第 1.2.2.a－5表に示す。 

(2) 起因事象の選定 

第1.2.2.a－5図に示すフローを用いて，津波により誘発される起因事象

を分析し，以下の３事象を選定した。検討結果を第1.2.2.a－6表に示す。 

・補機冷却系喪失 

・外部電源喪失 

・直接炉心損傷に至る事象 

(3) 建物・機器リストの作成 

本評価では，以下２つの前提条件を定め，選定した起因事象の要因とな

る構築物・機器及び起因事象が発生した場合の緩和設備に係る構築物・機

器を抽出し，建物・機器リストを作成した。 

・地震の影響による安全上重要な機器等の損傷はない。 

・建物内に浸水した場合は，保守的に直接炉心損傷に至る事象を想定す

るため，起因事象が発生した場合の緩和設備に係る構築物・機器を含

め，建物内の構築物・機器については抽出対象としない。 

津波によりプラントに影響を及ぼす主要な構築物・機器と機能喪失浸水

高を第1.2.2.a－7表に示す。 

(4) 津波シナリオの作成 

津波特有の事故シナリオを広範に抽出・選定するために，ここでは防波

壁，防水壁，水密扉等の津波防護施設及び浸水防止設備については，その

機能を期待せず，屋外の構築物・機器や建物扉の設置高さから，津波高さ

の上昇に伴い発生する可能性のある起因事象，重要な緩和設備の機能喪失

の可能性，建物内への浸水の可能性等を検討した。第1.2.2.a－8表に津波

高さ別の事故シナリオと起因事象を示すとともに，以下に各事故シナリオ

の広範な分析を示す。 

ａ．ＥＬ2.7m以上～8.5m未満 

取水槽海水ポンプエリア下部の貫通部からの浸水により，原子炉補機

海水ポンプが水没し，「補機冷却系喪失」が発生する可能性がある。 

ｂ．ＥＬ8.5m以上～15.0m未満 

取水槽海水ポンプエリア下部の貫通部，又は上部の開口部からの浸水

により，原子炉補機海水ポンプが被水及び水没し，「補機冷却系喪失」

が発生する可能性がある。 

また，建物内への浸水により，広範に緩和機能が喪失し，「直接炉心

損傷に至る事象」が発生する可能性がある。 

 

 



1.2.2-4 

ｃ．ＥＬ15.0m以上 

取水槽海水ポンプエリア下部の貫通部，又は上部の開口部からの浸水

により，原子炉補機海水ポンプが被水及び水没し，「補機冷却系喪失」

が発生する可能性がある。 

起動変圧器及び予備変圧器が水没し，「外部電源喪失」が発生する可

能性がある。 

建物内への浸水により，広範に緩和機能が喪失し，「直接炉心損傷に

至る事象」が発生する可能性がある。 

 

1.2.2.b 確率論的津波ハザード 

① 確率論的津波ハザード評価の方法 

確率論的津波ハザード評価を行うに当たっては，津波ＰＲＡ学会標準，土

木学会(2011)及び土木学会(2016)を踏まえて実施した。 

 

② 確率論的津波ハザード評価に当たっての主要な仮定 

津波発生モデルとしては，以下に示す波源を想定し，検討を実施した。 

・日本海東縁部に想定される地震による津波 

・海域活断層から想定される地震による津波 

・領域震源（背景的地震）による津波 

津波伝播モデルについては，基準津波の評価で用いたモデルを用いて検討

を実施した。 

また，領域震源（背景的地震）による津波の評価は，垣見ほか（2003）及

び萩原(1991)に示される発電所から100km以内に位置する領域震源を対象と

しているが，確率論的津波ハザード評価への寄与度が低いと考えられること

から評価対象外とした。 

検討対象波源に基づきロジックツリーを作成した。 

 

③ 確率論的津波ハザード評価結果 

作成したロジックツリーに基づき算出した確率論的津波ハザード曲線群か

ら求めたフラクタイル曲線，算術平均曲線及び評価地点の島根原子力発電所

施設護岸，取水口及び取水槽を第1.2.2.b－1図及び第1.2.2.b－2図に示す。 

 

1.2.2.c 建物・機器フラジリティ 

① 評価対象と損傷モードの設定 

津波ＰＲＡ学会標準では，屋外・屋内それぞれの評価対象物について考慮

すべき損傷モードに関して記載されており，損傷モードについて検討した結

果，機器に対する「被水・没水」，「流体力」及び「波力」による機能損傷

を評価対象とした。建物・機器フラジリティにおける検討内容を第1.2.2.c－

1表に示す。 
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② フラジリティ評価について 

機器に対する「被水・没水」，「流体力」及び「波力」の損傷モードに対

しては，津波が機器の機能喪失津波高さ※に到達した時点で，当該機器が確率

1.0で損傷すると仮定し，機器フラジリティ曲線は第1.2.2.c－1図に示すステ

ップ状とした。本評価では，対象の機器の機能喪失高さを「現実的耐力」と

し，不確実さは考慮しない。 

※ 津波による敷地内浸水範囲及び浸水高を評価した浸水解析結果を踏まえ，

構築物・機器が機能喪失に至る機能喪失浸水高の浸水が生じる津波高さ

を表す。 

 

1.2.2.d 事故シーケンス 

① 起因事象 

(1) 評価対象とした起因事象とその説明 

事故シナリオの広範な分析を踏まえ，津波レベル１ＰＲＡにおける起因

事象は以下を評価対象とした。「補機冷却系喪失」及び「外部電源喪失」

については，発生する津波高さが同じとなる「直接炉心損傷に至る事象」

で代表した。 

・直接炉心損傷に至る事象 

上記の起因事象を発生させる構築物・機器等は，各々の機能喪失浸水高

まで浸水した時点で，確率1.0で機能喪失すると評価していることから，起

因事象発生頻度は起因事象となる機器の損傷が発生する津波の年超過確率

と同じとなる。 

(2) 階層イベントツリーとその説明 

選定した起因事象を基に階層イベントツリーを作成した。第1.2.2.d－1

図に津波レベル１ＰＲＡの階層イベントツリーを示す。 

 

② 成功基準 

(1) 成功基準の一覧 

本評価で考慮する設備では，評価対象とする起因事象に対して炉心損傷

を防止する緩和手段がないことから，緩和設備の機能及び系統数に関する

成功基準は設定していない。 

 

③ 事故シーケンス 

(1) イベントツリー 

評価対象とする起因事象に対して炉心損傷を防止する緩和手段はなく，

イベントツリーを展開できないため，本評価では緩和設備に関するイベン

トツリーを作成していない。 
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④ システム信頼性 

評価対象とする起因事象に対して，炉心損傷防止の緩和に期待しないこと

から，注水や除熱に係る緩和設備のシステム信頼性評価は実施していない。 

 

⑤ 人的過誤 

津波発生後の混乱に伴う高ストレスが運転員操作を阻害することが考えら

れるが，評価対象とする起因事象について炉心損傷防止の緩和に期待しない

ことから，人的過誤を考慮していない。 

 

⑥ 炉心損傷頻度 

(1) 炉心損傷頻度の算出に用いた方法 

炉心損傷頻度の定量化には，内部事象と同様にＷｉｎＮＵＰＲＡを用い

た。 

(2) 炉心損傷頻度結果 

ａ．評価結果及び事故シナリオ 

事故シーケンスの定量化を行った結果，全炉心損傷頻度は1.2×10－７／

炉年となった。津波高さ別の津波発生頻度及び炉心損傷頻度を第1.2.2.d

－1表に示す。また，事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度を第

1.2.2.d－2表に示す。津波高さ別の炉心損傷頻度及び事故シナリオの概

要は以下のとおりである。 

なお，ＥＬ20m以下の津波については，屋内外の構築物・機器は津波に

よって機能喪失しないため，津波を起因として炉心損傷に至る事故シー

ケンスはない。 

(a) ＥＬ20m超過 

炉心損傷頻度は1.2×10－７／炉年である。この津波高さにおいては，

波力を伴う津波の遡上が大規模になり，建物外壁水密扉等の津波防護

施設及び浸水防止設備が機能喪失すると考えられる。このため，建物

等への浸水により計装・制御系，ＥＣＣＳ等の緩和機能の喪失が発生

し，直接炉心損傷に至ると想定した。 

津波レベル１ＰＲＡでは，ＥＬ20m超過で発生する「直接炉心損傷に

至る事象」を津波特有の事故シーケンスとして整理した。 

(3) 評価結果の分析 

津波高さ別の炉心損傷頻度寄与割合及び事故シーケンスグループ別の炉

心損傷頻度寄与割合を示す円グラフを，それぞれ第1.2.2.d－2図及び第

1.2.2.d－3図に示す。津波高さとしては「ＥＬ20m超過」，事故シーケンス

グループ別としては，「直接炉心損傷に至る事象」の寄与割合が100％とな

る。 

(4) 重要度解析，不確実さ解析及び感度解析 

ａ．重要度解析 
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津波レベル１ＰＲＡの重要度解析については，評価対象となる津波高

さ（ＥＬ20m超過）では緩和手段が無くなり必ず炉心損傷に至ることから，

重要度解析を実施しても有用な情報は得られないと判断し，実施してい

ない。 

ｂ．不確実さ解析 

確率論的津波ハザードの不確かさを考慮し，信頼度別津波ハザードを

用いて，モンテカルロ法による不確実さ解析を行った。不確実さ解析の

結果を第1.2.2.d－4図に示す。 

ｃ．感度解析 

本評価では，ＥＬ20mを超える津波により防波壁をはじめとした複数の

浸水防止対策及び緩和機能が同時に喪失するものとしている。感度解析

で更に厳しいプラント状態を想定する，あるいは，一部の施設が復旧す

る等を仮定することは本評価の想定上，現実的ではなく，新たな事故シ

ーケンス抽出の観点で有用な情報が得られないと判断したため，実施し

ていない。 

 

 



 

1.2.2-8 

第
1.
2
.2
.a
－
1表

 
津
波
Ｐ
Ｒ
Ａ
を
実
施
す
る
た
め
に
収
集
し
た
情
報
及
び
主
な
情
報
源

 

 
Ｐ
Ｒ
Ａ
の
作
業
 

情
報
 

主
な
情
報
源
 

1 
プ

ラ
ン

ト
の
構
成
・
特
性
の
調
査
 

設
計

・
運
転

管
理
に

関
す
る
情

報
 

・
内
部
事
象

運
転
時

レ
ベ
ル
１
Ｐ
Ｒ
Ａ
で
使
用
し
た

設
計
図
書
 

（
原
子
炉
設
置

変
更
許
可
申
請
書
，
工
事
計
画
認
可

申
請
書
，
配
管
計
装
線
図
，
単
線
結
線
図
，
展
開

接
続
図
，
プ
ラ
ン
ト
機
器
配
置
図
，
系
統
設
計
仕

様
書
，
機
器
設
計
仕
様
書
，
原
子
炉
施
設

保
安
規

定
，
運
転
要
領
書
，
定
期
試
験
要
領
書
，
巡
視
点

検
要
領
書
）
 

・
構
内
配
置
図
 

・
Ｐ
Ｗ
Ｄ
 

2 
津

波
ハ

ザ
ー
ド
評
価
 

敷
地

周
辺
に

影
響
を

与
え
得
る

津
波

を
発

生
さ

せ
る
地

震
発
生

様
式
に
関

す
る

情
報
 

・
海
底
地
形
デ
ー
タ
 

・
断
層
パ
ラ
メ
ー
タ
 

3 
事

故
シ

ナ
リ
オ
の
概
括
的
分
析
 

建
物

･機
器
フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ
評
価
 

プ
ラ

ン
ト
固

有
の
津

波
に
対
す

る
耐

力
評

価
並

び
に
応

答
評
価

に
関
す
る

情
報
 

・
上
記
１
の
情
報
源
 

・
浸
水

解
析
 

4 
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

評
価
 

(1
)
事

故
シ

ナ
リ

オ
の

分
析

と
起

因
事
象
の
分
類
 

津
波

時
に
想

定
さ
れ

る
プ
ラ
ン

ト
状

態
 

・
上
記
１
の
情
報
源
 

(2
)事

故
シ
ー
ケ
ン
ス

の
分
析

 

・
成
功
基
準
の
設
定
 

・
イ
ベ
ン
ト
ツ
リ
ー

の
作
成
 

・
安

全
系
等

の
シ
ス

テ
ム
使
用

条
件
 

・
シ

ス
テ
ム

の
現
実

的
な
応
答
 

・
運

転
員
に

よ
る
緩

和
操
作
 

・
上
記
１
の
情
報
源
 

・
既
往
の
Ｐ
Ｒ

Ａ
に
関
す
る
情
報

源
 

(3
)シ

ス
テ
ム
の
モ
デ

ル
化
 

・
対
象

プ
ラ
ン

ト
に
即

し
た
機

器
故

障
モ
ー

ド
，

運
転
形

態
 

(4
)事

故
シ
ー
ケ
ン
ス

の
定
量

化
 

・
評
価

結
果
の

妥
当
性

を
確
認

で
き

る
情
報
 



 

1.2.2-9 

第1.2.2.a－2表 対象とした津波防護施設及び浸水防止設備 

区分 名称 箇所数 設置場所 

屋外 防波壁 一式 敷地護岸 

屋外 防波扉 ４箇所 防波壁通路 

屋外 屋外排水路逆止弁 15 箇所 屋外排水路 

屋外 防波扉 １箇所 １号炉放水連絡通路 

屋外 防水壁 １箇所 起動変圧器前 

屋外 防水壁 １箇所 取水槽海水ポンプエリア 

屋外 防水壁 １箇所 取水槽除じん機エリア 

屋外 水密扉 ２箇所 取水槽除じん機エリア 

屋外 閉止板 １箇所 取水管立入ピット 

屋外 床ドレン逆止弁 一式 取水槽 

屋外 水密扉 ３箇所 取水槽海水ポンプエリア 

屋外/屋内 水密扉 ４箇所 タービン建物 

屋内 水密扉 １箇所 原子炉建物境界 

屋外 貫通部止水処置 一式 取水槽海水ポンプエリア 

屋外/屋内 貫通部止水処置 一式 
タービン建物と屋外の地下

部～ＥＬ15.0mまでの境界 

屋内 貫通部止水処置 一式 
タービン建物と原子炉建物

及び廃棄物処理建物の境界 
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，

対
象

設
備

の
高

さ
に

間
違

い

は
な
い
か
。

※
1
 

屋
外

の
構

築
物

・
機

器
に

つ
い

て
は
，
そ
の
周
辺
環
境
も
含
め
，

潜
在

的
に

波
力

に
対

す
る

耐
力

を
大

き
く

低
減

さ
せ

る
よ

う
な

問
題
点
は
な
い
か
。

※
1
 

津
波
襲
来

時
に
建

物
外
部

に
あ
る
設
備

の
津
波
の

波
力
に

よ
る
離

脱
，
移
動
な

ど
に
起
因

し
て
生

じ
る
干

渉
及
び
衝
突

な
ど
の
間

接
的
な

被
害
の

可
能
性
は
な

い
か
。

※
2
 

取
水
槽

除
じ
ん
機
エ
リ
ア
 

防
水
壁

 
な
し
 

な
し
 

な
し
 

問
題
な
し

 

取
水
槽

海
水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
 

防
水
壁

 
な
し
 

な
し
 

な
し
 

問
題
な
し

 

取
水
槽

海
水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
 

水
密
部

 
な
し
 

な
し
 

な
し
 

問
題
な
し

 

防
波
壁

 
な
し
 

な
し
 

な
し
 

問
題
な
し

 

タ
ー
ビ
ン
建
物
外
壁

 
な
し
 

な
し
 

な
し
 

問
題
な
し

 

タ
ー
ビ
ン
建
物

水
密
扉
 

な
し
 

な
し
 

な
し
 

問
題
な
し

 

※
１
 

高
さ
Ｅ
Ｌ
15
.0
m
ま
で
の
範
囲
に
つ
い
て
確
認
し
た
。

 

※
２
 

間
接
的
な
被
害
の
可
能
性
に
つ
い
て
は
，

取
水
槽
か
ら
海
に
面
し
た
建
物

（
タ
ー
ビ
ン
建
物

）
外
壁
ま
で
の
範
囲
に
つ
い
て
確
認
し
た
。
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第 1.2.2.a－4表 考慮すべき津波による影響（１／２） 

津波の 

影響 
影響の種類 

建物・構築物，機器・ 

配管系への影響 
本評価における前提 

直接的 

浸水による設備

の被水・没水 

設備の動的機能喪失 

電気設備の発電／送電機

能喪失 

安全上重要な機器が多く設置されてい

る原子炉建物及び制御室建物並びに取

水槽海水ポンプエリア及び変圧器エリ

アについて浸水による機能喪失を考慮

した。ポンプ，電動弁等の動的機能喪失，

電気設備の発電／送電機能喪失を考慮

した。 

津波の波力，流体

力，浮力 

建物・構築物，機器・配

管系の構造的損傷 

津波防護施設及び浸水防止設備が波力，

流体力，浮力によって機能喪失し，複数

の緩和設備の機能喪失を考慮した。 

海底砂移動 海水取水設備の機能喪失 現実的応答として津波高さに応じた砂

の移動量とその不確実さ，現実的耐力と

して海水ポンプが損傷に至る取水槽内

の砂の量とその不確実さが必要となる。

しかし，現状ではこれらのデータや，デ

ータを活用したフラジリティ評価手法

が整備されていない。したがって，海底

砂移動はリスク要因となり得るものの，

事故シーケンスの定量化が現行の技術

では難しいと判断し，評価対象外とし

た。 

引き波による水

位低下 

海水取水設備の機能喪失 引き波時にも海水ポンプの取水性が確

保されることから，引き波の影響につい

ては，評価対象外とした。 

 

  



 

1.2.2-12 

第 1.2.2.a－4表 考慮すべき津波による影響（２／２） 

津波の影響 影響の種類 
建物・構築物，機器・配

管系への影響 
本評価における前提 

間接的 

漂流物の衝突 建物・構築物，機器配管

系の構造的損傷 

漂流物の衝突により，防波壁，防波扉等

が機能喪失することによって発電所敷

地及び建物内への浸水が発生し，複数の

緩和設備の機能喪失を考慮した。 

洗掘 建物・構築物，機器配管

系の構造的損傷 

洗掘により，防波壁，防波扉等が機能喪

失することによって発電所敷地及び建

物内への浸水が発生し，複数の緩和設備

の機能喪失を考慮した。 

津波による高ス

トレス 

運転員等の操作失敗 津波発生後の混乱に伴う高ストレスが

運転員操作を阻害することが考えられ

るが，本評価では，評価対象とする起因

事象について炉心損傷防止の緩和に期

待しないことから，評価対象外とした。 

作業環境の悪化 運転員の回復操作の遅延 本評価では，事象発生後の作業環境悪化

を考慮しなければならない設備（可搬型

設備）には期待していないため，評価対

象外とした。 

 

  



 

1.2.2-13 

第 1.2.2.a－5表 津波による損傷・機能喪失要因と対象となる構築物・機器の種類 

津波による損傷・機能喪失要因 
構築物・機器の種類 

（主要な構築物・機器） 

被水・没水 ポンプ，電動弁，電気盤等 

波力 ポンプ，電動弁，電気盤等 

配管，タンク等 

防波壁，防波扉，屋外排水路逆止弁 

防水壁，水密扉，閉止板，床ドレン逆止弁等 

建物・構築物 

流体力 ポンプ，電動弁，電気盤等 

配管，タンク等 

防波壁，防波扉，屋外排水路逆止弁 

防水壁，水密扉，閉止板，床ドレン逆止弁等 

建物・構築物 

浮力 ポンプ，電動弁，電気盤等 

配管，タンク等 

防波壁，防波扉，屋外排水路逆止弁 

防水壁，水密扉，閉止板，床ドレン逆止弁等 

建物・構築物 

漂流物衝突 ポンプ，電動弁，電気盤等 

配管，タンク等 

防波壁，防波扉，屋外排水路逆止弁 

防水壁，水密扉，閉止板，床ドレン逆止弁等 

建物・構築物 

洗掘 防波壁，防波扉，屋外排水路逆止弁 
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6表
 
津
波
に
よ
り
発
生
す
る
起
因
事
象
の
選
定

 

起
因
事
象
 

検
討
内
容
 

外
部
電
源
喪
失
 

津
波
に
よ
る
浸
水
で
の
発
生
を
考
慮
す
る
。
 

補
機
冷
却
系
喪
失
 

津
波
に
よ
る
浸
水
で
の
発
生
を
考
慮
す
る
。
 

直
接
炉
心
損
傷
 

に
至
る
事
象
 

津
波

に
よ

り
原

子
炉

建
物

内
に

浸
水

が
発

生
す

る
場

合
等

，
機

器
が

多
重

に
機

能
喪

失
す

る
場
合

を
想
定
す
る
。

 

  



 

1.2.2-15 

第1.2.2.a－7表 津波によりプラントに影響を及ぼす主要な構築物・機器と 

機能喪失浸水高 

起因事象／ 

影響緩和系 
構築物・機器 

設置 

場所 

設置 

高さ 

機能喪失 
  浸水高※１ 

（津波による損傷・ 

機能喪失要因） 

機能喪失 

津波高さ※２ 

補機冷却系 

原子炉補機海水 

ポンプ 
屋外 ＥＬ1.1m 

ＥＬ2.7m 

（没水：ＲＳＷポンプ

モータ下端） 

ＥＬ20m超 

取水槽除じん機エ

リア防水壁 
屋外 ＥＬ8.8m 

ＥＬ12.3m 

（流体力） 
ＥＬ20m超 

取水槽海水ポンプ

エリア防水壁 
屋外 ＥＬ8.8m 

ＥＬ10.8m 

（波力） 
ＥＬ20m超 

取水槽海水ポンプ

エリア水密部 
屋外 ＥＬ1.1m 

ＥＬ15.0m 

（波力） 
ＥＬ20m超 

外部電源喪失 

起動変圧器 屋外 ＥＬ8.5m 
ＥＬ8.5m 

（没水） 
ＥＬ20m超 

予備変圧器 屋外 ＥＬ15.0m 
ＥＬ15.0m 

（没水） 
ＥＬ20m超 

起動変圧器前 

防水壁 
屋外 ＥＬ8.5m 

ＥＬ15.0m 

（波力） 
ＥＬ20m超 

直接炉心損傷

に至る事象 

防波壁 屋外 ＥＬ8.5m 
ＥＬ15.0m※３ 

（流体力） 
ＥＬ15m 

タービン建物 

外壁 
屋外 ＥＬ8.5m 

ＥＬ15.0m 

（波力） 
ＥＬ20m超 

タービン建物 

水密扉 
屋外 ＥＬ8.5m 

ＥＬ15.0m 

（波力） 
ＥＬ20m超 

※１ 機器が機能喪失に至る浸水高さであり，構築物は静水圧に対する耐力値を示す。 

※２ 津波による敷地内浸水範囲及び浸水高を評価した浸水解析結果を踏まえ，構築物・機器が

機能喪失に至る浸水が生じる施設護岸における津波高さを表す。 

※３ ＥＬ15mを超える津波は越波するが，ＥＬ20m 津波による波力に対して強度は維持できる。 



 

 

 

1.2.2-16 

第
1.
2.
2.
a－

8表
 
津
波
高
さ

別
の
事
故
シ
ナ
リ
オ
と

起
因
事
象
 

   

            
 津
波
高
さ
 

事
故
シ
ナ
リ
オ

 
起
因
事
象
 

Ｅ
Ｌ
2.
7m

以
上

～
 

Ｅ
Ｌ
8.
5m

未
満
 

・
原
子
炉
補
機
海
水
ポ
ン
プ
の
没
水

 
補

機
冷
却
系
喪
失
 

Ｅ
Ｌ
8.
5m

以
上

～
 

Ｅ
Ｌ
15
.0
m
未
満
 

・
原
子
炉
補
機
海
水
ポ
ン
プ
の
被
水
・
没
水

 

・
建
物
内
へ
の
浸
水
 

補
機
冷
却
系
喪
失
 

直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
事
象

※
 

Ｅ
Ｌ
15
.0
m
以
上
 

・
原
子
炉
補
機
海
水
ポ
ン
プ
の
被
水
・
没
水

 

・
建
物
内
へ
の
浸
水
 

・
起
動
変
圧
器
及
び
予
備
変
圧
器
の
没
水

 

補
機
冷
却
系
喪
失
 

外
部
電
源
喪
失
 

直
接
炉
心
損
傷
に
至
る
事
象

※
 

※
 
直
接
炉
心
損
傷
に

至
る
事

象
と

は
，
計

装
・
制

御
系
喪

失
等

，
緩

和
設
備

の
広
範
な
喪
失
が
発
生
す
る
事
象
を
い
う
。
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1
表
 
建
物
・
機
器
フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ
の
検
討

内
容
(１

／
２

) 

対
象
と
な
る
 

構
築
物
・
機
器
 

設
置

 

場
所

 

津
波
に
よ
る
損
傷
・
 

機
能
喪
失
要
因
 

建
物
・
機
器
フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ
評
価
の
検
討

 
フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ

 

評
価
対
象

 

動
的

 

ポ
ン
プ

，
 

電
動
弁

，
 

電
気
盤

等
 

屋
内

 

屋
外

 

被
水
・
没
水
 

機
能
喪
失
津
波
高
さ
の
津
波
で
機
能
喪
失
す
る
。

 
○
 

波
力
 

機
能
喪
失

津
波

高
さ
の

津
波
で
機
能

喪
失

す
る
と

仮
定
し

て
い
る
た

め
，

そ
れ
以

上
の
津
波
高

さ
で

し
か
発

生
し
な

い
波
力
等
は
被
水
・
没

水
に
対
す
る
評
価
で
包
含
で
き
る
。 

- 
流
体
力
 

浮
力
 

漂
流
物
衝
突
 

静
的

 

配
管
，

タ
ン
ク
等
 

屋
内

 

屋
外

 

波
力
 

対
象
と
な

る
設

備
は
，

屋
外
は
防
水

壁
，

屋
内
は

建
物
に

よ
り
囲
ま

れ
て

お
り
，

津
波
が
直
接

衝
突

す
る
位

置
に
な

い
た
め
，
対
象
外
と
す
る
。

 

- 

流
体
力
 

対
象
と
な

る
設

備
は
，

耐
震
性
の
観

点
か

ら
基
礎

ボ
ル
ト

等
で
固
定

さ
れ

て
お
り

，
影
響
は
な

い
と

想
定
で

き
る
た

め
，
機
能
喪
失
の
対
象
外
と
す
る
。

 

- 

浮
力
 

漂
流
物
衝
突
 

波
力
に
関

す
る

検
討
と

同
じ
で
あ
る

た
め

，
対
象

外
と
す

る
。

 
- 

防
波
壁

，
 

防
波
扉

（
１
号
放
水
連

絡
通
路

），
 

逆
止
弁

(屋
外
排
水
路
) 

屋
外

 

波
力
 

「
港
湾
の

施
設

の
技
術

上
の
基
準
・

同
解

説
」
等

に
基
づ

き
，
十

分
な
強

度
で
設

計
さ
れ
て

お
り
，

Ｅ
Ｌ
20
m

津
波

に
対
し
て
強
度
は
維
持
で
き
る
。

 

- 

流
体
力
 

浮
力
 

漂
流
物
衝
突
 

洗
掘
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1
表
 
建
物
・
機
器
フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ
の
検
討

内
容
(２

／
２

) 

対
象
と
な
る
 

構
築
物
・
機
器
 

設
置

 

場
所

 

津
波
に
よ
る
損
傷
・
 

機
能
喪
失
要
因
 

建
物
・
機
器
フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ
評
価
の
検
討

 
フ
ラ
ジ
リ
テ
ィ

 

評
価
対
象

 

静
的

 

防
水
壁

，
 

水
密
扉

，
 

閉
止
板

，
 

床
ド
レ

ン
逆
止
弁
等
 

屋
外

 

波
力
 

対
象
と
な

る
設

備
は
，

防
波
壁
に
よ

り
囲

ま
れ
て

お
り
，

津
波
が
直

接
衝

突
す
る

位
置
に
な
く

波
力

を
受
け

る
お
そ

れ
は
な
い

が
，

防
波
壁

を
越
波
す
る

津
波

に
よ
り

波
力
を

受
け
る
お

そ
れ

の
あ
る

機
器
に
つ
い

て
は

，
浸
水

高
の
２

倍
が
水
密
性
能
を
上
回
っ
た
時
点
で
機
能
喪
失
す
る
。

 

○
 

流
体
力
 

水
密
性
能
を
上
回
っ
た
時
点
で
機
能
喪
失
す
る
。

 
○
 

浮
力
 

対
象
と
な

る
設

備
は
，

耐
震
性
の
観

点
か

ら
基
礎

ボ
ル
ト

等
で
固
定

さ
れ

て
お
り

，
影
響
は
な

い
と

想
定
で

き
る
た

め
，
機
能
喪
失
の
対
象
外
と
す
る
。

 

- 

漂
流
物
衝
突
 

Ｐ
Ｗ
Ｄ
に

お
い

て
，
対

象
と
な
る
設

備
に

対
し
て

影
響
を

与
え
る
設

備
が

な
い
こ

と
を
確
認
し

た
た

め
，
対

象
外
と

す
る
。

 

- 

建
物
・

構
築
物
 

屋
外

 

波
力
 

基
準
地
震

動
Ｓ

ｓ
に
対

し
て
機
能
維

持
す

る
建
物

・
構
築

物
が
津
波

に
よ

り
損
傷

に
至
る
と
は

考
え

に
く
く

，
影
響

は
な
い
と
想
定
で
き
る
た
め
，
対
象
外
と
す
る
。

 

- 
流
体
力
 

浮
力
 

漂
流
物
衝
突
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第 1.2.2.d－1表 津波発生頻度及び炉心損傷頻度（津波高さ別） 

津波高さ 
津波発生頻度 

（／年） 

炉心損傷頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

ＥＬ20m超過 1.2E-07 1.2E-07 100 

合  計 1.2E-07 100 

 

 

 

 

 

第 1.2.2.d－2表 炉心損傷頻度（事故シーケンスグループ別） 

事故シーケンスグループ 
炉心損傷頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

直接炉心損傷に至る事象 1.2E-07 100 

合  計 1.2E-07 100 
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1
図
 
津
波
レ
ベ
ル
１

Ｐ
Ｒ
Ａ
評
価
フ
ロ
ー
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第
1.
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a
－
1図

(1
) 

津
波
防
護
施
設
及
び
浸
水
防
止
設
備
の
設
置
概
要
（

プ
ラ
ン
ト

全
体
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

    
 

取
水

槽
海

水
ポ
ン
プ
エ
リ
ア
防
水

壁
 

（E
L
.+

10
.8

m
） 

水
密

扉
（タ

ー
ビ
ン
建
物

） 

防
波

壁
（
防

波
壁

通
路

防
波

扉
を
含

む
）
 

(E
L
.+

1
5
.0

m
) 

 起
動

変
圧

器
前
防
水

壁
 

（E
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第 1.2.2.a－3図 プラントウォークダウンチェックシート(１／２) 
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第 1.2.2.a－3図 プラントウォークダウンチェックシート(２／２) 
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第 1.2.2.a－4図 構築物・機器現場写真 
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第 1.2.2.b－1図 フラクタイル曲線及び算術平均曲線 

 

 

 

第 1.2.2.b－2図 島根原子力発電所施設護岸，取水口及び取水槽 
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第 1.2.2.c－1図 「被水・没水」，「流体力」及び「波力」に対する 

フラジリティ曲線 
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第1.2.2.d－2図 炉心損傷頻度寄与割合（津波高さ別） 

 

 

 

 

 

 

 

第1.2.2.d－3図 炉心損傷頻度寄与割合（事故シーケンスグループ別） 
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第 1.2.2.d－4図 不確実さ解析結果 
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2. レベル1.5ＰＲＡ 

2.1 内部事象ＰＲＡ 

2.1.1 運転時ＰＲＡ 

内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡは，一般社団法人日本原子力学会が発行した

「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基

準（レベル２ＰＳＡ編）：2008」を参考に評価を実施し，各実施項目については

「ＰＲＡの説明における参照事項」（平成25年９月 原子力規制庁）の記載事項

への適合性を確認した。評価フローを第2.1.1－1図に示す。 

2.1.1.a プラントの構成・特性 

① 対象プラントに関する説明 

(1) 機器・系統の配置，形状・設備容量及び事故への対処操作 

原子炉格納容器の主要仕様を第2.1.1.a－1表に示す。その他の主要な機

器・系統の配置，形状・設備容量及び事故への対処操作は，「1.1.1 運転

時ＰＲＡ」の記載内容と同様である。 

(2) 燃料及び溶融炉心の移動経路 

事故時の燃料及び溶融炉心の移動は，水素発生，溶融炉心・コンクリー

ト相互作用（ＭＣＣＩ）及び原子炉格納容器内の熱水力挙動，核分裂生成

物移行挙動に影響する。燃料及び溶融炉心の原子炉格納容器内での挙動を

第2.1.1.a－1図に示す。また，移動経路を以下に示す。 

 

挙動 
原子炉圧力容器 
破損時放出先 移動経路 移動先区画 

重力による移動 

（ＦＣＩ，ＭＣＣＩ） 

原子炉 

格納容器下部 

最下区画のため 

移動なし 
なし 

高速ガス流による 

噴出（ＤＣＨ） 

原子炉 

格納容器下部 

制御棒駆動機構 

搬出入口 
ドライウェル 

 

2.1.1.b プラント損傷状態の分類及び発生頻度 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡで得られた炉心損傷に至るすべての事故シー

ケンスについて，事故進展及び緩和操作の類似性からＰＤＳを定義し，ＰＤＳ

の分類及び発生頻度を評価する。 

① プラント損傷状態の一覧 

(1) ＰＤＳの考え方，定義 

ＰＤＳの分類では，事故の起因事象，プラントの熱水力学挙動の類似性，

事故後の緩和設備及び緩和操作の類似性に着目している。事故の起因事象

を除くプラントの熱水力学挙動の類似性，事故後の緩和設備及び緩和操作

の類似性に関連する要因として，次のａ．からｄ．までの４項目がある。 
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ａ．格納容器破損時期 

炉心損傷後に格納容器破損が生じる場合と，格納容器破損後に炉心損

傷が生じる場合で分類する。この前後関係によって，事故の防止手段及

び緩和手段の種類が大きく異なる。 

ｂ．原子炉圧力 

炉心損傷後，原子炉圧力容器が破損に至るまでに，原子炉圧力容器内

の雰囲気が，高圧状態か低圧状態かを分類する。この圧力状態の違いに

よって，原子炉圧力容器破損時の格納容器雰囲気の圧力上昇の程度，溶

融炉心の飛散の程度，溶融炉心と格納容器バウンダリの直接接触の可能

性等，原子炉圧力容器破損後の事故進展が異なる。 

ｃ．炉心損傷時期 

事故後に，炉心損傷時期が早期か後期か（事故発生から８時間を目安）

を分類する。この時期の違いによって，原子炉圧力容器の破損時期，格

納容器雰囲気の圧力及び温度上昇の時期が大きく変化し，格納容器破損

の時期が影響を受ける。このため，事故の緩和操作の余裕時間が大きく

異なる。 

ｄ．電源確保 

ＥＣＣＳ及び格納容器冷却系等による原子炉格納容器内への注水機能

等の溶融炉心の冷却手段の有効性及び格納容器除熱機能の使用可能性を，

依存する電源の確保で分類する。これらの手段が使用可能である場合に

は，溶融炉心の冷却が達成される可能性や，原子炉格納容器が除熱され

雰囲気圧力及び温度が抑制される等の可能性があり，事故の進展が大き

く異なる。 

ＢＷＲのＰＲＡにおいて用いる事故シーケンスの識別子を第2.1.1.b

－1表に，レベル１ＰＲＡから得られる炉心損傷に至る事故シーケンスグ

ループ及びその定義を第2.1.1.b－2表に示す。 

(2) 内部事象運転時レベル１ＰＲＡの事故シーケンスグループのＰＤＳへの

分類結果 

レベル1.5ＰＲＡで使用するＰＤＳは，レベル１ＰＲＡで得られた炉心損

傷に至る事故シーケンスグループを上記の考え方に基づき分類し，格納容

器イベントツリーの初期状態とする。このようにＰＤＳを分類した結果を

第2.1.1.b－1図に示す。また，ＰＤＳと事故シーケンスの対応を第2.1.1.b

－3表に示す。 

ＰＤＳの分類に当たっては，以下を考慮した。 

ａ．ＴＣ及びインターフェイスシステムＬＯＣＡ 

ＴＣ及びインターフェイスシステムＬＯＣＡは，同じＰＤＳに分類さ

れるが，ＴＣは未臨界確保の失敗，インターフェイスシステムＬＯＣＡ

は原子炉冷却材圧力バウンダリ破損によるものであり，事故進展が異な

るため，異なるＰＤＳとする。 
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ｂ．ＡＥ，Ｓ１Ｅ及びＳ２Ｅ 

ＡＥ，Ｓ１Ｅ及びＳ２Ｅは，同じＰＤＳに分類され，いずれもＬＯＣ

Ａ後原子炉注水機能が喪失するシーケンスであり，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ破損後の挙動は類似したものとなるので，１つにまとめてＬＯ

ＣＡのＰＤＳに分類する。なお，Ｓ１Ｅ及びＳ２Ｅには高圧及び低圧の

両方のシーケンスが考えられるが，高圧シーケンスでＬＯＣＡ時に減圧

に失敗する割合は十分小さくなることから，Ｓ１Ｅ及びＳ２ＥはＬＯＣ

Ａに分類している。 

ｃ．ＴＱＵＶ及びＬＯＣＡ 

ＴＱＵＶ及びＬＯＣＡは同じＰＤＳに分類されるが，ＬＯＣＡは原子

炉冷却材圧力バウンダリが損傷しており，事故進展が異なるため，異な

るＰＤＳとする。 

 

② プラント損傷状態ごとの発生頻度 

ＰＤＳごとに炉心損傷頻度を整理した結果を第2.1.1.b－4表に示す。レベ

ル１ＰＲＡにおいて全炉心損傷頻度への寄与が大きい崩壊熱除去機能喪失

（ＴＷ）に関連するＰＤＳの寄与が支配的となっている。この理由は，ＡＭ

策等を考慮しない今回の評価条件においては，崩壊熱除去機能として残留熱

除去系しか考慮できないためである。 

 

2.1.1.c 格納容器破損モード 

① 格納容器破損モードの一覧と各格納容器破損モードに関する説明 

格納容器破損に至る事故シーケンスに対して，原子炉格納容器の破損形態

を分類するため，格納容器破損に至る負荷の分析から格納容器破損モードを

設定する。 

第2.1.1.c－1図にＢＷＲのシビアアクシデントで考えられている事故進展

を示す。事故進展に伴い生じる原子炉格納容器の健全性に影響を及ぼす負荷

を網羅的に抽出した結果を第2.1.1.c－1表に示す。また，これらの負荷を事

故のタイプと発生時期に着目して系統的に整理したものを第2.1.1.c－2表に

示す。さらに，抽出された負荷に対する原子炉格納容器の耐性及び格納容器

破損の判断基準を第2.1.1.c－3表に整理する。 

事故進展に伴い生じる原子炉格納容器の健全性に影響を及ぼす負荷から整

理される物理的破損事象に加え，格納容器バイパス事象及び格納容器隔離失

敗事象も考慮して，格納容器破損モードを以下のとおり分析した。 

(1) 早期過圧破損（未臨界確保失敗時の過圧） 

原子炉停止機能喪失のシーケンスにおいて，炉心で発生した大量の水蒸

気が原子炉格納容器へ放出され，格納容器圧力が早期に上昇して，原子炉

格納容器が過圧破損に至る場合がある。 
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(2) 水蒸気爆発（ＦＣＩ） 

高温の溶融炉心と水が接触して生じる水蒸気爆発によって，格納容器健

全性が脅かされる現象である。本格納容器破損モードには，以下のとおり

原子炉圧力容器内の水蒸気爆発と，原子炉圧力容器外の水蒸気爆発が含ま

れる。 

ａ．原子炉圧力容器内の水蒸気爆発 

原子炉圧力容器内において，溶融炉心が下部プレナムの冷却水中に落

下した場合，水蒸気爆発が発生する可能性がある。その時の発生エネル

ギによって，原子炉圧力容器の蓋がミサイルになって原子炉格納容器に

衝突し，格納容器破損に至る場合がある。 

なお，本格納容器破損モードについては専門家会議等における知見か

ら，原子炉格納容器の破損に至る可能性は極めて低いと評価されており，

国内においてもリスクの観点からは大きな影響がないものと認識されて

いることから，内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡにおいて格納容器破損モ

ードとして考慮しない。 

ｂ．原子炉圧力容器外の水蒸気爆発 

溶融物が原子炉格納容器下部の冷却水中に落下して，水蒸気爆発が発

生する可能性がある。また，原子炉格納容器内に放出された溶融炉心に

対して，格納容器冷却系などによる注水を実施した場合にも，水蒸気爆

発の可能性がある。水蒸気爆発が発生すると，原子炉格納容器が過圧さ

れて，格納容器破損に至る場合がある。 

(3) 格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ） 

高圧状態で原子炉圧力容器が破損した場合に，溶融炉心が格納容器雰囲

気中を飛散する過程及びエントレインメント現象で微粒子化し，雰囲気ガ

スとの直接的な熱伝達及び金属成分の酸化及び発熱反応が発生する場合が

ある。このときの急激な加熱及び加圧で格納容器破損に至る場合がある。 

(4) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（過温破損） 

原子炉圧力容器破損後，原子炉格納容器内で溶融炉心への注水がない場

合には，溶融炉心からの放射及び対流によって格納容器雰囲気が加熱され，

格納容器貫通部の取付部又はフランジシール部などが熱的に損傷し，原子

炉格納容器の破損に至る場合がある。 

(5) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（過圧破損） 

炉心損傷後に溶融炉心の冷却が達成される中で，崩壊熱によって発生す

る水蒸気が継続的に原子炉格納容器内に放出される。このとき，原子炉格

納容器から除熱ができなければ，水蒸気によって原子炉格納容器内は加圧

され，格納容器破損に至る場合がある。また，溶融炉心が冷却されない場

合，溶融炉心・コンクリート相互作用による非凝縮性ガスの発生が継続し，

原子炉格納容器内が加圧される。 
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(6) 格納容器バイパス（格納容器隔離失敗） 

炉心が損傷した時点で，原子炉格納容器の隔離に失敗している場合であ

る。 

(7) 溶融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ） 

原子炉圧力容器破損後に，原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷

却に失敗し，圧力容器ペデスタル壁が侵食され続けた結果，原子炉圧力容

器支持機能が喪失し原子炉格納容器の破損に至る場合がある。 

(8) 格納容器バイパス(インターフェイスシステムＬＯＣＡ) 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ後，炉心損傷時に格納容器バイパス

して，原子炉冷却材及び放射性物質が原子炉建物に放出される場合がある。 

(9) 水素燃焼 

ジルコニウム－水反応あるいは水の放射線分解により発生した水素の爆

発により,格納容器破損に至る場合がある。ただし，原子炉格納容器内での

水素燃焼においては，水素のみならず酸素の存在も必要であり，格納容器

内雰囲気が窒素置換されているＢＷＲにおいては，水素燃焼の発生の可能

性は低く抑えられているため，内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡにおいて格

納容器破損モードとして考慮しない。 

(10) 格納容器直接接触 

原子炉圧力容器破損後に，原子炉格納容器下部へ落下した溶融炉心が，

原子炉格納容器下部床からドライウェル床に拡がった場合，高温の溶融炉

心がドライウェル壁に接触し，ドライウェル壁の一部が溶融貫通する場合

がある。ただし，Ｍａｒｋ－Ⅰ改良型原子炉格納容器においては，溶融炉

心は格納容器バウンダリには直接接触することはない構造であることから，

内部事象運転時レベル1.5ＰＲＡにおいて格納容器破損モードとして考慮

しない。 

分析した格納容器破損モードを，炉心損傷以前に破損する格納容器先行破

損と，炉心損傷後の格納容器破損に分類し，本プラントにおいて発生する可

能性があるとして選定した格納容器破損モードを第2.1.1.c－4表に示す。ま

た，プラント特性を考慮して除外した格納容器破損モードを第2.1.1.c－5表

に示す。 

 

2.1.1.d 事故シーケンス 

① 格納容器イベントツリー構築の考え方及びプロセス 

ＰＤＳごとに，原子炉停止系，炉心冷却系，残留熱除去系等の緩和設備の

動作状態及び物理化学現象の発生状態を分析して，これらの組合せから事故

の進展を分類するために格納容器イベントツリーを構築する。 

 

② 格納容器イベントツリー 

(1) 格納容器イベントツリー構築に当たって検討した重要な物理化学現象，
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対処設備の作動・不作動，運転員操作，ヘディング間の従属性 

ａ．重要な物理化学現象，対処設備の作動／不作動及び運転員操作 

格納容器イベントツリーの構築に際し，炉心損傷から格納容器破損に

至るまでの事故進展の途上で発生する重要な物理化学現象について，各

ＰＤＳを考慮して抽出し，その発生条件及び発生後の事故進展を第

2.1.1.d－1表に整理した。また，第2.1.1.d－2表に格納容器破損モード

に関する物理化学現象，対処設備及び運転員操作を整理した。 

ｂ．ヘディング間の従属性 

「ａ．重要な物理化学現象，対処設備の作動／不作動及び運転員操作」

における検討から，格納容器イベントツリーのヘディングを選定した。

ヘディングの状態が発生する確率は，他の複数のヘディングの状態に従

属して決定される場合があるため，ヘディングの順序及び分岐確率の設

定に際して考慮するヘディング間の従属性を第2.1.1.d－3表に示す。ま

た，以上の結果から得られるヘディングの順序を第2.1.1.d－4表に示す。 

 (2) 格納容器イベントツリー 

選定したヘディングについて，ヘディング間の従属性を考慮して順序付

けし，放射性物質の環境への放出を表す物理化学現象のヘディングをイベ

ントツリーの終状態として格納容器破損モードに対応付けすることで，第

2.1.1.d－1図のとおり格納容器イベントツリーを作成した。 

また，格納容器イベントツリーは，以下の３つの期間で分割して作成し

ている。 

Ｔ１：事故発生から原子炉圧力容器破損前 

Ｔ２：原子炉圧力容器破損直後 

Ｔ３：原子炉圧力容器破損後長期 

なお，格納容器先行破損となるＴＷ及びＴＣ並びに格納容器バイパス事

象であるインターフェイスシステムＬＯＣＡについては，格納容器イベン

トツリーは作成しない。 

 

2.1.1.e 事故進展解析 

① 解析対象とした事故シーケンスと対象事故シーケンスの説明 

プラントの熱水力的挙動及び炉心損傷，原子炉圧力容器破損等の事象の発

生時期，シビアアクシデント現象による格納容器負荷を解析するとともに，

格納容器イベントツリーのヘディングの分岐確率の計算に必要なデータを得

る事を目的として，各ＰＤＳを代表する事故進展解析を実施する。 

(1) 解析対象事故シーケンスの選定 

事故進展解析では，６つのベースシナリオ（ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ，長期

ＴＢ，ＴＷ，ＴＣ，ＬＯＣＡ）を対象に，緩和機能を考慮しない場合につ

いて，静的負荷（過圧，過温）により格納容器破損に至る事故シーケンス

挙動を評価する。ＴＢＤ及びＴＢＵは早期高圧炉心損傷シーケンスとして
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ＴＱＵＸで，ＴＢＰは早期低圧炉心損傷シーケンスとしてＴＱＵＶで代表

させる。 

選定に際しては，事故時緩和操作の余裕時間が厳しくなる事故進展の相

対的に早いシーケンスを考慮する。上記の観点から選定した事故シーケン

スを第2.1.1.e－1表に示す。

(2) 事故進展解析の解析条件

プラント構成及び特性の調査より，すべての事故シーケンスに対し共通

するプラント構成及び特徴に依存した基本解析条件を第2.1.1.e－2表に示

す。また，解析対象の各事故シーケンスの事故状態及び設備作動状況に関

する事故進展解析条件を第2.1.1.e－3表に示す。 

事故進展解析には，事故シーケンスに含まれる物理化学現象，機器及び

系統の動作を模擬することができるＭＡＡＰコードを使用した。 

② 事故シーケンスの解析結果

選定した各事故シーケンスについてプラントの熱水力挙動を解析した結果

を第2.1.1.e－1(1)～第2.1.1.e－1(6)図に示す。原子炉格納容器内の熱水力

挙動の事故進展を表す主要事象発生時刻を第2.1.1.e－4表に示す。 

各事故シーケンスの解析結果における特徴的な事故進展を以下に示す。 

(1) プラント損傷状態：ＴＱＵＶ

事故後，炉心への高圧注水機能が喪失し，自動減圧系の手動操作により

原子炉減圧に成功するが，低圧注水にも失敗するため短時間で炉心溶融し，

その後，原子炉圧力容器破損に至る。原子炉圧力容器破損後，溶融炉心は

原子炉格納容器下部に流出するが，原子炉圧力容器破損時の圧力容器内圧

が低いこと，及び原子炉格納容器下部床がドライウェルへの開口部より低

い位置にあることから，溶融炉心は原子炉格納容器下部に蓄積し，溶融炉

心・コンクリート相互作用を開始するとともに，ドライウェル雰囲気を過

熱し，過温破損に至る。事故発生後 でドライウェル雰囲気温度

が格納容器限界温度に達し，このときのドライウェル雰囲気圧力は

である。 

(2) プラント損傷状態：ＴＱＵＸ

本シーケンスは，自動減圧系作動及び低圧系作動がない点を除き，

ＴＱＵＶシーケンスと同様であり，事故後，炉心への注水に失敗するため，

短時間で炉心溶融から原子炉圧力容器破損に至る。ただし，圧力容器内圧

が高いため，原子炉圧力容器破損時に溶融炉心は原子炉圧力容器から噴出

されたガス流に伴って，ドライウェルへも流出する。また，溶融した炉心

は，原子炉圧力容器破損後にＴＱＵＶシーケンスと同様に原子炉格納容器

下部に蓄積し，コンクリートを侵食する。ドライウェル雰囲気は溶融炉心

によって過熱されるため，過圧破損に至る前に過温破損に至る。事故発生

後 でドライウェル雰囲気温度が格納容器限界温度に達し，このと
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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きのドライウェル雰囲気圧力は である。 

(3) プラント損傷状態：長期ＴＢ

本シーケンスは，事故後８時間まではタービン駆動の原子炉隔離時冷却

系によって原子炉水位は維持されるが，蓄電池枯渇により原子炉隔離時冷

却系が停止すると，炉心への注水手段がなくなるため，これ以後の挙動は

ＴＱＵＸシーケンスと同様となる。ドライウェルは原子炉圧力容器破損時

に流出した溶融炉心によって過熱され，過温破損に至る。事故発生後

でドライウェル雰囲気温度が格納容器限界温度に達し，このときのド

ライウェル雰囲気圧力は である。ＴＱＵＸシーケンスとの

時間的な差は，事故初期の炉心への注水の有無（蓄電池持続期間）及び崩

壊熱レベルの差によるものである。 

(4) プラント損傷状態：ＴＷ

本シーケンスでは，崩壊熱除去の失敗により，サプレッション・プール

水温が上昇し，それに伴う格納容器圧力上昇により，炉心溶融以前に原子

炉格納容器が過圧破損する。事故発生後 でドライウェル雰囲気

圧力が800kPa[gage]に達し，このときのドライウェル雰囲気温度は

である。この間，炉心は原子炉隔離時冷却系又は高圧炉心スプレイ系によ

って冷却されるが，格納容器破損時にＥＣＣＳは機能喪失すると仮定して

いるため，炉心への注水手段がなくなり，炉心溶融の後，原子炉圧力容器

破損に至る。 

(5) プラント損傷状態：ＴＣ

本シーケンスでは，原子炉隔離後，原子炉停止失敗により，炉心は核分

裂出力による高出力状態が継続される。このとき，発生した蒸気がＳＲＶ

からサプレッション・チェンバに放出されるため，サプレッション・プー

ル水温及び格納容器圧力は短時間で上昇し，炉心溶融以前に格納容器が過

圧破損に至る。事故発生後 でドライウェル雰囲気圧力が

800kPa[gage]に達し，このときのドライウェル雰囲気温度は である。

事象発生直後は高圧系で注水が行われるが，格納容器破損時にＥＣＣＳは

機能喪失すると仮定しているため，原子炉水位が低下し，炉心溶融の後，

原子炉圧力容器破損に至る。 

(6) プラント損傷状態：ＬＯＣＡ

本シーケンスでは，大破断ＬＯＣＡ発生後，炉心へのＥＣＣＳの注水に

失敗するため，ＴＱＵＶシーケンスよりも早い時間で炉心溶融から原子炉

圧力容器破損に至る。原子炉圧力容器破損後，溶融炉心は原子炉圧力容器

から原子炉格納容器下部に放出され，溶融炉心・コンクリート相互作用を

開始するとともにドライウェル雰囲気を過熱し，過温破損に至る。事故発

生後 でドライウェル雰囲気温度が格納容器限界温度に達し，この

ときのドライウェル雰囲気圧力は である。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.1.1.f 格納容器破損頻度 

① 格納容器破損頻度の評価方法 

ＣＦＦの定量化は，ＷｉｎＮＵＰＲＡを使用し，炉心損傷頻度，格納容器

イベントツリーのヘディングに対する分岐確率を入力条件として，ＰＤＳご

とのＣＦＦを算出する。 

 

② 格納容器イベントツリーのヘディングの分岐確率 

各ヘディングの分岐確率については，ＭＡＡＰコードによる事故進展解析

結果及びシビアアクシデントの各物理化学現象に対する研究成果に関する知

見等により分岐確率を設定する。格納容器イベントツリーのヘディングの分

岐確率を第2.1.1.f－1表に示す。 

また，格納容器イベントツリーの定量化に必要なシビアアクシデント時の

格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ），水蒸気爆発（ＦＣＩ）及び溶融炉心・

コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）の発生に係る溶融炉心冷却に関する物理

化学現象の分岐確率の評価結果を第2.1.1.f－2表に示す。 

 

③ 格納容器破損頻度の評価結果 

ＣＦＦを評価した結果，全ＣＦＦは約6.2×10－６／炉年，条件付格納容器破

損確率（以下「ＣＣＦＰ」という。）は1.0となった。本評価ではＡＭ策等を

考慮していないが，格納容器冷却系の手動起動に期待しており，これに期待

できるＰＤＳ（ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ及びＬＯＣＡ）では，格納容器破損を回

避できる場合がある（ＣＣＦＰが1.0より小さくなる）が，上記以外のＰＤＳ

（長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢＰ，ＴＢＤ，ＴＷ，ＴＣ及びインターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ）のＣＣＦＰは1.0となる。したがって，ＰＤＳ別のＣＦＦで

ＴＷシーケンスが支配的となるため，全体のＣＣＦＰは1.0となっている。 

ＰＤＳ別のＣＦＦの内訳を第2.1.1.f－3表及び第2.1.1.f－1図に示す。Ｐ

ＤＳ別の結果では，「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」の寄与割合が約100％と

なった。「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」は格納容器先行破損シーケンスで

あり，内部事象運転時レベル１ＰＲＡにおける事故シーケンスグループ別の

ＣＤＦに占める寄与割合も大きいことから，その寄与がＣＦＦにも受け継が

れている。 

また，格納容器破損モード別のＣＦＦの内訳を第2.1.1.f－4表及び第

2.1.1.f－2図に示す。格納容器破損モード別の結果では，「雰囲気圧力・温

度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の寄与割合が約100％となっ

た。これは，ＰＤＳ別の結果に示すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）」

に伴う格納容器破損モードが支配的となっており，レベル１ＰＲＡの結果同

様，ＡＭ策等を考慮しない今回の評価条件においては，手動停止時を除いて

原子炉格納容器からの除熱機能として残留熱除去系しか考慮できないことに

よる。 
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④ 重要度解析 

格納容器破損に至る支配的な要因を確認する観点で，重要度解析を実施し

た。ＣＦＦに対するＦＶ重要度及びＲＡＷを評価し，ＣＦＦへの寄与の大き

い要因を分析した。重要度は，緩和系に対して評価した。 

ＦＶ重要度の評価結果は第2.1.1.f－5表のとおりであり，残留熱除去系と，

そのサポート系である原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系が上位となっ

た。また，ＲＡＷの評価結果は第2.1.1.f－6表のとおりであり，ＦＶ重要度

同様に残留熱除去系，原子炉補機冷却系及び原子炉補機海水系が上位となっ

た。ＦＶ重要度とＲＡＷの相関を第2.1.1.f－3図に示す。 

レベル1.5ＰＲＡでは，レベル１ＰＲＡで算出された炉心損傷頻度をＰＤＳ

として整理してＣＦＦ評価の入力としており，特にＡＭ策等を考慮しない  

（ＣＣＦＰが大きい）条件下では，レベル１ＰＲＡの結果に大きく依存する

ことが分かった。 

ＡＭ策等を考慮しない今回の評価条件においては，残留熱除去系の機能喪

失に伴う崩壊熱除去機能喪失が支配的になることから，崩壊熱除去機能に係

る対策が重要となる。 

 

2.1.1.g 不確実さ解析及び感度解析 

ＰＲＡ結果の活用目的である格納容器破損モード等の選定に係るＣＦＦの寄

与割合の確認の参考として，不確実さ解析を実施した。 

また，ＣＦＦを解析するモデル上の仮定について，結果への影響を把握する

ため，感度解析を実施した。 

① 不確実さ解析 

ＰＤＳの発生頻度の確率分布及び格納容器イベントツリーのヘディングの

確率分布を入力にして，モンテカルロ法を用いて格納容器破損モード別の  

ＣＦＦの不確実さ解析を実施した。不確実さ解析の結果を第2.1.1.g－1表及

び第2.1.1.g－1図に示す。 

全ＣＦＦは，6.4×10－６／炉年（平均値），ＥＦは3.0となった。また，格

納容器破損モード別ＣＦＦのＥＦは，低いもので１桁，高いものでおおむね

10～30程度となった。 

不確実さ解析の結果，格納容器破損モード別の点推定値は不確実さ分布内

にあり，格納容器破損モード別の点推定値と不確実さ解析結果の傾向に大き

な差はなく，過圧破損が支配的であることが確認できた。したがって，格納

容器破損モード別のＣＦＦの特徴について不確実さが有意に影響するとは考

えにくい。 

 

② 感度解析 

感度解析対象として，原子炉圧力容器破損の確率を選定した。工学的判断

に基づいて原子炉圧力容器破損の分岐確率を設定しており，事故進展が変化
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することでＣＦＦの内訳を変化させる可能性があることから，感度解析を実

施した。 

・ベースケース（ケース１）：低圧ＥＣＣＳによる原子炉圧力容器注水に成

功する事故シーケンス評価において，原子炉圧力容器破損の分岐確率とし

て０を設定。 

・感度解析（ケース２）：低圧ＥＣＣＳによる原子炉圧力容器注水に成功す

る事故シーケンス評価において，原子炉圧力容器破損の分岐確率として1.0

を設定。 

ＣＦＦの感度解析結果を第2.1.1.g－2表及び第2.1.1.g－2図に示す。 

本感度解析の結果，全体のＣＦＦはほとんど変化せず，原子炉圧力容器破

損の分岐確率がＣＦＦ全体に与える影響は小さいことが確認できた。また，

格納容器破損モードごとに多少の増減はあるが，全体的な傾向は変わらず，

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（過圧破損）」が支配的であること及び

ＣＦＦの内訳に与える影響は小さいことが確認できた。 
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第 2.1.1.a－1表 原子炉格納容器の主要仕様 

項目 仕様等 

型式 
圧力抑制形 

（Ｍａｒｋ－Ⅰ改良型） 

容積 

ドライウェル空間部 

（ベント管等を含む） 
7,900m3 

サプレッション・チェンバ空間部 

（最小） 
4,700m3 

サプレッション・プール水量（最小） 2,800m3 

最高 

使用 

圧力 

ドライウェル 427kPa[gage] 

サプレッション・チェンバ 427kPa[gage] 

最高 

使用 

温度 

ドライウェル 171℃ 

サプレッション・チェンバ 104℃ 

限界圧力 
853kPa[gage] 

（最高使用圧力の２倍） 

限界温度 200℃ 
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第 2.1.1.b－1表 事故シーケンスの識別子 

識別子 内 容 

Ａ 大破断ＬＯＣＡ 

Ｂ 工学的安全施設に対する電源の故障状態 

Ｃ 原子炉保護系の故障状態 

Ｄ 工学的安全施設に対する直流電源の故障状態 

Ｅ ＥＣＣＳによる注水の故障状態 

Ｐ ＳＲＶの再閉失敗 

Ｑ 給水系による注水の故障状態 

Ｓ１ 中破断ＬＯＣＡ 

Ｓ２ 小破断ＬＯＣＡ 

Ｔ 過渡事象 

Ｕ 高圧注水系による注水の故障状態 

Ｖ 低圧ＥＣＣＳによる注水の故障状態 

Ｗ 残留熱除去の失敗状態 

Ｘ 原子炉の急速減圧の失敗状態 
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第 2.1.1.b－2表 炉心損傷に至る事故シーケンスグループ 

炉心損傷事故 

シーケンスグループ 
定義 

ＴＱＵＶ 

高圧・低圧のＥＣＣＳの故障が生じているシーケンスである。このシー

ケンスにおいては，原子炉は低圧状態であり，炉心損傷は早期に分類さ

れる。  

ＴＱＵＸ 

高圧炉心冷却系の故障と減圧失敗が生じているシーケンスである。本シ

ーケンスにおいては，原子炉は高圧状態であり，炉心損傷は早期に分類

される。 

ＴＢ 

長期ＴＢ 
原子炉隔離時冷却系作動後，直流電源の枯渇により炉心損傷に至るシー

ケンスである。原子炉は高圧であり，炉心損傷は後期に分類される。 

ＴＢＵ 
全交流動力電源喪失後，原子炉隔離時冷却系の故障等により，原子炉注

水ができないシーケンスである。炉心損傷は早期に分類される。 

ＴＢＤ 

全交流動力電源喪失後，直流電源系の喪失により，原子炉注水ができな

いシーケンスである。原子炉は高圧であり，炉心損傷は早期に分類され

る。 

ＴＢＰ 

全交流動力電源喪失後，ＳＲＶの再閉失敗により，原子炉隔離時冷却系

による原子炉注水ができないシーケンスである。炉心損傷は早期に分類

される。 

ＴＷ 

炉心注水機能は健全であるが，崩壊熱の除去に失敗しているため崩壊熱

は原子炉格納容器内に蒸気として放出され，原子炉格納容器内の温度・

圧力は徐々に上昇する。この状態が継続すると炉心は健全であるが原子

炉格納容器が過圧により破損し，その後，原子炉注水機能が喪失して炉

心損傷に至る。原子炉は高圧であり，炉心損傷は後期に分類される。 

ＴＣ 

炉心注水機能は維持されているため炉心は健全であるが，制御棒が挿入

されないため大量の蒸気が原子炉格納容器内に放出されることから，格

納容器圧力の上昇は早い。炉心損傷前に原子炉格納容器が圧力により破

損し，その後，原子炉注水機能が喪失して炉心損傷に至る。炉心損傷は

早期に分類される。 

ＬＯＣＡ 

ＡＥ 
大破断ＬＯＣＡ後原子炉注水機能が喪失するシーケンスである。原子炉

冷却材圧力バウンダリが損傷しており，炉心損傷は早期に分類される。 

Ｓ１Ｅ 
中破断ＬＯＣＡ後原子炉注水機能が喪失するシーケンスである。原子炉

冷却材圧力バウンダリが損傷しており，炉心損傷は早期に分類される。 

Ｓ２Ｅ 
小破断ＬＯＣＡ後原子炉注水機能が喪失するシーケンスである。原子炉

冷却材圧力バウンダリが損傷しており，炉心損傷は早期に分類される。 

インターフェイス 

システムＬＯＣＡ 

高圧設計部分と低圧設計部分を接続する系統で，隔離弁の故障等により

低圧設計部分が過圧により破損するシーケンスである。 
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第 2.1.1.b－3 表 プラント損傷状態とイベントツリーから抽出される 

事故シーケンス 
ＰＤＳ 事故シーケンス 

ＴＱＵＶ 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗
＋低圧炉心冷却失敗 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗
＋低圧炉心冷却失敗 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）
失敗＋低圧炉心冷却失敗 

ＴＱＵＸ 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

長期ＴＢ 外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 

ＴＢＰ 
外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）
失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 

ＴＢＵ 外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却失敗 

ＴＢＤ 外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 

ＬＯＣＡ 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 

ＴＷ 

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱除去失敗 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗
＋崩壊熱除去失敗 

手動停止＋崩壊熱除去失敗 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱除去失敗 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗
＋崩壊熱除去失敗 

サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱除去失敗 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）
失敗＋崩壊熱除去失敗 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）
失敗 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗 

ＴＣ 

過渡事象＋原子炉停止失敗 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 

インターフェイス
システムＬＯＣＡ 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 
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第 2.1.1.b－4表 炉心損傷頻度（プラント損傷状態別） 

プラント損傷状態 
炉心損傷頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

ＴＱＵＶ 3.3E-09 <0.1 

ＴＱＵＸ 5.1E-09 <0.1 

長期ＴＢ 2.7E-09 <0.1 

ＴＢＤ 3.8E-12 <0.1 

ＴＢＵ 1.2E-11 <0.1 

ＴＢＰ 8.2E-12 <0.1 

ＴＷ 6.2E-06 約 100 

ＴＣ 6.4E-10 <0.1 

ＬＯＣＡ 4.3E-13 <0.1 

インターフェイス 

システムＬＯＣＡ 
3.3E-09 <0.1 

合計 6.2E-06 100 
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第
2.
1.
1.
c
－
1
表
 
原
子
炉
格
納
容
器
の
健
全
性
に
影
響
を

及
ぼ
す

負
荷
の
種
類
の
抽
出

 

破
損
状
態
 

破
損
形
態
 

破
損
形
態
の
解
説
 

格
納
容
器
 

バ
イ
パ
ス
 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

原
子
炉
冷
却
材
バ
ウ
ン
ダ
リ
と
，
そ
れ
に
直
結
し
た
原
子
炉
格
納
容
器
外
の
低
圧
系
と
の
隔
離
に
失
敗
し
た
場
合
に
，
原
子
炉

圧
力
容
器
内
の
圧
力
が
低
圧
系
に
加
え
ら
れ
る
こ
と
で
発
生

す
る
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
に
よ
り
，
原
子
炉
冷
却
材
の
原
子
炉
建
物
へ
の
流

出
が
継
続
し
，
炉
心
損
傷
に
至
る
。
 

格
納
容
器
隔
離
失
敗
 

炉
心
が
損
傷
し
た
時
点
で
，
原
子
炉
格
納
容
器
の
隔
離
に
失

敗
す
る
。
 

格
納
容
器
 

破
損
 

 

早
期
過
圧
破
損
 

（
未
臨
界
確
保
失
敗
時
の
過
圧
）
 

原
子
炉
の
未
臨
界
達
成
に
失
敗
し
た
場
合
，
大
量
の
水
蒸
気
が
原
子
炉
格
納
容
器
に
放
出
さ
れ
，
格
納
容
器
圧
力
が
早
期
に
上

昇
し
，
格
納
容
器
破
損
に
至
る
。
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的

負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
破
損
）
 

水
蒸
気
に
よ
り
加
圧
さ
れ
格
納
容
器
破
損
に
至
る
。
ま
た
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
に
放
出
さ
れ
た
溶
融
炉
心
が
冷
却
さ
れ
な
い

場
合
，
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
に
よ
る
非
凝
縮

性
ガ
ス
の
発
生
が
継
続
し
，
原
子
炉
格
納
容
器
内
が
加
圧
さ
れ

格
納
容
器
破
損
に
至
る
。
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的

負
荷
（
格
納
容
器
過
温
破
損
）
 

格
納
容
器
貫
通
部
の
取
付
部
，
フ
ラ
ン
ジ
シ
ー
ル
部
等
が
熱

的
に
損
傷
し
，
格
納
容
器
破
損
に
至
る
。
 

炉
内
水
蒸
気
爆
発
 

（
炉
内
Ｆ
Ｃ
Ｉ
）
 

溶
融
炉
心
が
下
部
プ
レ
ナ
ム
の
冷
却
水
中
に
落
下
し
た
場
合

，
水
蒸
気
爆
発
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ
の
と
き
の
発
生

エ
ネ
ル
ギ
に
よ
っ
て
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
蓋
が
ミ
サ
イ
ル
に
な
っ
て
原
子
炉
格
納
容
器
へ
衝
突
し
，
格
納
容
器
破
損
に
至
る
。 

炉
外
水
蒸
気
爆
発
（
Ｆ
Ｃ
Ｉ
）
 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
に
水
が
あ
る
状
態
で

溶
融
炉
心
が
原

子
炉
格
納
容
器
下
部
に
落
下
す
る
場
合
，
又
は
原
子
炉
格
納
容
器

下
部
に
落
下
し
た
溶
融
炉
心
に
冷
却
水
を
注
水
し
た
場
合
に

，
溶
融
炉
心
と
水
が
反
応
し
，
水
蒸
気
爆
発
を
発
生
し
，
格
納
容

器
破
損
に
至
る
。
 

格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

（
Ｄ
Ｃ
Ｈ
）
 

原
子
炉
圧
力
容
器
が
高
圧
状
態
で
破
損
し
た
場
合
に
，
溶
融

炉
心
が
格
納
容
器
雰
囲
気
中
を
飛
散
す
る
過
程

で
微
粒
子
化
し
，

雰
囲
気
ガ
ス
と
の
直
接
的
な
熱
伝
達
及
び
金
属
成
分
の
酸
化
・
発
熱
反
応
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
格
納
容
器
雰
囲
気
が

直
接
加
熱
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
急
速
な
圧
力
上
昇
が
生
じ

る
こ
と
に
よ
り
格
納
容
器
破
損
に
至
る
。
 

格
納
容
器
直
接
接
触
 

溶
融
炉
心
が
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
壁
に
接
触
し
て
，
ド
ラ
イ
ウ
ェ

ル
壁
を
溶
融
貫
通
し
，
格
納
容
器
破
損
に
至
る
。
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
 

相
互
作
用
（
Ｍ
Ｃ
Ｃ
Ｉ
）
 

原
子
炉
格
納
容
器
下
部
に
落
下
し
た
溶
融
炉
心
の
冷
却
に
失

敗
し
，
圧
力
容
器
ペ
デ
ス
タ
ル
壁
が
侵
食
さ
れ
続
け
た
結
果
，
原

子
炉
圧
力
容
器
支
持
機
能
が
喪
失
し
原
子
炉
格
納
容
器
の
破

損
に
至
る
。
 

水
素
燃
焼
 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
水
素
濃
度
及
び
酸
素
濃
度
が
可
燃
限

界
に
達
し
た
場
合
，
爆
発
に
よ
り
格
納
容
器
破
損
に
至
る
。
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表
 
プ
ラ
ン
ト
損
傷
状
態
と
負
荷
の
対
応

 

プ
ラ
ン
ト
損
傷
状
態
 

炉
心
損
傷
前
 

原
子
炉

圧
力
容
器
 

破
損
前
（
Ｔ
１
）

 

原
子
炉
圧
力
容
器

 

破
損
直
後
（
Ｔ
２
）

 

事
故
後
期
 

（
Ｔ
３
）
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
 

Ｔ
Ｂ
（
長
期
Ｔ
Ｂ
，
Ｔ
Ｂ
Ｕ
，

Ｔ
Ｂ
Ｐ
，
Ｔ
Ｂ
Ｄ
）
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

－
 

格
納
容
器
隔
離
失
敗

 

  水
蒸
気
爆
発

※
 

（
炉
内
Ｆ
Ｃ
Ｉ
）

 

  水
素
燃
焼

※
 

格
納

容
器

雰
囲

気
直

接

加
熱
（
Ｄ
Ｃ
Ｈ
）

 

 水
蒸
気
爆
発
（
Ｆ
Ｃ
Ｉ
）
 

 格
納
容
器
直
接
接
触

※
 

 水
素
燃
焼

※
 

雰
囲

気
圧

力
・

温
度

に
よ

る
静

的
負

荷
（

格
納

容
器

過
圧
・
過
温
破
損
）
 

 溶
融

炉
心

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
相
互
作
用
（
Ｍ
Ｃ
Ｃ
Ｉ
）
 

 水
素
燃
焼

※
 

Ｔ
Ｗ
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ

る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器

過
圧
破
損
）

 

－
 

－
 

－
 

Ｔ
Ｃ
 

早
期
過
圧
破
損
（
未
臨
界

確
保
失
敗
時
の
過
圧
）

 
－
 

－
 

－
 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
 

シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

シ

ス
テ

ム
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
に

よ

る
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス

 

－
 

－
 

－
 

※
 

定
性
的
な
分
析
に
よ
り
レ
ベ
ル

1.
5
Ｐ
Ｒ
Ａ
で
は
評
価
対
象
外
と
し
て
い
る
。
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島
根
原
子
力
発
電
所
２
号
炉
の

原
子
炉
格
納
容
器
耐
性
及
び
判
断
基
準

 

格
納

容
器
破
損
モ
ー
ド
 

判
断

基
準
 

イ
ン

タ
ー
フ

ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

イ
ン

タ
ー
フ

ェ
イ
ス

シ
ス
テ
ム

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ

発
生
後

，
漏
え
い
箇

所
の
隔
離
に
失
敗
し
て
い
る
こ
と
。
 

格
納

容
器
隔

離
失
敗
 

炉
心

損
傷
後

に
，
原

子
炉
格
納

容
器

の
隔

離
に
失

敗
し
て
い

る
こ
と
。
 

早
期

過
圧

破
損

（
未

臨
界

確
保

失
敗

時
の

過
圧

）
 

原
子

炉
停

止
に

失
敗

し
，

水
蒸

気
の

蓄
積

に
よ

っ
て

加
圧
さ

れ
，
事
故
後
早
期
に
格
納
容
器
圧
力
が
格
納
容
器
限
界
圧

力
を

上
回
る

こ
と
。
 

炉
内

水
蒸
気

爆
発
（
炉
内
Ｆ
Ｃ
Ｉ
）
 

炉
内

水
蒸

気
爆

発
に

よ
っ

て
ミ

サ
イ

ル
と

な
っ

た
原

子
炉
圧

力
容
器
上
蓋
の
エ
ネ
ル
ギ
が

原
子
炉

格
納
容
器
の
破
損
エ

ネ
ル

ギ
を
上

回
る
こ

と
。
 

炉
外

水
蒸
気

爆
発
（
Ｆ
Ｃ
Ｉ
）

 
炉

外
水

蒸
気

爆
発

に
よ

っ
て
発

生
し

た
機

械
的

エ
ネ

ル
ギ
が

原
子
炉
格
納
容
器
下
部

側
面
の
破
損
エ
ネ
ル
ギ
を
上
回
る

こ
と

。
水
蒸

気
ス
パ

イ
ク
に
よ

っ
て

上
昇

し
た
格

納
容
器
圧

力
が
格
納
容
器
限
界
圧
力
を
上
回
る
こ
と
。
 

格
納

容
器
雰

囲
気
直
接
加
熱
（
Ｄ
Ｃ
Ｈ
）
 

格
納

容
器
雰

囲
気
直

接
加
熱
に

よ
っ

て
上

昇
し
た

格
納
容
器

圧
力
が
格
納
容
器
限
界
圧
力
を
上
回
る
こ
と
。
 

雰
囲

気
圧
力

・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
 

（
格

納
容
器

過
温
破
損
）
 

原
子

炉
格
納

容
器
バ

ウ
ン
ダ
リ

に
か

か
る

温
度
が

限
界
温
度
を
上
回
る
こ
と
。
 

雰
囲

気
圧
力

・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
 

（
格

納
容
器

過
圧
破
損
）
 

原
子

炉
格
納

容
器
バ

ウ
ン
ダ
リ

に
か

か
る

圧
力
が

限
界
圧
力
を
上
回
る
こ
と
。
 

溶
融

炉
心
・

コ
ン
ク
リ
ー
ト
相
互
作
用
 

（
Ｍ

Ｃ
Ｃ
Ｉ

）
 

溶
融

炉
心
に

よ
る
侵

食
量
が
外

側
鋼

板
を

除
く
圧

力
容
器
ペ
デ
ス
タ
ル
壁

厚
さ
を
上
回
る
こ
と
。
 

水
素

燃
焼
 

可
燃

性
ガ
ス

（
水
素

）
の
高
濃

度
で

の
燃

焼
に
よ

っ
て
原
子
炉

格
納
容
器
が
破
損
す
る
こ
と
。
 

格
納

容
器
直

接
接
触
 

溶
融

炉
心
が

ド
ラ
イ

ウ
ェ
ル
壁

に
直

接
接

触
す
る

こ
と
に
よ
っ
て

原
子
炉

格
納
容
器
が
破
損
す
る
こ
と
。
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格
納
容
器
破
損
モ

ー
ド
の
選
定

 

格
納

容
器
の

状
態
 

格
納
容

器
破

損
モ
ー

ド
 

概
要
 

格
納

容
器
健

全
 

原
子
炉

圧
力
容

器
内

で
事
故
収

束
 

原
子

炉
圧
力

容
器
が

健
全
に
維
持
さ
れ
て
事
故
が
収
束
 

原
子
炉

格
納
容

器
内

で
事
故
収

束
 

原
子

炉
格
納

容
器
が

健
全
に
維
持
さ
れ
て
事
故
が
収
束
 

格
納

容
器
バ

イ
パ
ス
 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス

シ
ス
テ
ム

Ｌ
Ｏ

Ｃ
Ａ
 

イ
ン

タ
ー
フ

ェ
イ
ス

シ
ス
テ
ム
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
後
の
炉
心
損
傷
を
伴
う
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
 

格
納
容
器
隔
離
失
敗
 

事
故

後
に
原

子
炉
格

納
容
器
の
隔
離
失
敗

に
伴
う
格
納
容
器
バ
イ
パ
ス
 

格
納

容
器
 

物
理

的
破
損
 

格
納
容
器

先
行
破
損
 

早
期
過
圧
破
損
（
未

臨
界
確
保

失
敗

時
の

過
圧

） 
原

子
炉

停
止

に
失
敗

し
，
水
蒸
気
の
蓄
積
に
よ
っ
て
加
圧
さ
れ
格
納
容
器
先
行
破
損
 

事
故

後
早
期

に
格
納

容
器
破
損
に
至
る
 

雰
囲
気
圧
力
・
温
度

に

よ
る
静
的
負
荷
（
格

納

容
器
過
圧
破
損
）
 

過
圧

破
損
 

（
崩

壊
熱
除

去
失
敗

）
 

炉
心

へ
の
注

水
に
成

功
す
る
も
の
の
崩
壊
熱
除
去
に
失
敗
，
水
蒸
気
の
蓄
積
に
よ
っ
て

加
圧

さ
れ
格

納
容
器

先
行
破
損

 

事
故

後
後
期

に
格
納

容
器
破
損
に
至
る
 

炉
心
損
傷

後
の
格
納

容
器
破
損
 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク

リ
ー
ト
相

互
作

用
 

（
Ｍ
Ｃ
Ｃ
Ｉ
）
 

原
子

炉
格
納

容
器
下

部
に
落
下
し
た

溶
融
炉
心
の
冷
却
に
失
敗
し
，
圧
力
容
器

ペ
デ
ス

タ
ル

壁
が
侵

食
さ
れ

続
け
た
結
果
，
原
子
炉
圧
力
容
器
支
持
機
能
が
喪
失
し
原
子
炉
格

納
容

器
が
破

損
 

水
蒸
気
爆
発
（
Ｆ
Ｃ

Ｉ
）
 

原
子

炉
格
納

容
器
内

で
の
水
蒸
気
爆
発
又
は
水
蒸
気
ス
パ
イ
ク
で

原
子
炉

格
納
容
器
が

破
損
 

格
納
容
器
雰
囲
気
直

接
加
熱
（

Ｄ
Ｃ

Ｈ
）
 

格
納

容
器
雰

囲
気
直

接
加
熱
で

原
子
炉
格
納
容
器
が
破
損
 

雰
囲

気
圧

力
・

温
度

に

よ
る

静
的

負
荷

（
格

納

容
器
過
圧
・
過
温

破
損
） 

過
温

破
損
 

格
納

容
器
貫

通
部
，

フ
ラ
ン
ジ
シ
ー
ル
部
等

が
過
温
で
破
損

 

過
圧

破
損
 

水
蒸

気
・
非

凝
縮
性

ガ
ス
蓄
積
に
よ
る
過
圧
で
原
子
炉
格
納
容
器
が
破
損
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第 2.1.1.c－5表 格納容器破損モードの除外理由 

格納容器 

破損モード 
概要 除外理由 

原子炉圧力容器内

での水蒸気爆発 

（炉内ＦＣＩ） 

溶融炉心が下部プレナムの

冷却水中に落下して，水蒸気

爆発が発生する可能性があ

る。そのときの発生エネルギ

によって，原子炉圧力容器の

蓋がミサイルとなって原子

炉格納容器へ衝突し，原子炉

格納容器が破損する場合が

ある。 

原子炉圧力容器内での水蒸気

爆発は，過去の知見から極め

て生じにくい事象と考えられ

るため。 

水素燃焼 

燃料被覆管のジルコニウム

と水蒸気との反応により発

生する水素及びＭＣＣＩで

発生する水素が，原子炉格納

容器内で燃焼する場合があ

る。 

ＢＷＲでは原子炉格納容器内

を窒素置換し，酸素濃度を低

く管理しており，水素が可燃

限界に至る可能性が十分小さ

いため。 

格納容器 

直接接触 

原子炉圧力容器破損後に原

子炉格納容器下部へ落下し

た溶融炉心がドライウェル

床に拡がり，溶融炉心が冷却

できない場合には，高温の溶

融炉心がドライウェル壁に

接触し，ドライウェル壁の一

部が溶融貫通する場合があ

る。 

本格納容器破損モードはＢＷ

ＲのＭａｒｋ－Ｉ型原子炉格

納容器に特有のものであり，

島根原子力発電所２号炉（Ｍ

ａｒｋ－Ｉ改良型）では，原

子炉格納容器の構造上，原子

炉格納容器下部床に落下した

溶融炉心が，直接格納容器バ

ウンダリと接触することはな

いため。 
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第 2.1.1.d－1表 シビアアクシデント時の物理化学現象の整理 

物理化学現象 発生条件 発生後の事故進展 

雰囲気圧力・温度による静的

負荷（過圧破損） 

格納容器冷却系等により原子

炉格納容器外へ除熱が行われ

ない 

また，溶融炉心が冷却されな

い場合，溶融炉心・コンクリ

ート相互作用による非凝縮性

ガスの発生が継続し，原子炉

格納容器内が加圧される 

水蒸気により加圧され格納容

器破損に至る 

また，原子炉格納容器内に放

出された溶融炉心が冷却され

ない場合，溶融炉心・コンク

リート相互作用による非凝縮

性ガスの発生が継続し，原子

炉格納容器内が加圧され格納

容器破損に至る 

雰囲気圧力・温度による静的

負荷（過温破損） 

溶融炉心への注水が行われな

い場合 

格納容器ペネトレーション取

付部やフランジシール部等が

熱的に損傷し，格納容器破損

に至る 

早期過圧破損（未臨界確保失

敗時の過圧） 
原子炉停止失敗 

大量に発生する蒸気が原子炉

格納容器へ放出され，格納容

器圧力が早期に上昇し，格納

容器破損に至る 

水蒸気爆発（ＦＣＩ） 
水中への溶融炉心の落下又は

溶融炉心への注水 

溶融炉心と水が反応し，水蒸

気爆発又は水蒸気スパイクを

発生し，格納容器破損に至る 

格納容器直接加熱（ＤＣＨ） 
高圧状態で原子炉圧力容器が

破損 

溶融炉心が格納容器雰囲気中

を飛散する過程で微粒子化

し，雰囲気ガスとの直接的な

熱伝達や金属成分の酸化・発

熱反応が生じて，原子炉格納

容器が加圧・加熱され格納容

器破損に至る 

格納容器直接接触 

溶融炉心が原子炉格納容器下

部からドライウェル床へ拡が

る格納容器形状 

溶融炉心がドライウェル壁を

貫通し格納容器破損に至る 

溶融炉心・コンクリート相互

作用（ＭＣＣＩ） 

原子炉格納容器内に放出され

た溶融炉心が冷却できない 

圧力容器ペデスタル壁の侵食

が継続し，原子炉圧力容器支

持機能が喪失して格納容器破

損に至る 

水素燃焼 
水素及び酸素が可燃限界に 

到達 

可燃限界に達した場合，爆発

により格納容器破損に至る 
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表

 
格
納
容
器
破
損
モ
ー
ド
と
物
理
化
学

現
象
，
対
処
設
備
，
運
転

員
操
作

の
対
応
整
理
 

格
納
容
器
破
損
モ
ー
ド
 

物
理
化
学
現
象
 

対
処
設

備
 

運
転
員
操
作
 

雰
囲

気
圧

力
・

温
度

に
よ

る
静

的
負

荷
（

格
納

容
器
過
圧
・
過
温
破
損
） 

過
圧
破
損
 

・
静
的
過
圧
 

・
残
留
熱
除
去
系
 

（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
 

・
格
納
容
器
冷
却
系
手
動
起
動
 

過
温
破
損
 

・
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
 

・
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
反
応

 
・
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
 

・
損
傷
炉
心
注
水
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
回
避
）
 

・
溶
融
炉
心
へ
の
注
水
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
口
経
由
）

 

格
納
容
器
雰
囲
気
直
接
加
熱
 

（
Ｄ
Ｃ
Ｈ
）
 

・
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
 

・
溶
融
物
の
高
圧
噴
出
 

・
Ｓ
Ｒ
Ｖ
 

・
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
 

・
損
傷
炉
心
注
水
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
回
避
）
 

・
原
子
炉
圧
力
容
器
減
圧
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
高
圧
破
損
回
避
）
 

水
蒸
気
爆
発
 

（
Ｆ
Ｃ
Ｉ
）
 

・
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
 

・
水
蒸
気
爆
発
 

・
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
 

・
損
傷
炉
心
注
水
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
回
避
）
 

・
溶
融
炉
心
へ
の
注
水
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
口
経
由
）

 

溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

相
互
作
用
 

（
Ｍ
Ｃ
Ｃ
Ｉ
）
 

・
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
 

・
溶
融
炉
心
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト
反
応

 
・
Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
 

・
損
傷
炉
心
注
水
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
回
避
）
 

・
溶
融
炉
心
へ
の
注
水
 

（
原
子
炉
圧
力
容
器
破
損
口
経
由
）
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第
2.
1.
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3
表
 
ヘ
デ
ィ
ン
グ
の
従
属
性

 

ヘ
デ
ィ
ン
グ
 

（
影
響
を
与
え
る
側
）
 

 ヘ
デ
ィ
ン
グ
 

（
影
響
を
受
け
る
側
）
 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
破
損
前

 
Ｒ
Ｐ
Ｖ
破
損
直
後

 
事
故
後
期
 

Ｐ
Ｃ
Ｖ
 

隔
離
 

Ｒ
Ｐ
Ｖ

 

減
圧
 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
 

注
水
 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
 

破
損
 

Ｆ
Ｃ
Ｉ
 

Ｄ
Ｃ
Ｈ
 

Ｐ
Ｃ
Ｖ
 

注
水
 

Ｆ
Ｃ
Ｉ
 

デ
ブ
リ
 

冷
却
 

長
期

 

冷
却

 

Ｒ
Ｐ
Ｖ

 

破
損
前

 

Ｐ
Ｃ
Ｖ
 

隔
離
 

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
 

減
圧
 

－
 

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
 

注
水
 

－
 

◎
 

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｒ
Ｐ
Ｖ

 

破
損
直
後

 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
 

破
損
 

－
 

○
 

◎
 

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｆ
Ｃ
Ｉ
 

－
 

－
 

－
 

◎
 

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

Ｄ
Ｃ
Ｈ
 

－
 

◎
 

－
 

◎
 

－
 

 
－
 

－
 

－
 

－
 

事
故
後
期

 

Ｐ
Ｃ
Ｖ
 

注
水
 

－
 

－
 

◎
 

○
 

－
 

－
 

 
－
 

－
 

－
 

Ｆ
Ｃ
Ｉ
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

◎
 

 
－
 

－
 

デ
ブ
リ
 

冷
却
 

－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

◎
 

－
 

 
－

 

長
期
 

冷
却
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

◎
 

－
 

－
 

 

（
注
）
◎
：
直
接
的

な
従
属
関
係
が
あ
る
も
の
，
○
：
他
の
ヘ
デ
ィ
ン
グ
を
介
し
て
間
接
的
な
従
属
関
係
が
あ
る
も
の

 

※
１

 
Ｒ
Ｐ
Ｖ
減
圧
の
有
無
に
依
存
し
て
，
Ｒ
Ｐ
Ｖ
注
水
に
期
待
で
き
る
系
統
が
変
わ
る
（
Ｒ
Ｐ
Ｖ
注
水
を
介
し
た
間
接
的
従
属
関
係
）

 

※
２

 
Ｒ
Ｐ
Ｖ
破
損
は
Ｒ
Ｐ
Ｖ
注
水
に
依
存
し
て
お
り
，
Ｒ
Ｐ
Ｖ
注
水

の
う
ち
低
圧
注
水
系
と
Ｐ
Ｃ
Ｖ
注
水
は
同
じ
系
統
の
機
能
に
よ
る
（
Ｒ
Ｐ
Ｖ
注
水
を
介
し
た
間
接
的
従
属
関
係
）

 

※
３

 
Ｒ
Ｐ
Ｖ
破
損
後
に
お
け
る
Ｐ
Ｃ
Ｖ
注
水
の
成
否
に
依
存
す
る
（
Ｐ
Ｃ
Ｖ
注
水
を
介
し
た
間
接
的
従
属
関
係
）

 

Ｒ
Ｐ
Ｖ
：
原
子
炉

圧
力
容
器
，
Ｐ
Ｃ
Ｖ
：
原
子
炉
格
納
容
器
，
Ｆ
Ｃ
Ｉ
：
溶
融
燃
料

-冷
却
材
相
互
作
用

，
Ｄ
Ｃ
Ｈ
：
格
納
容
器
雰

囲
気
直
接
加
熱
 

※
１
 

※
２
 

※
３
 

※
３
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第 2.1.1.d－4表 ヘディングの選定及び定義 

順序 ヘディング 定義 

Ｔ１ 

１ 格納容器隔離 
事故後の格納容器隔離が正常に実施されない

場合，失敗とする。 

２ 原子炉減圧 
炉心損傷後，原子炉減圧ができない場合，失

敗とする。 

３ 
原子炉圧力容器

注水 

低圧ＥＣＣＳによる注水ができない場合，失

敗とする。 

４ 
原子炉圧力容器

破損 

低圧ＥＣＣＳによる注水があれば，原子炉圧

力容器破損なしとする。 

Ｔ２ 

５ ＦＣＩ 

原子炉格納容器下部に水プールが存在し，落

下した溶融炉心により水蒸気爆発が発生，原

子炉格納容器が破損する。 

６ ＤＣＨ 

ＲＰＶ高圧破損時に溶融炉心が微粒子化し，

雰囲気ガスとの直接的な熱伝達及び金属成分

の酸化・発熱反応が発生し，原子炉格納容器

が破損する。 

Ｔ３ 

７ 格納容器注水 
格納容器冷却系を起動できない場合，失敗と

する。 

８ ＦＣＩ 

格納容器注水により溶融炉心とのＦＣＩによ

り水蒸気爆発が発生，原子炉格納容器が破損

する。 

９ デブリ冷却 

溶融炉心の冷却に失敗，溶融炉心・コンクリ

ート相互作用が継続し，圧力容器ペデスタル

破損に伴い原子炉格納容器が破損すれば失敗

とする。 

10 長期冷却 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却

モード）又は残留熱除去系（格納容器冷却モ

ード）が起動できない場合，失敗とする。 



 

2.1.1-26 

第 2.1.1.e－1表 事故進展解析の対象とした代表事故シーケンス 

プラント損傷状態 解析対象事故シーケンス 

ＴＱＵＶ 

初期事象として過渡事象を仮定し，給水系を含む高圧注水系

がすべて機能喪失し，ＳＲＶを手動開放することにより原子

炉減圧に成功するが，低圧注水系による炉心の注水にも失敗

すると仮定する。 

ＴＱＵＸ 

初期事象として過渡事象を仮定し，給水系を含む高圧注水系

がすべて機能喪失し，自動減圧系による原子炉減圧にも失敗

すると仮定する。 

長期ＴＢ 

初期事象として外部電源喪失時に非常用ディーゼル発電機

も全台起動に失敗すると仮定する。 

蓄電池の枯渇時間は８時間とする。 

ＴＷ 

初期事象として過渡事象を仮定し，高圧及び低圧注水系は正

常に起動するが，残留熱除去系による原子炉格納容器からの

除熱に失敗すると仮定する。 

炉心への注水機能は格納容器破損までは健全であるが，格納

容器過圧破損時にサプレッション・プールを水源とするＥＣ

ＣＳポンプはすべて機能喪失すると仮定する。 

ＴＣ 

初期事象として過渡事象を仮定し，この時に反応度停止に失

敗すると仮定する。 

炉心への注水機能は格納容器破損までは健全であるが，格納

容器破損時にサプレッション・プールを水源とするＥＣＣＳ

ポンプはすべて機能喪失すると仮定する。 

ＬＯＣＡ 
初期事象として再循環配管の両端破断を仮定し，高圧及び低

圧注水系がすべて機能喪失すると仮定する。 
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第 2.1.1.e－2表 基本解析条件 

項目 解 析 条 件 

原子炉出力 2,436 MWt 

原子炉圧力 6.93 MPa[gage] 

原子炉水位 通常水位 

格納容器空間容積 
Ｄ／Ｗ空間：7,900 m3 

Ｓ／Ｃ空間：4,700 m3 

格納容器破損条件 
過圧破損：格納容器雰囲気圧力 800kPa[gage]※ 

過温破損：格納容器雰囲気温度 200℃ 

直流電源蓄電池 

継続時間 
８時間 

※ 格納容器バウンダリに係る圧力２Ｐｄ（853kPa[gage]）に対して，サプレッション・プー

ル水頭圧を考慮した値。 
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第
2.
1.
1.
e－

3
表
 
各
事
故
シ
ー
ケ
ン
ス
の
事
故
進
展
解
析
条
件

 

Ｐ
Ｄ
Ｓ
 

起
因
事
象
 

原
子
炉
 

停
止
系
 

原
子
炉
隔
離

時
冷
却
系
 

高
圧
炉
心
 

ス
プ
レ
イ
系
 

原
子
炉

 

減
圧

 

低
圧
炉
心

 

ス
プ
レ
イ
系

 
低
圧
注
水
系
 

格
納
容
器

 

ス
プ
レ
イ

 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
 

過
渡
事
象
 

（
給
水
流
量
の
 

全
喪
失
）
 

作
動
 

不
作
動
 

不
作
動
 

手
動
開

 
不
作
動

 
不
作
動
 

不
作
動

 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
 

過
渡
事
象
 

（
給
水
流
量
の
 

全
喪
失
）
 

作
動
 

不
作
動
 

不
作
動
 

不
作
動

 
不
作
動

 
不
作
動
 

不
作
動

 

長
期
Ｔ
Ｂ
 

外
部
電
源
喪
失
 

作
動
 

作
動
 

（
８
時
間
後

停
止
）
 

不
作
動
 

不
作
動

 
不
作
動

 
不
作
動
 

不
作
動

 

Ｔ
Ｗ
 

過
渡
事
象
 

（
給
水
流
量
の
 

全
喪
失
）
 

作
動
 

作
動
 

作
動
 

不
作
動

 
不
作
動

 
不
作
動
 

不
作
動

 

Ｔ
Ｃ
 

過
渡
事
象
 

（
主
蒸
気
隔
離

弁
誤
閉
）
 

不
作
動
 

作
動
 

作
動
 

不
作
動

 
不
作
動

 
不
作
動
 

不
作
動

 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

冷
却
材
喪
失
 

（
再
循
環
配
管

の
両
端
破
断
）
 

作
動
 

不
作
動
 

不
作
動
 

（
不
要
）

 
不
作
動

 
不
作
動
 

不
作
動
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第2.1.1.e－4表 事故進展解析結果（主要事象発生時刻） 

シーケンス
格納容器 

破損モード 
炉心損傷 

原子炉圧力容器

破損 
格納容器破損 

ＴＱＵＶ 

ＴＱＵＸ 

長期ＴＢ 

ＴＷ 

ＴＣ 

ＬＯＣＡ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表
 
格
納
容
器
イ
ベ
ン
ト
ツ
リ
ー
分
岐
確
率
の
設
定

 

分
 
 
岐
 

分
岐
確
率
 

適
用
 

シ
ー
ケ
ン
ス

備
 
 
考
 

格
納
容
器
隔
離
 

5.
0E
-0
3 

す
べ

て
 

Ｎ
Ｕ

Ｒ
Ｅ

Ｇ
／

Ｃ
Ｒ

－
4
2
2
0
（

R
e
l
i
ab
i
l
it
y
 
A
n
al
y
s
is
 
o
f
 
C
o
n
ta
i
n
me
n
t
 
I
so
l
a
ti
on
 

Sy
st
em
s,
 1
98
5）

の
実

績
値
よ
り
，
約

7
4
0
炉
年
の
間
に
大
規
模
漏
え
い
事
象
が
４
件
発

生
し
て
い
る
こ
と
か
ら
，
こ
の
デ
ー
タ
に
基
づ
き
工
学
的
判
断
と
し
て
大
規
模
漏
え
い
事
象

に
対
す
る
原
子
炉
格
納
容
器
の
ア
ン
ア
ベ
イ
ラ
ビ
リ
テ
ィ
を
左
記
の
よ
う
に
設
定
す
る
。

 

原
子
炉
減
圧
 

Ｔ
Ｂ
Ｕ
 

(Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
) 

原
子
炉
圧
力
容
器
注
水
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
 

格
納
容
器
注
水
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

長
期
冷
却
 

（
残
留
熱
除
去
系
）
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｘ
 

Ｔ
Ｑ
Ｕ
Ｖ
 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 2.1.1.f－2表 物理化学現象の分岐確率評価結果 

現  象 評価手法の内容 評価条件 分岐確率 

格納容器雰

囲気直接加

熱(ＤＣＨ) 

事象発生時の原子炉格納容器圧力負荷は，原子炉圧力容
器破損口からの高速のガス流によって微粒子化してドライ
ウェル空間へ移行する溶融物の保有熱と，溶融物の金属成
分と水蒸気との金属－水反応熱による雰囲気加熱による加
圧と，水素発生による加圧により決まると考えられるため，
不確かさを持つ支配パラメータとして以下を選定する。
・In-vesselでの Zr酸化割合
・圧力容器破損面積
・下部プレナム内溶融炉心割合
・高圧溶融物噴出(ＨＰＭＥ)の発生
・ドライウェルへの粒子化溶融炉心移行割合
次に支配パラメータと格納容器圧力ピークに対して因果

関係を構築する。また，格納容器圧力ピーク値と格納容器
破損頻度の因果関係(格納容器フラジリティ)を構築する。
さらに，支配パラメータの確率分布をもとにモンテカル
ロ・サンプリングを実施し，格納容器破損頻度の確率分布
を求める。

原子炉圧力容器

高圧破損時 

(ＴＱＵＸ) 

原子炉圧力容器

高圧破損時 

（格納容器雰囲

気に水蒸気が多

い状態） 

(長期ＴＢ) 

水蒸気爆発 

(ＦＣＩ) 

水中に落下した溶融炉心の内，ＦＣＩに寄与する溶融炉
心が持つエネルギが機械的エネルギに変換され，格納容器
壁面に作用することにより，格納容器壁面にひずみが生じ，
格納容器破損に至る事象である。したがって，不確かさ要
因とその支配パラメータを抽出すると以下となる。 
・溶融炉心量
・溶融炉心の内部エネルギ
・機械的エネルギ変換効率
・ＦＣＩトリガリング発生の有無
次に支配パラメータとＦＣＩの発生エネルギに対して因

果関係を構築する。また，ＦＣＩ発生エネルギと格納容器
破損頻度の因果関係(圧力容器ペデスタルフラジリティ)を
構築する。さらに，支配パラメータの確率分布をもとにモ
ンテカルロ・サンプリングを実施し，格納容器破損頻度の
確率分布を求める。

溶融炉心への 

注水時 

デブリ冷却 

ＭＣＣＩを防止するための溶融炉心冷却に失敗する確率
を求める。ＭＣＣＩが発生するのは原子炉注水に失敗ある
いは遅延し，原子炉圧力容器が破損に至る場合である。ま
た，原子炉圧力容器の破損に至る場合に，原子炉圧力が高
圧の場合と低圧の場合が考えられるが，高圧の場合は低圧
の場合より炉心溶融物が広範囲に飛散し床上の溶融炉心堆
積高さがより小さくなるため，ＭＣＣＩの影響は低圧シー
ケンスに比べて小さい。したがって，ここでは溶融炉心堆
積高さが大きくなる低圧シーケンスを選定する。また，前
述のように原子炉圧力容器破損前のペデスタル水張りの有
無が溶融炉心冷却性に大きく影響するが，事前水張りの効
果は考慮しない評価を実施する。以上の点を踏まえ，不確
かさのあるパラメータとして以下の支配パラメータを選定
する。
・溶融炉心落下量
・溶融炉心拡がり面積
・クラスト浸水による水プールへの熱流束
次に，支配パラメータと壁面のコンクリート侵食量に対

して因果関係を構築する。 
さらに，支配パラメータの確率分布をもとにモンテカル

ロ・サンプリングを実施し，格納容器破損頻度の確率分布
を求める。

水張りなし 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 2.1.1.f－3表 格納容器破損頻度（プラント損傷状態別） 

プラント損傷状態 

炉心 

損傷頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

条件付 

格納容器 

破損確率 

格納容器 

破損頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

（％） 

ＴＱＵＶ 3.3E-09 <0.1 0.61 2.0E-09 <0.1 

ＴＱＵＸ 5.1E-09 <0.1 0.13 6.5E-10 <0.1 

長期ＴＢ 2.7E-09 <0.1 1.00 2.7E-09 <0.1 

ＴＢＵ 1.2E-11 <0.1 1.00 1.2E-11 <0.1 

ＴＢＰ 8.2E-12 <0.1 1.00 8.2E-12 <0.1 

ＴＢＤ 3.8E-12 <0.1 1.00 3.8E-12 <0.1 

ＴＷ 6.2E-06 約 100 1.00 6.2E-06 約 100 

ＴＣ 6.4E-10 <0.1 1.00 6.4E-10 <0.1 

ＬＯＣＡ 4.3E-13 <0.1 0.97 4.2E-13 <0.1 

インターフェイス

システムＬＯＣＡ 
3.3E-09 <0.1 1.00 3.3E-09 <0.1 

合計 6.2E-06 100 1.00 6.2E-06 100 
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第 2.1.1.f－4表 格納容器破損頻度（格納容器破損モード別） 

  

格納容器破損モード 主に寄与する 
プラント損傷状態 

格納容器 

破損頻度

（／炉年） 

寄与割合 
（％） 

雰囲気圧力・

温度による静

的負荷（格納

容器過圧・過

温破損） 

過圧破損 ＴＷ 6.2E-06 約 100 

過温破損 長期ＴＢ 2.8E-09 <0.1 

格納容器雰囲気直接加熱 

（ＤＣＨ） 長期ＴＢ 5.9E-17 <0.1 

水蒸気爆発 

（ＦＣＩ） 
ＴＱＵＸ 
ＴＱＵＶ 2.3E-13 <0.1 

溶融炉心・コンクリート 
相互作用（ＭＣＣＩ） 

ＴＱＵＸ 
ＴＱＵＶ 2.5E-09 <0.1 

早期過圧破損 
（未臨界確保失敗時の過圧） ＴＣ 6.4E-10 <0.1 

格納容器

バイパス 

格納容器 

隔離失敗 

長期ＴＢ 
ＴＱＵＸ 

ＴＱＵＶ 
5.5E-11 <0.1 

インターフェイス

システムＬＯＣＡ 
インターフェイス

システムＬＯＣＡ 
3.3E-09 <0.1 

合計 6.2E-06 100 
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第 2.1.1.f－5表 重要度解析結果（基事象別ＦＶ重要度） 

基事象 ＦＶ重要度 

ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 1.1E-01 

ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通原因閉失敗 1.1E-01 

ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 1.1E-01 

ＲＨＲポンプＡ，Ｂ共通原因起動失敗 9.1E-02 

ＲＨＲポンプ室送風機Ａ，Ｂ共通原因起動失敗 8.6E-02 

ＲＨＲポンプＡ，Ｂ共通原因継続運転失敗 4.8E-02 

ＲＨＲポンプ室送風機３区分共通原因起動失敗 4.5E-02 

非常用ＤＧ－Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 3.0E-02 

ＲＨＲポンプ室送風機Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 2.7E-02 

ＲＣＷポンプ区分間共通原因継続運転失敗 2.5E-02 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1.1.f－6表 重要度解析結果（基事象別ＲＡＷ） 

基事象 ＲＡＷ 

ＲＣＷポンプ区分間共通原因継続運転失敗 4.9E+04 

ＲＳＷポンプ区分間共通原因継続運転失敗 4.9E+04 

ＲＨＲポンプ室送風機Ａ，Ｂ共通原因継続運転失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプ出口逆止弁ＭＶ２２２-１Ａ，Ｂ共通原因開失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプＡ，Ｂ共通原因継続運転失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプ室送風機３区分共通原因起動失敗 4.8E+04 

ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 4.8E+04 

ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－２Ａ，Ｂ共通原因閉失敗 4.8E+04 

ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 4.8E+04 

ＲＨＲポンプ室送風機３区分共通原因継続運転失敗 4.8E+04 
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第 2.1.1.g－1表 不確実さ解析結果（格納容器破損モード別） 

格納容器破損モード 平均値 
95％ 

確率値 
中央値 

５％ 

確率値 
ＥＦ 

雰囲気圧力・温

度による静的負

荷（格納容器過

圧・過温破損） 

過圧破損 6.4E-06 1.5E-05 3.9E-06 1.7E-06 3.0 

過温破損 2.8E-09 8.2E-09 1.8E-09 4.7E-10 4.2 

格納容器雰囲気直接加熱 

（ＤＣＨ）
6.0E-17 2.2E-16 1.4E-17 9.4E-19 15.5 

水蒸気爆発 

（ＦＣＩ）
2.4E-13 7.4E-13 2.7E-14 1.3E-15 23.9 

溶融炉心・コンクリート

相互作用（ＭＣＣＩ）
2.5E-09 8.0E-09 2.9E-10 1.4E-11 24.0 

早期過圧破損 

（未臨界確保失敗時の過圧） 
6.1E-10 1.9E-09 6.2E-11 4.0E-12 21.7 

格納容器 

バイパス 

格納容器 

隔離失敗 
5.5E-11 1.7E-10 1.9E-11 2.9E-12 7.8 

インターフェイス

システムＬＯＣＡ
3.3E-09 9.5E-09 2.1E-09 5.7E-10 4.1 

合計 6.4E-06 1.5E-05 3.9E-06 1.7E-06 3.0 
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第 2.1.1.d－1図 格納容器イベントツリー(１／３) 

 

  

プラント 
損傷状態 

格納容器 
隔離 

原子炉圧力容器破損前 
（Ｔ１） 

原子炉圧力 
容器破損直後 
（Ｔ２） 最終状態に対応する 

格納容器破損モード 
原子炉 
減圧 

原子炉 
圧力容器
注水 

原子炉 
圧力容器
破損 

ＦＣＩ ＤＣＨ 

        

    
無 

  
後続事象 

（原子炉圧力容器健全）へ 
   

成功 
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後続事象 

（原子炉圧力容器破損）へ 
  

成功 
 

有 
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 ＦＣＩ 

 
成功 

     

     
無 

 
後続事象 

（原子炉圧力容器破損）へ 
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無 後続事象 

（原子炉圧力容器破損）へ 
     

無 
 

  
失敗 

   
有 

ＤＣＨ 

       

     
有 

 ＦＣＩ 

       

 
失敗 

     格納容器隔離失敗 
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第2.1.1.d－1図 格納容器イベントツリー(２／３) 

 

第2.1.1.d－1図 格納容器イベントツリー(３／３) 
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成功 

 

  
失敗 

格納容器過圧・過温破損 

   

  
成功 

原子炉圧力容器内で事故収束 

 
失敗 

 

  
失敗 

格納容器過圧・過温破損 

   

    

事故後期（Ｔ３） 
最終状態に対応する 

格納容器破損モード 
後続事象 

（原子炉圧力容
器破損） 

格納容器
注水 

ＦＣＩ 
デブリ 
冷却 

長期冷却 

      

    
成功 

原子炉格納容器内で事故収束 

   
成功 

 

  
無 

 
失敗 

格納容器過圧・過温破損 

     

 
成功 

 
失敗 

 
格納容器過圧・過温破損 

ＭＣＣＩ 
     

  
有 

  ＦＣＩ 

     

 
失敗 

   格納容器過圧・過温破損 
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第 2.1.1.e－1図(1) 代表シーケンスにおける事故進展（ＴＱＵＶ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第2.1.1.e－1図(2) 代表シーケンスにおける事故進展（ＴＱＵＸ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



2.1.1-45 

第2.1.1.e－1図(3) 代表シーケンスにおける事故進展（長期ＴＢ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



2.1.1-46 

第2.1.1.e－1図(4) 代表シーケンスにおける事故進展（ＴＷ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



2.1.1-47 

第2.1.1.e－1図(5) 代表シーケンスにおける事故進展（ＴＣ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



2.1.1-48 

第2.1.1.e－1図(6) 代表シーケンスにおける事故進展（ＬＯＣＡ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



2.1.1-49 

第2.1.1.f－1図 格納容器破損頻度寄与割合（プラント損傷状態別） 

 

第2.1.1.f－2図 格納容器破損頻度寄与割合（格納容器破損モード別） 

ＴＱＵＸ <0.1％ 

ＴＱＵＶ <0.1％ 

長期ＴＢ <0.1％ 

ＴＢＤ <0.1％ 

ＴＣ <0.1％ 

ＬＯＣＡ <0.1％ 

ＴＢＵ  <0.1％ 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（過温破損）<0.1％ 

格納容器雰囲気直接加熱 <0.1％ 

溶融炉心・コンクリート相互作用 

<0.1％ 

早期過圧破損 <0.1％ 

格納容器バイパス <0.1％ 水蒸気爆発 <0.1％ 

ＴＷ 約 100％ 

雰囲気圧力・温度による 

静的負荷（過圧破損） 

約 100％ 

インターフェイス

システムＬＯＣＡ <0.1％

ＴＢＰ <0.1％ 
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補足 1.1.1.a-1-1 

サプレッション・プール水温度が上昇した場合の高圧炉心スプレイ系の機能維持 

 

 

サプレッション・プール水温度が上昇した場合の高圧炉心スプレイ系の機能維

持について，本評価における扱いについて以下に示す。 

 

1．事故シーケンスグループにおけるＴＢＷシーケンスの整理 

ＴＢＷシーケンス（外部電源喪失発生時の崩壊熱除去機能喪失）は，高圧炉心

スプレイ系非常用ディーゼル発電機による給電により，高圧炉心スプレイ系を用

いた原子炉注水には成功するが，原子炉格納容器除熱に失敗するシーケンスであ

り，事故シーケンスグループとしては，崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）に整理して

いる。 

 

2．ＴＢＷシーケンスにおける高圧炉心スプレイ系の機能維持 

ＴＢＷシーケンスにおけるサプレッション・プール水位及びサプレッション・

プール水温度を第１図に示す。ＴＢＷシーケンスにおいては，事象発生後約

時間後にサプレッション・プール水位高の信号により，水源が復水貯蔵タンクか

らサプレッション・プールに切り替わる。サプレッション・プールを水源として

高圧炉心スプレイ系による注水を継続する場合，サプレッション・プール水温度

の上昇によって，高圧炉心スプレイ系が機能喪失に至る可能性がある。 

しかしながら，サプレッション・プール水温度の上昇により高圧炉心スプレイ

系が機能喪失に至る前に，水源を再度復水貯蔵タンクに切り替えた場合，高圧炉

心スプレイ系が機能喪失することはない。水源を再度復水貯蔵タンクに切り替え

ることにより，高圧炉心スプレイ系は原子炉格納容器が崩壊熱除去機能喪失によ

る過圧破損に至るまで，高圧炉心スプレイ系の機能は維持される。よって，ＴＢ

Ｗシーケンスは崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ）に整理される。 

 

3．事故シーケンスグループの整理を変更した場合の感度解析 

ＴＢＷシーケンス（炉心損傷頻度：4.4×10－７／炉年）の事故シーケンスグル

ープをＴＢに整理した結果を第１表及び第２図に示す。 

感度解析の結果，ＴＢによる炉心損傷頻度は２桁程度増加し，外部電源喪失起

因で高圧炉心スプレイ系継続注水失敗にて炉心損傷に至る事故シーケンスがＴ

Ｂとして主に寄与するが，抽出される事故シーケンスグループは変わらない。 
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第 1図 ＴＢＷシーケンスにおけるサプレッション・プール水位 

及びサプレッション・プール水温度 
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第 1表 ＴＢＷシーケンスをＴＢに変更した場合の炉心損傷頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 図 ＴＢＷシーケンスをＴＢに変更した場合の 

事故シーケンスグループ別の炉心損傷割合 

 

事故シーケンス 

グループ 

炉心損傷頻度（／炉年） 

ＴＢＷをＴＷに 

含めた場合 

ＴＢＷをＴＢに 

含めた場合 

崩壊熱除去機能喪失 
6.2E-06 

(約 100%) 

5.8E-06 

(93%) 

全交流動力電源喪失 
2.7E-09 

(<0.1%) 

4.5E-07 

(7.2%) 

ＴＢＷをＴＷに含めた場合 ＴＢＷをＴＢに含めた場合 

全交流動力 

電源喪失 
<0.1％ 

崩壊熱除去機能喪失 

約 100％ 

崩壊熱除去機能喪失 

約 93％ 

全交流動力 

電源喪失 
7.2％ 
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起因事象から除外している事象の考え方 

 

 

1．はじめに 

今回のＰＲＡでは，発生頻度，プラントへの影響などの観点から，ＰＲＡの対

象とすることの必要性は低いと考え，設計基準事故のうち，いくつかの事象を起

因事象から除外している。 

ここでは，発生した場合に炉心又は燃料プールの燃料に影響を与えると考えら

れる以下の事象について，その除外理由を補足する。 

 

・原子炉冷却材流量の部分喪失（原子炉再循環ポンプ１台トリップ） 

・燃料プールでの放射性物質の放出 

・燃料集合体の落下 

・制御棒落下 

・放射性気体廃棄物処理施設の破損 

・計装用空気系故障 

・主蒸気管破断 

・原子炉圧力容器破損 

 

2．起因事象から除外している事象の考え方 

(1) 原子炉冷却材流量の部分喪失（原子炉再循環ポンプ１台トリップ） 

原子炉冷却材流量の部分喪失は，原子炉スクラムに至らず，炉心損傷防止

の観点から影響が限定されることから，本事象は起因事象から除外している。

ただし，原子炉を手動停止した場合は，手動停止の起因事象として分類する。 

(2) 燃料プールでの放射性物質の放出 

燃料プールでの燃料損傷（放射性物質の放出に関わるリスク）については，

プラントの運転に直接影響する事象ではないこと及びプラント運転中の燃料

プール内の燃料の崩壊熱が低く，燃料プールに十分な量の冷却材が保有され

ているため，対応の余裕時間が十分にあること等の理由から，本事象は起因

事象から除外している。 

なお，燃料プール内の燃料損傷のリスクについては，燃料プール内の使用

済燃料の崩壊熱が大きいプラント停止時について，停止時レベル１ＰＲＡを

実施している。 

また，燃料プールでの燃料損傷に至るシーケンスについては，停止時ＰＲ

Ａに基づき，プラント停止時の重要事故シーケンスの選定において考慮して

いる。 

(3) 燃料集合体の落下 

燃料集合体の落下については，運転中では燃料集合体の移送作業中におけ

る落下が考えられるが，落下した場合でもプラント運転には影響がない。ま
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た，燃料取替機の燃料把握機は二重のワイヤや燃料集合体を確実につかんで

いない場合には吊上げができない等のインターロックを設け，圧縮空気が喪

失した場合にも，燃料集合体が外れない設計としている等，燃料集合体の落

下事象が発生する可能性は小さいと考えられる。また，原子炉設置許可申請

書の安全評価の中で，燃料取替作業に際し炉心上部で取扱中の燃料集合体が

落下し燃料集合体が破損する事象を想定しており，その評価結果によると周

辺公衆への放射線被ばくのリスクは十分に小さい。これらを考慮し，本事象

は起因事象から除外している。 

(4) 制御棒落下 

出力運転時の制御棒落下事象については，制御棒と駆動軸との接続部は，

十分に信頼性の高い構造となっており，必要な場合以外に分離することがな

い構造となっていることから，発生の可能性は非常に小さいと考えられる。

また，原子炉設置許可申請書の安全評価の中で，制御棒１本が制御棒駆動機

構から分離して炉心から落下する事故が想定しており，その評価結果による

と周辺公衆への放射線被ばくのリスクは十分に小さい。これらを考慮し，本

事象は起因事象から除外している。 

(5) 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

配管破断により主復水器から気体廃棄物処理系に流入する放射性物質が漏

えいする事象であるが，破断箇所を隔離する弁が多重に設置されており，事

象を収束できかつ外部への影響も小さく，また，直ちに原子炉への外乱に至

ることはないため，炉心損傷防止の観点ではその影響が限定されることから，

本事象は起因事象から除外している。 

(6) 計装用空気系故障 

計装用圧縮空気系故障は，国内プラントでは発生していないが，同事象が

発生し系統の機能に重大な影響が生じた際は，プラントを手動停止すること

が考えられるが，手動停止の起因事象として取り扱うこととなるため，本事

象は起因事象から除外している。 

(7) 主蒸気管破断 

a. 主蒸気管破断の発生頻度 

主蒸気管を隔離するような破断の事例はないため，ＬＯＣＡの発生頻度

をもとに評価した。ＬＯＣＡの発生頻度を評価しているＮＵＲＥＧ－1829

では，口径の大きさに応じて発生頻度を評価しており，島根原子力発電所

２号炉の主蒸気管(600A)の発生頻度は 1.0×10－５／炉年以下になると推定

される。そこで，今回のＰＲＡでは主蒸気管４本の破断発生頻度を 1.0×

10－５／炉年とした。 

b．主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

主蒸気隔離弁による隔離弁閉に失敗する確率について以下に示す。 

(a) 主蒸気隔離弁の隔離信号故障確率 

主蒸気管には主蒸気管周囲温度高，主蒸気管流量大等による自動隔離
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機能及び運転員による手動隔離操作に期待できる。今回のＰＲＡでは保

守的に運転員による手動隔離操作には期待せず，自動隔離機能のみを考

慮する。主蒸気隔離弁の隔離信号故障率は，検出器から最終リレーまで

に含まれる機器の故障率が国内故障率データにおいて 1.0×10－10 から

1.0×10－７未満の範囲のため１チャンネルの故障率を 1.0×10－７／時間

とする。試験間隔を１年間，隔離信号が 1 out of 2 twice であること

を考慮すると，隔離信号故障確率は 5.0×10－７／要求時となる。 

１チャンネルの信号故障確率 

＝１チャンネルの故障率×１年間／２ 

＝5.0×10－４／要求時（切上げ） 

隔離信号故障確率（1 out of 2 twice） 

＝(１チャンネルの信号故障確率×１チャンネルの信号故障確率)×２ 

＝5.0×10－７／要求時 

(b) 主蒸気隔離弁の機械故障確率 

主蒸気隔離弁の機械故障確率には，国内故障率データより空気作動弁

の作動失敗の故障率 1.1×10－７／時間を用いる。主蒸気隔離弁は定期試

験を１週間ごとに行っているため，１弁あたりの故障確率は，9.2×10－

６／要求時となる。主蒸気隔離弁は，原子炉格納容器の内側と外側に１

弁ずつあるため，弁の共通原因故障（β＝0.13）を考慮すると，２弁あ

たりの機械故障確率は，1.2×10－６／要求時となる。 

主蒸気隔離弁１弁機械故障確率 

＝空気作動弁の故障率×１週間／２ 

＝9.2×10－６／要求時／弁 

主蒸気隔離弁２弁機械故障確率 

＝１弁故障確率×１弁故障確率＋１弁故障確率×β値 

＝1.2×10－６／要求時／２弁 

(c) 主蒸気管の隔離弁閉失敗確率 

主蒸気管の隔離弁閉失敗確率は，主蒸気管が４本あるため４本すべて

の隔離弁閉に成功する必要があると想定し，隔離信号故障と主蒸気隔離

弁の機械故障の和をとると，内側主蒸気隔離弁のみに期待する場合の主

蒸気管隔離弁閉失敗確率は 3.7×10－５／要求時，外側主蒸気隔離弁にも

期待する場合の主蒸気管隔離弁閉失敗確率は 5.3×10－６／要求時となる。 

内側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気隔離弁１弁機械故障確率×４本＋隔離信号故障確率 

＝3.7×10－５／要求時 

内側及び外側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気隔離弁２弁機械故障確率×４本＋隔離信号故障確率 

＝5.3×10－６／要求時 

(d) 主蒸気管破断時の隔離弁閉失敗確率 



 

補足 1.1.1.b-1-4 

主蒸気管破断時の隔離弁閉失敗確率は，主蒸気管破断の確率及び主蒸

気管の隔離弁閉失敗確率より，内側主蒸気隔離弁のみに期待する場合の

主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率は 3.7×10－10／要求時，外側主蒸気隔

離弁にも期待した場合の主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率は 5.3×10－11

／炉年となる。 

内側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気管破断確率×内側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗確率 

＝3.7×10－10／炉年 

内側及び外側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗確率 

＝主蒸気管破断確率×内側及び外側主蒸気隔離弁による隔離弁閉失敗

確率 

＝5.3×10－11／炉年 

c．主蒸気管破断が発生したときの起因事象の分類 

主蒸気管破断の発生箇所の概要図を第 1 図に示す。主蒸気管破断がいず

れの箇所で発生したときの起因事象も，今回のＰＲＡからは除外又は他の

起因事象に包絡している。各破断箇所による起因事象の除外又は他の起因

事象への包絡の理由について以下に示す。 

(a) 隔離に成功した場合 

第 1図の①，②，③の箇所で主蒸気管破断が発生し内側又は外側主蒸

気隔離弁による隔離に成功した場合は，隔離事象と同様のシーケンスに

なる。主蒸気破断の発生後に隔離に成功する確率は約 1.0×10－５／炉年

となり，隔離事象の発生頻度 2.7×10－２／炉年に比べて十分に低いため，

隔離事象の起因事象に包絡される。第 1図の④の箇所で主蒸気管破断が

発生した場合は，主蒸気隔離弁による隔離に期待できず下記(b)④の状

態となる。 

(b) 隔離に失敗した場合 

① 外側主蒸気隔離弁からタービン側の区間 

第 1 図の①の箇所で主蒸気管破断が発生した場合は，格納容器バイ

パスが発生する。隔離失敗確率は内側及び外側の主蒸気隔離弁に期待

でき，内側及び外側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗

確率より，5.3×10－11／要求時となる。隔離失敗による格納容器バイ

パスの発生頻度は十分に低いため，本事象は起因事象から除外してい

る。 

② ＰＣＶから外側主蒸気隔離弁までの区間 

第 1 図の②の箇所で主蒸気管破断が発生した場合は，格納容器バイ

パスが発生する。しかし，格納容器貫通部に主蒸気隔離弁が直接接続

されており，主蒸気管破断の発生頻度は 1.0×10－５よりも更に低いと

考えられる。仮に主蒸気管破断頻度を 1.0×10－５とした場合，内側主

蒸気隔離弁にしか期待できず，主蒸気管破断による格納容器バイパス
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の発生頻度は，内側主蒸気隔離弁による主蒸気管破断時隔離弁閉失敗

確率より，3.7×10－10／炉年となる。この仮定においても隔離失敗に

よる格納容器バイパスの発生頻度は十分に低いため，本事象は起因事

象から除外している。 

③ 内側主蒸気隔離弁から原子炉格納容器までの区間 

第 1 図の③の箇所で主蒸気管破断が発生し，内側主蒸気隔離弁の隔

離に失敗した場合は下記④と同様になる。 

④ ＲＰＶから内側主蒸気隔離弁までの区間 

第 1 図の④の箇所で主蒸気管破断が発生した場合は，原子炉格納容

器内での破断となり，起因事象としては大破断ＬＯＣＡに分類される。

シーケンスも大破断ＬＯＣＡと同様になる。大破断ＬＯＣＡは，ＮＵ

ＲＥＧ－1829では，破断口径が125Aより大きな破断を想定しており，

島根原子力発電所２号炉の主蒸気管(600A)も大破断ＬＯＣＡの発生

頻度に包絡されている。そのため，今回のＰＲＡでは大破断ＬＯＣＡ

の起因事象に含めて評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 主蒸気管配管破断の位置 

 

(8) 原子炉圧力容器破損 

原子炉圧力容器破損については，原子炉圧力容器は，過渡・事故を想定し

た保守的な設計を行っていること，使用前検査で有意な欠陥のないこと及び

耐圧試験で十分な耐性を有していることを確認していること，供用期間中検

査により有意な欠陥やき裂のないことを定期的に確認していること等から，

決定論的に既に十分な対応がとられており，大きな残留リスクになるとは考

えられない。また，原子炉圧力容器破損の頻度はＷＡＳＨ－1400や確率論的

破壊力学（ＰＦＭ）により試算されており，それぞれ 1.0×10－７／炉年，1.0

×10－８／炉年となっており，原子炉格納容器からの放射性物質の放出という

観点からは，無視し得ると判断されるため，本事象は起因事象から除外して

いる。 

 

内側主蒸気隔離弁 外側主蒸気隔離弁 

原子炉圧力容器 原子炉格納容器 

① ② ③ ④ 
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運転時ＰＲＡにおいて通常停止を起因事象として取扱う考え方 

 

 

1．運転時ＰＲＡの対象範囲 

運転時ＰＲＡの対象範囲は，「レベル１ＰＳＡ学会標準」において，ＢＷＲで

は第 1 図に示すとおり，「制御棒引抜開始」から「復水器真空破壊」までとされ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1図 運転時ＰＲＡ及び停止時ＰＲＡの対象範囲（ＢＷＲ） 

 

第１図において，(1)出力降下開始～全制御棒全挿入，(2)全制御棒全挿入～復

水器真空破壊，(3)制御棒引抜開始～定格出力の各期間は次の理由により，運転

時ＰＲＡに含めて評価するのが適当であると判断している。 

 

(1) 出力降下開始～全制御棒全挿入 

緩和設備は給水系を除いて定格出力運転時とほぼ同等の構成となること及

び定格出力運転中の期間と比べ当該期間は極めて短いことを考慮すると，  

ＰＲＡの観点から定格出力運転時と同等に扱うことは適当であると考える。

また，原子炉圧力／出力が低下した状態では，プラント運用のため以下の原

子炉スクラム信号がバイパスされるが，これは燃料健全性を確保するうえで，

以下のインターロックによる原子炉スクラムの必要がない状況に移行したこ

とによるものであり，(1)の期間中の厳密なモデル化の有無がＰＲＡの観点か

ら有意なものではない。 

・原子炉圧力の低下に伴う「主蒸気隔離弁閉」による原子炉スクラム 

・原子炉熱出力の低下に伴う「主蒸気止め弁閉」及び「蒸気加減弁急速閉」

による原子炉スクラム 

 

(2) 全制御棒全挿入～復水器真空破壊 

緩和設備は給水系を除いて定格出力運転時とほぼ同等の構成であること及

び当該期間は定格出力運転期間と比べ，極めて短いことを考慮すると，   

ＰＲＡの観点から定格出力運転時と同等に扱うことは適当であると考える。 

 

停止時 PRA 
運転時 PRA (1)運転時 PRA 

に包含 

運転時 PRA (2)運転時 PRA 

に包含 

(3)運転時 PRA 

に包含 

原
子
炉
熱
出
力 

経過時間 

出力降下開始 全制御棒 
全挿入 

復水器 
真空破壊 

制御棒引抜開始 定格出力到達 
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補足 1.1.1.b-2-2 

(3) 制御棒引抜開始～定格出力 

緩和設備は給水系を除いて定格出力運転時とほぼ同等の構成であること及

び当該期間は定格出力運転期間と比べ，極めて短いことを考慮すると，   

ＰＲＡの観点から定格出力運転時と同等に扱うことは適当であると考える。 

 

2．通常停止を起因事象として取り扱う考え方 

島根原子力発電所２号炉のレベル１ＰＲＡにおいては，定期事業者検査など前

もって計画されているプラント停止の他，機器からの漏えいなど比較的軽微な故

障による計画されないプラント停止について，通常停止として，起因事象の一つ

として取り扱っている。 

通常停止は，それ自体が炉心損傷に至る可能性は十分低いと考えられるが，年

に１回程度の頻度で行うプラント状態の変更を伴う事象であり，その際，崩壊熱

除去機能等の緩和機能が喪失した場合の炉心損傷頻度は，過渡事象等が発生する

場合の炉心損傷頻度と比較して，ある程度の寄与となる可能性がある。 

このため，従来から定期安全レビュー（ＰＳＲ）等の機会に実施しているレベ

ル１ＰＲＡと同様に，通常停止を起因事象の一つとして考慮している。 

なお，通常起動については，停止後の時間経過及び新燃料の装荷により崩壊熱

レベルが低く，定期事業者検査後のため緩和機能の信頼性も高いと考えられるこ

とから，従来から起因事象として取り扱っていない。 

 

 



補足 1.1.1.b-3-1 

「起動操作」を起因事象に含めないことの考え方 

 

 

今回実施した内部事象運転時レベル１ＰＲＡでは，起因事象(通常の運転状態を

妨げる事象であって，炉心損傷及び格納容器損傷に波及する可能性のある事象)と

して「手動停止(計画停止及び軽微な故障による計画外停止)」を考慮している。

一方で，起動操作そのものは起因事象として考慮していない。これは，起動時の

プラントの状態に関する以下の点を考慮し，起動時のリスクが小さく，運転時の

評価に包絡されると考えたためである。 

・起動時のプラントの状態は運転時とほぼ同じであること。 

・原子炉停止後の時間経過及び新燃料の装荷により崩壊熱レベルが低いこと。 

・起動前には安全系などが点検されているため，ランダム故障の確率が低減さ

れていると考えられること。 

 

なお，起動操作の期間について，レベル１ＰＳＡ学会標準では，運転時のＰＲ

Ａの対象とする期間を制御棒引抜開始から復水器真空破壊までとしており，この

期間に生じたトラブル事象はすべて起因事象として考慮している。このため，プ

ラント起動中に生じたトラブル事象も起因事象として考慮している。 
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補足 1.1.1.b-4-1 

主蒸気隔離弁の部分閉鎖を隔離事象に分類する考え方について 

 

 

主蒸気隔離弁の閉鎖について，出典としたＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）の定

義「主蒸気隔離弁の部分閉鎖」を隔離事象に分類していることの根拠，「主蒸気隔

離弁の部分閉鎖」が「主蒸気隔離弁の１弁閉鎖」と起因事象が異なる理由を以下

に示す。 

ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）では様々な過渡事象が示されており，主蒸気隔

離弁の１弁閉鎖，部分閉鎖は下表のように定義されている。 

 

第 1表 ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ-2230）での定義 

６．主蒸気隔離弁の１弁閉鎖 

運転員の過誤又は機器故障により，主蒸気隔離弁の

１つだけが閉鎖する過渡事象，残りの主蒸気隔離弁

は開状態である。 

７．主蒸気隔離弁の部分閉鎖 

運転員の過誤又は機器故障により，１つないし，そ

れ以上の主蒸気隔離弁が部分閉鎖する過渡事象で

ある。 

 

主蒸気隔離弁の１弁閉鎖は，ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）の定義より，１弁

は閉鎖しているものの残りの弁は問題なく開いている状態であり，復水器による

除熱が可能であるため非隔離事象に分類している。 

一方，主蒸気隔離弁の部分閉鎖は，ＥＰＲＩ報告書（ＮＰ－2230）の定義より，

１弁若しくはそれ以上の弁が部分閉鎖している状態であり，閉鎖の程度によって

は復水器による除熱ができなくなると想定し，保守的に隔離事象と分類している。 

なお，主蒸気隔離弁の部分閉鎖の事象は国内では発生しておらず，この分類が

起因事象発生頻度に与える影響はない。 
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補足 1.1.1.b-5-1 

起因事象の発生頻度におけるＥＦの設定の妥当性について 

 

 

1．ＥＦの設定について 

ＥＦの設定について，レベル１ＰＳＡ学会標準では，以下のように記載されて

いる。 

 

【レベル１ＰＳＡ学会標準より抜粋】 

「起因事象の発生頻度を評価し，10.3.3に示す方法や工学的判断により不確実

さを設定する。」 

 

本評価では学会標準に基づき，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4550の起因事象発生頻度の

ＥＦの設定（第1表参照）をもとに，工学的判断によりＥＦを３としている。 

なお，原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）については参照した文献値に基いた不確

実さ幅から，インターフェイスシステムＬＯＣＡについてはＬＯＣＡの不確実さ

幅を参考に，起因事象発生頻度のＥＦを設定している。 

 

2．起因事象発生頻度のＥＦに対する感度解析 

起因事象発生頻度の不確実さによる全炉心損傷頻度の不確実さへの影響を確

認するため，ＥＦを変更した場合の感度解析を以下のとおり行った。 

(1) ＥＦの設定 

国内ＢＷＲにおける発生経験の有無により，起因事象を以下のように分類

し，感度解析ケースでは，これらに対して第2表に示すとおりに起因事象発生

頻度のＥＦを変更した。 

・国内ＢＷＲで発生経験がある起因事象 

・国内ＢＷＲで発生経験がなく，発生件数を0.5件とした起因事象 

（逃がし安全弁誤開放，原子炉補機冷却系故障，交流電源故障，直流電源

故障，タービン・サポート系故障） 

(2) 感度解析結果 

全炉心損傷頻度における平均値，ＥＦのベースケースとの比較を第3表及び

第1図に示す。 

感度解析ケース１及び２において，起因事象のＥＦを増加させた場合に，

全炉心損傷頻度のＥＦが増加しているが，平均値への影響は小さいことが分

かる。 

補足説明資料 1.1.1.b－5 



 

補足 1.1.1.b-5-2 

第1表 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4550のＥＦ 

起因事象 ＥＦ 

直流母線喪失による過渡事象 ３ 

交流母線喪失による過渡事象 ３ 

オフサイト電源喪失による過渡事象 ３ 

電力変換系の喪失以外を起因とする過渡事象 ３ 

電力変換系の喪失を起因とする過渡事象 ３ 

不注意による逃がし弁の開操作 ３ 

※ ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－4550では，扱っているすべての起因事象のＥＦを”３”

としている。 

 

第2表 起因事象発生頻度におけるＥＦの設定 

 
ベースケース 

感度解析 

ケース１ 

感度解析 

ケース２ 

ＥＦ 

国内ＢＷＲで発生経験

がある起因事象 
３ ３ 10 

国内ＢＷＲで発生経験

がない起因事象 
３ 10 10 

 

 

第3表 全炉心損傷頻度における平均値，ＥＦのベースケースとの比較 

 ベースケース 
感度解析 

ケース１ 

感度解析 

ケース２ 

炉心損傷頻度（平均値） 

（／炉年） 
6.2E-06 6.2E-06 6.2E-06 

ＥＦ 3.0 3.2 4.2 
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第1図 全炉心損傷頻度に対する不確実さの比較 



 

補足 1.1.1.b-6-1 

起因事象発生頻度の評価における考え方 

 

 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡに用いる起因事象の抽出は，以下の手順で実施

している。 

○ 過渡事象 

設置許可申請書添付書類十で評価されている原子炉の異常な過渡変化及び

事故について分析，発生後のプラント挙動を考慮し，７つの起因事象にグル

ープ化 

○ 従属性を有する起因事象 

設置許可申請書添付書類八等に記載されている，原子炉の運転に係わる設

備についての機能喪失時の影響を検討，補機冷却系の故障，電源の故障等の

７つの起因事象を抽出 

○ 原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 

破断規模によりプラント応答が異なることを考慮し，大破断ＬＯＣＡ，中

破断ＬＯＣＡ，小破断ＬＯＣＡの３事象に分類 

これに手動停止を加え，内部事象運転時レベル１ＰＲＡにおける起因事象とし

て用いている。 

 

抽出した起因事象の発生頻度は，基本的に以下の考え方及び①～③の優先順位

に基づいて評価している。 

① 国内ＢＷＲの運転経験データにおいて，発生が報告されている事象につい

ては，発生件数を国内ＢＷＲプラントの総運転炉年等で除した値とした。 

【対象事象】過渡事象（ＳＲＶ誤開放を除く），手動停止 

② 国内ＢＷＲの運転経験データにおいて，発生が報告されていない事象であ

っても，発生頻度等の評価に活用可能な文献等を参照可能な事象については，

それらを参照・検討し，値を設定した。 

【対象事象】原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ），インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡ 

③ 国内ＢＷＲの運転経験データでは発生が報告されておらず，発生頻度の評

価に活用可能な文献等が確認できない事象については，国内での発生件数を

0.5件とし，これを国内ＢＷＲプラントの総運転炉年等で除した値とした。 

【対象事象】ＳＲＶ誤開放，従属性を有する起因事象 

補足説明資料 1.1.1.b－6 



補足 1.1.1.b-7-1 

起因事象の発生頻度評価に用いるデータベースの適用性について 

 

 

起因事象発生頻度のデータベースは，メーカ及びエンジニアリング会社によっ

て，以下の情報を対象に起因事象発生件数を調査し，その結果を事業者が確認す

る枠組みで定期的に更新している。 

・原子炉施設運転管理年報 

・原子力安全推進協会により運営されているＮＵＣＩＡ 

・電気事業者によるプレスリリース 

平成 20年度末までの起因事象発生頻度データは上記の枠組みによるデータベー

スの更新が完了している。その後，当社内において，定期安全レビュー（ＰＳＲ）

でＰＲＡを実施したために平成 23年度末までの実績を反映したデータベースを作

成している。 

以上の状況を踏まえ，本評価においては，ＰＲＡ評価開始時において利用可能

な最新のデータとして，平成 23年度末までの運転状況を反映した起因事象発生頻

度のデータを使用した。 
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補足 1.1.1.b-8-1 

起因事象「外部電源喪失」の発生頻度の算出に用いる運転実績 

 

 

外部電源喪失の起因事象発生頻度については，原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）

を除く他の起因事象と同様，ＢＷＲプラントにおける発生実績に基づき算出して

いる。 

外部電源喪失の発生頻度について，ＢＷＲ，ＰＷＲ，ＢＷＲ及びＰＷＲの各ケ

ースで計算した結果を第 1 表及び第 2 表に示すが，ほぼ同等の値となっており，

評価結果に与える影響は小さいと考えられる。 

 

第 1表 運転時レベル１ＰＲＡ 「外部電源喪失」の発生頻度 

計算ケース ＢＷＲ※１ ＰＷＲ※２ ＢＷＲ＋ＰＷＲ 

発生件数 

（件） 
３ ３ ６ 

運転時間 792.7炉年 621炉年 1,413.7炉年 

発生頻度 

（／炉年） 
3.8E-03 4.8E-03 4.2E-03 

外部電源喪失 

（／炉年） 
5.2E-07 ― 5.7E-07 

炉心損傷頻度 

（／炉年） 
6.2E-06 ― 6.3E-06 

※１ 島根原子力発電所２号炉安全審査資料（データ期間：2012年 3月 31日まで） 

※２ 川内原子力発電所１，２号炉安全審査資料（データ期間：2011年 3月 31日

まで） 

 

第 2表 停止時レベル１ＰＲＡ 「外部電源喪失」の発生頻度 

計算ケース ＢＷＲ※１ ＰＷＲ※２ ＢＷＲ＋ＰＷＲ 

発生件数 

（件） 

４ 

３ ７ 出力運転時

３ 

停止時 

１ 

運転時間 792.7 炉年 83,830日 621炉年 1,643.2炉年 

発生頻度 

（／時間） 

4.3E-07 5.0E-07 
5.5E-07 4.9E-07 

9.3E-07 

外部電源喪失 

（／定期事業

者検査） 

6.0E-06 ― 3.2E-06 

炉心損傷頻度 

（／定期事業

者検査） 

6.0E-06 ― 3.2E-06 

※１ 島根原子力発電所２号炉安全審査資料（データ期間：2012年 3月 31日まで） 

※２ 川内原子力発電所１，２号炉安全審査資料（データ期間：2011年 3月 31日

まで） 
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補足 1.1.1.b-9-1 

起因事象ＬＯＣＡの発生頻度算定の考え方 

 

 

1．事象の分類定義 

ＬＯＣＡでは，バウンダリからの冷却材の流出規模によりプラント応答や成功

基準が異なるため，流出規模に応じて事象分類を定義する。ＮＵＲＥＧ－1150の

定義と同様に漏えい，小破断ＬＯＣＡ，中破断ＬＯＣＡ，大破断ＬＯＣＡ及び設

計基準事故（ＤＢＡ）超過ＬＯＣＡに事象を分類した。各事象の分類定義や等価

破断径，流出流量について第 1表に示す。 

なお，「漏えい」については常用系のポンプによる冷却材の補給可能範囲であ

り，事象が発生しても重大な原子炉への外乱に発展する可能性は小さく，またタ

ービン系への影響も軽微と考えられることから手動停止に含めている。 

「ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ」はＮＵＲＥＧ－1829をもとに検討しており，その発生

頻度は 1.0×10－８／年以下となっている。ＤＢＡ超過ＬＯＣＡは原子炉圧力容器

破損が主な要因であり，原子炉圧力容器破損は補足 1.1.1.b-1に示す理由により

起因事象から除外する。 

 

第 1表 ＬＯＣＡ関連事象の分類定義 

事象分類 状態定義 等価破断径 流出流量 

漏えい 

常用系(制御棒駆動水

圧ポンプ等)で補給可

能な範囲 

小破断ＬＯＣＡ 
原子炉隔離時冷却系で

注水可能な範囲 

中破断ＬＯＣＡ 
小破断ＬＯＣＡと大破

断ＬＯＣＡの中間範囲 

大破断ＬＯＣＡ 
事象発生により原子炉

が減圧状態になる範囲 

ＤＢＡ超過ＬＯＣＡ 
設計基準事象でのＬＯ

ＣＡを超える範囲 
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補足 1.1.1.b-9-2 

2．発生頻度の設定 

ＬＯＣＡは日米ともに発生経験がなく，かつ原子炉冷却材バウンダリの設計及

び運転管理において日米で大きな差異がないため，その起因事象発生頻度の評価

には，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750 とＮＵＲＥＧ－1829 の文献データを用いた。調

査に用いた文献の概要については以下に示す。 

(1) ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750

Rates of Initiating Events at U.S. Nuclear Power Plants:1987-1995

/ February 1999 

・米国原子力発電所の起因事象発生頻度を評価したもの

・ＬＯＣＡ関係は 1969年から 1997 年の実績で検討

・ＬＯＣＡの発生経験はないため，配管の貫通クラックの発生経験から破断

に進展する確率を乗じて評価，小破断ＬＯＣＡを除きＥＦは 10を設定

・ＬＯＣＡの分類定義はＮＵＲＥＧ－1150に同様の大・中・小３段階

・経年変化（Trend）は一定とし，プラント間の相違もないとの位置づけ

・配管以外の寄与については評価対象外

(2) ＮＵＲＥＧ－1829(Draft Report for Comment)

Estimating Loss of Coolant Accident(LOCA) Frequencies Through the

Elicitation Process / June 2005 

・リスク情報活用規制の一環としての設計基準ＬＯＣＡ見直しのため，ＮＲ

ＣがＬＯＣＡ発生頻度を評価したもの

・専門家パネル(Expert Elicitation)により不確定性を含めた検討を実施

・配管からの寄与のほか，非配管からの寄与として，原子炉圧力容器や蒸気

発生器などの機器も考慮

・ＬＯＣＡ時の流出流量(等価破断径)により６段階に分類

・25 年運転想定での発生頻度と，ライセンス切れの頃(40 年運転想定)の評

価を実施，ＢＷＲでは両者にほとんど差はない結果

・原子炉圧力容器については，確率論的破壊力学(ＰＦＭ)による評価も参照

しつつ，破損頻度を検討

・ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750との結果比較があり，中破断ＬＯＣＡ部分を除き

おおむね一致 

両文献より，プラント間や経年変化での差異は小さいと考えられることから，

これらのデータはプラントによらず使用できると考えられる。なお，不確定性が

比較的大きいデータであることから，基本的に有効数字１桁として扱い，第２表

に示すように評価値を検討した。 

・ＮＵＲＥＧ－1829 とＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5750 の両文献データ(超過頻度・暦

年ベース)を用いる。



 

補足 1.1.1.b-9-3 

・事象の分類定義に従い，各分類境界での５％下限値と 95％上限値を次のよう

に設定する。

以上より，ＬＯＣＡ発生頻度を検討した結果を第１図にまとめる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

 

補足 1.1.1.b-9-4 

第 2表 ＬＯＣＡ発生頻度の検討 

(１/暦年) 

状態定義 
常用系での補

給超過 

ＲＣＩＣ注水

能力超過 

原子炉 

減圧状態 

 

事象分類 
小破断 

ＬＯＣＡ 

中破断 

ＬＯＣＡ 

大破断 

ＬＯＣＡ 

等価破断径 

流出流量(運転圧) 

平均値 3E-04 2E-04 2E-05 

ＥＦ 10 20 20 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

 

補足 1.1.1.b-9-5 

 

事象分類 

（格納容器内破断） 
状態定義 

等価 

破断径 

流出流量 

（運転圧） 
検 討 

漏えい 

常用系（ＣＲＤ

ポンプ等）で補

給可能な範囲 

小破断ＬＯＣＡ 
ＲＣＩＣで注水

可能な範囲 

中破断ＬＯＣＡ 

小破断ＬＯＣＡ

と大破断ＬＯＣ

Ａの中間範囲 

大破断ＬＯＣＡ 

事象発生により

原子炉が減圧状

態になる範囲 

ＤＢＡ超過 

ＬＯＣＡ 

設計基準事象で

のＬＯＣＡを超

える範囲 

 

第 1 図 ＬＯＣＡ事象分類と発生頻度検討のまとめ 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.b-10-1 

具体的破断箇所を想定した場合のＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度 

 

 

今回のＰＲＡにおける起因事象のＬＯＣＡの考え方では，具体的な破断箇所は

設定せず，ＬＯＣＡの発生頻度について検討されている海外の文献を参考に，大

破断ＬＯＣＡ，中破断ＬＯＣＡ，小破断ＬＯＣＡそれぞれに相当する大きさの破

断の発生頻度を設定している。 

これに対し，本評価では，破断が原子炉圧力バウンダリの溶接箇所で生じると

想定したうえで，破断がＥＣＣＳ配管で生じた場合には当該ＥＣＣＳの緩和に期

待できないものとして，炉心損傷頻度を算出した。評価の結果，今回のＰＲＡで

のＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度と本評価でのＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度は同等とな

った。 

 

1．ＥＣＣＳ及びその他の系統でのＬＯＣＡ発生頻度の算出 

系統別のＬＯＣＡ発生頻度は，式（1）で算出した。算出に用いた溶接線数と

発生頻度の結果を第 1表に示す。今回のＰＲＡでは，破断口径 25A未満を小破断

ＬＯＣＡ，25A 以上-125A 未満を中破断ＬＯＣＡ，125A 以上を大破断ＬＯＣＡと

しているが，本評価では，破断口径 100A 以上を大破断ＬＯＣＡ，100A 未満を中

破断ＬＯＣＡとし，原子炉隔離時冷却系の緩和機能に期待しないものとした。 

また，各ＬＯＣＡ発生頻度は，今回のＰＲＡで用いた値とした。 

 

着目する系統の配管破断発生頻度 

 

＝                    ×ＬＯＣＡ発生頻度・・・式(1) 

 

 

  

補足説明資料 1.1.1.b－10 

着目する系統の溶接線数 

原子炉圧力バウンダリでの全溶接線数 



補足 1.1.1.b-10-2 

第 1表 各系統の配管口径別の溶接線数と系統当たりのＬＯＣＡ発生頻度 

 

溶接線数※１ 配管破断発生頻度 

100A以上 100A未満 
大破断 

  ＬＯＣＡ※２ 

中破断 

  ＬＯＣＡ※３ 

原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心スプレイ系 

低圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系（Ａ） 

残留熱除去系（Ｂ） 

残留熱除去系（Ｃ） 

その他の 

原子炉圧力容器 

冷却材バウンダリ 

合計 

※１ 溶接線数は，クラス 1機器の検査カテゴリ B-F及び B-Jから抽出した。 

※２ 大破断ＬＯＣＡ発生頻度 2.0E-05／炉年 

※３ 中破断ＬＯＣＡ発生頻度 2.0E-04／炉年 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.b-10-3 

2．ＬＯＣＡ発生後の炉心損傷頻度 

具体的破断箇所を想定した場合のＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度は，式(2)で算出

した。算出に用いた値と算出結果を第 2表に示す。 

なお，起因事象発生頻度を 1.0とした条件付炉心損傷確率は，崩壊熱除去機能

喪失が支配的なため，ＥＣＣＳ配管破断による注水系機能喪失の影響は小さく，

すべて同等の結果となった。 

 

ＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度 

＝Σ（系統 iでのＬＯＣＡ発生頻度） 

×（系統 iに期待できない場合の条件付炉心損傷確率）・・・式(2) 

 

第 2表 各系統でのＬＯＣＡ後の条件付炉心損傷確率と炉心損傷頻度(１／２) 

 

条件付炉心損傷確率 

大破断ＬＯＣＡ 中破断ＬＯＣＡ 

原子炉隔離時冷

却系 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.9E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

高圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.5E-06 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-06 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

低圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 8.3E-09 ＬＯＣＡ時注水失敗 8.8E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

残留熱除去系

（Ａ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.8E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.0E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

残留熱除去系

（Ｂ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.0E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

残留熱除去系 

（Ｃ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.0E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

その他の 

原子炉圧力容器 

冷却材バウンダ

リ 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 

崩壊熱除去機能喪失 1.8E-05 

1.8E-05 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.9E-09 

原子炉停止機能喪失 2.9E-09 原子炉停止機能喪失 2.9E-09 

 

  

i 



補足 1.1.1.b-10-4 

第 2表 各系統でのＬＯＣＡ後の条件付炉心損傷確率と炉心損傷頻度(２／２) 

 

炉心損傷頻度（／炉年） 

大破断ＬＯＣＡ 中破断ＬＯＣＡ 

原子炉隔離時冷

却系 

崩壊熱除去機能喪失 1.4E-11 

1.4E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.3E-15 

原子炉停止機能喪失 2.2E-15 

高圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.1E-11 

1.2E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 9.7E-13 

原子炉停止機能喪失 1.9E-15 

低圧炉心スプレ

イ系 

崩壊熱除去機能喪失 1.2E-11 

1.2E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 5.4E-15 

原子炉停止機能喪失 1.9E-15 

残留熱除去系

（Ａ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.6E-11 

1.6E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.6E-15 

原子炉停止機能喪失 2.6E-15 

残留熱除去系

（Ｂ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.5E-11 

1.5E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.5E-15 

原子炉停止機能喪失 2.4E-15 

残留熱除去系

（Ｃ） 

崩壊熱除去機能喪失 1.7E-11 

1.7E-11 － － － ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.7E-15 

原子炉停止失敗 2.8E-15 

その他の 

原子炉圧力容器 

冷却材バウンダ

リ 

崩壊熱除去機能喪失 2.7E-10 

2.7E-10 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-09 

3.6E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2.6E-14 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 3.9E-13 

原子炉停止失敗 4.4E-14 原子炉停止機能喪失 5.8E-13 

合計 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-10 

3.6E-10 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-09 

3.6E-09 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.0E-12 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 3.9E-13 

原子炉停止機能喪失 5.8E-14 原子炉停止機能喪失 5.8E-13 

 

  



補足 1.1.1.b-10-5 

3. 評価結果

ＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度について，今回のＰＲＡの結果と本評価の結果を第

3 表に示す。評価結果の比較から，今回のＰＲＡでのＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度

は崩壊熱除去失敗が支配的なため，ＥＣＣＳ配管破断の炉心損傷頻度への影響は

小さく，本評価でのＬＯＣＡ後の炉心損傷頻度は同等となった。 

第 3表 今回のＰＲＡの結果と本評価結果の比較 

事故シーケンスグループ 
大破断ＬＯＣＡ 

（／炉年） 

中破断ＬＯＣＡ 

（／炉年） 

ベースケースの 

炉心損傷頻度 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-10 3.6E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 3.4E-14 3.9E-13 

原子炉停止機能喪失 5.8E-14 5.8E-13 

合計 3.6E-10 3.6E-09 

本評価 

崩壊熱除去機能喪失 3.6E-10 3.6E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1.0E-12 3.9E-13 

原子炉停止機能喪失 5.8E-14 5.8E-13 

合計 3.6E-10 3.6E-09 



補足 1.1.1.b-11-1 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生箇所の考え方

インターフェイスシステムＬＯＣＡは，原子炉圧力容器接続配管の高圧設計部

と低圧設計部のインターフェイスにおいて隔離機能が喪失することにより，低圧

設計部に設計圧以上の圧力がかかり機器破損を引き起こして，原子炉冷却材が原

子炉格納容器外に流出する事象である。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度は以下のように評価する。

原子炉から原子炉格納容器外に接続する主な系統の配管のうち，高圧バウンダ

リのみで構成されている系統は対象としない。また，発生頻度の観点から，３弁

以上の弁で隔離されている系統は評価の対象としない。 

以上より，評価対象の配管は次の４通りとなる。 

・低圧注水系注入配管

・低圧炉心スプレイ系注入配管

・残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管

・残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管

評価対象配管のうち隔離弁が２弁のものについての発生頻度は，低圧配管への

異常な過圧の発生頻度とこの時の配管の破損確率に加え，運転員による隔離操作

を考慮する。 

第 1 表に隔離弁に想定する故障モードをまとめて示す。弁の故障率等には，内

部リークや誤開に加えて運転中に開閉試験を実施する弁については，試験時開操

作，試験後の閉め忘れと閉失敗を考慮する。第 2 表に，評価で用いる機器の故障

率と人的過誤確率を示す。機器故障率（λ）については，国内故障率を基に作成

する。人的過誤確率（Ｈ）については，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124 で記載されてい

る値を用いる。電動弁故障状態における過圧発生時の認知・隔離及び外側隔離弁

内部リーク検出は保守的に考慮しない。低圧配管の過圧状態での破損確率（Ｐｒ）

は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124（表Ｅ．２）の低圧配管破損確率の最大値を参考に

破損確率を とする。 

① 低圧注水系注入配管における発生頻度

低圧注水系のＡ系，Ｂ系，Ｃ系の３系統を考慮する。評価対象とした配管の

概略図を第 1 図に示す。低圧注水系注入配管の高圧設計部分の隔離弁構成は，

試験可能逆止弁（以下「逆止弁」という）と電動弁で構成されている。これら

の弁に対し，１ヶ月に１回試験を行う。 

故障モードの組合せは，逆止弁４種と電動弁４種の組合せの以下の計 10通り

となる。 

補足説明資料 1.1.1.b－11 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.b-11-2 

（a）内部リークと内部リークの組合せ

（b）内部リークと誤開故障の組合せ

（c）内部リークと試験時開操作の組合せ

（d）内部リークと試験後の開放置の組合せ

（e）誤開故障と誤開故障の組合せ

（f）誤開故障と試験時開操作の組合せ

（g）誤開故障と試験後の開放置の組合せ

（h）試験時開操作と試験時開操作の組合せ

（i）試験時開操作と試験後の開放置の組合せ

（j）試験後の開放置と試験後の開放置の組合せ

第 3表に発生頻度の評価式をまとめて示す。 

② 低圧炉心スプレイ系注入配管における発生頻度

低圧炉心スプレイ系の１系統を考慮する。評価対象とした配管の概略図を第

2 図に示す。低圧炉心スプレイ系注入配管の高圧設計部分の隔離弁構成は，逆

止弁と電動弁で構成されている。これらの弁に対し，１ヶ月に１回試験を行う。

これは低圧注水系の弁構成と同様のため，本配管のインターフェイスシステム

ＬＯＣＡの発生頻度の評価式は，低圧注水系のものと同様となる。 

③ 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管における発生頻度

残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管のＡ系，Ｂ系の２系統を考慮

する。評価対象とした配管の概略図を第 3 図に示す。残留熱除去系原子炉停止

時冷却モード戻り配管の高圧設計部分の隔離弁構成は，逆止弁と電動弁で構成

されている。これらの弁は，運転中に試験を行わない。 

故障モードの組合せは，試験起因の弁開事象を除いた２種（内部リーク，誤

開故障）の組合せである。逆止弁の誤開故障は考慮しないことから，組合せは

下記の２通りとなる。 

（a）内部リークと内部リークの組合せ

（b）内部リークと誤開故障の組合せ

第 4表に発生頻度の評価式をまとめて示す。 

④ 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管における発生頻度

Ａ系，Ｂ系に共通の残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管１ライ

ンを考慮する。評価対象とした配管の概略図を第 4 図に示す。これらの弁は，

運転中に試験を行わない。残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管の

高圧設計部分の隔離弁構成は，電動弁と電動弁で構成されている。 
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故障モードの組合せは，試験起因の弁開事象を除いた２種（内部リーク，誤

開故障）の組合せであるので計３通りとなる。 

（a）内部リークと内部リークの組合せ

（b）内部リークと誤開故障の組合せ

（c）誤開故障と誤開故障の組合せ

第 5表に発生頻度の評価式をまとめて示す。 

上記の評価方法によるインターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度の評価

結果を第 6 表に示す。これよりインターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度

は約 8.1×10－８／炉年となる。 
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第 1表 隔離弁に想定する故障モードのまとめ 

隔離弁のタイプ 逆止弁 電動弁 

想定故障モード 

内部リーク 

誤開故障※１ 

試験時開操作 

試験後の開放置 

内部リーク 

誤開故障 

試験時開操作 

試験後の開放置※２ 

※１ 背圧が掛かっている状態での逆止弁の誤開故障は生じ得ない。ここで

は，組合せを考えるうえで用いるため，仮に記載している。 

※２ 電動弁の開放置は考慮しない。ここでは，組合せを考えるうえで用い

るため，仮に記載している。 
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第 2表 評価で用いる機器故障率と人的過誤確率 

略号 定義 機器故障率 単位 出展 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3表 低圧注水系注入配管のインターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生頻度の評価式(１／３) 

区

分 

原子炉格納容器

内側隔離弁 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3表 低圧注水系注入配管のインターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生頻度の評価式(２／３) 

区

分 

原子炉格納容器 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

（電動弁） 
各項の式 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 3表 低圧注水系注入配管のインターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生頻度の評価式(３／３) 

区

分 

原子炉格納容器 

内側隔離弁 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 4表 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管のインターフェイス 

システムＬＯＣＡ発生頻度の評価式

区

分 

原子炉格納容器 

内側隔離弁 

(逆止弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 5表 残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管のインターフェイス 

システムＬＯＣＡ発生頻度の評価式

区分 原子炉格納容器 

内側隔離弁 

(電動弁） 

原子炉格納容器 

外側隔離弁 

（電動弁） 

各項の式 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 6表 インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度の評価結果 

評価対象配管 
対象 

配管数 

隔離弁構成 発生頻度（／炉年） 

第１弁 

（高圧側） 

第２弁 

（低圧側） 

インターフェイス 

システムＬＯＣＡ 

低圧注水系注入配管 ３ 逆止弁 電動弁 6.0E-08 

低圧炉心スプレイ系

注入配管 
１ 逆止弁 電動弁 2.0E-08 

残留熱除去系原子炉

停止時冷却モード戻

り配管 

２ 逆止弁 電動弁 5.8E-10 

残留熱除去系原子炉

停止時冷却モード吸

込み配管 

１ 電動弁 電動弁 2.1E-10 

合  計 ７ ― ― 8.1E-08 
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第 1図 インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価対象配管 

（低圧注水系注入配管） 

低圧⇔高圧 高圧⇔低圧

原
子
炉
圧
力
容
器

A-ポンプ B-ポンプ C-ポンプ
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：評価対象配管

原子炉格納容器 
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第 3図 インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価対象配管 

（残留熱除去系原子炉停止時冷却モード戻り配管） 

  

原
子
炉
圧
力
容
器
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第 4図 インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価対象配管 

（残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管） 
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インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価に関する海外（米国）との違い 

 

 

今回のＰＲＡにおけるインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，ＮＵＲＥ

Ｇ／ＣＲ－5124（Interfacing Systems LOCA:Boiling Water Reactors）と同様な

評価手法で実施している。ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124で報告されているＢＷＲ－５

のインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，Nine-Mile Point-2原子力発電所

に対するものである。インターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，低圧配管へ

の異常な過圧の発生頻度，過圧時の低圧配管の破損確率，運転員による隔離操作

失敗等を考慮して評価されている。 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124のNine-Mile Point-2の評価結果及び島根原子力発電所

２号炉の評価結果を第1表に示す。第1表において，Nine-Mile Point-2において寄

与割合の大きい残留熱除去系蒸気凝縮配管は，島根原子力発電所２号炉では設備

として設置されていないため，評価対象外としている。原子炉隔離時冷却系は，

配管が高圧配管のみで構成されるため評価対象外としている。高圧炉心スプレイ

系，原子炉圧力容器頂部スプレイ及び給水系配管の注水ラインは，原子炉圧力容

器から低圧配管まで３弁以上の弁で隔離されているため，評価対象外としている。 

また，Nine-Mile Point-2における評価と島根原子力発電所２号炉の評価では，

使用している機器故障率が異なっている。このため，島根原子力発電所２号炉の

評価において，米国の機器故障率を用いて炉心損傷頻度を算出した結果を，第1表

に合わせて示す。これより，機器故障率の違いが評価結果に大きく影響している

ことが分かる。 

以上より，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124と島根原子力発電所２号炉のインターフェ

イスシステムＬＯＣＡの評価結果の違いは，機器故障率の違いによる影響が大き

く，評価対象とした配管の違いによっても差異が生じているが，評価結果につい

ては妥当であると考えられる。 

 

  

補足説明資料 1.1.1.b－12 
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第1表 配管別の炉心損傷頻度評価結果 

配管 
Nine-Mile Point-2 

（／炉年） 

島根原子力発電所 

２号炉 

（国内故障率） 

（／炉年） 

島根原子力発電所 

２号炉 

（米国機器故障率） 

（／炉年） 

残留熱除去系 

蒸気凝縮配管 
8.8E-06   -※１   -※１ 

原子炉隔離時 

冷却系 
-   -※２   -※２ 

給水系 1.2E-09   -※３   -※３ 

原子炉圧力容器 

頂部スプレイ配管 
2.2E-10   -※３   -※３ 

高圧炉心 

スプレイ系 
5.3E-11   -※３   -※３ 

低圧炉心注水系 1.0E-08 1.9E-09 4.5E-07 

停止時冷却系 

戻り配管 
6.6E-09 5.8E-10 2.6E-07 

残留熱除去系 

吸込配管 
4.2E-09 2.1E-10 3.2E-09 

低圧炉心 

スプレイ系 
3.4E-10 6.3E-10 1.5E-07 

合計 8.8E-06 3.3E-09 8.6E-07 

※１ 島根原子力発電所２号炉には設置されていない系統であるため，対象外とする。 

※２ 高圧バウンダリのみで構成される配管であるため，対象外とする。 

※３ ３弁以上の隔離弁で構成される配管であるため，対象外とする。 
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補足資料 

 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-5928におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価との

比較について 

 

 

今回のＰＲＡにおけるインターフェイスシステムＬＯＣＡの評価は，ＮＵＲＥ

Ｇ／ＣＲ-5124（Interfacing Systems LOCA:Boiling Water Reactors）の評価手

法で実施したが，ここではＮＵＲＥＧ／ＣＲ-5928（ISLOCA Research Program）

の評価手法との比較，検討を行った。 

 

1．ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ評価の概

要 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928 では，米国のＢＷＲ４プラントを対象とした評価を実

施している。 

(1) 評価結果 

対象ＥＣＣＳ配管のインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度 

・ＲＣＩＣ，ＨＰＣＩ ：発生頻度が非常に小さいため評価対象外 

・ＣＳ   ：1.7×10－９／年 

・ＬＰＣＩ注入配管 ：2.7×10－８／年 

・ＳＨＣ吸込み配管 ：3.7×10－８／年 

(2) 評価手法 

ＲＨＲ停止時冷却吸込み配管の評価例（第 1図参照） 

・低圧部への過圧の発生頻度 

＝（F009内部リーク＋F608内部リーク）×F008 内部リーク×故障時間×

評価期間 

＝（1.0×10－７／h＋1.0×10－７／h）×1.0×10－７／h×8760／２ h×8760 

h／年 

＝ 7.7×10－７／年 

・F006 の電動弁について，開状態と閉状態を各々50％の確率と仮定してお

り，これに基づき，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度を以

下のように評価している。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度 

＝ 低圧部への過圧の発生頻度×配管破損確率 

＝ 7.7×10－７／年 ×（0.5×0.074＋0.5×0.023） 

＝ 3.7×10－８／年 

 



補足 1.1.1.b-12-4 

2．今回のＰＲＡにおけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ評価の概要 

今回のＰＲＡでは，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-5124 と同様な手法で，インターフェイ

スシステムＬＯＣＡの評価実施している。

(1) 評価結果

対象ＥＣＣＳ配管のインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度

・原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系 ：発生頻度が非常に小さい

ため評価対象外 

・低圧スプレイ系 ：2.0×10－８／年 

・低圧注水系注入配管 ：6.0×10－８／年 

・残留熱除去系停止時冷却戻り管     ：5.8×10－10／年 

・残留熱除去系停止時冷却吸込み配管 ：2.1×10－10／年

(2) 評価手法

残留熱除去系停止時冷却モード吸込み配管の評価例

・低圧部への過圧の発生頻度

なお，残留熱除去系原子炉停止時冷却モード吸込み配管の電動弁の誤開

は，中央制御室に弁の開閉状態がランプで表示されるため，２弁のうち電

動弁１弁が誤開した場合は，運転員による検出／対応操作が期待できる。

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124 を参考に，隔離操作失敗確率を 3.0×10－３／要求

時と設定している。 

・低圧部への過圧が発生した場合の配管の破損確率

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5124 を参考に，保守的に と設定した。

残留熱除去系の原子炉停止時冷却モード吸込み配管のインターフェイスシ

ステムＬＯＣＡの発生頻度は以下のように評価している。

インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生頻度

＝  ＝ 2.1×10－10／年

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3．インターフェイスシステムＬＯＣＡ評価に関するＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928との

比較 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928と本ＰＲＡの比較として，残留熱除去系停止時冷却モ

ード吸込み配管におけるインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度評価の比較

を第 1表に示す。 

 

第 1表 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度評価の比較 

（残留熱除去系停止時冷却モード吸込み配管） 

項目 
ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

5928 

島根原子力発電所 

２号炉 

（国内故障率） 

島根原子力発電所 

２号炉 

(ＮＵＲＥＧ／ＣＲ

-5928) 

評価対象機器 電動弁 電動弁 電動弁 

①機器故障率（評価対

象故障モード） 

内部リーク 

（1.0E-07／h） 

②配管破損確率 
0.074(24 インチ) 

0.023(20 インチ) 

③インターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ発生前

隔離操作失敗確率 

考慮していない 

④系統構成 電動弁２つ（直列） 

インターフェイスシス

テムＬＯＣＡ発生頻度 
3.7E-08 

 

第 1表に示すとおり，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928の評価及び本ＰＲＡの評価を比

較すると以下のインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度の増加要因及び減少

要因が考えられる。 

(1) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度の増加要因 

本ＰＲＡでは，弁の定期試験に伴うインターフェイスシステムＬＯＣＡを

考慮しており，発生頻度は増加している。 

また，本ＰＲＡで用いる配管破損確率は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928 よりも

大きく，発生頻度は増加している。 

(2) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生頻度の減少要因 

本ＰＲＡで用いる機器故障率は，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928 よりも小さく，

発生頻度は低下した。 

 

以上より，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5928と島根原子力発電所２号炉のインターフェ

イスシステムＬＯＣＡの評価結果の違いは，機器故障率の違いにより差異が生じ

ているが，評価結果については妥当であると考えられる。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



  

 

 

補足 1.1.1.b-12-6 
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補足 1.1.1.c-1-1 

ＰＲＡにおける炉心損傷の定義としての燃料被覆管の酸化率の扱い 

 

 

「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効

性評価に関する審査ガイド」では，炉心損傷防止の要件として以下が挙げられて

いる。 

(1) 燃料被覆管の最高温度が1,200℃以下であること（温度制限）。 

(2) 燃料被覆管の酸化量は，酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの15％以下で

あること（酸化量制限）。 

 

これらの要件については，以下のように考えることができる。 

(1)の温度制限は，事故進展の過程において，燃料被覆管温度が1,200℃に達し

た場合の急激な金属－水反応による酸化反応の進行と，それに伴う反応熱の発生

による被覆管脆化及び燃料の損傷の防止によって炉心損傷を防ぐことを目的とし

た要件と考えられる。 

一方，(2)の酸化量制限は，事故進展の過程において蒸気冷却によって一定の冷

却が達成され，燃料被覆管温度は1,200℃以下であるものの，高温の状態が長期間

継続することで被覆管脆化が進行する状態について，これを防止し，燃料の損傷

を防ぐことを目的とした要件と考えられる。なお，参考として(2)の酸化量制限に

到達する燃料被覆管温度と蒸気冷却継続時間の関係を第1表に示す。 

これまでのＰＲＡ評価では，上記の(1)を十分満足できるだけの注水能力を有す

る設備に限定して，期待する緩和設備を設定しており，本ＰＲＡで考慮する注水

系の注水能力では第1表から(2)が満足されることは明らかであることから，炉心

損傷防止の要件として(1)のみを設定していた。したがって，今回のＰＲＡ評価に

おいては上記に基づき，炉心損傷の定義をレベル１ＰＳＡ学会標準と同様に(1)の

みとした。 

なお，今回新たに成功基準解析を実施した結果，燃料被覆管の酸化量について

は，有効性評価の判断基準である「被覆管厚さの15％以下であること」を満足す

ることも確認している。 

 

第1表 燃料被覆管温度と酸化量制限に至る蒸気冷却継続時間の関係 

燃料被覆管温度 
酸化量制限に至る 

蒸気冷却継続時間 

1,200℃ 13分 

1,000℃ ３時間 

900℃ 12時間 

800℃ 74時間 

 

補足説明資料 1.1.1.c－1 



 

 

補足 1.1.1.c-2-1 

成功基準設定の考え方 

 

1．成功基準の保守性 

レベル１ＰＳＡ学会標準の 6.1.4節「熱水力解析・構造解析による成功基準の

同定」に以下の記載があるように，ＰＲＡで設定する成功基準の同定は「最確推

定」を原則としており，現実的な評価の観点から解析条件を設定している。 

 

【レベル１ＰＳＡ学会標準より抜粋】 

 6.1.4 熱水力解析・構造解析による成功基準の同定 起因事象のグループ化と

事故シーケンスのモデル化との詳細さのバランスを考慮し，熱水力解析又は構

造解析を用いて成功基準を同定する。成功基準の設定に用いる熱水力解析や構

造解析では，対象とする事故シナリオを精度よく解析することが確証・検証さ

れている解析コードによって，当該プラントの状態に対応したモデルや入力デ

ータを用いて実施する。熱水力解析又は構造解析は最確推定を原則とする。た

だし，ＰＳＡの目的によっては保守的なモデルやデータを用いた解析を用いる

こともできる。原子炉設置許可申請書や同型プラントに関するＰＳＡにおいて，

当該プラントに適用することが可能な成功基準がある場合にはこれを用いても

よい。 

 

今回のＰＲＡでは，設置変更許可申請書において設計が確認された設備を安全

機能として設定している。 

したがって，成功基準の設定においては，上記レベル１ＰＳＡ学会標準の要件

を踏まえて，主に設置変更許可申請書及び先行ＰＲＡの情報を基にしている。参

考として，炉心冷却機能を対象とした，成功基準設定に係わる検討内容及び結果

を第１表及び第２表に示す。 

また，成功基準に関する解析例として「過渡事象時における，原子炉減圧後の

低圧注水系の炉心冷却機能に関する熱水力解析」について示す。成功基準解析の

結果，燃料被覆管温度は約 ℃，酸化率は約 ％に達するが，判断基準である

「燃料被覆管の最高使用温度が 1,200℃以下であること」及び燃料被覆管の酸化

量については，「被覆管厚さの 15％以下であること」を満足することが確認され

た。解析条件を第３表に，解析結果を第 1－1図から第 1－3図に示す。 

なお，今回のＰＲＡにおいて，原子炉冷却機能に関する成功基準の同定の際に

ＳＡＦＥＲコードを用いたため，参考として，その解析条件と原子炉設置許可申

請において同コードを使用している原子炉冷却材喪失に関する解析条件の比較

を同表に示す。成功基準の設定のための解析においては，原子炉熱出力，炉心流

量など，多くの項目で通常状態を模擬した現実的な解析をしている。 

 

2．余裕時間の設定根拠 

今回のＰＲＡ評価において期待している手動操作として「原子炉を手動減圧し，

補足説明資料 1.1.1.c－2 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.c-2-2 

低圧注水系にて炉心冷却を行う操作」について，その操作までの余裕時間を以下

のとおり設定した。 

(1) 過渡事象時 

過渡事象時の「原子炉の手動減圧後の低圧注水」の余裕時間は，高圧注水

に失敗するケースをＳＡＦＥＲコードで解析した。解析シナリオとして，過

渡事象（全給水喪失）の発生後，注水は行われず，原子炉の減圧も自動では

行われないものとし，炉心損傷に至るまでの時間に余裕を見込んだ時間とし

て事象発生から 分後にＳＲＶを１個使用し，原子炉の手動減圧後，低圧注

水系１系統にて注水が行われるシナリオを想定し，「１．成功基準の保守性」

で示すように炉心損傷防止の判断基準である 1,200℃に達しないことを確認

した。 

したがって，事象発生後 分で原子炉の手動減圧に成功すれば，低圧注水

系にて炉心冷却され，炉心損傷しないことを確認できたため，余裕時間を

分とした。 

(2) ＬＯＣＡ時 

ＬＯＣＡ時は，原子炉冷却材の流出による原子炉水位低信号又は格納容器

圧力高信号など多様化された計装により自動で減圧されることが高い可能性

で期待できる又はＬＯＣＡが発生していることを必ず認知できると想定され

ることから，ＬＯＣＡ時の原子炉減圧の手動操作の余裕時間については，認

知失敗を考慮する必要はない。 

ＬＯＣＡ時の原子炉減圧の非信頼度は，認知に必ず成功している分だけ過

渡時の原子炉減圧の非信頼度よりも非信頼度が低下する傾向があるが，保守

的に過渡時の原子炉減圧の非信頼度で代表して評価に用いている。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.c-2-3 

第 1表 炉心冷却機能に係る成功基準設定の検討結果 

成功基準解析 確認内容 

ＬＯＣＡ時におけるＥＣＣＳの炉心

冷却機能に関する熱水力解析 

ＥＣＣＳの１つの系統において，炉

心冷却が達成されることを確認し

た。 

過渡事象時における，原子炉減圧後

の低圧ＥＣＣＳ（低圧炉心スプレイ

系，低圧注水系）の炉心冷却機能に

関する熱水力解析 

原子炉を手動で減圧して，低圧ＥＣ

ＣＳの１つの系統において，炉心冷

却が達成されることを確認した。 

 

第 2表 使用した解析コード 

使用コード コード検証 

ＳＡＦＥＲ 

原子炉施設の許認可審査で十分な実

績を有しており，検証が行われてい

る。 

 



 

 

補足 1.1.1.c-2-4 

第 3表 ＰＲＡの成功基準同定のための解析条件と原子炉設置許可申請解析条件 

項 目 ＰＲＡ成功基準解析 原子炉設置許可申請解析 

原子炉熱出力 2,436MW（定格出力） 2,540MW（定格の約 105％） 

原子炉ドーム圧力 6.93MPa[gage]（定格圧力） 

7.17MPa[gage] 

（定格主蒸気流量の 105％相当に

余裕をみた値） 

炉心流量 35.6×10３ t/h（定格流量） 37.4×10３ t/h（定格の 105％） 

原子炉初期水位 通常運転水位 スクラム水位 

原子炉スクラム信号 原子炉水位低（レベル３）スクラム 原子炉水位低（レベル３）スクラム 

崩壊熱 ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－5.1－1979（平均） ＧＥ（平均）＋３σ 

燃料 ９×９燃料（Ａ型） 同左 

燃料棒最大線出力密度 44.0kW/m 44.0kW/m×1.02 

ＳＲＶ設定点 

逃がし弁機能を仮定 

第１段 7.58MPa[gage]×２個 

第２段 7.64MPa[gage]×３個 

第３段 7.71MPa[gage]×３個 

第４段 7.78MPa[gage]×４個 

安全弁機能を仮定 

第１段 8.13MPa[gage]×２個 

第２段 8.20MPa[gage]×３個 

第３段 8.27MPa[gage]×３個 

第４段 8.34MPa[gage]×４個 

ＳＲＶ，自動減圧系流量 
367t/h/個 

（7.58MPa[gage]において） 

363t/h/個 

（7.58MPa[gage]において） 

高圧炉心スプレイ系流量 
定格値 1,050 m３/h（1.38MPa[gage]に

おいて） 
同左 

低圧炉心スプレイ系流量 
定格値 1,050 m３/h（0.78MPa[gage]に

おいて） 
同左 

低圧注水系流量 

定格値 1,136 m３/h 

（ポンプ 1台当たり,0.14MPa[gage]に

おいて） 

同左 

原子炉隔離時冷却系流量 
定格値 91 m３/h 

（約 8.21～0.74MPa[gage]において） 
考慮しない 

 



補足 1.1.1.c-2-5 

第１-１図 給水流量の全喪失， 分後ＳＲＶ１弁手動起動後低圧注水系１系統作動時の 

原子炉圧力変化 

第１-２図 給水流量の全喪失， 分後ＳＲＶ１弁手動起動後低圧注水系１系統作動時の 

原子炉水位変化 

第１-３図 給水流量の全喪失， 分後ＳＲＶ１弁手動起動後低圧注水系１系統作動時の 

燃料被覆管温度変化 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.c-3-1 

事象進展解析結果を踏まえた成功基準の設定例 

 

 

1．成功基準設定と事象進展解析の活用の考え方 

今回のＰＲＡでは，設置変更許可申請書において設計が確認された設備を安全

機能として設定している。したがって，設置変更許可申請書の設計情報をもとに

成功基準を設定しているほか，過去のＰＲＡの情報（先行例）についても参照し，

成功基準の設定に活用している。 

一方，成功基準の設定に際して詳細化の余地があると考えられる点については

必要に応じて事象進展解析を実施し，成功基準とする系統あるいは機器の数を決

定している。ここでは，事象進展解析結果を踏まえた成功基準設定の例として，

全給水喪失後に手動減圧して低圧炉心スプレイ系又は低圧注水系で注水する際，

炉心損傷に至ることなく炉心を冷却するために必要なＳＲＶの最少の開放弁数

及び余裕時間の確認結果を示す。 

 

2．解析条件及び解析結果と成功基準の設定 

解析に用いた条件を第1表に，解析結果を第2表に，解析結果の例を第1図に示

す。解析コードは，ＳＡＦＥＲを用いた。第2表のとおり，全給水喪失発生後に

ＳＲＶによって減圧し，低圧炉心スプレイ系又は低圧注水系１系列によって注水

する場合，ＳＲＶが事象発生 分以内に１個開放されれば，減圧から注水までの

過程における燃料温度の上昇は，炉心損傷となる1,200℃以下に抑えられること

が確認された。この結果から，全給水喪失発生後に減圧して低圧炉心スプレイ系

又は低圧注水系１系列で注水する場合のＳＲＶの最少の開放弁数は１個，余裕時

間を 分とした。 

補足説明資料 1.1.1.c－3 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.c-3-2 

第1表 主な解析条件（全給水喪失） 

項目 条件 

原子炉熱出力 2,436MW 

原子炉圧力 6.93MPa 

原子炉水位 通常運転水位 

原子炉スクラム 原子炉水位低（レベル３） 

第2表 解析結果（全給水喪失） 

解析ケース 燃料被覆管最高温度[℃] 

30分後ＳＲＶ１個減圧＋低圧炉心スプレイ系注水 

30分後ＳＲＶ１個減圧＋低圧注水系１系列注水 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.c-3-3 

第1図 全給水喪失後の燃料被覆管温度等の推移 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.d-1-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島根原子力発電所２号炉 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡ 

イベントツリー集 

補足説明資料 1.1.1.d－1 



 

補足 1.1.1.d-1-2 

目  次 

 

第1図 大破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 

第2図 中破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 

第3図 小破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 

第4図 非隔離事象に対するイベントツリー 

第5図 隔離事象に対するイベントツリー 

第6図 全給水喪失に対するイベントツリー 

第7図 水位低下事象に対するイベントツリー 

第8図 原子炉保護系誤動作等に対するイベントツリー 

第9図 外部電源喪失に対するイベントツリー 

第10図 ＳＲＶ誤開放に対するイベントツリー 

第11図 手動停止に対するイベントツリー 

第12図 サポート系喪失（非常用区分１交流電源故障）に対するイベントツリー 

第13図 サポート系喪失（非常用区分２交流電源故障）に対するイベントツリー 

第14図 サポート系喪失（非常用区分１直流電源故障）に対するイベントツリー 

第15図 サポート系喪失（非常用区分２直流電源故障）に対するイベントツリー 

第16図 サポート系喪失（非常用区分１原子炉補機冷却系故障）に対するイベン

トツリー 

第17図 サポート系喪失（非常用区分２原子炉補機冷却系故障）に対するイベン

トツリー 

第18図 サポート系喪失（タービン・サポート系故障）に対するイベントツリー 

 

【PDS#凡例】 【略語】 

 QUV     ：高圧・低圧注水機能喪失  RPS     ：原子炉保護系 

 QUX     ：高圧注水・減圧機能喪失  S／R 弁，SRV  ：逃がし安全弁 

 B，BU，BP，BD：全交流動力電源喪失  HPCS     ：高圧炉心スプレイ系 

 W，BW    ：崩壊熱除去機能喪失  RCIC     ：原子炉隔離時冷却系 

 C      ：原子炉停止機能喪失  RHR     ：残留熱除去系 

 AE，S1E，S2E ：ＬＯＣＡ時注水機能喪失  PCS      ：復水器による除熱 

 OK      ：事象収束  DG     ：非常用ディーゼル発電機 

  AC      ：交流電源 

  DC      ：直流電源 



補足 1.1.1.d-1-3 

各ヘディングの概要 

イベントツリーで設定している各ヘディングについて，以下にその概要を示す。 

1．原子炉停止機能喪失

(1) 反応度停止

原子炉スクラムが発生するイベントツリーで設定している。原子炉保護系に

ついてのヘディングであり，信号系等についてフォールトツリーを用いて非信

頼度を定めている。 

(2) 反応度停止（スクラム機械系）

外部電源喪失のイベントツリーで設定している。原子炉スクラムに関する機

械側の失敗確率を設定している。制御棒とスクラム排出容器廻りの故障につい

てフォールトツリーを用いて非信頼度を定めている。 

制御棒の故障として，隣接４本の制御棒の挿入に失敗すると未臨界を確保で

きないという過去の知見を基に隣接４本の制御棒の挿入に失敗する確率を算

出している（制御棒の失敗確率及び詳細は補足説明資料 1.1.1.e－2参照）。 

2．原子炉圧力制御 

(1) ＳＲＶ開放

過渡事象発生後の原子炉圧力制御に関するヘディングである。

原子炉スクラム成功後のイベントツリーでは，ＳＲＶが１個でも開放されれ

ば原子炉圧力制御に成功するものとし，ＳＲＶ（12個）の開放に失敗する（１

個も開放に成功しない）確率は非常に低いと考えられることから，非常に小さ

い失敗確率を割り当てている。 

(2) ＳＲＶ再閉鎖

過渡事象発生後の原子炉圧力制御に関するヘディングである。

ＳＲＶ開放後の再閉鎖については，

した値を用いている。ＳＲＶの閉失敗確率（5.6×10－８／

時間）と試験間隔（8,760時間）を用いて１個当たりの閉失敗確率を求め，全

弁の閉失敗確率  としている。 

3．原子炉注水 

(1) 給水系

主復水器で主蒸気を凝縮し，給水として原子炉に注水する機能をモデル化し

ている。高圧注水及び原子炉からの除熱を同時に達成するヘディングであり，

給復水機能（給水ポンプ，高圧／低圧復水ポンプ等）故障及びサポート系故障，

復水器ホットウェルの水位制御等についてフォールトツリーでモデル化し，非

信頼度を定めている。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 高圧ＥＣＣＳ 

原子炉に高圧で注水する原子炉隔離時冷却系及び高圧ＥＣＣＳである高圧

炉心スプレイ系をモデル化している。 

a．原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系による注水について，原子炉隔離時冷却系に関連する

機械（ポンプ）及び弁等，信号，制御電源故障についてフォールトツリーで

モデル化し，非信頼度を定めている。ＳＲＶ再閉鎖に失敗した場合や大破断

ＬＯＣＡ及び中破断ＬＯＣＡでは期待できないものとしている。 

b．高圧炉心スプレイ系 

高圧炉心スプレイ系による注水について，高圧炉心スプレイ系に関連する

機械（ポンプ及び弁等），信号，サポート系（補機冷却系，電源系，空調）故

障，系統間の共通原因故障等についてフォールトツリーでモデル化し，非信

頼度を定めている。 

(3) 原子炉減圧 

原子炉減圧機能について，逃がし弁機能による減圧失敗（手動起動失敗，電

磁弁開放用直流電源故障）及び自動減圧系による減圧失敗（自動減圧系電磁弁

信号故障等）についてフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。

大破断ＬＯＣＡでは破断口から原子炉が低圧状態まで速やかに減圧されるも

のと考え，ヘディングを設定していない。 

(4) 低圧ＥＣＣＳ 

原子炉に低圧で注水する復水器，低圧ＥＣＣＳである低圧炉心スプレイ系及

び低圧注水系をモデル化している。 

a．復水系 

復水器ホットウェルを水源として，復水系により原子炉に低圧で注水する

機能をモデル化しており，復水系に関連する機械（ポンプ及び弁等），サポー

ト系故障，復水器ホットウェルの水源確保等についてフォールトツリーでモ

デル化し，非信頼度を定めている。 

b．低圧炉心スプレイ系 

低圧炉心プレイ系による注水について，低圧炉心スプレイ系に関連する機

械（ポンプ及び弁等），信号，サポート系（補機冷却系，電源，空調）故障，

共通原因故障等をフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。 

c．低圧注水系 

低圧注水系による注水について，低圧注水系に関連する機械（ポンプ及び

弁等），信号，サポート系（補機冷却系，電源，空調）故障，共通原因故障等

をフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。 

 

4．原子炉格納容器除熱 

(1) ＰＣＳ 

主復水器で主蒸気を凝縮し，復水系（低圧系）を用いて原子炉に注水する機
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能をモデル化している。主蒸気隔離弁の再開放失敗，復水器の機能喪失（気体

廃棄物処理系，循環水系の機能喪失等）及び復水器からの送水機能の喪失（低

圧復水ポンプの故障等）等についてフォールトツリーでモデル化し，非信頼を

定めている。 

 

(2) ＲＨＲ 

残留熱除去系による原子炉格納容器の除熱について，残留熱除去に関連する

機械（ポンプ及び弁等），起動操作，サポート系（補機冷却系，電源，空調）

故障，系統間の共通原因故障等をフォールトツリーでモデル化し，非信頼度を

定めている。 

 

5．電源 

(1) ＤＣ電源喪失 

外部電源喪失事象のイベントツリーで設定している。直流による電源供給の

失敗について，蓄電池，充電器，系統間の共通原因故障等をフォールトツリー

でモデル化し，非信頼度を定めている。 

(2) ＤＧ－Ａ，ＤＧ－Ｂ 

外部電源喪失のイベントツリーで設定している。外部電源喪失後の非常用デ

ィーゼル発電機での電源供給について，非常用ディーゼル発電機に関連する機

械（本体及びサポート系）故障，起動失敗，共通原因故障等についてフォール

トツリーでモデル化し，非信頼度を定めている。 

 

6．その他 

(1) 同時メンテナンス禁止 

プラント運転中のメンテナンスについて，保安規定により同時メンテナンス

が制限されている系統の組合せが存在する。このようなメンテナンス事象の組

合せのフォールトツリーを作成し，評価から除外されるように計算している。 
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第 1 図 大破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 
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第 2 図 中破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 
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第 3図 小破断ＬＯＣＡに対するイベントツリー 
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第 4図 非隔離事象に対するイベントツリー 

 



 

補足 1.1.1.d-1-10 

第 5図 隔離事象に対するイベントツリー 
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第 6図 全給水喪失に対するイベントツリー 
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第 7図 水位低下事象に対するイベントツリー 
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第 8図 原子炉保護系誤動作等に対するイベントツリー 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（１／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（２／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（３／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（４／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（５／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（６／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（７／８） 
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第 9図 外部電源喪失に対するイベントツリー（８／８） 
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第 10図 ＳＲＶ誤開放に対するイベントツリー 
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第 11図 手動停止に対するイベントツリー 
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第 12図 サポート系喪失（非常用区分１交流電源故障）に対するイベントツリー 
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第 13図 サポート系喪失（非常用区分２交流電源故障）に対するイベントツリー 
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第 14図 サポート系喪失（非常用区分１直流電源故障）に対するイベントツリー 
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第 15図 サポート系喪失（非常用区分２直流電源故障）に対するイベントツリー 
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第 16図 サポート系喪失（非常用区分１原子炉補機冷却系故障）に対するイベントツリー 
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第 17図 サポート系喪失（非常用区分２原子炉補機冷却系故障）に対するイベントツリー 
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第 18図 サポート系喪失（タービン・サポート系故障）に対するイベントツリー 
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逃がし安全弁の開固着を想定する考え方 

 

 

起因事象発生後に，１個以上のＳＲＶの開固着が発生した場合には，原子炉の

減圧及び原子炉冷却材の一次系からの放出が起きる。その影響によって，第 1 表

に示すように成功基準が変化する。 

 

1．原子炉の減圧 

１個以上のＳＲＶの開固着により原子炉圧力が低圧系の作動圧力まで減圧す

る。このため，原子炉隔離時冷却系による炉心冷却が不能になるとともに，手動

による原子炉の減圧は不要となる。 

 

2．原子炉冷却材の一次系からの放出 

ＳＲＶより，一次系の外に冷却材が流出することによって，復水器ホットウェ

ル水バランスが崩れ（系外への流出分だけ給復水系によるホットウェルからの冷

却材の持ち出しが多くなる），復水器ホットウェル水位が低下するため，給復水

系を使用して原子炉注水を継続する場合は，復水器ホットウェルへの水の補給が

必要となる。 

また，原子炉と復水器を含む閉ループの確立と復水器の冷却（真空度維持）が

困難であるため，復水器による除熱は不能になる。 

 

上記のように，ＳＲＶの開固着が発生した場合は，ＳＲＶが正常動作した場合

と比較して，期待可能な緩和設備が異なり（成功基準が異なり），その後の対応

にも影響を与えることから，ＳＲＶの開固着をイベントツリーのヘディングとし

て考慮している。 

ＳＲＶ開放後の再閉鎖については，

した値を用いている。ＳＲＶの閉失敗確率（5.6×10－８／時間）

と試験間隔（8,760 時間）を用いて１個あたりの閉失敗確率を求め，全弁の閉失

敗確率 としている。 

 

補足説明資料 1.1.1.d－2 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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全交流動力電源喪失時において原子炉隔離時冷却系の８時間継続運転が 

可能であることの妥当性及び実力評価について 

 

 

1．原子炉隔離時冷却系の８時間継続運転の妥当性 

今回のＰＲＡでは，全交流動力電源喪失時において原子炉隔離時冷却系が８時

間継続運転することを想定している。 

全交流動力電源喪失時には，残留熱除去系の機能喪失により，原子炉格納容器

内の温度，圧力が上昇し，また，空調換気系の機能喪失により，原子炉隔離時冷

却ポンプ室温度，中央制御室温度が上昇する。これらの要因が，原子炉隔離時冷

却系の継続運転に影響を及ぼす可能性があることから，以下の観点から影響を評

価した。 

・サプレッション・プール水温上昇 

・サプレッション・チェンバ圧力上昇 

・原子炉隔離時冷却ポンプ室温度上昇 

・中央制御室温度上昇 

第1表に示すとおり，上記の事象は原子炉隔離時冷却系の８時間継続運転の妨

げとならないことから，全交流動力電源喪失時における原子炉隔離時冷却系の８

時間継続運転の想定は妥当と考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の運転制御

に必要な直流電源についても，８時間の電源供給が可能である。 

 

2．原子炉隔離時冷却系の運転継続時間の実力評価について 

(1) 福島第一原子力発電所事故における原子炉隔離時冷却系の継続運転に対す

る知見 

福島第一原子力発電所事故に関する報告書である「福島原子力事故におけ

る未確認・未解明事項の調査・検討結果～第３回進捗報告～」によると，福

島第一原子力発電所３号機の原子炉隔離時冷却系については約20時間程度運

転を実施した実績がある。原子炉隔離時冷却系関連操作について，以下を時

系列に示す。 

【福島第一原子力発電所３号機原子炉隔離時冷却系関連操作と観測事実】 

平成23年３月11日（金） 

14:46 東北地方太平洋沖地震発生。第３非常事態を自動発令 

14:47 原子炉自動スクラム，主タービン手動トリップ 

14:48 非常用ディーゼル発電機自動起動 

15:05 原子炉隔離時冷却系手動起動 

15:25 原子炉隔離時冷却系自動停止（原子炉水位高） 

15:27 津波第一波到達 

15:35 津波第二波到達 

15:38 全交流電源喪失 

補足説明資料 1.1.1.d－3 
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16:03 原子炉隔離時冷却系手動起動 

 

平成23年3月12日（土） 

11:36 原子炉隔離時冷却系自動停止 

上記時系列のとおり，約20時間程度原子炉隔離時冷却系を継続運転してい

るが，その際には以下の対応を実施している。 

・蓄電池節約のため，監視計器や制御盤，計算機について，監視及び運転制

御に最低限必要な設備を除き，負荷の切離しを実施。 

・監視計器については，Ａ系Ｂ系と二重化されていることから片系ずつ使用

し蓄電池消費量の低減を図った。 

・中央制御室の非常灯や時計の負荷切離しや，別室の蛍光灯を抜く等も実施。 

また，福島第一原子力発電所２号炉の原子炉隔離時冷却系がサプレッショ

ン・プールを水源として２日以上（平成23年３月12日５時から14日９時）運

転していたと考えられており，平成23年３月14日７時に計測されたサプレッ

ション・プールの温度は146℃であったことから，原子炉隔離時冷却系は，サ

プレッション・プールの温度が100℃を超える温度にあった場合においても運

転を継続できる可能性があると考えられる。 

 

(2) 蓄電池の給電継続時間 

今回のＰＲＡでは，全交流動力電源喪失時の原子炉隔離時冷却系の運転継

続時間として，蓄電池の給電継続時間の８時間を想定している。蓄電池の実

力として，従来の蓄電池における給電継続時間の実力を以下のとおり評価し

た。 

a．評価方法 

ある時間の給電に必要な蓄電池の容量は，電池工業会規格SBA S 0601「据

置蓄電池の容量算出法」に準じて次の式を用いて評価できる。なお，蓄電池

特性については蓄電池メーカ提示のものを用いる。 

 

Ｃ＝ 〔Ｋ１Ｉ１＋Ｋ２（Ｉ２－Ｉ１）＋Ｋ３（Ｉ３－Ｉ２）＋・・・ 

＋Ｋｎ（Ｉｎ－Ｉｎ－１）〕 

 

ここで， 

Ｃ：＋10℃における定格放電率換算容量（Ah） 

Ｌ：保守率（0.8） 

Ｋ：放電時間，蓄電池の最低温度（＋10℃）及び許容できる最低電圧

（1.75V／セル）によって決められる容量換算時間（時）※１ 

Ｉ：放電電流（A） 

サフィックス１，２，３，・・・，ｎ：放電電流の変化の順に付番 

 

１ 

Ｌ 



補足 1.1.1.d-3-3 

＜対象蓄電池＞ 

115V蓄電池Ｂ系：1,200Ah（10時間率）※２ 

230V蓄電池    ：3,500Ah（10時間率）※２ 

 

＜負荷抑制の操作＞ 

全交流動力電源喪失後30分でＣＶＣＦ等の原子炉隔離時冷却系の運転

継続に必要な負荷以外の切離しを仮定 

 

※１ 放電時間を 10時間としたときの容量換算時間 

115V 蓄電池Ｂ系： K1:11.7，K2:11.7，K3:11.2 

230V 蓄電池    ： K1:13.2，K2:13.2，K3:12.7 

※２ 今回の評価に用いた設備は今回の申請における対策実施前の状態 

 

b．評価結果 

1) 115V蓄電池Ｂ系 

事象発生10時間後まで第1図の負荷電流を供給するために必要となる

蓄電池容量は算出式より約640Ahとなる。115V蓄電池Ｂ系の設計容量は

1,200Ahであり，必要容量が設計容量を上回るため，約10時間以上直流電

圧を供給することが可能である。 

2) 230V蓄電池 

事象発生10時間後まで第2図の負荷電流を供給するために必要となる

蓄電池容量は算出式より約1,300Ahとなる。230V蓄電池の設計容量は

3,500Ahであり，必要容量が設計容量を上回るため，約10時間以上直流電

圧を供給することが可能である。 

 

以上より，負荷積上げの余裕を考慮するとともに，事象発生30分後に原子

炉隔離時冷却系の運転継続に必要な負荷以外を切り離す場合を想定すると，

原子炉隔離時冷却系は10時間以上の運転継続が可能である。 

なお，今回の申請においては，以下のとおり所内常設蓄電式直流電源設備

を整備することとしている。 

・原子炉隔離時冷却系の電動弁等は，230V原子炉隔離時冷却系用直流電源

設備から受電できる設計としている。 

・原子炉隔離時冷却系タービン制御盤，原子炉隔離時冷却系流量計は，115V

－Ｂ系所内用直流電源設備及び115V－Ｂ系所内用直流電源設備（ＳＡ）

から受電できる設計としている。 

 

原子炉隔離時冷却系の運転に必要な直流電源は，上述の所内常設蓄電式直

流電源設備を整備することにより，電動弁においては負荷切離しを実施せず

24時間にわたり，運転継続に必要な電力を供給できる蓄電池容量としている。



補足 1.1.1.d-3-4 

また，原子炉隔離時冷却系タービン制御盤，原子炉隔離時冷却系流量計にお

いては，負荷切離しを実施せずに８時間，その後，必要な負荷以外を切離し

て16時間の合計24時間にわたり，運転継続に必要な電力を供給できる蓄電池

容量としている。 

直流電源設備を第3図に示す。 

 



  

 
補足 1.1.1.d-3-5 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.d-3-6 

※１ 今回の評価に用いた設備は今回の申請における対策実施前の状態。

※２ ディーゼル発電機初期励磁電流は，遮断器操作と重なって操作されることがなく，かつディーゼル発電機初期励

磁電流は遮断器操作より小さいため蓄電池容量計算上は含めない。 

※３ 全交流動力電源喪失 30分後に，ＲＣＩＣ制御電源，ＲＣＩＣ計器電源，ＡＤＳ論理逃がし安全弁回路，工学安

全施設トリップ設定器及び非常用照明以外の負荷を切り離すと仮定。 

第 1 図 115V蓄電池Ｂ系の時間当たりの負荷電流※１ 

※１ 今回の評価に用いた設備は今回の申請における対策実施前の状態。

※２ 全交流動力電源喪失 30分後に，RCIC真空ポンプ，RCIC復水ポンプ，RCIC電動弁以外の負荷を切り離す。

第2図 230V蓄電池の時間当たりの負荷電流※１ 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.d-3-7 

第
3
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補足 1.1.1.d-3-8 

全交流動力電源喪失時における原子炉隔離時冷却ポンプ室及び中央制御室の 

室温評価について 

1．温度上昇の評価方法

(1) 評価の流れ

全交流動力電源喪失時には，換気空調系停止による除熱が行われないため，

評価対象の部屋の温度変化は，タービンや配管等の室内の熱源から受ける熱

量（室内熱負荷）と隣の部屋への放熱（躯体放熱）のバランスによって決定

される（第1図参照）。 

換気空調系停止後，室温が上昇を始め，最終的には室内熱負荷と躯体放熱

のバランスにより平衡状態となる。 

第1図 室温評価における温度分布と熱の移動の概要図 

評価する部屋の温度 

盤や照明等 

による発熱 

評価対象の部屋（高温側） 隣接する部屋（低温側） 

隣接する部屋の温度 

コンクリート壁

空気→コンクリート 

間における熱伝達 

コンクリート内部に

おける熱伝導 

コンクリート→空気

間における熱伝達 

補足資料 
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(2) 評価条件

評価条件を以下にまとめる。

ａ．評価対象とする部屋の条件：第1表参照

ｂ．評価対象の部屋に隣接する部屋の温度

・一般エリア       ：40℃ 

・屋外          ：32℃（夏季設計外気温） 

・トーラス室       ：75℃（有効性評価全交流動力電源喪失

時の想定温度） 

・その他二次格納施設内  ：66℃ 

・地中          ：18℃ 

ｃ．壁－空気の熱伝達率（無換気状態）[出展:日本機械学会 伝熱工学資料] 

・鉛直壁面        ：  W/m2・℃ 

・天井面         ：  W/m2・℃ 

・床面          ：  W/m2・℃ 

ｄ．コンクリート熱伝導率：1.6 W/m・℃[出展:空気調和衛生工学便覧] 

第1表 評価する部屋の条件 

中央制御室 ＲＣＩＣポンプ室 

発熱負荷[W] 

容積[m3] 

熱容量[kJ/℃] 

初期温度[℃] 26 40 

(3) 評価結果

全交流電源喪失時において，事象発生後８時間の原子炉隔離時冷却ポンプ

室最高温度は約60℃，中央制御室の最大温度は約34℃となり，設計で考慮し

ている温度を超過しないため，原子炉隔離時冷却系の運転継続に与える影響

はない。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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常用系と非常用系で共用しているサポート系において 

常用系機能喪失と常用系隔離失敗（隔離弁故障等）が重畳する場合の取り扱い 

 

 

原子炉補機冷却系の冷却対象として常用補機及び非常用補機があり，区分Ⅰ又

は区分Ⅱにより常用補機，区分Ⅰ及び区分Ⅱによりそれぞれ独立して非常用補機

を冷却している。非常時には，常用側と隔離され非常用補機のみ冷却する設計と

なっている。第 1図に原子炉補機冷却設備系統概要図（区分Ⅰ，区分Ⅱ）を示す。 

今回のＰＲＡでは，起因事象「従属性を有する機器の機能喪失」において原子

炉補機冷却系又は原子炉補機海水系の１系列の機能喪失を考慮しているほか，シ

ステム信頼性解析においても原子炉補機冷却系をモデル化することで，事故シー

ケンスを評価している。 

以下に，起因事象及びシステム信頼性解析における，常用系と非常用系の間の

隔離弁の扱いを含めた原子炉補機冷却系の取扱いについて述べる。 

 

1．起因事象における扱い 

(1) 原子炉補機冷却系非常用補機の機能喪失 

原子炉補機冷却系非常用補機の冷却機能が喪失した場合，当該区分のＥＣＣ

Ｓが待機除外となるが，常用補機の冷却機能は確保でき，過渡事象に至ること

はない。この場合，運転員により手動停止することとしている。起因事象の同

定においては，当該区分の広範な緩和設備が機能喪失に至ることを考慮し，原

子炉補機冷却系の機能喪失を「従属性を有する機器の機能喪失」として抽出し，

起因事象発生頻度として評価している。従属性を有する起因事象の同定につい

て第 1表，同定の結果を第 2表に示す。 

原子炉補機冷却系が機能喪失した場合，この発生頻度は，国内実績をもとに

評価することとしているが，非常用系の原子炉補機冷却系については発生した

事例がないことから，0.5回として起因事象発生頻度を算出している。 

(2) 原子炉補機冷却系常用補機の機能喪失 

原子炉補機冷却系の機能喪失として，常用補機からの冷却材の流出等が生じ

た場合，常用補機と非常用補機の間の隔離弁によって隔離が行われる。隔離に

失敗した場合は，非常用補機の機能喪失となり，発生した事例が確認されてい

ないものの，上記の発生実績に計上され，起因事象発生頻度に反映される事に

なる。 

隔離に成功した場合は，原子炉再循環ポンプのトリップ等に至るが，プラン

トは原子炉自動スクラムに至ることはなく，運転手順書に基づき運転員により

手動停止される。したがって，原子炉補機冷却系による常用補機の冷却が喪失

した場合であっても過渡事象に至ることはなく，手動停止の起因事象として整

理している。 

 

補足説明資料 1.1.1.d－4 
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(3) 原子炉スクラムに至る可能性

原子炉補機冷却系の故障では，運転員による手動停止までに種々のプラント

状態の確認及び他の機器の操作があり，一定の余裕時間があると想定される。

そのため，本事象を含む第 2表で示した従属性を有する起因事象では原子炉停

止までに一定の余裕時間があり，原子炉停止をイベントツリーのヘディングに

設定していない。 

仮に，原子炉補機冷却系１系故障のイベントツリーに原子炉停止のヘディン

グを設定した場合，原子炉停止失敗により炉心損傷に至るシーケンスを展開す

ることとなる。しかしながら，原子炉補機冷却系１系故障の発生頻度が 6.6×

10－４／炉年であり，原子炉補機冷却系１系故障を起因とするシーケンスの炉

心損傷頻度が 3.9×10－７（区分Ⅰ），3.1×10－７（区分Ⅱ）であることに対し，

原子炉停止失敗のヘディングがある起因事象の中で，最も発生頻度の高い非隔

離事象（1.6×10－１／炉年）において，原子炉停止失敗による炉心損傷頻度が

4.6×10－10／炉年になることから，原子炉補機冷却系１系故障後に，原子炉停

止失敗した場合の炉心損傷頻度は無視できる値になると考える。 

2．システム信頼性解析における扱い 

今回のＰＲＡでは，システム信頼性解析において，原子炉補機冷却系の区分Ⅰ

及び区分Ⅱの隔離弁をモデル化している。 

非常時には，常用補機は隔離され非常用補機のみ冷却する設計となっているた

め，ＥＣＣＳ起動時には，隔離弁によって常用補機が隔離された状態となり，常

用補機からの流出等が生じた場合でも原子炉補機冷却系への影響はない。原子炉

停止時冷却モード起動時には常用補機に通水しており，常用補機からの流出等が

生じた場合，緊急遮断弁によって常用補機が隔離される。このとき，隔離失敗が

生じた場合には原子炉補機冷却系が機能喪失するものとしている。 
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第
1
表
 

従
属
性

を
有

す
る
起
因

事
象
の

同
定

（
１
／

３
）

 
項
 
目
 

（
申
請
書
添
付
八
）

 

設
 
備
 

(申
請
書
添
付
八
) 

設
備
概
要
 

（
申
請
書
添
付
八
等
）
 

機
能
喪
失
時
の
影
響

 
起
因
事
象
と
し
て
の

扱
い

 

1.
プ
ラ
ン
ト
配
置

建
物
及
び
構
築
物
 

原
子
炉
建
物
，
タ
ー
ビ
ン
建
物
，
制
御
室
建
物
（

島
根
原
子

力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
で
共
用
）
，
廃
棄
物
建
物
，
サ

イ
ト
バ
ン
カ
建
物
（

島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉

で
共
用
）
，
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
所
（

島
根
原
子
力
発
電
所
１

号
及
び
２
号
炉
と
共
用
）
，
排
気
筒
，
純
水
装
置
建
物
（

島

根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
で
共
用
）
，
取
水
口
，

取
水
管
及
び
取
水
槽
，
放
水
口
及
び
放
水
路
，
開
閉
所
，
管

理
事
務
所
（
島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
で
共
用
） 

－
 

2.
原
子
炉
及
び
炉
心

燃
 
料
 

燃
料
棒
及
び
燃
料
集
合
体

 
起
因
事
象
対
象
外

 
炉
内
構
造
物
 

気
水
分
離
器
，
蒸
気
乾
燥
器
，
ジ
ェ
ッ
ト

・
ポ
ン
プ
 

制
御
棒
及
び
制
御
棒
駆
動

系
 

制
御
棒
，
制
御
棒
駆
動
機
構
，
制
御
棒
駆
動
水
圧
ポ
ン
プ
，

水
圧
制
御
ユ
ニ
ッ
ト

 

過
渡
事
象

で
考
慮
済

み
 

ほ
う
酸
水
注
入
系
 

ほ
う
酸
水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
ポ
ン
プ
，
テ
ス
ト
タ
ン
ク
，
配
管

弁
 

手
動
停
止
に
含
入

 

3.
原
子
炉
冷
却
設
備

原
子
炉
圧
力
容
器
 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
等

 

起
因
事
象
対
象
外

 

原
子
炉
再
循
環
系
 

原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
，

原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
Ｍ
Ｇ
セ
ッ

ト
，
原
子
炉
再
循
環
配
管

過
渡

事
象
 

（
主
蒸
気
管
破
断
は

起
因
事
象
対
象

外
）

 

主
蒸
気
系
 

主
蒸
気
流
量
制
限
器
，
主
蒸
気
隔
離
弁
，

Ｓ
Ｒ
Ｖ
，
主
蒸
気

隔
離
弁
漏
え
い
制
御
系

 

4.
工
学
的
安
全

施
設

原
子
炉
格
納

施
設
 

原
子
炉
格
納
容
器
 

原
子
炉
格
納
容
器
本
体
，
ベ
ン
ト
管
，
ベ
ン
ト
ヘ
ッ
ダ
及
び

ダ
ウ
ン
カ
マ
，
真
空
破

壊
装
置
，
原
子
炉
格
納
容
器

貫
通
部
，

隔
離
弁
 

起
因
事
象
対
象
外

 

格
納
容
器
内
ガ
ス
濃
度
制

御
系
 

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
，
窒
素
ガ
ス

制
御
系
 

起
因
事
象
対
象
外

 

格
納
容
器
冷
却
系
 

残
留
熱
除
去
系
に
同
じ

 
－

 

原
子
炉
建
物
原
子
炉
棟
 

建
物
，
扉
，
エ
ア

・
ロ
ッ
ク
 

起
因
事
象
対
象
外

 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

湿
分
除
去
装
置
，
排
気
フ
ァ
ン
，
フ
ィ
ル
タ
装
置
（
高
性
能

粒
子
フ
ィ
ル
タ
，
チ
ャ
コ
ー
ル

・
フ
ィ
ル
タ
等
）
，
排
気
管
 

起
因
事
象
対
象
外

 

Ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｓ
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

電
動
機
駆
動
ポ
ン
プ
１
，
炉
心
上
部
ス
パ
ー
ジ
ャ
，
配
管
弁

類
，
計
測
制
御
装
置

 

起
因
事
象
対
象
外

 

低
圧
注
水
系
 

電
動
機
駆
動
ポ
ン
プ
３
，
配
管
弁
類
，
計
測
制
御
装
置

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

電
動
機
駆
動
ポ
ン
プ
１
，
ス
パ
ー
ジ
ャ
，
配
管
弁
類
，
計
測

制
御
装
置
 

自
動
減
圧
系
 

3.
主
蒸
気
系
 
Ｓ
Ｒ
Ｖ

と
同
じ

5.
原
子
炉
補
助
施
設

燃
料
取
扱
及
び
貯
蔵
設
備
 
燃
料
取
替
機
，
原
子
炉
建
物
天
井
ク
レ
ー
ン
，
新
燃
料
貯
蔵

庫
，
燃
料
プ
ー
ル
，
輸
送
容
器
除
染
ピ
ッ
ト
，
燃
料
プ
ー
ル

冷
却
系
，
破
損
燃
料
検
出
装
置

 

原
子
炉
浄
化
系
 

再
生
熱
交
換
器
，
非
再
生
熱
交
換
器
，
補
助
熱
交
換
器
，
混

床
式
脱
塩
装
置
，
ポ
ン
プ
，
ろ
過
脱
塩
装
置

 
起
因
事
象
対
象
外

 

残
留
熱
除
去
系
 

ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
，
配
管
弁
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
，
低

圧
注
水
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
冷
却
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
水
冷
却
，
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
）

 
手
動
停
止
に
含
入

 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

ポ
ン
プ
，
蒸
気
駆
動
タ
ー
ビ
ン
，
配
管
弁

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
 

冷
却
水
ポ
ン
プ
，
海
水
ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
（
常
用
補
機
冷

却
，
非
常
用
補
機
冷
却

，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
補

機
冷
却
）
 

手
動
停
止
に
含
入

  

［
常
用
］

 

従
属
性
を
有
す
る

起
因
事
象

 

  
［
非
常
用
］

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（
２
／

３
）

 
項

 
目
 

（
申
請
書

添
付
八
）
 

設
 
備
 

(申
請

書
添
付
八
) 

設
備
概
要
 

（
申
請
書
添
付
八
等
）

 
機
能
喪
失
時
の
影
響
 

起
因
事
象
と
し
て
の
扱
い

 

6.
タ
ー
ビ
ン
設
備

蒸
気
タ
ー
ビ
ン
及

び
付
属
設
備
 

蒸
気
タ
ー
ビ
ン
，
タ
ー
ビ
ン
制
御
系
，
潤
滑
油
系
，
タ
ー
ビ
ン
グ
ラ
ン
ド
蒸
気
系
，
タ
ー
ビ

ン
・
バ
イ
パ
ス
系

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 
復
水
器
及
び
循
環

水
系
 

復
水
器
，
空
気
抽
出
器
，
復
水
器
空
気
抽
出
系
，
循
環
水
ポ
ン
プ

 

復
水
・
給
水
系
 

復
水
ポ
ン
プ
，
復
水
昇
圧
ポ
ン
プ
，
復
水
脱
塩
装
置
，
給
水
加
熱
器
，
給
水
ポ
ン
プ

 

タ
ー
ビ
ン
補
機
冷

却
系
及
び
タ
ー
ビ

ン
補
機
海
水
系

冷
却
水
ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
，
海
水
ポ
ン
プ
，
配
管
弁

 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

7.
計
測
制
御
設
備

安
全
保
護
系
 

原
子
炉
保
護
系
，
後
備
原
子
炉
保
護
系
，
工
学
的
安
全
施
設
作
動
回
路
，
モ
ー
ド
・
ス
イ
ッ

チ
，
ケ
ー
ブ
ル
，
電
線
管
及
び
計
測
配
管

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

中
央
制
御
室
 

計
測
制
御
装
置
，
中
央
制
御
室
換
気
系
，
中
央
制
御
室

遮
蔽
，
通
信
連
絡
及
び
証
明
設
備
，

中
央
制
御
室
外
原
子
炉
停
止
装
置
 

原
子
炉
制
御
系
 

反
応
度
制
御
系
，
原
子
炉
圧
力
制
御
系
，
タ
ー
ビ
ン
・
バ
イ
パ
ス
制
御
系
，
原
子
炉
水
位
制

御
系
 

原
子
炉
中
性
子
計

装
系
 

中
性
子
源
領
域
計
装
，
中
間
領
域
計
装
，
出
力
領
域
計
装
，
制
御
棒
引
抜
監
視
装
置

 

原
子
炉
プ
ラ
ン

ト
・
プ
ロ
セ
ス
計
装

系
 

圧
力
容
器
計
装
，
原
子
炉
再
循
環
系
計
装
，
給
水
系
及
び
主
蒸
気
系
計
装
，
制
御
棒
駆
動
系

計
装
，
格
納
容
器
内
雰
囲
気
計
装
，
漏
え
い
検
出
系
計
装
等

 

運
転
監
視
補
助
装

置
 

制
御
棒
引
抜
阻
止
回
路
，
監
視
計
算
装
置
，
制
御
棒
価
値
ミ
ニ
マ
イ
ザ

 
起
因
事
象
対
象
外

 

8.
電
気
設
備

送
電
線
 

22
0k
V
送
電
線
２
回
線
（
島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
，
２
号
及
び
３
号
炉
共
用
）
，
66
kV

送

電
線
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）

 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

発
電
機
 

横
軸
円
筒
回
転
界
磁
３
相
同
期
発
電
機
，
固
定
子
，
回
転
子

 

変
圧
器
 

主
変
圧
器
，
所
内
変
圧
器
，
動
力
用
変
圧
器
，
起
動
変
圧
器
，
予
備
変
圧
器
（

島
根
原
子
力

発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）
 

開
閉
所
 

22
0k
V
開
閉
所
（
島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
，
２
号
及
び
３
号
炉
共
用
）
，
66
kV

起
動
用
開

閉
所
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）

 

所
内
母
線
 

常
用
高
圧
母
線
（
6.
9k
V
母
線
）
，
非
常
用
高
圧
母
線（

6.
9k
V
母
線
）
，
常
用
低
圧
母
線
（

46
0V
）
，

非
常
用
低
圧
母
線
（
46
0V
）
 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電

機
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
２
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
１

 

燃
料
貯
蔵
設
備
 

手
動
停
止
に
含
入

 

直
流
電
源
設
備
 

充
電
池
，
蓄
電
池
，
分
電
盤
等
（

11
5V

非
常
用
電
源
母
線
２
，
11
5V

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

電
源
母
線
１
，
23
0V

常
用
電
源
母
線
１
，
中
性
子
モ
ニ
タ
用
母
線
２
，

±
24
V
原
子
炉
中
性

子
計
装
直
流
用
電
源
母
線
２
）
 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

計
測
制
御
用
電
源

設
備
 

10
5V

原
子
炉
保
護
系
母
線
２
，
10
5V

原
子
炉
保
護
系
交
流
発
電
機
２
，
10
5V

計
装
用
無
停

電
交
流
電
源
装
置
２
，
10
5V

計
装
用
無
停
電
交
流
電
源
母
線
２
，
21
0V

計
算
器
用
無
停
電
交

流
電
源
装
置
，
10
5V

一
般
計
装
交
流
電
源
設
備

 

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

通
信
連
絡
設
備
及

び
照
明
設
備
 

指
令
電
話
，
構
内
連
絡
用
電
話
，
局
加
入
電
話
，
電
力
保
安
通
信
用
電
話
，
所
内
非
常
灯

 
起
因
事
象
対
象
外

 

ケ
ー
ブ
ル
及
び
電

線
路

ケ
ー
ブ
ル
，
ケ
ー
ブ
ル
・
ト
レ
イ
，
電
線
管
等

起
因
事
象
対
象
外

 

9.
放
射
線
防
護
設

備
及
び
放
射
線
管

理
設
備

放
射
線
防
護
設
備
 

遮
蔽
設
備
，
換
気
系
（
換
気
系
は
発
電
所
補
助
設
備
に
記
載
。
）

 
起
因
事
象
対
象
外

 

放
射
線
管
理
設
備
 

出
入
管
理
設
備
，
試
料
分
析
・
測
定
設
備
，
分
析
設
備
，
個
人
管
理
用
測
定
設
備
及
び
測
定

機
器
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
と
共
用
）
，
放
射
線
計
測
器
の
点
検
較
正
設

備
（
島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
と
共
用
）

 

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.d-4-5 

第
1
表
 

従
属
性

を
有

す
る
起
因

事
象
の

同
定

（
３
／

３
）

 
項
 
目
 

（
申
請
書
添
付
八
）
 

設
 
備
 

(申
請
書
添
付
八
) 

設
備
概
要
 

（
申
請
書
添
付
八
等
）
 

機
能
喪
失
時
の
影
響
 

起
因
事
象
と
し
て
の
扱
い

 

10
.放

射
性
廃
棄
物
廃
棄
設
備

気
体
廃
棄
物
処
理
系
 

排
ガ
ス
予
熱
器
，
排
ガ
ス
再
結
合
器
，
排
ガ
ス
復
水
器
，
除
湿
冷
却
器
，
活

性
炭
式
希
ガ
ス
ホ
ー
ル

ド
・
ア
ッ
プ
塔
，
空
気
抽
出
器
排
ガ
ス
・
フ
ィ
ル
タ
，

排
ガ
ス
抽
出
器
及
び
排

ガ
ス
ブ
ロ
ア
，
グ
ラ
ン
ド
蒸
気
排
ガ
ス
・
フ
ィ
ル
タ
，

排
気
筒
 

起
因
事
象
対
象
外

 
液
体
廃
棄
物
処
理
系
 

タ
ン
ク
，
フ
ィ
ル
タ
，
ろ
過
脱
塩
器
，
ろ
過
器
，
濃
縮
器
（
機
器
ド
レ
ン
系
，

床
ド
レ
ン
，
再
生
廃
液
系
，
床
ド
レ
ン
，
化
学
廃
液
系
，
ラ
ン
ド
リ
・
ド
レ

ン
系
，
シ
ャ
ワ
・
ド
レ

ン
系
）

固
体
廃
棄
物
処
理
系
 

タ
ン
ク
（
濃
縮
廃
液
タ
ン
ク
等
）
，
ド
ラ
ム
詰
装
置

，
雑
固
体
廃
棄
物
焼
却

設
備
，
雑
固
体
廃
棄
物

処
理
設
備
，
減
容
機
，
サ
イ
ト
バ
ン
カ
貯
蔵
プ
ー
ル
，

固
体
廃
棄
物
移
送
容
器

，
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
所

11
.発

電
所
補
助
設
備

補
給
水
系
 

貯
水
槽
，
ろ
過
装
置
，
ろ
過
水
タ
ン
ク
，
除
染
ポ
ン
プ
，
純
水
装
置
，
純
水

タ
ン
ク
，
補
給
水
ポ
ン

プ
起
因
事
象
対
象
外

 

復
水
輸
送
系
 

復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
補

助
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
復
水
輸
送
ポ
ン
プ

 
起
因
事
象
対
象
外

 

所
内
ボ
イ
ラ
 

所
内
ボ
イ
ラ
等
（

島
根
原
子
力
発
電
所
１
号
及
び
２
号
炉
共
用
）
 

過
渡
事
象
で
考
慮
済
み

 

換
気
系
 

原
子
炉
棟
換
気
系
，
タ

ー
ビ
ン
建
物
換
気
系
，
廃
棄
物
処
理
建
物
換
気
系
，

中
央
制
御
室
換
気
系
，

ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
冷
却
装
置

 
手
動
停
止
に
含
入

 

圧
縮
空
気
系
 

計
装
用
圧
縮
空
気
系
（

Ｉ
Ａ
）
，
所
内
用
圧
縮
空
気
系
（
Ｈ
Ａ
）

 

手
動
停
止
に
含
入

 

試
料
採
取
系
 

フ
ー
ド
付
試
料
採
取
盤

，
発
信
器
ラ
ッ
ク
，
試
料
調
整
ラ
ッ
ク
，
現
場
採
取

シ
ン
ク
等

起
因
事
象
対
象
外

 

消
火
設
備
 

火
災
検
出
装
置
，
水
消
火
装
置
，
不
燃
性
ガ
ス
消
火
装
置
，
泡
消
火
装
置
及

び
消
火
器
 

起
因
事
象
対
象
外

 

ト
ー
ラ
ス
水
受
タ
ン
ク

島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
共
用
 

起
因
事
象
対
象
外

 

発
電
所
緊
急
時
対
策
所
 

島
根
原
子
力
発
電
所

１
号
及
び
２
号
炉
共
用
 

起
因
事
象
対
象
外

 

第
2
表
 

従
属
性

を
有

す
る
起
因

事
象
の

同
定

結
果

 
区
 
 
分
 

事
 
 

象
 

事
象
の
定
義
 

事
象
分
類
 

従
属
性
を
有
す
る
起
因
事
象

 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
（
非
常
用
）
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

 
原
子
炉
補
機
冷
却
系
が
機
能
喪
失
し
，
当
該
安
全
区
分
の
設
備
に
期
待
で
き
な
い
状
態
で
の
原
子
炉
手
動
停
止
。

 
原
子
炉
補
機
冷
却
系
故
障

 

 （
非
常
用
）

 

所
内
高
圧
電
源
（
非
常
用
）
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

 
交
流
母
線
や
下
流
の
電

源
設
備
（
非
常

用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機

を
除
く
）
が

機
能
喪
失
し
，

当
該
安
全
区

分
の
設
備
に
期
待
で
き

な
い
状
態
で
の
原

子
炉
手
動
停
止
。
 

交
流
電
源
故
障

 

 （
非
常
用
）

 

直
流
電
源
設
備
（
非
常
用
）
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

 
直
流
母
線
や
下
流
の
電
源
設
備
が
機
能
喪
失
し
，
当
該
安
全
区
分
の
設
備
に
期
待
で
き
な
い
状
態
で
の
原
子
炉
手
動
停
止
。

 
直
流
電
源
故
障

 

 （
非
常
用
）

 

タ
ー
ビ
ン
・
サ
ポ
ー
ト
系
の
機
能
喪
失
時
の
手
動
停
止

タ
ー
ビ
ン
設
備
の
サ
ポ
ー
ト
系
が
機
能
喪
失
し
，
タ
ー
ビ
ン
設
備
に
期
待
で
き
な
い
状
態
で
の
原
子
炉
手
動
停
止
。

タ
ー
ビ
ン
・
サ
ポ
ー
ト
系
故
障

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第
1
図
 

原
子
炉

補
機

冷
却

系
系

統
概
要

図
（

区
分
Ⅰ

，
区

分
Ⅱ

）
 

 



 

補足 1.1.1.d-5-1 

事故シーケンスの最終状態の分類の考え方 

 

 

イベントツリーによって抽出された炉心損傷事故シーケンスは，機能の喪失状

況，プラントの状態に与える影響によって分類し，「事故シーケンスグループ」

としてまとめている。 

機能の喪失状況は，起因事象が発生した場合に，炉心損傷防止のために必要な

安全機能として「原子炉停止機能」，「原子炉冷却機能（高圧注水，原子炉減圧，

低圧注水）」，「除熱機能」に着目している。また，プラントの状態に与える影

響については，起因事象が発生した場合に期待できる安全機能，事象進展過程に

おける原子炉圧力の状態，及び事象進展の速さ等に着目している。 

 

1．原子炉停止機能 

過渡事象又はＬＯＣＡ事象の発生後，原子炉停止機能を喪失した場合に，原子

炉を未臨界状態にできず炉心損傷（格納容器先行破損）に至る場合を１つの事故

シーケンスグループとして分類する（原子炉停止機能喪失／ＴＣ）。 

 

2．原子炉冷却機能 

原子炉停止に成功した場合でも，炉心の冷却が行われなければ炉心損傷に至る。

冷却手段として，高圧注水機能，原子炉減圧機能及び低圧注水機能があり，これ

らの機能の喪失状況及びプラントの状態（原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性

等）に応じて以下の事故シーケンスグループに分類する。 

(1) 過渡事象発生後や手動停止の際に高圧注水機能と低圧注水機能を喪失し，

炉心損傷に至る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（高

圧・低圧注水機能喪失／ＴＱＵＶ）。 

(2) 過渡事象発生後や手動停止の際に高圧注水機能と原子炉減圧機能を喪失し，

炉心損傷に至る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（高

圧注水・減圧機能喪失／ＴＱＵＸ）。 

(3) ＬＯＣＡが発生した後，注水機能を喪失し，炉心損傷に至る場合を１つの

事故シーケンスグループとして分類する（ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 

なお，原子炉冷却材圧力バウンダリの破損規模等に応じてプラントの状

態が異なることから以下のグループに細分化する。 

ａ．大ＬＯＣＡ：事象発生により原子炉が低圧状態となるため低圧注水

の際に原子炉減圧が不要（大破断ＬＯＣＡ／ＡＥ）。 

ｂ．中ＬＯＣＡ：冷却材の流出規模が大きく原子炉隔離時冷却系による

注水には期待できないが，低圧注水のための原子炉減圧は必要（中

破断ＬＯＣＡ／Ｓ１Ｅ）。 

ｃ．小ＬＯＣＡ：冷却材の流出規模が小さく原子炉隔離時冷却系による

注水に期待可能（小破断ＬＯＣＡ／Ｓ２Ｅ）。 

補足説明資料 1.1.1.d－5 



 

補足 1.1.1.d-5-2 

(4) 格納容器をバイパスし，冷却材が格納容器外に漏えいする場合（インター

フェイスシステムＬＯＣＡ）については，漏えい箇所を隔離したうえでの

炉心冷却が必要となるが，隔離機能が喪失し，漏えいの継続により炉心損

傷に至る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（格納容器

バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ／ＩＳＬＯＣＡ））。 

 

3．除熱機能 

原子炉冷却（注水）に成功している場合でも，格納容器熱除去機能を喪失した

場合には，格納容器が原子炉からの水蒸気によって過圧され，破損に至る。格納

容器が先行破損した後は安全機能が十分に機能しない場合も考えられることか

ら，これを炉心損傷に至る１つの事故シーケンスグループとして分類する（崩壊

熱除去機能喪失／ＴＷ）。 

 

4．安全機能のサポート機能 

外部電源喪失の発生後，非常用電源などの電源の確保に失敗し，炉心損傷に至

る場合を１つの事故シーケンスグループとして分類する（全交流動力電源喪失／

ＴＢ）。 

なお，全交流動力電源喪失は，事象進展速度，原子炉圧力状態等を考慮して

以下のグループに細分化する。 

(1) 非常用ディーゼル発電機２台及び高圧炉心スプレイ系が機能喪失した

状態で，原子炉隔離時冷却系により原子炉注水は継続しているが，一定

時間経過後に蓄電池の直流電源供給能力が枯渇し，炉心損傷に至る場合

（長期ＴＢ）。 

(2) 非常用直流電源の機能喪失により非常用ディーゼル発電機２台と原子

炉隔離時冷却系の起動に失敗し，短時間で炉心損傷に至る場合（ＴＢＤ）。 

(3) 非常用ディーゼル発電機２台及び高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，さ

らに原子炉隔離時冷却系が機能喪失した場合で，原子炉が高圧状態で炉

心損傷に至る場合（ＴＢＵ）。 

(4) 非常用ディーゼル発電機２台及び高圧炉心スプレイ系が機能喪失し，さ

らに逃がし安全弁再閉鎖に失敗することにより原子炉隔離時冷却系が

機能喪失した場合で，原子炉が低圧状態で炉心損傷に至る場合（ＴＢＰ）。 

 

以上より，イベントツリーの最終状態を第1表に示す事故シーケンスグループ

に分類する。 



 

補足 1.1.1.d-5-3 

第1表 炉心損傷シーケンスグループの分類 

炉心損傷事故シーケンス 事故シーケンスグループ 

ＬＯＣＡ発生後の炉心冷却失敗 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

 大破断ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗  大破断ＬＯＣＡ（ＡＥ） 

 中破断ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗  中破断ＬＯＣＡ（Ｓ１Ｅ） 

 小破断ＬＯＣＡ後の炉心冷却失敗  小破断ＬＯＣＡ（Ｓ２Ｅ） 

過渡事象発生後の高圧注水及び低圧注

水による炉心冷却失敗 
高圧・低圧注水機能喪失（ＴＱＵＶ） 

過渡事象発生後の高圧注水による炉心

冷却失敗かつ減圧失敗 
高圧注水・減圧機能喪失（ＴＱＵＸ） 

外部電源喪失後の電源喪失 全交流動力電源喪失 

 

非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系が機能喪失状態

で，原子炉隔離時冷却系により炉心

冷却を継続するが，蓄電池が枯渇し

炉心損傷 

 

長期ＴＢ 

 

蓄電池の直流電源供給能力が喪失

し，非常用ディーゼル発電機２台の

起動に失敗し炉心損傷 

 

ＴＢＤ 

 

非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系の起動に失敗し，

さらに原子炉隔離時冷却系が機能喪

失し，原子炉が高圧で炉心損傷 

 

ＴＢＵ 

 

非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系の起動に失敗し，

さらにＳＲＶ再閉鎖により原子炉隔

離時冷却系が機能喪失し，原子炉が

低圧で炉心損傷 

 

ＴＢＰ 

過渡事象又はＬＯＣＡ発生後の原子炉

格納容器からの熱除去失敗 
崩壊熱除去機能喪失（ＴＷ） 

過渡事象又はＬＯＣＡ発生後の原子炉

停止失敗 
原子炉停止機能喪失（ＴＣ） 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発

生後の破断箇所隔離失敗 

格納容器バイパス 

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 
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サポート系が一部故障している場合の評価 

 

 

サポート系が一部故障した場合にフロントライン系へ与える影響について，以

下に例示する。 

 

1．サポート系の一部故障により機能喪失する例（第 1図） 

高圧炉心スプレイ系の機能喪失に係るフォールトツリーを第 1図に示す。高圧

炉心スプレイ系の動作にはサポート系として，駆動用電源の区分Ⅲ交流電源，制

御用電源の区分Ⅲ直流電源，高圧炉心スプレイ系補機冷却系を必要とする。 

高圧炉心スプレイ系は，これらのうちが１つでも機能喪失すると高圧炉心スプ

レイ系機能喪失となる。 

 

2．サポート系の一部故障により機能喪失しない例（第 2図） 

自動減圧系の機能喪失に係るフォールトツリーを第 2図に示す。第 2図に示す

とおり，自動減圧系の動作にはサポート系として，区分Ⅰ直流電源（自動減圧系

Ｓ１信号用電源），区分Ⅱ直流電源（自動減圧系Ｓ２信号用電源）のいずれかの

電源を必要とする。 

したがって，自動減圧系の直流電源の両区分が機能喪失した場合には自動減圧

系が機能喪失するが，いずれか一方が機能維持していれば動作可能である。 

補足説明資料 1.1.1.e－1 
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補足 1.1.1.e-2-1 

スクラム系（機械系）における原子炉停止失敗の定義

今回のＰＲＡでは，スクラム（機械系）故障の定義を「原子炉を未臨界状態に

できないこと」としている。そのため，制御棒挿入の失敗については，隣接４本

（４本直列を除く）の制御棒の挿入に失敗すると未臨界を確保できないという評

価に基づき，隣接する４本以上の制御棒の挿入に失敗する確率としている。隣接

４本の制御棒挿入失敗確率について以下に示す。 

1．制御棒１本当たりの故障確率

制御棒の挿入失敗確率は，6.5×10－９（／時間）であり，２週間ごとに実施さ

れる制御棒挿入引抜試験により機能確認されるため，制御棒１本当たりの故障確

率 PCRDは以下となる。 

PCRD＝制御棒挿入失敗確率×試験間隔／２ 

＝6.5×10－９（／時間）×336（時間）／２ 

＝1.1×10－６（／要求時） 

2．共通原因故障 

共通原因故障率に関しては，ＷＡＳＨ－1400の制御棒共通原因故障確率推定に

用いられた考えを基に，故障のうち 10％が共通原因故障に関連するものとする。

そのうちの 10％が解析対象とする共通原因故障であるとする。これにより，β値

は 0.01 となる。高次の共通原因故障ファクタについては，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－

4550で使用されている以下の式を用いる。 

βi＝（１＋βi－１）／２ 

上記の式により，β2＝0.01，β3＝0.51，β4＝0.75となる。よって，制御棒４

本挿入失敗の共通原因故障ファクタは，以下の値となる。 

Πi＝２βi＝β２×β３×β４ 

＝0.01×0.51×0.75 

＝3.8×10－３ 

3．βファクタ補正係数 

特定の制御棒１本挿入失敗時における制御棒４本の挿入失敗確率は，島根原子

力発電所２号炉の 137本の制御棒のうちその特定の１本を除く，（137－１）本の

制御棒のうち，制御棒（４－１）本の組合せ 137－１Ｃ４－１通りとなる。制御棒４

本の挿入失敗の全組合せが 137Ｃ４通りあるため，βファクタ補正係数は以下の式

になる。 

βファクタ補正係数＝137Ｃ４／137－１Ｃ４－１ 

補足説明資料 1.1.1.e－2 
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4．隣接４本制御棒挿入失敗の組合せを勘案した補正係数 

隣接４本制御棒挿入失敗の組合せは，核・熱的に厳しいＬ字型隣接制御棒の組

合せに着目し，その他の隣接制御棒の組合せは出力の点で問題ないため除外する

と，第 1 図に示すように１本あたり 17 通りになる。島根原子力発電所２号炉の

制御棒本数 137本に対し，137本×17 通り＝2,329通りとなる。 

制御棒４本挿入失敗の全組合せは 137Ｃ４通りあるため，隣接４本制御棒挿入失

敗の組合せを勘案した補正係数は以下の値となる。 

Ｃ４＝隣接４本制御棒挿入失敗の組合せを勘案した補正係数 

＝隣接４本制御棒挿入失敗の組合せの割合×βファクタ補正係数 

＝（2,329／137Ｃ４）×（137Ｃ４／137－１Ｃ４－１） 

＝2,329／137－１Ｃ４－１ 

＝2,329／410,040 

＝6.0×10－３（切上げ） 

 

5．隣接制御棒４本挿入失敗確率 

隣接４本制御棒挿入失敗確率は以下の値になる。 

Ｐ４CCF＝隣接４本制御棒挿入失敗の組合せを勘案した補正係数×制御棒４本挿

入失敗の共通原因故障ファクタ×制御棒１本当たりの故障確率 

＝Ｃ４×Πi＝２βi×ＰCRD 

＝6.0×10－３×3.8×10－３×1.1×10－６ 

＝2.5×10－11（／要求時） 

４ 



補足 1.1.1.e-2-3 

第 1 図 隣接制御棒４本のパターン（17 通り） 



補足 1.1.1.e-3-1 

フォールトツリーの作成における仮定について 

 

 

フォールトツリーは，設定された成功基準を基に頂上事象を明確にし，系統の

機能喪失に至る原因を組み合わせることによって作成する。 

フォールトツリー作成に当たっての主な仮定を以下に示す。 

 

○ Ｐ＆ＩＤ等を用いて，系統のバウンダリを明確にする。 

○ 口径比が１／４※ 以下のラインへの流出喪失は考慮しない。 

○ 個別の機器のバウンダリは，国内で一般的に使用されている定義を用いた。 

○ 配管の閉塞を考慮するが，配管及び弁の破損によるリークは考慮しない。 

○ 系統自動起動のバックアップ操作は考慮しない。 

○ ポンプ室空調機を必要とする。（フォールトツリーにおいて評価） 

 

※ 流出流量は十分に小さく，機能喪失には至らないと考えられる口径比（１／４以下（口径

面積比は１／16以下））を設定している。なお，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－6850にはスクリーニ

ング基準の例として流路面積比１／10の記載がある。 

 

補足説明資料 1.1.1.e－3 



補足 1.1.1.e-4-1 

保安規定上許容されない複数の緩和設備の待機除外を 

評価上除外するモデル化方法について 

 

 

緩和設備のフォールトツリーでは，メンテナンスによる待機除外確率をモデ

ル化しているため，事故シーケンスの定量化の際，保安規定上許容されない複

数の緩和設備を同時に待機除外にする組合せのカットセットが含まれることに

なる。そのため，ＰＲＡの計算において，禁止している同時メンテナンスの組

合せをカットセットの組合せから除外する処理をＷｉｎＮＵＰＲＡにて実施し

ている。同時メンテナンスを除外する処理の概念図を第1図に示す。 

  

補足説明資料 1.1.1.e－4 
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第 1図 同時メンテナンスを除外する処理の概念図 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＳＷポンプ 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス 

 外部電源喪失×水位トランスミッタ×ＤＧ－Ｈ 
・ 

・ 

・ 

 非隔離事象×ＲＣＩＣメンテナンス×ＨＰＣＳメンテナンス×ＲＨＲ－

Ａポンプ×ＲＨＲ－Ｂポンプ 
・ 

・ 

・ 

 ＲＣＩＣメンテナンス×ＨＰＣＳメンテナンス 

 ＬＰＣＳメンテナンス×ＬＰＣＩ－Ａメンテナンス 

 ＬＰＣＳメンテナンス×ＬＰＣＩ－Ｂメンテナンス 
・ 

・ 

・ 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＳＷポンプ 

 非隔離事象×水位トランスミッタ×ＨＰＣＷ／ＨＰＳＷメンテナンス 

 外部電源喪失×水位トランスミッタ×ＤＧ－Ｈ 
・ 

・ 

・ 

 

保安規定上許容されない同時メンテナンスについては運用上実施されず，

プラントの状態として存在しないため，それらを除外したカットセットが

最終的な出力結果となる 

フォールトツリーから求めるカットセットの組合せ 

保安規定上許容されないメンテナンスの組合せにより， 

同時メンテナンスの組合せを除外 



補足 1.1.1.f-1-1 

非常用ディーゼル発電機の故障率について 

 

島根原子力発電所２号炉の適合性審査のＰＲＡにおける機器故障率データは，

広く議論され認知されたものである国内故障率データを使用している。非常用

ディーゼル発電機の機器故障率データに係る次の項目について分析し，その結

果を踏まえて感度解析を実施し，その影響を確認した。 

・非常用ディーゼル発電機機器故障率データについて 

・プレコンディショニング実施状況について 

 

1．非常用ディーゼル発電機機器故障率データについて 

機器故障率データについて，近年の非常用ディーゼル発電機トラブル状況の影

響及び国内故障率データと米国故障率データとの差異について以下のとおり確

認した。 

(1) 近年の非常用ディーゼル発電機トラブル状況の影響について 

2018 年 7 月に設立された「原子力エネルギー協議会」（Atomic Energy 

Association 英語略号：ＡＴＥＮＡ）から発行された技術レポート[１]には，

非常用ディーゼル発電機に係るトラブル等情報の調査分析，課題の検討及び

改善策が取りまとめられている。この非常用ディーゼル発電機不具合事象の

傾向分析にて，2003年４月から 2019 年２月までの傾向を分析しており，非常

用ディーゼル発電機関連の事象発生件数の傾向は福島第一原子力発電所事故

の影響で国内原子力発電所が順次長期停止に入った 2011年度以降において法

令報告事象は数件程度で推移し，2016 年度以降は事故前と同水準の件数で推

移しており，結果として，法令報告事象全体の件数から見た非常用ディーゼ

ル発電機関連の法令報告事象の件数の割合が高くなっているとしている（第 1

図）。 

非常用ディーゼル発電機故障の年度ごとの発生件数は，2007 年度にはピー

クが見られ前後の年度で発生した事象の件数と比較して多くなっているとい

った，若干のばらつきがあるが，おおむね回帰直線の上にのっているため，

故障率の観点では各年度でおおむね同様の傾向を示しているとされている

（第 2図及び第 3図）。 

(2) 米国故障率データ 

米国では，原子力発電運転協会（ＩＮＰＯ）が管理する保守規則，ＭＳＰ

Ｉ及びＲＯＰ等をサポートするデータベースを基に，ＮＲＣが米国故障率デ

ータを公表している。 

国内故障率データと米国故障率データにおける非常用ディーゼル発電機故

障率（起動失敗）は第 1 表のとおりであり，定期試験等の際に機器が供用中

と同じ状態であることが推奨されている米国[２][３]の非常用ディーゼル発電機

故障率は，国内故障率データに対して約２倍となっている。なお，継続運転

失敗については，米国故障率データが起動に失敗したデータと起動成功後に

補足説明資料 1.1.1.f－1 
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故障したデータを区別して計算しているのに対し，国内故障率データではこ

れらを区別せずに計算しており，同等の比較対象とならないと考えられる。 

 

2．プレコンディショニング実施状況について 

(1) 島根原子力発電所２号炉における非常用ディーゼル発電機に係るプレコン

ディショニングの実施状況 

島根原子力発電所２号炉では，非常用ディーゼル発電機の定期試験及び定

期事業者検査において，起動前のプレコンディショニングを実施している。 

(2) プレコンディショニング中に発生した故障の扱い 

プレコンディショニング中に発生した故障事象は，故障の判定基準上，故

障として扱われる仕組みになっており，実際，島根原子力発電所２号炉にお

いてもプレコンディショニング中に生じた不具合事象が故障として収集され，

原子力発電所信頼性データシステムに登録されている。具体的な事例を第 2

表に示す。 

なお，定期検査時の分解点検において故障を発見した時でも供用中に発生

していた場合は，故障が発見された時点に起動又は作動要求があったものと

して故障事象として収集している。 

(3) 島根原子力発電所２号炉における非常用ディーゼル発電機のプレコンディ

ショニングと故障率について 

上記のとおり島根原子力発電所２号炉では非常用ディーゼル発電機の起動

前にプレコンディショニングを実施しているが，国内故障率データにおいて

はプレコンディショニング中の故障件数も計上されるようになっている。ま

た，島根原子力発電所２号炉の非常用ディーゼル発電機故障実績について，

国内故障率データによる非常用ディーゼル発電機の 1.5×10－３（回／デマン

ド）を島根原子力発電所２号炉の故障実績でベイズ更新した場合，故障率は

1.8×10－３（回／デマンド）となり約 1.2倍の値となる。 

 

3．内部事象レベル１ＰＲＡに対する非常用ディーゼル発電機故障率の影響につい

て 

「１．非常用ディーゼル発電機機器故障率データについて」に示すように，

米国故障率データは国内故障率データに対して約２倍となっている。そこで，

島根原子力発電所２号炉の内部事象レベル１ＰＲＡについて非常用ディーゼル

発電機故障率を２倍にした場合の影響を確認するとともに，重要事故シーケン

ス選定への影響を確認した。非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合

の事故シーケンス別の炉心損傷頻度を第 3表及び第 4図に示す。 

(1) 内部事象運転時レベル１ＰＲＡの炉心損傷頻度への影響について 

・内部事象運転時レベルｌＰＲＡの炉心損傷頻度(6.2×10－６／炉年）は，非

常用ディーゼル発電機故障率を２倍にしても約 11％の増加（約 6.9×10－６

／炉年）にとどまった。 
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・ 非常用ディーゼル発電機故障率に対して，事故シーケンスグループ別では，

全交流動力電源喪失の増加割合が最も大きく，炉心損傷頻度が約４倍とな

った。その他の事故シーケンスグループにおいても炉心損傷頻度が若干増

加する結果となった。事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に

対する非常用ディーゼル発電機故障率の影響について以下に示す。 

事故シーケンス「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」，「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗

＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失

敗」及び「外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却失

敗」の炉心損傷頻度が約４倍となった。これらの事故シーケンスについて，

全交流動力電源喪失に至る主な要因は「非常用ディーゼル発電機（Ａ）,（Ｂ）

の共通原因故障」及び高圧炉心スプレイ系失敗要因としての「非常用ディー

ゼル発電機（Ｈ）の故障」であり，非常用ディーゼル発電機の故障率をそれ

ぞれ２倍としたことで，これらの主要な要因の発生確率が高くなり，炉心損

傷頻度が増加した。 

次に，事故シーケンス「外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）喪失＋高

圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」の炉心損傷頻度が約２倍となった。本事故シ

ーケンスでは，直流電源喪失（蓄電池（Ａ）・（Ｂ）の機能喪失）により非常

用ディーゼル発電機（Ａ）,（Ｂ）が起動不可能となるため，非常用ディーゼ

ル発電機（Ａ）,（Ｂ）の故障は本事故シーケンスの炉心損傷頻度に影響しな

い。高圧炉心スプレイ系について，外部電源喪失状態での高圧炉心スプレイ

系失敗の主な要因は「非常用ディーゼル発電機（Ｈ）の故障」である。非常

用ディーゼル発電機の故障率を２倍とした影響が「非常用ディーゼル発電機

（Ｈ）の故障」に対してのみ影響したため，炉心損傷頻度の増分は全交流動

力電源喪失の他の事故シーケンスとは異なり約２倍にとどまる結果となった。 

(2) 重要事故シーケンスの選定への影響について 

第 3 表に示すとおり，非常用ディーゼル発電機故障率に対して，大きな感

度を有する事故シーケンスグループは全交流動力電源喪失であり，それ以外

の事故シーケンスグループについては感度が小さいことを確認した。以上を

踏まえ，これらの感度を有する事故シーケンスグループについて，重要事故

シーケンス選定に対する影響を整理した。 

【全交流動力電源喪失】 

本事故シーケンスグループでは，機能喪失の状況が異なる４つの事故シー

ケンスすべてを重要事故シーケンスとして選定していることから，重要事故

シーケンス選定上の影響はない。 

【その他の事故シーケンスグループ】 

その他の事故シーケンスグループでは，余裕時間，設備容量，代表性の観

点で重要事故シーケンスを選定しているが，各事故シーケンスにおける炉心

損傷頻度の増加は小さく，また，相対的な大小関係は変わらないため，重要
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事故シーケンス選定上の影響はない。 

 

4．まとめ 

近年の非常用ディーゼル発電機のトラブル状況についてはＡＴＥＮＡの技術

レポートにより，故障率の観点では各年度でおおむね同様の傾向を示しており，

近年を対象として算出された故障率は米国で公開されている同故障率とおおむ

ね同等であることを確認した。島根原子力発電所２号炉では非常用ディーゼル発

電機のプレコンディショニングを実施しているが，国内故障率データにおいては

プレコンディショニング中の故障件数も計上されるようになっていることを確

認し，また国内故障率データに島根原子力発電所２号炉の非常用ディーゼル発電

機故障実績１件を反映した場合の故障率への影響についても確認した。また，島

根原子力発電所２号炉の内部事象レベル１ＰＲＡ及び重要事故シーケンス選定

について，国内故障率データと米国故障率データにおける非常用ディーゼル発電

機故障率の差異が約２倍であることを踏まえ，非常用ディーゼル発電機故障率を

２倍にした感度解析を実施し，影響がないことを確認した。 
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第 1 表 非常用ディーゼル発電機故障率の比較 

機器故障率データ 
国内故障率データ 

（一般機器故障率）[4] 

Component Reliability 

Data Sheet 2015[5] 

非常用ＤＧ故障率 

（回／デマンド） 
1.5E-03 2.9E-03 

 

第 2表 プレコンディショニング中の故障の取り扱い事例 

NUCIA通番「8876」 

 プラント 島根原子力発電所２号炉 

 件名 ２号機Ａ－ディーゼル機関Ｌ－１シリンダからの漏水 

 事象概要 定格電気出力運転中の5月11日定期試験であるＡ－ＤＥＧ発電機手動駆動試験準備でタ

ーニングを実施した際，Ｌ－１シリンダより漏水を確認したため試験を中止し，Ａ－Ｄ

ＥＧ機関を一旦待機除外にして，翌日，点検を行った。その後，手動起動試験を実施し，

漏水がないことを確認した。数日後，ターニング，エアーランニングを実施した際に，

再度霧状の漏水が認められたため，再度，待機除外にしてＬ－１シリンダ給気弁のパッ

キンを修理した。 

NUCIA通番「10689」 

 プラント 志賀原子力発電所２号炉 

 件名 志賀原子力発電所２号機の手動停止について 

 事象概要 志賀原子力発電所２号機は，第２回定期検査中の定格電気出力 1206MWe で調整運転中の

ところ，平成 21年 11月 12日，非常用ディーゼル発電設備Ａ号機の定例試験としてター

ニングを開始したところ，16時 03分にディーゼル機関のＢ列Ｎｏ.３シリンダのインジ

ケータ弁から潤滑油約 100cc が漏れ出したため，試験を中止することとし，同日 16 時

43 分に志賀原子力発電所原子炉施設保安規定に定める運転上の制限を満足していない

と判断した。 

 

第 3表 非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度 

事故シーケンスグループ 

炉心損傷頻度 

①ベースケース 
②感度解析 

(ＤＧ故障率２倍） 
②／① 

1 高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 3.5E-09 1.1 

2 高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 5.3E-09 1.0 

3 全交流動力電源喪失 2.7E-09 1.1E-08 4.0 

4 崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 6.8E-06 1.1 

5 原子炉停止機能喪失 6.4E-10 6.4E-10 1.0 

6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 4.5E-13 1.0 

7 
格納容器バイパス 

（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 
3.3E-09 3.3E-09 1.0 

合計 6.2E-06 6.8E-06 1.1 
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第 4表 非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度

（事故シーケンス別） 

事故シーケンス 

グループ 
事故シーケンス 

炉心損傷頻度 

①ベース 

ケース 

②感度解析 

(ＤＧ故障率２倍) 
②／① 

1 
高圧・低圧注水 

機能喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 3.0E-09 3.3E-09 1.1 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
3.4E-11 3.6E-11 1.0 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 4.7E-13 4.9E-13 1.0 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
1.5E-13 4.7E-13 3.2 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗 2.3E-10 2.3E-10 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋低圧炉心冷却失敗 
4.0E-12 4.0E-12 1.0 

2 
高圧注水・減圧 

機能喪失 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 4.0E-09 4.2E-09 1.1 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 5.7E-13 5.8E-13 1.0 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗 1.1E-09 1.1E-09 1.0 

3 
全交流動力 

電源喪失 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却

（ＨＰＣＳ）失敗 
2.7E-09 1.1E-08 4.0 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダ

リ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗 
8.2E-12 3.2E-11 3.9 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却

失敗 
1.2E-11 4.5E-11 3.8 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗＋高圧炉心冷却（Ｈ

ＰＣＳ）失敗 
3.8E-12 6.8E-12 1.8 

4 
崩壊熱除去 

機能喪失 

過渡事象＋崩壊熱除去失敗 4.5E-06 4.6E-06 1.0 

過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.7E-11 1.9E-11 1.1 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱

除去失敗 
3.3E-08 3.3E-08 1.0 

過渡事象＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
3.6E-11 3.8E-11 1.0 

手動停止＋崩壊熱除去失敗 1.2E-08 1.7E-08 1.5 

手動停止＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.1E-14 1.1E-14 1.0 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋崩壊熱

除去失敗 
3.1E-11 4.5E-11 1.5 

手動停止＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋高圧炉

心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
1.7E-14 1.9E-14 1.1 

サポート系喪失＋崩壊熱除去失敗 1.2E-06 1.2E-06 1.0 

サポート系喪失＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除去失敗 1.4E-10 1.4E-10 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

崩壊熱除去失敗 
3.8E-09 3.8E-09 1.0 

サポート系喪失＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗＋

高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗＋崩壊熱除去失敗 
3.7E-12 3.7E-12 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 5.4E-09 5.4E-09 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.1E-14 3.1E-14 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 3.6E-09 3.6E-09 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.8E-12 3.8E-12 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去失敗 3.6E-10 3.6E-10 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋崩壊熱除

去失敗 
3.7E-13 3.7E-13 1.0 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗 4.4E-07 1.0E-06 2.3 

外部電源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダ

リ健全性（ＳＲＶ再閉）失敗 
1.3E-09 3.0E-09 2.3 

外部電源喪失＋直流電源（区分１，２）失敗 6.3E-10 6.3E-10 1.0 

5 
原子炉停止 

機能喪失 

過渡事象＋原子炉停止失敗 6.4E-10 6.4E-10 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 8.7E-13 8.7E-13 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 5.8E-13 5.8E-13 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋原子炉停止失敗 5.8E-14 5.8E-14 1.0 

6 
ＬＯＣＡ時注水 

機能喪失 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
2.8E-15 2.8E-15 1.0 

冷却材喪失（小破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減

圧失敗 
5.7E-15 5.7E-15 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
3.5E-13 3.6E-13 1.0 

冷却材喪失（中破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減

圧失敗 
3.9E-14 3.9E-14 1.0 

冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心

冷却失敗 
3.4E-14 3.5E-14 1.0 

7 

格納容器バイパス 

（インターフェイス 

システムＬＯＣＡ） 

格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 3.3E-09 3.3E-09 1.0 

合計 6.2E-06 6.8E-06 1.1 
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第 1図 法令報告事象の発生推移[1] 

 

 

第 2図 事象発生年度別推移（１台あたり）[1] 

 

 
第 3図 累積起動デマンド数に対する累積故障件数の傾向[1] 
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第 4図 非常用ディーゼル発電機故障率を２倍とした場合の炉心損傷頻度 
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故障率データが整備されていない機器の故障率の扱い 

 

 

フォールトツリー解析の対象としている基事象のうち，機器故障に関するもの

については，機器故障率を入力する必要がある。 

平成４年ＡＭ計画当時のＰＲＡにおいては，海外故障率を採用していたが，そ

の後の国内原子力発電所における機器故障率データの整備状況を踏まえ，今回の

ＰＲＡにおいては，原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）の国内故障率データを引

用している。 

ここで，以下に示す機種については，国内故障率データに該当するデータがな

いことから，国内原子力発電所において調達・保守管理が行われている別の機種

の故障率を代用している。代用している機器ごとの代用品選定の考え方を第 1表

に示す。 

 

① 復水器機能喪失 → 熱交換器伝熱管破損 

伝熱管による熱交換部分を有するという機器構造の類似性（第 1図）や，伝熱

管の損傷という代表的な故障モードの類似性，また定期的に開放点検を行い必要

に応じ伝熱管に施栓を行うなどの保守の類似性から，熱交換器の故障率を代用し

ている。 

② 圧縮機起動失敗・継続運転失敗 → ファン／ブロワ起動失敗・継続運転失

敗 

気体を圧送するという機能の類似性，動的な回転部分を有するという機器構造

の類似性，起動失敗・継続運転の失敗といった故障モード，また定期的に分解点

検を行うなどの保守の類似性から，ファン／ブロワの故障率を代用している。 

③ 中性子束検出器機能喪失 → 放射線検出器機能喪失 

放射線を電流に変換してその大きさを測定するという測定原理や機器構造の

類似性，断線などの故障モードの類似性，定期的に機能確認を行うという保守の

類似性から，放射線検出器の故障率を代用させている。 

④ 制御弁（流量調整弁等）故障 → 空気作動弁作動失敗 

圧縮空気を駆動源として弁を動かすという機能の類似性，弁体上部に駆動部を

有するという構造の類似性（第 2図），定期的に分解点検を行うなどの保守の類

似性から空気作動弁の故障率を代用している。 
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本評価において，国内故障率データから故障率を代用した機器について，他の

データベースを調査し，故障率の有無及び故障率が掲載されている場合はその代

用の可能性について検討した。調査結果を第 2表に示す。 

圧縮機の故障率について，他のデータベースと今回代用した国内故障率データ

のファン／ブロワの故障率を比較すると，10１～10３倍程度他のデータベースの方

が高い値を示している。データベース間の傾向を確認する観点から，ファン／ブ

ロワの故障率について，他のデータベースと比較すると，10１～10２倍程度他のデ

ータベースの方が高い値を示している。 

同じ機器（ファン／ブロワ）で比較しても他のデータベースの方が高い傾向が

あることから，圧縮機のみ他のデータベースの値を採用することは，全体的なリ

スクの傾向を把握するうえでバランスを欠いた評価となるおそれがあり，適切で

はないと考えられる。 

なお，国内故障率データに該当するデータがない機器については，データの整

備が今後の課題である。現在，原子力安全推進協会（ＪＡＮＳＩ）にて，当該デ

ータの整備に関する取り組みが検討されていることから，本取り組みによるデー

タが得られた際には，その活用を検討する。 
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中性子束検出器のモデル化について 

 

 

原子炉保護系によって原子炉スクラム信号が発せられるが，その信号の一つと

して中性子束高スクラム信号があり，下図に示すとおり平均出力領域計装（ＡＰ

ＲＭ）より発せられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉保護系のフォールトツリーでは，中性子束高スクラム信号に係る失敗要

因として，ＡＰＲＭに代表させることでモデル化し，局部出力領域計装（ＬＰＲ

Ｍ）まではモデル化していない。 

ＡＰＲＭは，ＣＨ－１～６の６チャンネルで構成される。各チャンネルに入力

されているＬＰＲＭ信号は，運転員によって日常的に監視されており，ＬＲＰＭ

に故障が発生した場合には，運転員によって故障したＬＰＲＭをバイパスするこ

とができる。さらに，バイパス可能数を超えるＬＰＲＭの故障が発生したとして

も，ＡＲＰＭのＡ系及びＢ系において１チャンネルのバイパスも可能である。 

このため，ＬＰＲＭの故障が中性子束高スクラム信号に与える影響は小さく，

今回のＰＲＡでは中性子束検出器はモデル化していない。 

補足説明資料 1.1.1.f－3 

ＡＰＲＭ－Ｂ系 

ＣＨ－４，５，６ 
ＬＰＲＭ検出器 

ＬＰＲＭ回路 

14×３ch 

中性子束高 

ＬＰＲＭ検出器 
ＡＰＲＭ－Ａ系 

ＣＨ－１，２，３ 

ＬＰＲＭ回路 

17×３ch 

Ａ系 

Ｂ系 
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保守作業に伴う待機除外の考え方と実績との比較 

 

 

1．保守作業による待機除外確率 

保守作業による待機除外確率は，系統ごとに機器を選定し，下記の式を用いて

評価している。 

 


i

muimuimu Tq )( ・λ  

λmui：試験等によって異常の発見が可能な機器 iの異常発生率（保守頻度） 

Ｔmui：機器 i の平均修復時間 

 

(1) 機器の保守頻度について 

機器の保守頻度λmuiについては，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－2815を参考に，機器

故障率の10倍を用いる。この理由は，機器の故障（機能喪失）だけでなく軽

微の異常（例えば，弁の小リークや油漏れ）でもメンテナンスを行うことが

あり，保守頻度は故障率に比較して高いと考えられるためである。 

(2) 平均修復時間について 

故障率の平均修復時間Ｔmuiについては，第1表に示す時間を使用している。 

(3) 待機除外確率を考慮する機器の考え方 

故障率の保守作業による待機除外確率は，系統ごとに算出している。待機

除外確率の計算に考慮する機器は，ＰＲＡモデルにおいて考慮した機器のう

ち，定例試験にて不具合が発見される可能性のある機器を対象としている。

以下の場合には対象から除外した。 

・プラント運転中の試験にて軽微な異常を検出できない機器（定例試験での

確認対象として明確になっていない機器） 

・該当する機器の故障モードのうち，他の故障モードと比較して故障率が小

さいもの（故障率が大きい故障モードを10倍していることで評価の保守性

は保たれると判断） 

 

2．待機除外を評価するうえで対象とした機器 

(1) 機器の選定方法 

待機除外確率（メンテナンスによる使用不能確率）を求める際に考慮する

機器は以下の方法により選定した。 

・定期試験要領書において，定期試験を実施しているポンプ，電動弁及び試

験可能逆止弁等の試験手順を確認して，対象機器を選定する。なお，プラ

ント運転中の待機除外を前提としているため，原子炉格納容器内の機器及

びプラント継続運転を阻害する機器は除く。 

・開閉試験を実施しない電動弁についても，系統試験を実施する過程で機能

補足説明資料 1.1.1.f－4 
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を確認できるものは対象とする。また，開閉試験を実施しない電動弁につ

いては駆動部の故障を確認できないため手動弁の機器故障率で計算する。 

・冗長配備により系統を待機除外することなく修復できる機器は，対象から

除く。

・安全系の機能に直接的な影響を与えない間接関連系の設備は，対象から除

く。

(2) 具体的な例

待機除外確率の算出方法に係る具体的な例として，低圧炉心スプレイ系

（第 1図）の例を以下に示す。算出結果を第 2表に示す。 

・電動ポンプ

・電動弁

・逆止弁

・試験可能逆止弁

・手動弁

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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・配管／オリフィス

・ファン／ブロアー

・遮断器

3．保守作業による待機除外確率の妥当性 

1．の評価方法を用いて算出した主な系統の待機除外確率及び国内ＢＷＲ待機

除外データを用いて評価した待機除外確率（以下「国内ＢＷＲ待機除外確率」と

いう。）を第3表に示す。第3表における国内ＢＷＲ待機除外確率は，ＮＵＣＩＡ

に登録されている1998年～2007年の国内ＢＷＲプラント（非常用ディーゼル発電

機はＰＷＲを含む。）の系統の待機除外回数，総待機除外時間，延べプラント運

転時間から算出されたものである。第3表から，今回のＰＲＡにおける待機除外

確率は，国内ＢＷＲ待機除外確率と同程度となっている。したがって，本評価に

用いた待機除外確率は妥当であると考えられる。 

4．非常用ディーゼル発電機の平均修復時間に係る最新のデータについて 

電中研報告書において，ＮＵＣＩＡに登録されている1998～2007年度における

国内データから整理された非常用ディーゼル発電機の待機除外データは，延べプ

ラント運転時間（国内ＰＷＲとＢＷＲの合計値）2,740,393.4時間に対し，待機

除外回数32回，総待機除外時間1,525.1時間とされている。ここから計算される

待機除外１回あたりの待機除外時間は約48時間となり，本評価で用いている平均

修復時間20時間の２倍以上となっている。しかし，平均修復時間を48時間に変更

して非常用ディーゼル発電機の非信頼度（外部電源喪失時）を計算すると，評価

値は から となり， の増加となる。しかしながら，

仮に の待機除外確率を用いたとしても，非常用ディーゼル発電機のシ

ステム信頼性（フォールトツリー分析）において，支配的な要因は非常用ディー

ゼル発電機の機械的故障 であり，待機除外確率を用いている基事象

が支配的とはならないことから，今回のＰＲＡの結果に与える影響は小さいと考

えられ，シーケンス選定の結果に与える影響はないと考える。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

 

補足 1.1.1.f-4-4 

第 1表 平均修復時間データ 

機器 
平均修復時間 

（時間） 
出典 備考 

ポンプ 19 ＷＡＳＨ-1400 
残留熱除去系等 

安全系に対する値 

弁 ７ ＷＡＳＨ-1400 同上 

非常用ディーゼル

発電機 
20 国内実績 

1979年６月から 

1986年３月まで 

のデータに基づく 

 

第 2表 低圧炉心スプレイ系の待機除外確率の算出 

機種 故障モード 故障率λ 
平均修復

時間Ｔ 
機器数 

待機除外 

確率※ 

電動ポンプ

（非常用待

機，純水） 

起動失敗 1.3E-07 

継続運転失敗   

電動弁（純水） 

作動失敗 4.8E-08 

誤開又は誤閉 2.5E-09 

閉塞 9.7E-09 

外部リーク 2.5E-09 

内部リーク 4.1E-09 

逆止弁 

開失敗 7.1E-09 

閉失敗 3.4E-08 

外部リーク 2.8E-09 

内部リーク 7.1E-09 

手動弁 

開閉失敗 8.3E-09 

閉塞 8.5E-09 

外部リーク 1.7E-09 

内部リーク 3.7E-09 

合計 4.3E-05 

※：計算式 10×λＴ×機器数 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第3表 保守作業による待機除外確率の比較 

系統 
今回のＰＲＡにおける 

待機除外確率 

国内ＢＷＲ 

待機除外確率※

非常用ディーゼル発電機 5.6E-04 

原子炉隔離時冷却系 7.4E-04 

低圧炉心スプレイ系 1.5E-04 

Ａ／Ｂ－残留熱除去系 3.1E-05 

Ｃ－残留熱除去系 3.8E-05 

※「ベイズ統計学に基づくアンアベイラビリティ推定法の開発－新しい推定理論

と国内ＢＷＲ待機除外データを用いた推定例－研究報告：Ｌ08009」，平成21年

５月，財団法人電力中央研究所

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補足 1.1.1.f-5-1 

共通原因故障パラメータを適用している系統 

 

 

今回のＰＲＡでは，系統の信頼度を基本的にフォールトツリーで評価している。

また，今回のＰＲＡでは，共通原因故障をポンプ，弁，計測制御機器等の機器に

対して適用している。 

残留熱除去系，非常用電源等の多重化された系統をフォールトツリーでモデル

化する場合は，上記のポンプや弁等の機器について，基本的に多重化された複数

の系統が共通原因故障の要因をもつ同種の機器を用いているものとして，系統間

の共通原因故障を適用している。 

高圧炉心スプレイ系や原子炉隔離時冷却系等，系統として多重化されていない

ものについても，起動／停止に係わる信号系の共通原因故障をモデル化している。 

このように，基本的にすべての系統について，系統内あるいは系統間のいずれ

か又は両方で共通原因故障を適用している。各系統において共通原因故障を考慮

している機器の例を第1表に示す。 

補足説明資料 1.1.1.f－5 



補足 1.1.1.f-5-2 

第1表 各系統において共通原因故障を考慮している機器の例 
系統又は機能の名称 共通原因故障を考慮している機器の例 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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共通原因故障に関するＭＧＬパラメータ適用の考え方 

1．共通原因故障の同定

システム内において，同一又は異なる区分間で，多重性を持たせるために用い

られる機器については，レベル１ＰＳＡ学会標準に基づき，(1)共通原因故障の

発生要因，(2)静的機器及び動的機器の故障モードを考慮し共通原因故障を同定

している。各項の説明を以下に示す。 

(1) 共通原因故障の発生要因

共通原因故障をモデル化する際には，共通原因故障のモード及び共通原因

故障を考慮する機器グループ（Commom Cause Component Group：ＣＣＣＧ）※

を第 1 図に示す同定フローに従って設定している。また，これらの設定に際

しては第 1 表に照らして，機器の型式，機器の機能及び試験・保守の手順に

より整理しており，メーカの相違した機器についても，同様の方法で同定を

行う。 

なお，今回のＰＲＡにおいて，共通原因故障の範囲でメーカの相違する機

器は抽出されていない。 

※ＣＣＣＧ：共通原因故障機器グループのことで，共通原因故障の対象とな

る系統又は機器の組合せのこと。数値は共通原因故障を考慮す

る機器総数を示す。 

(2) 静的機器及び動的機器の故障モード

静的機器及び動的機器の故障モードによって，共通原因故障の可能性は異

なると考えられる。したがって，これらを区別して共通原因故障の適用性を

検討した。 

静的機器については，動的な動作要求がないため，複数同時に機能を喪失

する可能性は比較的低いと考えられるが，事故シーケンスへの寄与割合が大

きい重要な機器として蓄電池を考慮することとした。このほかの静的機器に

ついては， 

動的機器については，動的故障モードと静的故障モードに区別して検討す

る。動的故障モードとはポンプの起動失敗，弁の開失敗等であり，静的故障

モードとは弁のリーク，閉塞等である。動的機器の故障モードは，共通原因

故障の発生する可能性が比較的高いと考えられることから，動的機器の動的

故障モードに対しては共通原因故障を考慮する。電動弁の閉塞等，動的機器

補足説明資料 1.1.1.f－6 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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の静的故障モードはこれに該当しない。 

2．本評価で用いた共通原因故障パラメータ 

共通原因故障をモデル化する機器及び故障モードに適用可能なパラメータを

設定する。共通原因故障パラメータとしては，βファクタモデル，ＭＧＬモデル，

αファクタモデル，ＢＦＲモデルが比較的広く使用されているが，冗長性が高い

系の解析に対応しており，原子力プラントにおいて広く使用実績のある共通原因

故障パラメータであるＭＧＬモデルを使用している。 

評価に用いたパラメータを第 2表に示す。これらのパラメータはＮＵＲＥＧ等

の文献を基に設定している。 

共通原因故障パラメータについては，機器故障と同様に，国内プラントの実績

に基づくデータを本来は使用すべきである。しかし現時点では，国内データに基

づいて整備されたものはなく，海外のＰＲＡで使用された実績のあるβファクタ

及びγファクタを使用して評価している。 

また，データ引用の例として，ポンプのβファクタの算出方法を第 3 表に示

す。

βファクタを 0.039

と算出している。 

ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1205 は，ＬＥＲの電動ポンプ共通原因について分析し，共

通原因データを求めている。このデータベースでは，ポンプの継続運転のデータ

は常用ポンプのデータとなり，非常用炉心冷却系のような待機系のポンプに対す

る継続運転のデータがないため，起動失敗と継続運転失敗の故障モードごとに分

析が実施されていない。したがって，起動失敗と継続運転失敗で同じβ値を使用

している。 

3．共通原因故障パラメータの適用における故障モードの考慮 

共通原因故障パラメータについて，今回のＰＲＡでは従前より適用実績のある

海外文献に基づくデータを用いた。一方で，故障モードごとに共通原因故障パラ

メータを示している文献として，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－5497 の改訂版である「CCF

Parameter Estimations 2010」があることから，記載されている共通原因故障パ

ラメータを用いて感度解析を行った。第 4表に現状のモデルで使用している共通

原因故障パラメータと「CCF Parameter Estimations 2010」に記載されている共

通原因故障パラメータを示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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感度解析の結果，全炉心損傷頻度は，ベースケースで 6.2×10－６／炉年，感度

解析ケースで 3.2×10－６／炉年となるが，支配的な事故シーケンスはベースケー

スと同じく崩壊熱除去機能喪失となった。第 2図に事故シーケンスグループ別の

炉心損傷頻度を示す。 

支配的な事故シーケンスである崩壊熱除去機能喪失について，除熱機能喪失に

おける上位のカットセットに原子炉補機冷却系又は原子炉補機海水系ポンプの

共通原因故障がある。これらのポンプの共通原因故障の割合を示すβ×γ×δの

値を比較すると，ベースケースでは 2.0×10－２，感度解析ケース（継続運転失敗，

ＣＣＣＧ－４）では 2.3×10－３と約１／10 に低下する。この差のために，原子炉

補機冷却系／原子炉補機海水系ポンプ継続運転失敗共通原因故障の確率が小さ

くなり，崩壊熱除去機能喪失における炉心損傷頻度が低下した。炉心損傷頻度は，

ベースケースのエラーファクタの幅の中に含まれていることから，ＮＵＲＥＧ／

ＣＲ－5497の改訂版である「CCF Parameter Estimations 2010」のパラメータを

用いた場合は炉心損傷頻度が低下するものの，ベースケースと比較して大きな差

はないと考える。 
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第 1表 ＣＣＦを考慮する際に参考になる属性 

属性 例 

機器の型式 電動弁，電動ポンプ，空気作動弁 

機器の機能 系統隔離，パラメータの検知 

機器の製作者 － 

機器の内的環境 温度，圧力，流量 

機器の外的環境 温度，湿度，ほこり 

機器の運転モード 常時開又は閉，常時作動又は待機 

試験・保守の手順 
共通原因故障を引き起こす可能性のある試験・保守

の手順と特徴 

 

 

 

第 2表 共通原因故障ファクタ 

 

機器タイプ βファクタ γファクタ 出典 

ポンプ 3.9E-02 5.2E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1205 Rev.１ 

弁 1.3E-01 5.7E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1363 Rev.１ 

非常用ディー

ゼル発電機 
2.1E-02 － ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1150 

計装／制御 

機器 
8.2E-02 6.7E-01 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－2771 

リレー 5.0E-02 1.0E-01 ＳＥＣＹ－83－293 

蓄電池 8.0E-03 － 
ＮＵＲＥＧ－1150 

（ＮＵＲＥＧ－0666 に基づき評価） 
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第 3表 ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1205 table 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4表 文献の共通原因故障ファクタ 

機器 ファクタ β γ δ 

ポンプ 

継続運転失敗ＣＣＣＧ－２

CCCG-2 

3.36E-02 － － 

継続運転失敗ＣＣＣＧ―３ 4.14E-02 1.83E-01 － 

継続運転失敗ＣＣＣＧ―４ 4.30E-02 3.43E-01 1.56E-01 

起動失敗ＣＣＣＧ―２ 2.45E-02 － － 

起動失敗ＣＣＣＧ―３ 2.31E-02 4.18E-01 － 

起動失敗ＣＣＣＧ―４ 2.27E-02 4.49E-01 3.56E-01 

電動弁 

開閉失敗ＣＣＣＧ―２ 9.46E-03 － － 

開閉失敗ＣＣＣＧ―３ 1.05E-02 2.12E-01 － 

開閉失敗ＣＣＣＧ―４ 1.22E-02 2.43E-01 2.57E-01 

逆止弁 
開失敗ＣＣＣＧ―２ 0.00E+00 － － 

開失敗ＣＣＣＧ―３ 0.00E+00 0.00E+00 － 

非常用ディー

ゼル発電機 

起動失敗ＣＣＣＧ―２ 1.08E-02 － － 

継続運転失敗ＣＣＣＧ－２

CCCG-2 

2.24E-03 － － 

蓄電池 ＣＣＣＧ―２ 0.00E+00 － － 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1図 共通原因故障同定のフロー 

 

 

 

 

 

炉心損傷の緩和機能で分類 

共通原因故障の除外 

機器の型式で分類 

共通原因故障を考慮しない 

機器の機能で分類 

試験・保守で同一の手順書に記載 

冗長性がない 

明確な理由で除外 

型式が異なる 

機能が異なる 

一致度が低い 

評価対象機器 

共通原因故障を考慮 
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補足 1.1.1.g-1-1 

人間信頼性解析ツリーによる人的過誤の分析例 

今回のＰＲＡにおいて評価した人的過誤「自動減圧系の手動起動」を代表例と

して，ＨＲＡイベントツリー（第 1 図）による人的過誤確率の算出について以下

に説明する。 

1．操作内容

運転員によって原子炉の手動減圧操作を行う。

2．操作手順 

3．余裕時間 

余裕時間は，過渡事象(全給水喪失)の発生後，高圧注水に失敗し自動減圧も行

われない場合に炉心損傷に至るまでの時間に余裕を見込んで 30 分とする。 

4．追加の指示や過誤回復の可能性 

補足説明資料 1.1.1.g－1 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1図 自動減圧系の手動起動のＨＲＡイベントツリー 

第 1表 ＨＲＡイベントツリーの各分岐確率 

手動起動失敗確率 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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過誤確率計算シート ①

第２表 原子炉減圧の認知に失敗する 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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過誤確率計算シート ②

第 3表 原子炉減圧の操作に失敗する 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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過誤確率計算シート ③ 

第 4表 複数警報に基づく過誤回復に失敗する（第 8表，第 11表参照） 

第 5表 他運転員による過誤回復に失敗する（第 8表，第 11表参照） 

第 6表 当直長による過誤回復に失敗する（第 8 表，第 11 表参照） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補足 1.1.1.g-1-7 

第 8表 異常事象対応に参加できる運転員及び助言者の数と 

人的従属性のレベル（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278から抜粋）



 

補足 1.1.1.g-1-8 

第 9表 手動操作のコミッションエラー確率の例 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278より抜粋） 
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第 10表 ストレスと熟練度によるＨＥＰへの補正係数 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278から抜粋） 
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第 12表 エラーファクタ推定ガイドライン 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278から抜粋） 
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起因事象発生前の人的過誤として評価した事例の抽出過程 

 

 

起因事象発生前の人的過誤については，起因事象発生前に本来の待機状態と異

なる状態になっている確率を評価することを目的として，該当する人的過誤を以

下のように抽出した。 

 

1．起因事象発生前人的過誤の抽出 

起因事象発生前の人的過誤の抽出においては，フォールトツリーでモデル化さ

れているすべての待機機器を対象として，運転操作手順書類（定期試験要領書等）

の確認を実施し，操作・作業等を抽出した。なお，操作が直接発生しない機器（リ

レー，逆止弁等），静的機器（ストレーナ，オリフィス等）は対象外とする。 

また，レベル１ＰＳＡ学会標準に基づいて人的過誤のモードとして，以下を考

慮した。 

－ 待機状態又は運転状態への復旧 

－ 起動信号又は設定点の復旧，再設定 

－ 通電状態への復旧 

 

2．人的過誤のスクリーニング 

当社起因事象発生前の人的過誤の除外規定は，以下に示すとおり設定している。 

除外規定Ⅰ：試験中において自動的にオーバーライドする機器となるもの。 

除外規定Ⅱ：中央制御室にて機器の状態表示が確認でき，その状態が日常的

に確認され，かつ中央制御室からの調整が可能なもの。 

除外規定Ⅲ：保守後の機能試験により誤調整が明らかになるもの。 

除外規定Ⅳ：チェックリストによる独立した機器の状態確認があるもの。 

除外規定Ⅴ：機器の状態確認が頻繁に実施されているもの。 

（１回／運転直の巡視点検等） 

 

当社ＰＲＡにおける起因事象発生前の人的過誤の除外規定は，レベル１ＰＳＡ

学会標準の本文の例示，解析を含めた５項目のスクリーニング事例を参考に設定

している。また，リスク情報を活用した規制において，米国ＮＲＣが策定したＰ

ＲＡの品質確保に係る規制指針「ＲＧ1.200」※の関連でまとめられているＮＵＲ

ＥＧ－1792「Good Practices for Implementing Human Reliability Analysis(HRA)」

（以下「ＮＵＲＥＧ－1792」という。）は，ＨＲＡのレビュー等に用いるために

作成されており，その中には起因事象発生前の人的過誤の５項目のスクリーニン

グ事例（良好事例）が記載され，当社はこれらも参考に除外規定を設定している。 

当社の起因事象発生前の人的過誤の除外に関する整理結果の詳細については，

第 1表に示すとおりである。 

当社の除外規定Ⅰ～Ⅲ，Ⅴについては，レベル１ＰＳＡ学会標準の解説とＮＵ

補足説明資料 1.1.1.g－2 
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ＲＥＧ－1792 のスクリーニング事例のそれぞれ４つがほぼ同等内容となってお

り，これらを参考に設定している。 

当社の除外規定Ⅳについては，レベル１ＰＳＡ学会標準の本文の例示とＮＵＲ

ＥＧ－1792のスクリーニング事例を参考に，それぞれの事例を独立性のチェック

の観点で整理した。除外規定Ⅳの具体的な設定に当たって，参考としたレベル１

ＰＳＡ学会標準の本文の例示は，「試験や保守を実施した後に，機器を待機状態

又は運転状態に復旧させる作業について，作業者とは別の人間によって独立なチ

ェックが実施されるような場合」であり，「確認者の独立性」に当たる。また，

参考とした「ＮＵＲＥＧ－1792」のスクリーニング事例（良好事例）は，「当初

の動作の後，不適切な状態を検証するチェックリストを用いて機器の状態の妥当

性を確認する二つ目の独立した方法があること。」であり，「確認行為の独立性」

に当たる。（詳細は以下に記述するとおりである） 

“ Following the original action(s),there is an independent second 

verification of equipment status that uses a written checklist that will 

verify incorrect status.” 
これらのことから，当社が設定した除外規定Ⅳには「確認者の独立性」と「確

認行為の独立性」の二つの意味合いを持たせている。 

 

※ 米国ではＰＲＡの品質に関わる規制指針である「RG1.200：An Approach for Determining 

the Technical Adequacy of Probabilistic Risk Assessment Results for Risk-Informed 

Activities」では，民間で整備されたＰＲＡ標準であるＡＳＭＥ ＰＲＡ標準とＮＥＩピ

アレビューガイドを承認（エンドース）している。「ＲＧ1.200」においてＰＲＡの品質を

確保する関連において米国ＮＲＣでは，ＨＲＡを実施又はレビューするために「ＮＵＲＥ

Ｇ－1792」を作成し，公表している。 

 

3．起因事象発生前の人的過誤の抽出結果 

上記 1．及び 2．に基づきモデル化する人的過誤事象の同定フローを第 1図に，

抽出検討の具体例について第 2表及び第 3表に示す。起因事象発生前の人的過誤

を評価した結果，「手動弁の開け忘れ，閉め忘れ（下記（１）でスクリーニング

されない操作）」，「スクラム排出水容器警報認知失敗」が抽出された。「スクラム

排出水容器警報認知失敗」については，中央制御室にて状態表示が確認できるが，

重要性を鑑み，対象とした。上記 2．に基づき評価対象外とした人的過誤事象例

と除外理由は以下のとおりである。（第 4 表を参照） 

(1) 電動弁又は手動弁の開け忘れ，閉め忘れ 

当社の品質マネジメントシステムの中では，保守管理として実施している点

検終了後に機器を正常な状態に復旧する操作と，その後にチェックシートを用

いた機器の状態確認がある。これらは，ＮＵＲＥＧ－1792 の良好事例の「確

認行為の独立性」に当たると考えている。 

このため，該当する弁については，弁の開け忘れ，閉め忘れは除外規定Ⅳを



 

 

補足 1.1.1.g-2-3 

適用できると判断し，モデル化しないこととした。 

なお，レベル１ＰＳＡ学会標準に例示のない「確認行為の独立性」を除外規

定として設定するに当たっては，レベル１ＰＳＡ学会標準の本文 9.1.2の「人

的過誤が十分に低いと判断できる作業は除外しても良い」を適用し，弁の復旧

と，その後のチェックシートを用いた状態確認を独立した行為として過誤回復

を考慮した人的過誤を設定して評価した人的過誤確率は 10－５オーダとなり，

十分小さい値であることを確認した。 

(2) 定期試験の操作（非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れ） 

定期試験における操作は，当社の品質マネジメントシステムの中で整備して

いる「定期試験要領書」に基づき実施し，非常用ディーゼル発電機の定期試験

でガバナ調整を実施する際には，操作者とは別の運転員が「定期試験要領書」

内のチェックリストを用いて操作内容をチェックしていることを確認してい

る。これは，レベル１ＰＳＡ学会標準の本文の例示である「確認者の独立性」

に当たると考えている。 

このため，非常用ディーゼル発電機のガバナ調整忘れは除外規定Ⅳを適用で

きると判断した。 

なお，非常用ディーゼル発電機のガバナ調整忘れは非常用ディーゼル発電機

起動失敗につながるおそれがあり，当該の人的過誤（不適合）を確実に防止す

る観点から，非常用ディーゼル発電機の「定期試験要領書」に「ダブルチェッ

ク」を明文化することとした。 

 

4．事象発生前の人的過誤を考慮した場合の感度解析 

「電動弁又は手動弁の開け忘れ，閉め忘れ（スクリーニングされた操作）」及

び「非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れ」の人的過誤を考慮した場合の炉心

損傷頻度への影響を確認するための感度解析を実施した。 

電動弁又は手動弁の開け忘れ，閉め忘れで考慮する対象弁は，崩壊熱除去機能

の喪失に寄与し，全炉心損傷頻度への影響が大きいと考えられる残留熱除去系熱

交換器廻りの手動弁とし，感度解析で用いる人的過誤確率は手動弁の開け忘れ，

閉め忘れについては 2.7×10－５，非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れについ

ては 8.0×10－５とした。ＨＲＡイベントツリーについて第 2図に示す。 

感度解析の結果は，事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度について第 5表

及び第 3 図にそれぞれ示す。感度解析の結果，全炉心損傷頻度は 6.3×10－６／炉

年となり，影響は非常に小さいことを確認した。 
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Ⅰ
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。
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。
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。
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。
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第
3
表

 
起
因
事

象
発

生
前
の
人

的
過
誤

の
同

定
・
定
義

（
ス
ク

ラ
ム

排
出

水
容

器
の

例
）

 

ス
ク
ラ

ム
 

排
出
水
容

器
 

起
因

事
象

発
生
前

の
人
的

過
誤
の

検
討
対

象
 

プ
ラ
ン
ト

停
止
中

及
び

定
期

試
験

の
操

作
に

起
因

 
備

考
 

機
器

番
号

 
機

器
種
類

 
人

的
過
誤
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ド
 

操
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業
等
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Ｂ
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。
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Ａ
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。
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が
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，
そ
の
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が

日
常
的
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。
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。

 

除
外
規
定

Ⅴ
：

機
器

の
状

態
確

認
が

頻
繁

に
実
施

さ
れ
て

い
る
も

の
（
１

回
／
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。
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第 4表 評価対象外とした起因事象発生前の人的過誤事象と除外理由 

人的過誤事象 除外理由 

電動弁又は手動弁 

開け忘れ，閉め忘れ 

当社の品質マネジメントシステムの中では，保守管理と

して実施している点検終了後に機器を正常な状態に復旧す

る操作と，その後に運転管理として実施しているチェック

シートを用いた機器の状態確認がある。 

これらは，ＮＵＲＥＧ－1792 の良好事例の「確認行為の

独立性」に当たると考えている。 

このため，該当する弁については，弁の開け忘れ，閉め

忘れは除外規定Ⅳを適用できると判断した。 

定期試験の操作 

（非常用ディーゼル

発電機のガバナ調

整忘れ） 

定期試験における操作は，当社の品質マネジメントシス

テムの中で整備している「定期試験要領書」に基づき実施

し，非常用ディーゼル発電機の定期試験でガバナ調整を実

施する際には，操作者とは別の運転員が「定期試験要領書」

内のチェックリストを用いて操作内容をチェックしている

ことを確認している。これは，レベル１ＰＳＡ学会標準の

本文の例示である「確認者の独立性」に当たると考えてい

る。 

このため，非常用ディーゼル発電機のガバナ調整忘れは

除外規定Ⅳを適用できると判断した。 
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第 5表 事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度 

事故シーケンスグループ 
ベースケース 

（／炉年） 

感度解析結果 

（／炉年） 

崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 6.3E-06 

全交流動力電源喪失 2.7E-09 2.8E-06 

 

長期ＴＢ 2.7E-09 2.7E-09 

ＴＢＵ 1.2E-11 1.2E-11 

ＴＢＰ 8.2E-12 8.4E-12 

ＴＢＤ 3.8E-12 3.9E-12 

高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 5.1E-09 

高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 3.3E-09 

原子炉停止機能喪失 6.4E-10 6.4E-10 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 3.3E-09 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 4.3E-13 

合計 6.2E-06 6.3E-06 
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第 1図 モデル化する起因事象発生前の人的過誤事象の同定フロー  

起因事象発生前の人的過誤事象の抽出 

従属的な機能喪失をもたらす 

可能性のある作業 

従属的な機能喪失をもたらす 

可能性のない作業 

モデル化対象 モデル化対象 

除外ルールに 

該当しない 

除外ルールに 

該当する 

モデル化対象から除外 

 



 

 

補足 1.1.1.g-2-10 

人的過誤の定義（事象発生前）：事象発生前に操作・試験の復旧に失敗する 

操作：弁の開け忘れ・閉め忘れ 

 

１．操作の内容： 

操作や試験に伴い待機状態や通常の設定点を変更する場合に，当該操作後や試

験実施後の復旧操作に失敗する 

２．該当手順書： 

定期試験要領書など 

３．人的過誤のモード 

待機状態への復旧失敗や設定点の回復失敗など 

４．過誤回復の可能性： 

チェックリストに基づく独立した機器の状態確認等が行われていれば，過誤回

復に期待できる。 

 

定量評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人的過誤確率＝ａ×ｂ 

 

分岐 人的過誤の種類（認知／動作）と内容 過誤確率値（中央値） 

ａ 機器の状態復旧のための動作に失敗する 1.0E-03 計算シート１－ａ 

ｂ 機器のチェックに失敗する 1.0E-02 計算シート１－ｂ 

平均値（点推定値）：2.7E-05 

確率分布：対数正規分布 ＥＦ10 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（１／６）  

失敗ａ 

失敗ｂ 

成功 

成功 



 

 

補足 1.1.1.g-2-11 

過誤確率計算シート １－ａ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態復旧のための動作に失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

該当手順は特段長くはなく，

記載も明確である 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Table20-7(1) 

（中央値 1.0E-03） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

コントロール等ではなく寄

与は小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（２／６）  



 

 

補足 1.1.1.g-2-12 

過誤確率計算シート １－ｂ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態確認のチェックに失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

該当手順は特段長くはなく，

記載も明確である 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Table20-6(1) 

（中央値 1.0E-02） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

チェックについて，コミッシ

ョンエラーの寄与は小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（３／６）  



 

 

補足 1.1.1.g-2-13 

人的過誤の定義（事象発生前）：事象発生前に操作・試験の復旧に失敗する 

操作：非常用ディーゼル発電機ガバナ調整忘れ 

 

１．操作の内容： 

操作や試験に伴い待機状態や通常の設定点を変更する場合に，当該操作後や試

験実施後の復旧操作に失敗する 

２．該当手順書： 

定期試験要領書など 

３．人的過誤のモード 

待機状態への復旧失敗や設定点の回復失敗など 

４．過誤回復の可能性： 

チェックリストに基づく独立した機器の状態確認等が行われていれば，過誤回

復に期待できる 

 

定量評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人的過誤確率＝ａ×ｂ 

 

 

分岐 人的過誤の種類（認知／動作）と内容 過誤確率値（中央値） 

ａ 
非常用ディーゼル発電機ガバナの調整に

失敗する 
3.0E-03 計算シート２－ａ 

ｂ 
非常用ディーゼル発電機ガバナの調整の

チェックに失敗する 
1.0E-02 計算シート２－ｂ 

平均値（点推定値）：8.0E-05 

確率分布：対数正規分布 ＥＦ10 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（４／６）  

失敗ａ 

失敗ｂ 

成功 

成功 



 

 

補足 1.1.1.g-2-14 

過誤確率計算シート ２－ａ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態復旧のための動作に失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

試験の一連の操作を想定す

ると長い操作となる 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Talbe20-7(2) 

（中央値 1.0E-03） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

試験で操作しているため，コ

ミッションエラーの寄与は

小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（５／６）  



 

 

補足 1.1.1.g-2-15 

過誤確率計算シート ２－ｂ 

 

動作に失敗する確率：機器の状態確認のチェックに失敗する 

 

行動形成因子及び過誤確率 当該過誤確率での設定 

１.利用可能な時間 
利用可能な時間によるスト

レス要因として考慮 

２．ストレス要因に合わせて

考慮 

２.ストレス要因 
作業負荷と運転員の熟練度

によるストレスの影響 

起因事象発生前の定例の操

作であり，特に高いストレス

には至らないため，ファクタ

１とする 

３．操作の複雑さ ５．操作の手順あるいは６．人間工学要因に合わせて考慮 

４．訓練と経験 
運転員の熟練度によるスト

レスの相違 

２．ストレス要因にて合わせ

て考慮 

５．操作の手順 

オミッションエラーの場合

に，手順数の影響等による過

誤確率値で考慮 

該当手順は特段長くはなく，

記載も明確である 

Ｎ Ｕ Ｒ Ｅ Ｇ ／ Ｃ Ｒ -1278 

Table20-6(1) 

（中央値 1.0E-02） 

６．人間工学要因 

コミッションエラーの場合

に，個別の状況による過誤確

率値で考慮 

チェックについて，コミッシ

ョンエラーの寄与は小さい 

７．健康状態 
運転員の健康管理は十分なされていることから，影響は小

さい 

８．業務の連携 
運転員間・運転直管の業務の連携は十分実施されているこ

とから，影響は小さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 感度解析におけるＨＲＡイベントツリー及び評価結果（６／６） 
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補足 1.1.1.g-3-1 

計器の較正ミスの取り扱いについて 

 

 

本ＰＲＡでは，保修員による機器の較正ミスについては，人的過誤として評価

していない。その理由を以下に示す。 

 

1．国内故障率データにおける較正ミスの取り扱い 

本ＰＲＡで使用している機器故障率は，国内故障率データに記載されているデ

ータを使用している。国内故障率データは国内プラントの機器の故障実績を基に

整備されたデータベースであるが，機器の故障件数には，機器の機械的故障以外

に，保修員の較正ミスが原因で機器が故障した場合が含まれている。国内故障率

データに記載されているデータのうち，保修員の較正ミスを含む機器故障率の例

を第1表に示す。第1表に示すとおり，国内故障率データには，保修員による較正

ミスが原因の故障事象が含まれているため，本ＰＲＡでは，較正ミスを人的過誤

としては評価していない。 

 

2．較正ミスに係る共通原因故障の取り扱い 

冗長化された検出器においては，同じ保修員が連続して較正作業を実施すると

考えられるため，較正ミスが共通の要因となり複数の検出器が故障する可能性が

ある。国内故障率データでは機器故障として取り扱われているため，この較正ミ

スによる共通原因故障についても，本ＰＲＡにおいては人的過誤としては評価せ

ず，機器の共通原因故障で評価している。 

  

補足説明資料 1.1.1.g－3 



補足 1.1.1.g-3-2 

第1表 保修員の較正ミスを含む機器故障率の例 

機器 故障モード 
故障件数 

（較正ミス件数） 

機器故障率 

平均値（／h） 

温度スイッチ 誤動作 
２ 

（２） 
2.5E-08 

圧力トランスミッタ 高出力／低出力 
８ 

（１） 
3.5E-08 

リミットスイッチ 不動作 
３ 

（１） 
5.5E-09 



 

補足 1.1.1.g-4-1 

余裕時間及びストレスファクタの適用の考え方とその影響 

今回のＰＲＡで評価対象とした人的過誤の項目及び評価結果を第1表に示す。人

間信頼性解析は，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278）の

ＴＨＥＲＰ手法(Technique For Human Error Rate Prediction)を使用しており，

評価に当たっては，運転操作に係る余裕時間及び運転員のストレスについて考慮

している。 

1．余裕時間の考え方

(1) 余裕時間の設定

事象発生後の人的過誤における余裕時間は，事象発生に伴う警報発生後の

診断・認知失敗確率を評価する際に考慮する。 

具体的な余裕時間の設定として，「手動減圧操作失敗」は，成功基準解析

に基づき余裕時間を30分としている。 

「原子炉隔離時冷却系水源切替操作失敗（初期水源確保時）」及び「高圧

炉心スプレイ系サプレッション・プール側水源切替操作失敗」については，

いずれも原子炉への注水操作であり，原子炉注水の余裕時間は成功基準解析

により事象発生後30分以内に完了できれば良いが，第一水源に不具合があっ

た場合に短時間で水源をサプレッション・プールに切り替える操作を想定し

10分としている。 

「原子炉隔離時冷却系水源切替操作失敗（長期水源確保時）」については，

小破断ＬＯＣＡ時に第一水源にて原子炉注水に成功している状況において，

長期的な水源としてサプレッション・プールに水源を切り替える操作を想定

している。 

また，一部の人的過誤項目については

 

「手動弁開／閉忘れ」については，起因事象発生前の事象のため，余裕時

間を考慮しない。以上の検討を踏まえ，人的過誤の評価において，第2表に示

す余裕時間に対する診断・認知失敗確率を使用している。 

(2) 警報との関係

余裕時間に関して，学会標準では以下のように定義されており，運転員は，

下記の時間内に対応操作を求められる。 

【原子力学会標準より抜粋】 

「l）許容時間 起因事象が発生した場合に，炉心損傷又は格納容器損傷回避の

観点から，緩和設備の作動開始，又は緩和操作の遂行までに許容される時間余

裕。」 

補足説明資料 1.1.1.g－4 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.g-4-2 

 

よって，余裕時間としては，炉心損傷を防止するために事故時の運転手順

書に記載された操作の中で必要となる操作に対し，事象発生後からその操作

の遂行までに許容される時間を想定する。 

一方で，今回のＰＲＡの評価で用いている人間信頼性解析は，ヒューマン

エラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278）のＴＨＥＲＰ手法を使用し

て評価しており，ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278によれば，運転員は何らかの事象

が起きつつあると判別した後にその問題を診断し，その後の行動を決定する

とされている（下記参照）。 

 

 

（出典：ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－1278 Chap.12 Treatment of Cognitive Behavior for PRA） 

 

運転員には，事象発生後にその事象が起きつつあると判別し，対象とした

緩和操作の必要性を認識するきっかけが必要であり，事象発生後における中

央制御室の警報の発生に期待している。事象発生直後に対応が求められる緩

和操作については，該当する警報が事象発生とほぼ同時刻に発生するため，

事象発生時と警報発生時では発生時刻に大きな差はない。よって，運転員に

は警報発生時からの対応を想定するが，事象発生後速やかに対応が求められ

る緩和操作については，人的過誤の余裕時間は事象発生時からの余裕時間を

用いて評価を行った。 

 

2．ストレスファクタの適用の考え方 

ストレスファクタは，第3表に示すストレスファクタに関する補正係数を参照

して設定している。 

今回のＰＲＡにおいては，異常時対応に関する訓練等を積んだ運転員が対応す

ることを前提として，ストレスファクタは熟練者（Skilled）の列から選択する

こととしている。 

(1) 起因事象発生前 

起因事象発生前の操作では，十分な余裕時間があり，運転員は時間に余裕

を持って手順書やプラント状態を確認しながら進めることができることから，

高いストレス状態には至らないと考える。そのため，「作業負荷が適度（段



 

補足 1.1.1.g-4-3 

 

階的操作）」のストレスファクタ１を設定した。 

(2) 起因事象発生後 

a．起因事象発生後の人的過誤に対しては，異常時の操作であり，事象進展

によっては運転員の作業負荷が高くなることも考えられることから，「作

業負荷がやや高い（段階的操作）」のストレスファクタ２を設定した。 

b．起因事象発生後の人的過誤に対し，特に事象発生からの余裕時間が短く，

事象進展の過酷な状況であり，かつ当該の操作がプラント挙動に及ぼす影

響が大きい操作に対しては運転員に求められる人的過誤に対し「作業負荷

が極度に高い（段階的操作）」のストレスファクタ５を設定した。 

 

余裕時間の人的過誤への影響については，ＴＨＥＲＰ手法の標準診断曲線

により評価に反映している。具体的にストレスファクタが２より大きい人的

過誤としては，上記ｂ．により，ＡＴＷＳ時のほう酸水注入系手動起動操作

を想定している。ただし，ＡＭ策を考慮しない今回のＰＲＡでは，ほう酸水

注入系手動起動操作を考慮しておらず，今後実施する重大事故等対策を含め

たＰＲＡにて考慮する。 

 

3．ストレスファクタの設定が炉心損傷頻度にもたらす影響 

ストレスファクタを考慮して評価した人的過誤確率は，システム信頼性解析で

用いるフォールトツリーに基事象として組み込んでいる。 

今回の内部事象運転時レベル１ＰＲＡで主要な事故シーケンスグループであ

る崩壊熱除去機能喪失の主要なカットセットを第4表に示す。人的過誤を含むカ

ットセットが主要なカットセットとしては抽出されておらず，崩壊熱除去機能喪

失の事故シーケンスグループに対して，人的過誤を含むカットセットの割合は小

さいことが分かる。 

人的過誤を含むカットセットの占める割合が小さいことから，ストレスファク

タを数倍程度変動させても事故シーケンスグループに与える影響は小さく，炉心

損傷頻度に与える影響も小さいと考えられる。 
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補足 1.1.1.g-4-6 

第 3表 ストレスによる補正係数（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ-1278 Table 20-16） 

 

 
 

 

第 4表 過渡事象時の主要なカットセット 

事故シーケンス 
ＣＤＦ 

（／炉年） 
主要なカットセット 

炉心損傷

頻度 

（／炉年） 

寄与割合 

(％) 

崩
壊
熱
除
去
機
能
喪
失 

過渡事象 

＋崩壊熱除去失敗 
4.5E-06 

①非隔離事象＋ＲＣＷ ＲＨＲ熱交換器出口弁ＭＶ２１

４－７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

②非隔離事象＋ＲＨＲ熱交換器バイパス弁ＭＶ２２２－

２Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

③非隔離事象＋ＲＨＲミニマムフロー弁ＭＶ２２２－１

７Ａ，Ｂ共通原因作動失敗 
3.6E-07 8.0 

 



 

 

補足 1.1.1.h-1-1 

炉心損傷頻度の計算に用いた計算コードの特徴（検証結果） 

 

 

今回のＰＲＡでは，イベントツリー作成，フォールトツリー作成及びこれらの

定量化に関してＷｉｎＮＵＰＲＡコードを使用している。以下に，コードの概要

及び検証について示す。 

 

1．コードの概要 

ＰＲＡの解析支援ツールとして米国ＳＣＩＥＮＴＥＣＨ社で開発され，ＰＲＡ

評価作業において求められるＥＴ，ＦＴモデルの作成，信頼性パラメータの作成，

事故シーケンスの定量化，重要度解析等のほぼすべての機能を有しており，米国，

欧州，アジア及び我が国（ＪＮＥＳ等）で使用実績があるコードである。 

ＷｉｎＮＵＰＲＡコードの概要を以下に示す。 

(1) フォールトツリー作成 

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，リンクツリー手法を採用しており，これにより大

規模なフォールトツリーを構築することができる。フォールトツリー編集で

は，フォールトツリーの新規作成，既存のフォールトツリー編集，フォール

トツリーの印刷，基事象データファイルからのデータ更新等が実施できる。 

(2) 信頼性パラメータ作成 

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，基事象データファイル，パラメータデータファイ

ル及びシーケンスデータファイル等を対象にデータベースファイルの編集を

行うことができる。 

(3) イベントツリー作成 

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，事故シーケンスを機能や事象の成功や失敗の論理

的組合せであるイベントツリーを画面上で容易に作成・編集できる。また，

イベントツリーの分岐に割り与えられた系統レベルのカットセット式をその

論理構造からマージ処理することにより，各シーケンスのカットセット式が

求められる。 

(4) 解析・評価 

ＷｉｎＮＵＰＲＡで構築したフォールトツリーをリンクし，定量化するこ

とができ，イベントツリーの定量化，カットセット式の編集等が実施できる。

ＷｉｎＮＵＰＲＡでは，フォールトツリー結合法で最小カットセットを求め，

稀有事象近似で定量化している。 

また，重要度解析，不確実さ解析等が実施できる。 

  

補足説明資料 1.1.1.h－1 



補足 1.1.1.h-1-2 

2．コードの検証 

レベル１ＰＲＡの代表的な解析コードとして，米国ＥＰＲＩが開発した

ＣＡＦＴＡがある。ＣＡＦＴＡを用いた非隔離事象のイベントツリーの評価事例

について，ＷｉｎＮＵＰＲＡにて再評価した結果を第 1 図に示す。 

第 1図 ＣＡＦＴＡとの比較（非隔離事象イベントツリーの評価） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.h-2-1 

主要な事故シーケンスのイベントツリー上への表示 

 

 

1．起因事象別の主要な事故シーケンス 

起因事象別の炉心損傷頻度（／炉年）及び主要な事故シーケンスを第 1表に示

す。起因事象別では，「過渡事象」が炉心損傷頻度に対する寄与割合が最も大き

く，炉心損傷頻度は 4.5×10－６／炉年となる。 

「過渡事象」における主要な事故シーケンスは「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」

となり，炉心損傷頻度は，過渡事象全体と同じ 4.5×10－６／炉年となる。第 1 図

に，「過渡事象＋崩壊熱除去失敗」のイベントツリーを示す。 

「過渡事象」には，「非隔離事象」「隔離事象」「全給水喪失」「水位低下事象」

「原子炉保護系誤動作等」及び「逃がし安全弁誤開放」の起因事象が含まれてお

り，起因事象ごとのイベントツリーにおける主要な事故シーケンスを第 2図～第

7図に示す。 

 

2．事故シーケンスグループ別の主要な事故シーケンス 

事故シーケンスグループ別の炉心損傷頻度（／炉年）及び主要な事故シーケン

スを第 2 表に示す。事故シーケンスグループ別では，「崩壊熱除去機能喪失」が

炉心損傷頻度に対する寄与割合が最も大きく，炉心損傷頻度は 6.2×10－６となる。 

「崩壊熱除去機能喪失」の中で主要な事故シーケンスは「過渡事象＋崩壊熱除

去機能喪失」となり，「過渡事象＋崩壊熱除去機能喪失」のイベントツリーにお

ける主要な事故シーケンスは，1．と同様である。  

補足説明資料 1.1.1.h－2 



補足 1.1.1.h-2-2 

第 1表 起因事象別の炉心損傷頻度と主要な事故シーケンス 

起因事象 

起因事象別 

炉心損傷頻度

（／炉年） 

主要なシーケンス 
イベント 

ツリー 

過渡事象 4.5E-06 過渡事象＋崩壊熱除去失敗 第 1図 

 非隔離事象 2.4E-06 非隔離事象＋ＲＨＲ失敗 第 2図 

 隔離事象 3.8E-07 隔離事象＋ＲＨＲ失敗 第 3図 

 全給水喪失 1.5E-07 全給水喪失＋ＲＨＲ失敗 第 4図 

 水位低下事象 3.8E-07 水位低下事象＋ＲＨＲ失敗 第 5図 

 原子炉保護系誤動作等 1.1E-06 ＲＰＳ誤動作等＋ＲＨＲ失敗 第 6図 

 逃がし安全弁誤開放 1.7E-08 
逃がし安全弁誤開放＋ＲＨＲ

失敗 
第 7図 

手動停止／サポート系喪失 1.2E-06 
サポート系喪失＋崩壊熱除去

失敗 
 

 手動停止（通常停止を含む） 1.2E-08 手動停止＋崩壊熱除去失敗  

 原子炉補機冷却系故障Ａ系 3.9E-07 補機Ａ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 原子炉補機冷却系故障Ｂ系 3.1E-07 補機Ｂ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 交流電源故障Ｃ系 9.2E-08 ＡＣ－Ｃ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 交流電源故障Ｄ系 7.6E-08 ＡＣ－Ｄ喪失＋ＲＨＲ失敗  

 直流電源故障Ａ系 1.7E-07 ＤＣ－１喪失＋ＲＨＲ失敗  

 直流電源故障Ｂ系 1.4E-07 ＤＣ－２喪失＋ＲＨＲ失敗  

 タービン・サポート系故障 1.0E-08 
タービン・サポート系喪失＋ 

ＲＨＲ失敗 
 

外部電源喪失 5.2E-07 外部電源喪失＋交流電源喪失  

 
外部電源喪失 5.2E-07 

外部電源喪失＋ＤＧ－Ａ失敗

＋ＤＧ－Ｂ失敗 
 

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 9.3E-09 
冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋ 

崩壊熱除去失敗 
 

 小破断ＬＯＣＡ 5.4E-09 小ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗  

 中破断ＬＣＯＡ 3.6E-09 中ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗  

 大破断ＬＣＯＡ 3.6E-10 大ＬＯＣＡ＋ＲＨＲ失敗  

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 

インターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ 
 



補足 1.1.1.h-2-3 

第 2表 事故シーケンス別の炉心損傷頻度と事故シーケンス 

事故シーケンスグループ 

事故シーケンス

グループ別 

炉心損傷頻度

（／炉年） 

主要なシーケンス 
イベント 

ツリー 

崩壊熱除去機能喪失 6.2E-06 過渡事象＋崩壊熱除去失敗 
第 1図～ 

第 7図 

全交流動力電源喪失 2.7E-09 
外部電源喪失＋交流電源失

敗＋高圧炉心冷却失敗 
  

高圧注水・減圧機能喪失 5.1E-09 
過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋原子炉減圧失敗 
  

高圧・低圧注水機能喪失 3.3E-09 
過渡事象＋高圧炉心冷却失

敗＋低圧炉心冷却失敗 
  

原子炉停止機能喪失 6.4E-10 過渡事象＋原子炉停止失敗   

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
  

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.3E-13 

冷却材喪失（ＬＯＣＡ）＋ 

高圧炉心冷却失敗＋原子炉

減圧失敗 
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補足 1.1.1.h-2-5 

 

 

 

 

  

第 2図 非隔離事象に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-6 

 

 

  

第 3図 隔離事象に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-7 

 

 

  

第 4図 全給水喪失に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-8 

 

 

  

第 5 図 水位低下事象に対するイベントツリー 

 



 

 

補足 1.1.1.h-2-9 

 

 

  

第 6図 原子炉保護系誤動作等に対するイベントツリー 

 

1.1E-06 



補足 1.1.1.h-2-10 

第 7図 逃がし安全弁誤開放に対するイベントツリー 



 

補足 1.1.1.h-3-1 

不確実さ解析における計算回数と収束性の確認 

島根原子力発電所２号炉の内部事象運転時レベル１ＰＲＡモデルでは不確実さ

解析として，モンテカルロ計算の試行回数を 回で実施している。 

第1図に 回までの試行回数(

 回)における全ＣＤＦの５％値，中央

値，平均値，95％値のプロットを示す。その結果，およそ20,000回以上の試行回

数でほぼ同等な結果が得られていることが確認された。これにより，試行回数

回で結果は十分収束していると考える。 

第1図 試行回数と炉心損傷頻度の関係 

補足説明資料 1.1.1.h－3 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足 1.1.1.h-4-1 

不確実さ評価において，各入力変数のサンプリングから 

炉心損傷頻度の確率分布を生成するプロセス 

出力運転時レベル１ＰＲＡにおいては，全炉心損傷頻度及び事故シーケンスグ

ループ別炉心損傷頻度について不確実さ解析を実施した。

評価方法（第 1 図参照）は，レベル１ＰＳＡ学会標準（解説 41）に従い，確率

変数として扱うべき因子は，起因事象発生頻度，共通原因故障パラメータ，人的

過誤率及び機器故障率の４種とし，不確実さ伝播解析で一般的に用いられている

モンテカルロ法を用いた。

モンテカルロ法による計算回数はこれまでのＰＳＲ時のＰＲＡと同様，基本的

に 回を設定し評価，計算回数による評価結果への影響がないことを確認し

ている。 

第 1図 不確実さ解析の流れ 

各パラメータ（起因事象発

生頻度，機器故障率等）に

不確実さの分布を仮定 

カットセット式（故障の

組合せ）に相当 

炉心損傷頻度の分布に

相当 

補足説明資料 1.1.1.h－4 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.1.h-5-1 

ベイズ統計の計算過程について 

 

 

1．固有プラントデータによるベイズ更新 

今回のＰＲＡのベースケースとして，機器故障率は国内故障率データ，起因事

象は国内ＢＷＲ起因事象発生頻度を用いている。それに対して，感度解析にて機

器故障率と起因事象発生頻度に固有プラントデータを適用した。 

固有プラントデータの適用方法はベイズ推定を用いている。機器故障率は国内

故障率データの確率分布，起因事象は国内ＢＷＲ起因事象発生頻度の確率分布を

事前分布とし，島根原子力発電所２号炉の固有プラントデータの尤度関数（与え

られた推定パラメータ発生頻度の値に対して特定のエビデンスが生起する確率）

をベイズ更新で反映することで事後分布を作成した。機器故障率及び起因事象発

生頻度のベイズ更新の条件を第 1表及び第 2表，評価の流れを第 1 図及び第 2図

に示す。 

島根原子力発電所２号炉で発生した主な事象の観測件数と露出時間を第 3表に

示す。今回の感度解析では，島根原子力発電所２号炉で観測された起因事象及び

機器故障に対してのみベイズ更新を行った。島根原子力発電所２号炉で観測され

ていない機器故障及び起因事象については，発生件数０件でのベイズ更新は行わ

ず，国内故障率データ又は国内ＢＷＲ起因事象発生頻度の値をそのまま用いてい

る。 

ベイズ更新によって求めた起因事象及び機器故障率の事前分布及び事後分布

の平均値を第 4表，感度解析の結果を第 5表に示す。感度解析の炉心損傷頻度は

ベースケースと比較して若干低下したが，ベースケースの炉心損傷頻度のＥＦの

幅の中に含まれていることから，固有プラントデータを適用した評価は一般デー

タを適用した評価と比較して大きな差はないと考えられる。 

 

2．固有プラントデータのベイズ更新方法 

島根原子力発電所２号炉固有データのベイズ更新方法は，期間中の島根原子力

発電所２号炉のプラント固有データを一括でベイズ更新している。 

一括で更新した場合に対し，運転時間を年度等で区切ることでベイズ更新を行

う方法も考えられる。そのため，ベイズ更新を複数回に分けたときとの違いにつ

いて同じ事前分布を対象に検証を行った。複数回に分ける単位として年度ごとに

更新を行うことを想定した。計算結果を第 6表に示す。固有プラントデータを年

度ごとにベイズ更新した場合についても，一括でベイズ更新した場合の各起因事

象又は機器故障率のＥＦの幅の中に含まれていることから，年度ごとにベイズ更

新を行ったときも一括でベイズ更新したときに対して大きな差はないと考えら

れる。 

 

 

補足説明資料 1.1.1.h－5 



 

補足 1.1.1.h-5-2 

3．事前分布に含まれる固有プラントのデータ 

事前分布には一般データを適用しており，島根原子力発電所２号炉の情報（観

測件数と露出時間）を含んでいるが，事前分布から島根原子力発電所２号炉の情

報を除外した場合についても，事前分布及び事後分布の計算を行った。計算結果

を第 7表に示す。 

一般データに含まれるプラントは複数あるため，観測件数が多く発生件数に偏

りがなければ，事前分布の一部に島根原子力発電所２号炉の情報が含まれていて

も，母集団に対する固有プラントの割合が小さいため，重複による影響は小さい

と考えられる。しかしながら，一般データの観測件数が少ないため不確実さがあ

ることを考慮し，事前分布から島根原子力発電所２号炉の情報を除外したベイズ

更新の計算を行った。その結果，事前分布から島根原子力発電所２号炉の情報を

除外した場合においても，各起因事象及び機器故障率は島根原子力発電所２号炉

の情報を含んだ場合の起因事象及び機器故障率のＥＦの幅の中に含まれている

ことから，島根原子力発電所２号炉の情報を含んだ事前分布を適用しても，重複

による影響は小さいと考えられる。 

 



 

補足 1.1.1.h-5-3 

第 1表 国内一般データ評価条件 

項目 国内ＢＷＲ起因事象発生頻度／国内故障率データ 

ソフトウェア ＷｉｎＢＵＧＳ 

推定手法 階層ベイズ 

発生頻度分布 対数正規分布 

尤度関数 

ポアソン過程 

起因事象：1970年度～2011 年度（国内ＢＷＲ運転実績） 

機器故障：1982年度～2002 年度（21ヵ年データ） 

観測件数の分布 

（機器故障率） 
二項分布 

 

 

第 2表 固有プラントデータ評価条件 

項目 島根原子力発電所２号炉 起因事象／機器故障率 

ソフトウェア ＢＵＤＤＡ 

推定手法 経験ベイズ 

事前分布 対数正規分布 

尤度関数 

ポアソン過程 

起因事象：1988年度（島根原子力発電所２号炉運転開始）～2011 年度 

機器故障：1982年度（島根原子力発電所２号炉運転開始）～2002 年度 

 

 

第 3表 固有プラントの主な事象の観測件数と露出時間 

起因事象／機器故障率 
一般データ※１ 固有プラントデータ※２ 

観測件数 露出時間 観測件数 露出時間 

起

因

事

象 

隔離事象 13 

526炉年 

１ 

18.5炉年 原子炉保護系誤動作等 39 １ 

手動停止 869 24 

機

器

故

障

率 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
19 1.3E+07 時間 １ 3.3E+05 時間 

タービン駆動ポンプ 

起動失敗 
６ 6.8E+06 時間 １ 1.1E+05 時間 

電動弁（純水等） 

作動失敗 
９ 9.1E+08 時間 １ 2.0E+07 時間 

※１ 一般データの機器故障率は国内故障率データ（21 ヵ年データ），起因事象は原子力施設運転管理年報

を用いている。 

※２ 固有プラントデータの機器故障率はニューシア（ＮＵＣＩＡ），起因事象は原子力施設運転管理年報を

用いている。  



 

補足 1.1.1.h-5-4 

第 4表 ベイズ更新による主な事前分布及び事後分布 

起因事象／機器故障率 
事前分布 事後分布 ベースケース 

平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 

起因

事象 

隔離事象 4.8E-02 22 3.8E-02 6.0 2.5E-02 3.0 

原子炉保護系誤動作等 7.6E-02 2.0 7.1E-02 1.9 7.4E-02 3.0 

手動停止 1.4 1.3 1.4 1.2 1.7 3.0 

機器

故障

率 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
4.3E-06 6.5 3.0E-06 3.6 4.3E-06 6.5 

タービン駆動ポンプ 

起動失敗 
4.1E-06 47 5.3E-06 8.5 4.1E-06 47 

電動弁（純水等） 

作動失敗 
4.8E-08 60 3.4E-08 8.0 4.8E-08 60 

 

 

第 5表 感度解析の炉心損傷頻度（固有プラントデータの反映） 

事故シーケンスグループ 

感度解析 

（ベイズ統計） 

（／炉年） 

ベースケース 

平均値 

（／炉年） 
ＥＦ 

崩壊熱除去機能喪失 5.7E-06 6.2E-06 3.0 

全交流動力電源喪失 2.2E-09 2.7E-09 4.3 

 

長期ＴＢ 2.2E-09 2.7E-09 4.3 

ＴＢＵ 1.0E-11 1.2E-11 6.6 

ＴＢＰ 6.6E-12 8.2E-12 22 

ＴＢＤ 3.5E-12 3.9E-12 14 

高圧注水・減圧機能喪失 5.8E-09 5.0E-09 4.1 

高圧・低圧注水機能喪失 3.4E-09 3.3E-09 11 

原子炉停止機能喪失 6.8E-10 6.1E-10 22 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ 
3.3E-09 3.3E-09 4.1 

ＬＯＣＡ時注水機能喪失 4.2E-13 4.3E-13 19 

合計 5.7E-06 6.2E-06 3.0 
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第 6表 固有データ更新方法の比較 

主要な事象露出 
事前分布 

事後分布 

一括更新※１ 年度更新※２ 

平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 

起因

事象 

隔離事象 4.8E-02 22 3.8E-02 6.0 2.5E-02 4.0 

原子炉保護系誤動作等 7.6E-02 2.0 7.1E-02 1.9 6.7E-02 2.0 

機器

故障

率 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
4.3E-06 6.5 3.0E-06 3.6 2.6E-06 3.5 

タービン駆動 

ポンプ 起動失敗 
4.1E-06 47 5.3E-06 8.5 1.6E-06 10 

※１ 露出時間及び事象発生実績の期間中の合計を一括で更新した結果。 

※２ 露出時間及び事象発生件数を年度ごとに更新した結果。 

 

 

第 7表 固有プラントデータを除外した場合の比較 

起因事象／機器故障率 

事前分布 事後分布 

島根を含む※１ 島根を除外※２ 島根を含む※１ 島根を除外※２ 

平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 平均値 ＥＦ 

起

因

事

象 

隔離事象 4.8E-02 22 4.8E-02 29 3.8E-02 6.0 3.7E-02 6.6 

原子炉保護系誤動作等 7.6E-02 2.0 7.8E-02 2.0 7.1E-02 1.9 7.2E-02 1.9 

手動停止 1.4 1.3 1.4 1.4 1.4 1.2 1.3 1.3 

機

器

故

障 

非常用ディーゼル 

発電機 起動失敗 
4.3E-06 6.5 5.0E-06 6.5 3.0E-06 3.6 3.2E-06 3.5 

タービン駆動ポンプ 

起動失敗 
4.1E-06 47 3.8E-06 45 5.3E-06 8.5 5.2E-06 8.5 

電動弁（純水等） 

作動失敗 
4.8E-08 60 3.4E-08 59 3.4E-08 8.0 3.2E-08 8.4 

※１ 露出時間及び事象発生実績に固有プラント（島根原子力発電所２号炉）の事象を含めたときの結果。 

※２ 露出時間及び事象発生実績に固有プラント（島根原子力発電所２号炉）の事象を含めないときの結果。 
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第 1図 機器故障率の固有プラントデータ作成の流れ 

 

 

 

 

第 2図 起因事象発生頻度の固有プラントデータ作成の流れ 
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感度解析（固有プラント解析） 
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（原子力施設運転管理年報） 
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重大事故等対処設備に期待した場合のＰＲＡ 

 

 

島根原子力発電所２号炉の設置変更許可申請に合わせて実施したＰＲＡでは，

設計基準事故対処設備及び設計基準事故対処設備以外のプラント運転開始時より

備えている手段・設備（通商産業省「原子力発電所内におけるアクシデントマネ

ジメントの整備について」）の一部を考慮した状態にて評価している。 

この評価に対する参考評価として，重大事故等対処設備に期待した状態につい

て感度解析を実施した。結果を以下に示す。 

 

1．評価において期待する設備 

期待する設備の一覧を第 1表に示す。 

感度解析では，現在，島根原子力発電所２号炉に対して整備している重大事故

等対処設備等の一部を考慮した。評価を実施した時点では運用等について検討中

の設備もあるが，重大事故等対処設備によるリスク低減効果の概要を確認する観

点から，それらについてもモデル化して評価している。 

 

2．評価結果 

各ＰＲＡの全炉心損傷頻度等の評価結果を第 1図に，内部事象運転時レベル１

ＰＲＡの各炉心損傷頻度の寄与割合を第 2図に，各ＰＲＡの結果に対する事故シ

ーケンスグループの割合を第 3図に示す。ベースケースと感度解析の変化の要因

を以下に示す。 

(1) 全炉心損傷頻度の低下の傾向 

ベースケースと感度解析の結果について，第 1 図からは，内部事象運転時レ

ベル１ＰＲＡ及び地震レベル１ＰＲＡにおいて全炉心損傷頻度が低下したこと

が分かる。このことから，重大事故等対処設備を講じたことにより，今回評価

対象とした事象に対しては，島根原子力発電所２号炉の炉心損傷頻度が低減す

ることを定量的に確認できた。 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡでは全炉心損傷頻度が 1.2％，地震レベル１Ｐ

ＲＡでは 47％まで低下している。 

(2) 各ＰＲＡの全炉心損傷頻度 

各ＰＲＡのベースケースと感度解析の結果について第 3 図を参照し，各ＰＲ

Ａの全炉心損傷頻度の主な低下の要因を示す。 

ａ．内部事象運転時レベル１ＰＲＡ 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡについて，ベースケースと感度解析の評価

結果を比較すると，全炉心損傷頻度はベースケースの 6.2×10-６／炉年から

7.4×10-８／炉年まで低下した。全炉心損傷頻度の中で支配的な事故シーケン

スグループは，ベースケース及び感度解析ともに崩壊熱除去機能喪失であっ

たが，崩壊熱除去機能喪失の炉心損傷頻度は約 1.0％に低下した。これが感度

補足説明資料 1.1.1.h－6 



補足 1.1.1.h-6-2 

解析における全炉心損傷頻度の低下の支配的な要因である。 

崩壊熱除去機能喪失の炉心損傷頻度が大きく低下した要因は，格納容器フィ

ルタベント系による崩壊熱除去機能の多様化が影響したものと考えられる。 

ｂ．地震レベル１ＰＲＡ 

地震レベル１ＰＲＡについて，ベースケースと感度解析の評価結果を比較

すると，全炉心損傷頻度はベースケースの 7.9×10-６／炉年から 3.7×10-６／

炉年まで低下した。全炉心損傷頻度の低下の要因は，感度解析で考慮した対

策による全交流動力電源喪失等の炉心損傷頻度の低下である。一方，評価上

炉心損傷直結としている事象（Ｅｘｃｅｓｓｉｖｅ ＬＯＣＡ等）について

は，そもそも対策の効果に期待する評価としていないことから，ベースケー

スと感度解析での炉心損傷頻度に変化はなく，相対的に全炉心損傷頻度に占

める割合が増加した。また，感度解析における内部事象運転時レベル１ＰＲ

Ａの全炉心損傷頻度では地震レベル１ＰＲＡの割合が約 95％であることから，

これらの地震レベル１ＰＲＡの炉心損傷直結事象は内部事象運転時レベル１

ＰＲＡの全炉心損傷頻度においても寄与割合が大きくなっている。 

これらの炉心損傷直結事象は，損傷の程度に応じて緩和系による事象収束

可否を詳細に評価することが望ましいが，現段階では損傷の規模や範囲の特

定は困難かつ不確かさが大きく，これら事故シーケンスが発生した場合の事

象進展，具体的には，炉心損傷までの余裕時間，緩和系の健全性や炉心損傷

防止への必要性能有無などについて評価を行うことは現実的ではないことか

ら，保守的に炉心損傷直結として取り扱っている。 

大規模な地震等を想定した場合の，多数の設備の機能喪失により炉心損傷

回避が困難となるケースについても，炉心損傷防止対策の事故シーケンスグ

ループとして単独で定義するのではなく，地震等による損傷の程度や事象進

展に応じて，さまざまな炉心損傷防止対策を臨機応変に組み合わせて活用可

能なように準備しておくことが重要である。また，原子炉建物全体が損壊し，

建物内部の安全系機器が機能喪失に至ってしまうような非常に過酷な状況下

においても，屋外の可搬型設備により注水，除熱，電源機能を確保するとと

もに，大規模損壊対策として放水砲等の影響緩和措置を講じられるようにし

ておくことが重要であると考えられる。 

ｃ．津波レベル１ＰＲＡ 

島根原子力発電所２号炉のＰＲＡでは，ベースケースの段階において，津

波による浸水防止対策を考慮しているため，感度解析においてもベースケー

スと同じ全炉心損傷頻度となっている。 

 

3．まとめ 

感度解析の結果より，重大事故等対処設備を講じたことにより，島根原子力発

電所２号炉の炉心損傷頻度が低減されることを定量的に確認できた。地震レベル

１ＰＲＡにおいて，炉心損傷直結事象が抽出されたが，これらについては，評価
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の詳細化を検討していく。 

今後も安全対策の変更等をＰＲＡモデルに反映し，プラントのリスクを適切に

把握することに努めていく。 
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第 1表 感度解析で期待する設備等 

機能及び設備名 
ベース 

ケース 
感度解析 

異常発生防止   

 耐津波設計の見直し 津波による浸水防止対策 ○ ○ 

原子炉停止機能   

 設計基準事故対処設備 原子炉保護系及び制御棒駆動系 ○ ○ 

炉心冷却機能   

 

設計基準事故対処設備 

原子炉隔離時冷却系 ○ ○ 

 高圧炉心スプレイ系 ○ ○ 

 低圧炉心スプレイ系 ○ ○ 

 低圧注水系 ○ ○ 

 自動減圧系 ○ ○ 

 プラント運転開始時よ

り備えている手段・設備 

手動減圧 ○ ○ 

 給復水系  ○※  ○※ 

 重大事故等対処設備 低圧原子炉代替注水系（常設） － ○ 

格納容器熱除去機能   

 設計基準事故対処設備 残留熱除去系 ○ ○ 

 プラント運転開始時よ

り備えている設備 

格納容器スプレイの手動起動 ○ ○ 

 復水器による除熱  ○※  ○※ 

 重大事故等対処設備 格納容器フィルタベント系 － ○ 

安全機能のサポート機能   

 

設計基準事故対処設備 

原子炉補機冷却系 ○ ○ 

 非常用ディーゼル発電機 ○ ○ 

 直流電源 ○ ○ 

 
重大事故等対処設備 

常設代替交流電源設備 － ○ 

 所内常設蓄電式直流電源設備 － ○ 

※ 手動停止時のみ考慮している。 
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第 1図 各ＰＲＡの全炉心損傷頻度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2図 各ＰＲＡの寄与割合 

 

 

内部事象 44％ 地震 56％ 

内部事象 1.9％ 

地震 95％ 

津波 0.8％ 津波 3.1％ 
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（3.9×10－６／炉年） 
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評価した工程の代表性及び成功基準の選定の考え方， 

燃料取出しの考え方について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡの評価対象とする定期事業者検査工程については，過去

の運転実績の中から標準的なものを選定することとし，第 14回定期検査を参考と

して評価用工程を設定した。 

 

【停止時ＰＳＡ学会標準より抜粋】 

「5.4 ＰＯＳの継続時間の設定 …停止時における炉心損傷頻度を概略的に算

出することが目的である場合には，過去の運転実績を統計処理してＰＯＳごと

の時間設定を行う方法，又は，代表的な定期検査工程を対象とする方法を使用

する。」 

 

定期事業者検査工程の策定に当たっては，保安規定を満足することを前提とし，

必要な予防保全工事を盛り込んだうえ，可能な限り合理的な工程としている。ま

た，定期事業者検査中に判明した不具合への対策により，当初の計画にない工事

を新たに計画し延長する場合もある。 

また，過去の定期検査において実施されたことのない特異な工事については，

計画時に作業内容を入念に検討のうえ，作業実施時には要領書等により適正に管

理されることから，代表的な定期検査工程の選定に当たっては考慮していない。 

以上を踏まえ，停止時レベル１ＰＲＡの評価対象とする代表的な工程の選定に

当たっては，以下の観点を考慮した。 

 

１．定期事業者検査工程の代表性 

(1) 燃料取出し 

原子炉停止中において炉心燃料は，通常原子炉内に格納されているが，炉内

点検や水没弁点検などの作業を実施する場合，全炉心燃料を燃料プールへ移動

させ，プールゲートを閉鎖する。近年の実績を踏まえて，部分燃料取出しでは

なく，全燃料取出しを実施している定期検査を選定する。 

 

(2) 工程に大きな影響を及ぼす工事の有無 

原子炉ウェル水抜きにより運転停止中の状態が変わり，定期検査工程の長期

化につながる工事がない定期検査を選定する。 

 

(3) 原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖への移行状態における水路点検工

事の有無 

過去の定期検査においては，原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖への移

行状態（ＰＯＳ－Ｃ）に，水路点検が行われた実績がある。しかし，近年の定

補足説明資料 1.1.2.a－1 



補足 1.1.2.a-1-2 

期検査では，ＰＯＳ－Ｃにおける水路点検の実績は少なく，また仮に水路点検

が行われた場合でも，燃料損傷頻度への影響は小さいと考えられる。以上より，

この期間に取水路の点検を実施しない定期検査を選定する。 

なお，ＰＯＳ－Ｃにおいて水路点検工事を行う場合の燃料損傷頻度は 7.0×

10－６／定期事業者検査となり，本評価における燃料損傷頻度 6.0×10－６／定期

事業者検査と比較して増加するが，ＰＯＳ－Ｃで水路点検を実施する定期事業

者検査は，本評価と比較して短期となることが想定され，その期間に相当する

燃料損傷頻度が低減されることから，水路点検の影響は小さいと考えられる。 

 

以上の観点から，停止時レベル１ＰＲＡの評価対象とする工程として，第 14

回定期検査を選定した。これまでの各定期検査実績工程について，代表工程の選

定に当たっての分析結果を第 1表に示す。 

 

２．成功基準の選定 

燃料損傷の判定条件は，「燃料集合体の露出」とした。 

設定した代表工程におけるプラント状態（炉心燃料取出し・プールゲートの開

閉）によって対象とする燃料やその配置場所が異なるため，燃料損傷の判定条件

は２ケースに分類してそれぞれに燃料集合体の露出の水位を設定した。 

・炉心燃料と燃料プールの使用済燃料がプールゲートで隔てられている場合 

・炉心燃料と燃料プールの使用済燃料がプールゲートで隔てられていない場 

 合 



補足 1.1.2.a-1-3 

第 1表 定期検査実績工程分析結果 

定期検査
回数 

解列日 
～並列日 

停止 
日数 

①燃料取
替工事 

②工程に影響 
を及ぼす工事 

（原子炉ウェル水
抜き工事内容） 

③原子炉ウェル水抜き
中（ＰＯＳ－Ｃ）の水路

点検工事の有無 

１ 
H2.2.5 
～4.18 

73 
部分 
取出 

－ 不明 

２ 
H3.5.7 
～7.15 

70 
部分 
取出 

－ 不明 

３ 
H4.9.7 
～11.18 

73 
全燃料 
取出 

－ 有 

４ 
H6.1.12
～3.23 

71 
全燃料 
取出 

－ 有 

５ 
H7.4.27
～7.10 

75 
全燃料 
取出 

－ 有 

６ 
H8.9.6 
～11.8 

64 
全燃料 
取出 

－ 有 

７ 
H10.1.5
～2.22 

49 
全燃料 
取出 

－ 有 

８ 
H11.5.11
～7.9 

60 
全燃料 
取出 

・水没弁点検 無 

９ 
H12.9.17
～10.29 

43 
部分 
取出 

－ 有 

10 
H14.1.8
～2.21 

45 
部分 
取出 

－ 有 

11 
H15.4.15
～8.1 

109 
全燃料 
取出 

・水没弁点検 無 

12 
H16.9.7
～17.2.6 

153 
全燃料 
取出 

・原子炉再循環系
配管修理工事 

無 

13 
H18.2.28
～6.3 

96 
全燃料 
取出 

－ 無 

14 
H19.5.8
～7.22 

76 
全燃料 
取出 

－ 無 

15 
H20.9.7

～
H21.3.24 

199 
全燃料 
取出 

・水没弁点検工事 無 

16 
H22.3.18
～12.6 

264 
全燃料 
取出 

・原子炉再循環系
配管他修理工事 

無 

 



 

補足 1.1.2.a-2-1 

プラント状態の分類の考え方について 

 

 

島根原子力発電所２号炉において評価対象とする定期事業者検査工程を第 1

図に示す。以下に各ＰＯＳ分類の考え方について述べる。 

 

 

１．原子炉低温停止への移行状態（ＰＯＳ－Ｓ） 

通常のプラント停止では，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）で除熱

可能な圧力に減圧するまでは，主蒸気系を介して，復水器によって原子炉は除

熱される。残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転による除熱を開始

した後，復水器を真空破壊し，復水器による除熱を停止する。プラント停止直

後は，原子炉停止時冷却モード運転中の残留熱除去系１系列のほかに，残りの

残留熱除去系１系列が待機状態にある。復水器真空破壊から原子炉圧力容器開

放工程へ移行するまでの期間を，原子炉低温停止への移行状態（ＰＯＳ－Ｓ）

として分類する。 

 

２．原子炉格納容器／原子炉圧力容器開放への移行状態（ＰＯＳ－Ａ） 

原子炉格納容器／原子炉圧力容器の開放開始から原子炉ウェルの水張り完了

までの期間は，崩壊熱がまだ比較的大きく，原子炉内の保有水量も運転中とほ

ぼ変わらない。この期間は，原子炉停止時冷却モード運転中の残留熱除去系１

系列の他に，残りの残留熱除去系１系列が待機状態にある。この期間を，原子

炉格納容器／原子炉圧力容器の開放状態（ＰＯＳ－Ａ）として分類する。 

 

３．原子炉ウェル満水状態（ＰＯＳ－Ｂ） 

原子炉圧力容器開放完了から原子炉圧力容器閉鎖開始までの期間は，原子炉

ウェルが満水の状態にある。この期間は，原子炉内の保有水量が多く，残留熱

除去系による除熱が喪失しても原子炉冷却材の温度が短時間に上昇することは

ない。この期間を原子炉ウェル満水状態（ＰＯＳ－Ｂ）として分類する。さら

に，ＰＯＳ－Ｂの期間において，保守点検に伴い使用可能な設備の組合せ等が

変化するため，ＰＯＳ－Ｂ－１，Ｂ－２，Ｂ－３及びＢ－４の４つの期間に分

類する。 

 

４．原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖への移行状態（ＰＯＳ－Ｃ） 

原子炉ウェル水抜き開始から起動準備に入るまでの期間は，設備の保守点検

は継続中であるが，原子炉内の保有水量は運転中とほぼ同じである。しかし，

炉心の崩壊熱は，停止直後の約１／10に低下している。原子炉圧力容器閉鎖開

始から起動準備に入るまでの期間を，原子炉格納容器／原子炉圧力容器の閉鎖

への移行状態（ＰＯＳ－Ｃ）として分類する。 

補足説明資料 1.1.2.a－2 
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５．起動準備状態（ＰＯＳ－Ｄ） 

原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖が終了後，プラントの再起動までに設

備の機能確認などの起動準備が実施される。この期間中は，設備の保守点検が

終了しており，タービン駆動の注水機能を除き，緩和設備の多くが待機状態と

なっている。原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖終了から制御棒引抜開始ま

での期間を，起動準備状態（ＰＯＳ－Ｄ）として分類する。 

 

上記を踏まえ，停止時レベル１ＰＲＡの評価を実施するため，定期事業者検

査期間中の主要工程と，系統の除熱及び注水能力を整理し，評価対象とするＰ

ＯＳを以下のとおり設定した。 

・ＰＯＳ－Ｓ  ：原子炉低温停止への移行状態 

・ＰＯＳ－Ａ  ：原子炉格納容器／原子炉圧力容器開放への移行状態 

・ＰＯＳ－Ｂ－１：原子炉ウェル満水１の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－２：原子炉ウェル満水２の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－３：原子炉ウェル満水３の期間 

・ＰＯＳ－Ｂ－４：原子炉ウェル満水４の期間 

・ＰＯＳ－Ｃ  ：原子炉格納容器／原子炉圧力容器閉鎖への移行状態 

・ＰＯＳ－Ｄ  ：起動準備状態 
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補足 1.1.2.b-1-1 

反応度投入事象を起因事象から除外した考え方について 

 

 

運転停止中には原則として全制御棒が全挿入されており，制御棒駆動機構の試

験を行う場合でも，厳格な管理等により１体ごとにしか行えない。また，万一，

制御棒が誤って引き抜かれた場合でも，その影響は引き抜かれた制御棒等の周辺

のみに限られるため，局所的な事象で収束し，過大な炉心の損傷には至らない。

したがって，本事象から除外する。 

また，過去にＢＷＲプラントにおいて，運転停止中に制御棒が誤って引き抜か

れた事象が発生している。本プラントでは，従前からＨＣＵ隔離時には制御棒駆

動系はリターン運転とする手順としていたが，本事象に対する対策として，制御

棒駆動水差圧高の検知の明確化を図るとともに，差圧が更に高くなった場合には

制御棒駆動水ポンプをトリップさせるインターロックを設置する等の再発防止対

策をとり，同様の事象発生を防止している。また，仮に同様の事象が発生したと

しても，中性子束異常高による原子炉スクラムにより制御棒の引き抜きが停止す

ることから燃料は健全性を失うことはない。 

なお，制御棒の誤引き抜きが発生する頻度を評価すると，発生頻度は，

と十分小さく，頻度の観点からも起因事象から除外して

も問題ない。 

 

（補足資料） 

・制御棒の誤引き抜きが発生する頻度について 

 

補足説明資料 1.1.2.b－1 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



補足資料 

補足 1.1.2.b-1-2 

制御棒の誤引き抜きが発生する頻度について 

１．運転停止中のＨＣＵ隔離操作の回数 

運転停止中におけるＨＣＵ隔離操作は，以下の時期に２回実施される。 

・燃料取り出し作業前

・ＰＣＶ漏えい試験前

２．ＨＣＵ隔離時の制御棒駆動系リターン運転の確認 

３．制御棒駆動水差圧高時の制御棒駆動水ポンプトリップ回路 

４．制御棒駆動水差圧高時の運転員緩和操作 

５．制御棒誤引き抜き発生頻度 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.2.b-2-1 

残留熱除去系運転中のＬＯＣＡについて 

残留熱除去系運転中のＬＯＣＡは，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

で運転中の残留熱除去系から，主に弁の損傷を起因として冷却材が流出する事象

である。一方，残留熱除去系切替時のＬＯＣＡは，残留熱除去系切替時に主に人

的過誤を起因として冷却材が流出する事象であるが，残留熱除去系運転中のＬＯ

ＣＡは，事象発生後の事故シーケンスの展開としては残留熱除去系切替時のＬＯ

ＣＡとほぼ同様となる。 

また，残留熱除去系運転中のＬＯＣＡの発生頻度は，残留熱除去系切替時の  

ＬＯＣＡの 2.9×10－４／定期事業者検査より

である。残留熱除去系運転中のＬＯＣＡの発生頻度の評価を補足資料に

示す。 

また，流出経路となる系統の最高使用圧力に対し，評価期間中の残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）における残留熱除去系の系統圧力は十分に低く，弁

の破損が発生する可能性は十分に低いと考えられる。 

以上より，残留熱除去系運転中のＬＯＣＡは，人的過誤が起因となる残留熱除

去系切替時のＬＯＣＡで代表できるとし，起因事象から除外している。 

（補足資料） 

・残留熱除去系運転中のＬＯＣＡが発生する頻度について

補足説明資料 1.1.2.b－2 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

補足 1.1.2.b-2-2 

残留熱除去系運転中のＬＯＣＡが発生する頻度について 

１．評価対象とするＰＯＳ 

残留熱除去系が運転する期間のうち，燃料が燃料プールに搬出されている期間

（ＰＯＳ－Ｂ－２及びＢ－３）については，残留熱除去ポンプの吸込がスキマサ

ージタンクとなり，原子炉冷却材の流出が発生しても流出量はスキマサージタン

クの容量のみに限定される。以上のことから，ＰＯＳ－Ｂ－２及びＢ－３を除く

すべてのＰＯＳを評価対象とする。第 1 図にＰＯＳ－Ｂ－２及びＢ－３におけ

る残留熱除去系の系統概要について示す。

２．原子炉冷却材の流出経路及び要因の特定 

原子炉冷却材の流出経路の特定に際しては次の選定条件を設定した。 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中に原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを構成する弁の故障を対象とする。

・流出先が原子炉となる弁の故障は除く。

・原子炉冷却材の流出に２弁以上の弁の故障が必要となる経路は除く。

上記の選定条件に適合する弁の故障を以下に示す。 

・サプレッション・チェンバからの吸込弁の破損

・ミニマムフロー弁の破損

・テストラインの弁の破損

・格納容器スプレイライン（サプレッション・チェンバ側）の弁の破損

対象とした４弁を第 2図に示す。 

３．発生頻度 

本評価では，電動弁（純水）内部リークの国内一般機器故障率 4.1×10－９（／

時間）を対象弁の内部破損による冷却材流出頻度とした。 

１系列の残留熱除去系が評価対象期間中運転するとした場合，残留熱除去系運

転中のＬＯＣＡの発生頻度は，以下のとおりとなる。 
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起因事象発生頻度の評価における考え方 

 

 

内部事象停止時レベル１ＰＲＡに用いる起因事象の発生頻度の評価方法は①～

④の優先順位に基づいて評価している。 

内部事象運転時レベル１ＰＲＡの考え方と基本的に同様であるが，運転日数や

総点検回数，トラブル事例等の適切なデータの入手が困難である場合は④に示す

論理モデルを用いた評価等を使用する。 

 

①国内の運転経験データを確認し，発生が報告されている事象については，発生

件数を国内プラントの総運転炉年等で除した値とした。 

【対象事象】残留熱除去系機能喪失[フロントライン]，外部電源喪失の発生頻度 

 

②国内の運転経験データを確認し，発生が報告されていない事象であっても，発

生頻度について十分検討が行われており評価に活用可能な文献等が参照できる

事象については，それらを参照・検討し，値を設定した。 

【対象事象】本ＰＲＡでの対象なし 

 

③国内の運転経験データでは発生が報告されておらず，発生頻度の評価に活用可

能な文献等が確認できない事象については，運転日数等のデータが十分に収集

されていることを確認後，国内での発生件数を0.5件とし，これを国内プラント

の総運転炉年等で除した値として評価に用いた。 

【対象事象】補機冷却系機能喪失の発生頻度 

 

④運転日数や総点検回数，トラブル事例等の適切なデータの入手が困難であり，

②，③による算出ができない場合は，イベントツリーを用いた論理モデルによ

る信頼性評価を行い，値を設定した。 

なお，イベントツリーを用いた論理モデルでは保守性を持つ仮定等により発生

頻度が大きく，また故障率の不確実さが大きくなる傾向がある。そのため，その

他の適切な推定手段がある場合にはそちらを用いる。 

【対象事象】原子炉冷却材の流出 

 

補足説明資料 1.1.2.b－3 



補足 1.1.2.b-4-1 

冷却材流出事象の発生頻度の算出方法について 

 

 

運転停止中のＬＯＣＡの起因事象として，制御棒駆動機構点検時，局部出力領

域モニタ交換時，残留熱除去系運転切替時，原子炉浄化系ブロー運転時を想定し

ている。これらの起因事象の発生頻度算出モデル及び仮定条件について以下に述

べる。 

 

１．制御棒駆動機構点検時のＬＯＣＡの発生頻度 

制御棒駆動機構点検時のＬＯＣＡの発生頻度は，制御棒駆動機構点検本数及び

機器点検手順から，ＬＯＣＡが発生する可能性がある事象に対して，操作失敗時

の人的過誤確率及び機器故障率を考慮したイベントツリーを作成して評価した。

評価では，定期事業者検査当たり 19個の制御棒駆動機構を点検し，点検時にカ

ップリング又はフランジから冷却材が漏えいすることを想定している。イベント

ツリーを第 1図に示す。カップリングシール確保失敗は，配管破損の国内一般機

器故障率を考慮して設定している。カップリング漏えい認知，ＣＲＤフランジ取

付け及び燃料取替階側の操作誤りは，それぞれ第 5 図より設定している。第 1

図より，発生頻度は 6.5×10－７／定期事業者検査となった。 

 

２．局部出力領域モニタ交換時のＬＯＣＡの発生頻度 

 局部出力領域計装の交換の発生頻度は，局部出力領域計装交換本数及び機器点

検手順から，冷却材の流出が発生する可能性がある以下の事象に対して，操作失

敗の人的過誤確率，機器故障確率を考慮したイベントツリーを作成して評価した。

評価では，定期事業者検査当たり６個の局部出力領域計装を交換し，交換時のフ

ラッシング装置等からの冷却材喪失を想定している。イベントツリーを第2図に

示す。ＬＰＲＭシール確保失敗は，配管破損の国内一般機器故障率を考慮して設

定している。シール漏えい認知，フラッシング装置取付け及び燃料取替階側の操

作誤りは，それぞれ第5図より設定している。第2図より，発生頻度は3.7×10－７

／定期事業者検査となった。 

 

３．残留熱除去系運転切替時のＬＯＣＡの発生頻度 

 残留熱除去系運転切替時の冷却材流出の発生頻度は，ミニマムフロー弁の閉め

忘れを対象としてＨＲＡイベントツリーを作成し，人的過誤確率を求めることに

より評価した。第3図にＨＲＡイベントツリー，第1表に各人的過誤の確率を示す。 

 第1表の人的過誤確率を求めるうえでの仮定条件として，運転員の弁の閉め忘

れは，手順書（10ページ以下）中の１項目を省いてしまう過誤率を用いた。管理

者の閉チェックの失敗は，手順書を用いて行う慣例的な点検（作業）の作業ミス

の発見に失敗する人的過誤確率を用い，これに低従属を考慮した。なお，ミニマ

ムフロー弁を閉とした後，安全措置としてミニマムフロー弁の電源を切とする運

補足説明資料 1.1.2.b－4 



補足 1.1.2.b-4-2 

用については，その確認が弁閉操作を行う運転員と同一の運転員により行われる

可能性が高いことから，確認の失敗は弁の閉め忘れに完全従属するものとした。

第3図及び第1表より，発生頻度は2.9×10－４／回となった。 

 

４．原子炉浄化系ブロー時のＬＯＣＡの発生頻度 

 原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出の発生頻度は，原子炉浄化系ブロー時の弁

の閉め忘れを対象としてＨＲＡイベントツリーを作成し，人的過誤確率を求める

ことにより評価した。第4図にＨＲＡイベントツリー，第2表に各人的過誤の確率

を示す。第2表の人的過誤のうち，運転員の弁の閉め忘れは第5図をもとに設定し

ている。 

 第2表の人的過誤を求めるうえでの仮定条件として，運転員の弁の閉め忘れに

対してレベル３を設定している。第5図の項目ではレベル４となるが，原子炉浄

化系ブローは高度な管理下で実施される作業であるものの，時間が経過した後

で実施する操作のため，工学的判断により保守的にレベル３の確率とした。 

 また，管理者の閉操作チェック失敗は，日常的なものではなく特に要求され

た点検（作業）の作業ミスの発見に失敗する人的過誤率を用い，これに低従属

を考慮した。第4図及び第2表より，発生頻度は1.3×10－４／回となった。 
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補足 1.1.2.b-4-5 

第3図 残留熱除去系運転切替時のＬＯＣＡのＨＲＡイベントツリー 

第1表 残留熱除去系運転切替時のＬＯＣＡの 

ＨＲＡイベントツリーの分岐確率 

人的過誤 中央値 平均値 備考 

HE1 

HE2 
S 

S 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第4図 原子炉浄化系ブロー時のＬＯＣＡのＨＲＡイベントツリー 

第2表 原子炉浄化系ブロー時のＨＲＡイベントツリーの分岐確率 

人的過誤 中央値 平均値 備考 

HE1 

HE2 
S 

S F 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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補足 1.1.2.c-1-1 

燃料損傷条件について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡにおいては，燃料損傷の判定条件を“燃料棒有効長頂部

が露出した状態”としている。このため，ＰＯＳによって対象とする燃料の配置

場所が異なるため，燃料損傷の判定条件を以下のようにＰＯＳにより分類してい

る。第 1 表に燃料損傷の判定条件，第 2 表に対象設備動作までの余裕時間，第 1

図に保有水のエリア分割を示す。 

 

１．原子炉通常水位における評価（ＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，Ｄ） 

炉心燃料が炉心に全数装荷された状態を評価する。 

崩壊熱による冷却水温度上昇の余裕時間算出においては，原子炉通常水位か

ら原子炉圧力容器底部までを保有水量（ａ＋ｂ＋ｃ）として考慮する。また，

原子炉水の蒸発による余裕時間算出においては，原子炉通常水位から燃料棒有

効長頂部までの保有水量（ｃ）の蒸発時間を考慮する。 

 

２．原子炉ウェル満水時の燃料移動中における評価（ＰＯＳ－Ｂ－１，Ｂ－４） 

炉心燃料が炉心から燃料プールに移動中の評価については，燃料が炉心に全

数装荷されている状態において，原子炉側の保有水量のみを考慮する。プール

ゲートが開いている期間であるため，燃料プールの保有水量も考慮することが

できるが，保有水量を少なく見積もるために考慮しないこととする。これらは，

炉心燃料と使用済燃料の両方に対し原子炉側と燃料プールの両方を保有水量と

するよりも保守的な評価となっている。 

上記を踏まえ，崩壊熱による冷却水温度上昇の余裕時間算出においては，原

子炉側を保有水量（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ＋ｅ）として考慮する。原子炉水の蒸発に

よる余裕時間算出においては，原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までを

保有水量（ｃ＋ｄ＋ｅ）として考慮する。 

 

３．原子炉ウェル満水時の全炉心燃料取り出し後における評価（ＰＯＳ－Ｂ－ 

２，Ｂ－３） 

全炉心燃料及び使用済燃料が燃料プールにある状態を評価する。プールゲー

トが開いている状態のため，原子炉側の保有水量も考慮することができるが，

保有水量を少なく見積もるために考慮しないこととする。 

上記を踏まえ，崩壊熱による冷却水温度上昇時の余裕時間算出においては，

燃料プールの保有水量（ｆ＋ｇ）を考慮する。また，燃料プール水の蒸発によ

る余裕時間においては，原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの保有水

量（ｇ）を考慮する。 
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第 1表 燃料損傷の判定条件 

ＰＯＳ 
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水位 
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価に使用す

る保有水量 

余裕時間評価

に使用する燃

料の位置 

考慮で

きる保

有水量 

崩壊熱を考

慮する燃料 

Ｓ，Ａ 

Ｃ，Ｄ 

通常 

水位 

崩壊熱により水温が

上昇する範囲 
ａ，ｂ，ｃ 炉心 

ａ，ｂ，

ｃ 
炉心 

崩壊熱により冷却材

が蒸発・流出する範囲 
ｃ 炉心 ｃ 炉心 

Ｂ－１ 

Ｂ－４ 

原子炉

ウェル

満水 

崩壊熱により水温が

上昇する範囲 

ａ，ｂ，ｃ，

ｄ，ｅ 
炉心 

ａ，ｂ，

ｃ，ｄ，

ｅ，ｆ，

ｇ 

移動中 

（炉心， 

燃料プール） 

崩壊熱により冷却材

が蒸発・流出する範囲 
ｃ，ｄ，ｅ 炉心 ｅ，ｇ 

移動中 

（炉心， 

燃料プール） 

Ｂ－２ 

Ｂ－３ 

崩壊熱により水温が

上昇する範囲 
ｆ，ｇ 燃料プール 

ａ，ｂ，

ｃ，ｄ，

ｅ，ｆ，

ｇ 

燃料プール 

崩壊熱により冷却材

が蒸発・流出する範囲 
ｇ 燃料プール ｅ，ｇ 燃料プール 

 

 

 



  

補足 1.1.2.c-1-3 

第
2
表
 

対
象
設

備
動

作
ま
で
の

余
裕
時

間
 

起
因
事
象
 

Ｐ
Ｏ
Ｓ
 

Ｐ
Ｏ

Ｓ
別
の
 

代
表

時
間
 

対
象
設
備
 

除
熱
機
能
 

注
水
機
能
 

残
留
熱
除
去
系
 

（
Ａ
系
／
Ｂ
系
）
 

原
子
炉
浄
化
系
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
 

復
水
輸
送
系
 

燃
料
プ
ー
ル

 
補
給
水
系

 

余
裕
時
間
（
時
間
）
 

（
燃
料
棒
有
効
長
 

頂
部
ま
で
）
 

余
裕
時
間
（
時
間
） 

（
燃
料
棒
有
効
長

頂
部

ま
で
）
 

余
裕
時
間
（
時
間
）
 

（
原
子
炉
ウ
ェ
ル
 

 
満
水
時
6
6℃

）
 

余
裕
時
間
（
時
間
） 

（
燃
料
棒
有
効
長

頂
部
ま
で
）
 

余
裕
時
間
（
時
間

） 

（
燃
料
棒
有
効
長

頂
部
ま
で
）
 

残
留

熱
除

去
系

[
フ

ロ
ン

ト

ラ
イ
ン
系

]機
能
喪
失
 

 残
留

熱
除

去
系

[
サ

ポ
ー

ト

系
]機

能
喪
失
 

 外
部
電
源
喪
失
 

Ｓ
 

0.
25

日
後
 

（
６

時
間
後
）
 

3.
7 

－
 

－
 

3
.
7 

－
 

Ａ
 

１
日
後
 

5.
3 

－
 

－
 

5
.
3 

－
 

Ｂ
－
１
 

６
日
後
 

80
 

－
 

－
 

8
0 

8
0 

Ｂ
－
２
 

12
日
後
 

11
0 

－
 

－
 

1
1
0 

1
1
0 

Ｂ
－
３
 

40
日
後
 

16
0 

－
 

－
 

1
6
0 

1
6
0 

Ｂ
－
４
 

50
日
後
 

19
0 

－
 

－
 

1
9
0 

1
9
0 

Ｃ
 

58
日
後
 

26
 

－
 

－
 

2
6 

－
 

Ｄ
 

67
日
後
 

27
 

－
 

－
 

2
7 

－
 

制
御
棒
駆
動
機
構
点
検
時
 

Ｂ
－
２
 

－
 

－
 

－
 

－
 

1
.
0 

－
 

局
部

出
力

領
域

モ
ニ

タ
交

換
時
 

Ｂ
－
２
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

残
留
熱
除
去
系
切
替
時
 

Ｂ
－
３
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

原
子
炉
浄
化
系
ブ
ロ
ー
時
 

Ｃ
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

 

 
 



  

補足 1.1.2.c-1-4 

   

 
    

第
1
図
 

保
有
水

の
エ

リ
ア
分
割

 

 

ａ
 
ダ
ウ
ン
カ
マ

 

ｂ
 
燃
料
有
効
部

 

ｃ
 
通
常
水
位
ま
で

 

ｄ
 
原
子
炉
圧
力
容
器
フ
ラ
ン
ジ
ま
で

 

ｅ
 
原
子
炉
ウ
ェ
ル
プ
ー
ル
の
み

 

ｆ
 
燃
料
プ
ー
ル
（
１
）

 

ｇ
 
燃
料
プ
ー
ル
（
２
）

 

蒸
気

乾
燥
器
・

気
水

分
離
器

 

ピ
ッ

ト
 

 

燃
料
プ
ー
ル

 

通
常
水
位

 

 燃
料
棒
有
効
長
頂
部

 

 

評
価
上
考
慮
し
な
い

 

 



補足 1.1.2.c-2-1 

燃料損傷防止の成功に必要な安全機能について 

 

 

停止時レベル１ＰＲＡにおいて燃料損傷防止のために必要な緩和機能は下の２

つを設定しており，それらに必要なフロントライン系（ＥＣＣＳ，復水輸送系等）

やサポート系（電源設備，原子炉補機冷却系等）を設定している。 

・除熱機能又は原子炉注水機能（崩壊熱除去機能喪失及び外部電源喪失時） 

・原子炉注水機能（原子炉冷却材の流出時） 

この時，注水等の機能維持に必要な機能であるが，評価の対象としない原子炉

減圧及び原子炉格納容器除熱機能について，その取り扱いの考え方を整理した。 

 

１．原子炉の減圧機能 

ＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，Ｄにおいて原子炉が未開放の状態であり，崩壊熱除去機

能が喪失した場合の冷却材の沸騰や原子炉圧力容器漏えい試験時の制御棒駆動

機構による加圧時には，運転停止中であっても原子炉の圧力は上昇する。これら

の場合においては原子炉の低圧維持と注水系による注水が必要となるため，減圧

を実施する必要がある。ただし，下の整理により成功基準の設定は不要としてい

る。 

・原子炉圧力容器漏えい試験（ＰＯＳ－Ｃの期間内） 

原子炉圧力容器漏えい試験は原子炉圧力容器トップベント弁やＳＲＶを閉鎖

し，制御棒駆動機構等により注水することで原子炉圧力容器を約6.93MPa以上ま

で上昇させ，漏えいの有無を確認するものである。仮に試験実施中に崩壊熱除去

機能の喪失や全交流動力電源の喪失が発生した場合はトップベント弁の開放や

ＳＲＶの開放，主蒸気隔離弁の強制開等の手段で原子炉圧力容器を減圧する必要

がある。 

しかし漏えい試験に伴い，原子炉水位は十分高く維持しているため，試験前の

状態と比べて余裕時間※１は長くなり，これらの減圧操作の成功は十分期待でき

る。 

以上より，本評価では試験実施時間の長さと余裕時間，減圧手段を考慮して 

ＰＯＳ－Ｃでは原子炉圧力容器漏えい試験の状態は評価不要としている。 

※１ 漏えい試験では保有水量が多いため，崩壊熱除去機能が喪失した場合，

ＰＯＳ－Ｃの崩壊熱における大気圧下での沸騰を想定しても，事象発生

から２日以上の余裕がある。 

 

・原子炉圧力容器未開放時の冷却材沸騰による加圧（ＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，Ｄ） 

原子炉圧力容器未開放状態において崩壊熱除去機能の喪失や全交流動力電源

の喪失が発生した場合，徐々に原子炉内の圧力が上昇するため，いずれは減圧が

必要となる。 

ただし，崩壊熱が大きな原子炉停止後初期（ＰＯＳ－Ｓ，Ａ）においては，Ｓ

補足説明資料 1.1.2.c－2 
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ＲＶや主蒸気隔離弁などが機能維持されており，これらを用いた減圧が可能であ

る。また，崩壊熱が小さな定期事業者検査時後半（ＰＯＳ－Ｃ，Ｄ）においては

原子炉圧力容器のトップベント弁等より蒸気を原子炉格納容器へと逃がすこと

ができるため，この減圧機能により低圧の維持は可能である。 

そのため，本評価においてはこれらの減圧機能が十分信頼性が高いこと及び余

裕時間が十分にあることをもって評価不要としている※２。 

※２ ＳＲＶ１個あたりの開失敗確率（デマンド）（2.7×10－４，ＥＦ＝13）

であり，島根原子力発電所２号炉ではＳＲＶが12個あるため，十分信頼

性は高い。 

 

２．原子炉格納容器除熱機能 

「１．原子炉の減圧機能」で示した原子炉減圧が必要なプラント状態において，

ＳＲＶ開放等により原子炉圧力を低下させた際，崩壊熱の熱量は原子炉格納容器

へと移行する。この時，原子炉格納容器は徐々に圧力が上昇するが，十分余裕時

間があり,またフィルタベント等を用いることで圧力を低下させることが可能で

あるため，成功基準の設定は不要としている※３。 

※３ 「添付資料 5.1.5 原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び全交流

動力電源喪失時の格納容器の影響について」にて示すとおり，格納容器

代替スプレイに期待しない場合であってもベントまでの時間は事象開始

から約51時間程度と崩壊熱除去機能復旧の余裕時間は充分確保される。

なお，停止中の場合，所員用エア・ロック等の開放により原子炉格納容

器が開放されている場合も考えられるが，所員用エア・ロック等を速や

かに閉止することで未開放時と同様の対応となる。原子炉格納容器の上

部蓋を取り外している場合は，状況により速やかに原子炉格納容器を閉

鎖することが困難となり原子炉内から蒸気とともに熱量が原子炉格納容

器を経由して原子炉建物内に放出されることも考えられる。ただし，原

子炉建物壁面への吸熱及び原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル開

放等による環境への放熱により，原子炉建物内の環境条件は必要な設備

が機能喪失するほど悪化することはなく，原子炉補機代替冷却系等を用

いた原子炉又は格納容器冷却の開始により徐々に改善される。また，現

場作業員の退避時及び公衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に

含まれるよう素は微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もあるた

め，有意なものとはならない。原子炉圧力容器を開放している場合は，

原子炉内から放出された熱量は蒸気に伴い原子炉建物内に放出され，原

子炉建物壁面への吸熱，又は環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量

が更に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子炉

冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢となる。 
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冷却材流出事象の流出量及び余裕時間の算出方法について 

停止時レベル１ＰＲＡにおいては，制御棒駆動機構点検時，局部出力領域モニ

タ交換時，残留熱除去系切替時及び原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出が想定さ

れる。各事象における余裕時間を第 1表に示す。 

運転停止中のＬＯＣＡにおける余裕時間は，以下に示すとおり，冷却材の流出

流量により燃料露出までの時間を計算することにより求めている。 

１．制御棒駆動機構点検時の冷却材流出 

制御棒駆動機構点検時は，

冷却材流出を想定し，原子

炉ウェル満水からの水位低下を評価している。 

原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.0×10３m3）及び流出

流量（  ）から，余裕時間は  とした。 

２．局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出 

局部出力領域計装交換時の中性子束計測案内管からの冷却材流出を想定し，原

子炉ウェル満水からの水位低下を評価している。 

原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.0×10３m3）及び流出

流量（  ）から，余裕時間は  とした。 

３．残留熱除去系切替時の冷却材流出 

残留熱除去系切替時のミニマムフロー弁閉操作忘れを想定し，原子炉ウェル満

水からの水位低下を評価している。 

原子炉ウェル満水から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.0×10３m3）及び流出

流量（94m3/h）から，余裕時間は  とした。 

４．原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出 

原子炉浄化系ブロー時のブローライン止弁の閉失敗による流出を想定し，通常

水位からの水位低下を評価している。 

通常水位から燃料棒有効長頂部までの水量（約1.2×10２m3）及び流出流量

（  ）から，余裕時間は  とした。 

以上より，各事象における燃料露出までの余裕時間は約２時間以上あり，緩和

系作動までの余裕時間を保守的に１時間としている。 

なお，運転時レベル１ＰＲＡにおけるＬＯＣＡ時の原子炉減圧の手動操作の余

補足説明資料 1.1.2.c－3 
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裕時間については，ＬＯＣＡが発生していることを必ず認知できると想定される

が，保守的に過渡時の原子炉減圧の余裕時間を設定している。 

第 1表 冷却材流出時の余裕時間 

冷却材流出事象 想定する水位 流出流量（m3/h） 
燃料露出までの 

時間（時間） 

制御棒駆動機構 

点検時の冷却材流出 
原子炉ウェル満水 

局部出力領域モニタ 

交換時の冷却材流出 
原子炉ウェル満水 

残留熱除去系 

切替時の冷却材流出 
原子炉ウェル満水 

原子炉浄化系 

ブロー時の冷却材流出 
通常水位 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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緩和操作に必要な余裕時間等の算定根拠について 

１．崩壊熱評価条件 

発生する崩壊熱の計算には，炉心にＵＯ２燃料のみが装荷されている場合につ

いて停止時ＰＳＡ学会標準に記載の May-Wittの式で評価し，ＭＯＸ燃料が含ま

れる場合においてはＯＲＩＧＥＮ２コードを用いて評価している。 

また，炉心部には燃料が 560 体全数装荷されていることとし，燃料プールに

保管されている燃料については，炉心部燃料の燃料プールへの移動後，使用済

燃料貯蔵ラックに貯蔵可能である燃料 3,518 体が貯蔵されていることとする。

評価条件を第 1表に示す。 

上記で算出した崩壊熱の評価に基づき，緩和操作に必要な余裕時間を算出した。 

第 1表 崩壊熱評価条件 

ＵＯ２燃料 
ＭＯＸ燃料を含む場合 

ＵＯ２燃料 ＭＯＸ燃料 

崩壊熱評価 May-Wittの式 ＯＲＩＧＥＮ２コード 

100％炉心 560体 332体 228体 

燃料プール 

（630％炉心相当） 
3,518体 

２．余裕時間の評価に用いる崩壊熱 

原子炉停止後一定期間（数日程度）までは，ＵＯ２燃料の方が崩壊熱は大きく

なるが，その後はＭＯＸ燃料を含む方が崩壊熱は大きくなる。余裕時間の評価

では，炉心にＵＯ２燃料のみが装荷されている場合とＭＯＸ燃料を含む場合の比

較を行い，崩壊熱が大きくなる方を用いることとした。原子炉冷却材初期温度

は 52℃を設定している。第 2表に各ＰＯＳの代表時間における崩壊熱について

示す。 
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第 2表 各ＰＯＳの代表時間における崩壊熱 

ＰＯＳ 
各ＰＯＳの代表時間 

(解列からの日数） 

崩壊熱 

（MW） 

Ｓ 
0.25日後 

(６時間後) 
23 

Ａ １日後 16 

Ｂ－１ ６日後 9.3 

Ｂ－２ 12日後 7.5 

Ｂ－３ 40日後 5.1 

Ｂ－４ 50日後 4.8 

Ｃ 58日後 3.2 

Ｄ 67日後 3.0 

 

 




